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1. 概要

本資料は，津波防護施設である防波壁に設置する漂流物対策工の耐震性について，Ⅵ-

2-l-9「機能維持の基本方針」に設定している構造強度及び機能維持の設計方針に基づき，

防波壁に設置する漂流物対策工が基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度を有している

ことを確認するものである。また，漂流物対策工の強度計算について，Ⅵ-3-別添 3-1「津

波への配慮が必要な施設の強度計算の基本方針」に示すとおり，漂流物対策工の構造健全

性を保持することを確認するものである。 

漂流物対策工に要求される機能の維持を確認するにあたっては，地震応答解析又は津波

荷重及び漂流物衝突荷重に基づく構造部材の健全性評価を行う。 

なお，防波壁通路防波扉に設置する漂流物対策工については，「2.2 防波壁通路防波

扉に関する補足説明」で説明する。 

2.1.8－1
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2. 基本方針

2.1 位置 

漂流物対策工の設置範囲を図 2.1－1 に示す。 

図 2.1－1 漂流物対策工の設置範囲 
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2.2 構造概要 

漂流物対策工の配置図を図 2.2－1 に示す。防波壁（多重鋼管杭式擁壁）に設置され

る漂流物対策工の構造概要図を図 2.2－2 に，防波壁（逆Ｔ擁壁）に設置される漂流物

対策工の構造概要図を図 2.2－3 及び図 2.2－4 に，防波壁（波返重力擁壁）に設置され

る漂流物対策工の構造概要図を図 2.2－5 及び図 2.2－6 に示す。 

漂流物対策工は，厚さ 50cm の鉄筋コンクリート版で構成される構造とし，アンカー

ボルトにより防波壁に支持される構造（以下「漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）」

という。）を基本とする。 

防波壁（波返重力擁壁）のうちケーソンの前壁背面がコンクリートで充填されていな

いケーソンについて，ケーソンの前面に漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）を設置す

る。 

防波壁（逆Ｔ擁壁）に設置される漂流物対策工のうち，グラウンドアンカを設置して

いる範囲は鋼材及びアンカーボルトにより構成する構造（以下「漂流物対策工（鋼材）」

という。）とし，グラウンドアンカの保守管理時に取り外しが可能な構造とする。 

 

 

図 2.2－1 漂流物対策工の配置図 
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（平面図） 

     

（正面図） 

 

（標準断面図） 

 

図 2.2－2(1) 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）における 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の構造概要図 
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（概略配筋図（正面図）） 

 

 

（概略配筋図（断面図）） 

 

図 2.2－2(2) 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）における 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の構造概要図 
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（アンカーボルト配置図（正面図）） 

 

 

（アンカーボルト配置図（断面図）） 

 

図 2.2－2(3) 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）における 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の構造概要図 
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（平面図） 

 

（正面図） 

 

（標準断面図） 

図 2.2－3(1) 防波壁（逆Ｔ擁壁）における 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の構造概要図  
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（概略配筋図（正面図）） 

 

 

（概略配筋図（断面図）） 

 

図 2.2－3(2) 防波壁（逆Ｔ擁壁）における 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の構造概要図 
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（アンカーボルト配置図（正面図）） 

 

 

（アンカーボルト配置図（断面図）） 

 

図 2.2－3(3) 防波壁（逆Ｔ擁壁）における 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の構造概要図 

単位（ｍｍ）

▽EL 15000

▽EL 8000

900

1,050 1,050 1,050 1,050 1,050 1,050 1,050 1,050

900 900 900 900 900 900

2@
55

0=
1,

10
0

2
,0
10

4
,4
90

6@
60

0=
3,

60
0

50
0

15,980

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）

アンカーボルト

(D16,L=650mm)

2.1.8－9

738



 

 

 

       

（平面図） 

 

 

（断面図） 

 

図 2.2－4 防波壁（逆Ｔ擁壁）における漂流物対策工（鋼材）の構造概要図 
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（正面図） 

 

 

（標準断面図） 

 

図 2.2－5(1) 防波壁（波返重力擁壁）における 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の構造概要図 
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（概略配筋図（正面図）） 

 

 

（概略配筋図（断面図）） 

 

図 2.2－5(2) 防波壁（波返重力擁壁）における 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の構造概要図 

 

2.1.8－12

741



 

 

 

 

（アンカーボルト配置図（正面図）） 

 

 

（アンカーボルト配置図（断面図）） 

 

図 2.2－5(3) 防波壁（波返重力擁壁）における 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の構造概要図 
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（正面図） 

 

（標準断面図） 

図 2.2－6(1) 防波壁（波返重力擁壁）ケーソンにおける 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の構造概要図 
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（概略配筋図（正面図）） 

 

（概略配筋図（断面図）） 

図 2.2－6(2) 防波壁（波返重力擁壁）ケーソンにおける 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の構造概要図 
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（アンカーボルト配置図（正面図）） 

 

（アンカーボルト配置図（断面図）） 

図 2.2－6(3) 防波壁（波返重力擁壁）ケーソンにおける 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の構造概要図  
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2.3 評価方針 

漂流物対策工は，津波防護施設である防波壁の一部として設置し，漂流物衝突荷重を

分散して防波壁に伝達し，防波壁の局所的な損傷を防止する機能，又は漂流物をグラウ

ンドアンカに衝突させない機能を有することから，Ｓクラス施設である津波防護施設に

分類される。 

漂流物対策工の各部位の役割及び性能目標を表 2.3－1 及び表 2.3－2 に示す。 

漂流物対策工の耐震評価は，表 2.3－3 に示すとおり，防波壁の地震応答解析結果に

基づき，地震時の慣性力により漂流物対策工が防波壁から分離しないことを確認する。 

漂流物対策工の強度計算は，表 2.3－4 に示すとおり，津波時及び重畳時の荷重に対

して，漂流物対策工を構成する鉄筋コンクリート版がせん断破壊又は鋼材が破断しない

ことを確認する。 

性能目標として鉄筋コンクリート版がせん断破壊しないこと及び鋼材が破断しない

こととしているが，許容限界はおおむね弾性状態にとどめる設計とする。 

漂流物対策工の耐震評価フローを図 2.3－1 に，強度計算フローを図 2.3－2 に示す。 

 

表 2.3－1 漂流物対策工の各部位の役割 

 部位の名称 地震時の役割 津波時の役割 

施
設 

鉄筋コンクリート版 

・役割に期待しない（防波壁

の解析モデルに重量とし

て考慮し，防波壁への影

響を考慮する）。 

・漂流物衝突荷重を分散し

て防波壁に伝達する。 

・漂流物衝突荷重による防

波壁の局所的な損傷を防

止する。 

鋼材 

・役割に期待しない（防波壁

の解析モデルに重量とし

て考慮し，防波壁への影

響を考慮する）。 

・漂流物をグラウンドアン

カに衝突させない。 

アンカーボルト 

・鉄筋コンクリート版を支

持する。 

・鋼材を固定する。 

・鉄筋コンクリート版を支

持する。 

・鋼材を固定する。 
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表 2.3－2 漂流物対策工の各部位の性能目標 

部位 

性能目標 

耐震性 耐津波性 

施
設 

鉄筋コンクリート版 － 

漂流物衝突荷重を分散して

防波壁に伝達するために，

鉄筋コンクリート版がせん

断破壊しないこと。 

鋼材 － 

漂流物衝突荷重をグラウン

ドアンカに伝達させないた

めに，鋼材が破断しないこ

と。 

アンカーボルト 

鉄筋コンクリート版及び鋼

材が防波壁から分離しない

ために，アンカーボルトが

おおむね弾性状態にとどま

ること。 

鉄筋コンクリート版及び鋼

材が防波壁から分離しない

ために，アンカーボルトが

おおむね弾性状態にとどま

ること。 

 

表 2.3－3 漂流物対策工の評価項目（耐震評価） 

評価方針 部位 評価方法 許容限界 

構造強度

を有する

こと 

鋼材 

発生する応力（曲げ・軸

力及びせん断力）が許容

限界以下であることを

確認 

短期許容応力度 

アンカーボルト 

発生する応力（引張力及

びせん断力）が許容限界

以下であことを確認 

短期許容応力度 

 

  

2.1.8－18

747



 

 

 

表 2.3－4 漂流物対策工の評価項目（強度計算） 

評価方針 部位 評価方法 許容限界 

構造強度

を有する

こと 

鉄筋コンクリート

版 

発生する応力（押抜きせ

ん断力）が許容限界以下

であことを確認 

短期許容応力度 

鋼材 

発生する応力（曲げ・軸

力及びせん断力）が許容

限界以下であることを

確認 

短期許容応力度 

アンカーボルト 

発生する応力（引張力及

びせん断力）が許容限界

以下であことを確認 

短期許容応力度 

  

2.1.8－19

748



 

 

 

 

図 2.3－1 漂流物対策工の耐震評価フロー 

 

 

図 2.3－2 漂流物対策工の強度計算フロー 
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「防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地震応答計算書」

評価対象部位の設定

荷重及び荷重の組合せの設定

荷重の算定

許容限界の設定

評価方法の設定

評価条件の設定

強度計算

強度計算結果の確認

Ⅵ-2-10-2-2-1
「防波壁（波返重力擁壁）の地震応答計算書」

Ⅵ-2-10-2-2-3
「防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地震応答計算書」
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・コンクリート標準示方書[構造性能照査編](土木学会，2002 年制定） 

・道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）･同解説（（社）日本道路協会，平成 14

年 3 月） 

・防波堤の耐津波設計ガイドライン（国土交通省港湾局，平成 27 年 12 月） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987 (日本電気協会） 

・松江市建築基準法施行細則（平成 17 年 3 月 31 日，松江市規則第 234 号） 

・各種合成構造設計指針・同解説（日本建築学会，2010 年） 

・港湾の施設の技術上の基準・同解説（（社）日本港湾協会，H19 年版）） 

・港湾構造物設計事例集（沿岸技術研究センタ－，平成 19 年 3 月） 

 

表 2.4－1 適用する規格，基準類 

項目 適用する規格，基準類 備考 

仕様材料 

及び材料定数 

コンクリート標準示方書[構造性能照査

編](土木学会，2002 年制定） 

道路橋示方書（I 共通編・Ⅳ下部構造編）･

同解説（日本道路協会，平成 14 年 3 月） 

－ 

荷重及び荷重の 

組合せ 

コンクリート標準示方書[構造性能照査

編](土木学会，2002 年制定） 

永久荷重＋偶発荷重＋従

たる変動荷重の適切な組

合せを検討 

許容

限界 

鉄筋コンク

リート版 

コンクリート標準示方書[構造性能照査

編](土木学会，2002 年制定） 

押抜きせん断照査は，発生

応力度が，短期許容応力度

以下であることを確認 

鋼材 
道路橋示方書（I 共通編・Ⅳ下部構造編）･

同解説（日本道路協会，平成 14 年 3 月） 

曲げ・軸力照査及びせん断

力照査は，発生応力度が，

短期許容応力度以下であ

ることを確認 

アンカー 

ボルト 

各種合成構造設計指針・同解説（日本建

築学会，2010 年） 

引張力照査及びせん断力

照査は，発生引張力又は発

生せん断力が，許容引き抜

き力又は許容せん断力以

下であることを確認 

地震応答解析 

原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ

４６０１-1987(日本電気協会） 

有限要素法による二次元

モデルを用いた時刻歴非

線形解析 

港湾の施設の技術上の基準・同解説（（社）

日本港湾協会，H19 年版） 

港湾構造物設計事例集（沿岸技術研究セ

ンター，平成 19 年 3 月） 

ジョイント要素の物性値

の設定 
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2.5 記号の説明 

漂流物対策工の耐震評価及び強度計算に用いる記号を表 2.5－1～表 2.5－6 にそれ

ぞれ示す。 

 

表 2.5－1 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版，鋼材）の荷重の計算に用いる記号 

（耐震計算） 

記号 単位 定義 

Ｇ kN 固定荷重 

Ｓs kN 基準地震動Ｓs による地震荷重 

Ｐｓｓ kN 慣性力 

Ｗｓ kN 重量 

Ｐｓｓｈ kN 水平慣性力 

Ｋｓｈ － 基準地震動Ｓs による水平方向震度 

Ｐｓｓｖ kN 鉛直慣性力 

Ｋｓｖ － 基準地震動Ｓs による鉛直方向震度 

Ｐｓｄｗ kN 動水圧の合力 

ρ t/m3 海水の密度 

ｇ  m/s2 重力加速度 

Ｈｓ m 水深 

Ｐｓｈ kN 静水圧 

 

  

2.1.8－22

751



 

 

 

表 2.5－2 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版，鋼材）の荷重の計算に用いる記号 

（強度計算） 

記号 単位 定義 

Ｇ kN 固定荷重 

Ｐｔ kN 浸水津波荷重 

Ｐｃ kN 漂流物衝突荷重 

Ｐｋ kN 風荷重 

Ｋｓｄ kN 余震荷重 

Ｐｄｈ kN 静水圧 

ρ ｔ/m3 海水の密度 

ｇ  m/s2 重力加速度 

Ｈｄ m 水深 
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表 2.5－3 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の耐震計算に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ｗｓ１ kN 慣性力による荷重（漂流物対策工①）重量 

Ｋｓｈ１ － 慣性力による荷重（漂流物対策工①）水平震度 

Ｐｓｓｈ1 kN 慣性力による荷重（漂流物対策工①）水平慣性力 

Ｋｓｖ１ － 慣性力による荷重（漂流物対策工①）鉛直震度 

Ｐｓｓｖ1 kN 慣性力による荷重（漂流物対策工①）鉛直慣性力 

Ｗｓ４ kN 慣性力による荷重（漂流物対策工④）重量 

Ｋｓｈ４ － 慣性力による荷重（漂流物対策工④）水平震度 

Ｐｓｓｈ４ kN 慣性力による荷重（漂流物対策工④）水平慣性力 

Ｋｓｖ４ － 慣性力による荷重（漂流物対策工④）鉛直震度 

Ｐｓｓｖ４ kN 慣性力による荷重（漂流物対策工④）鉛直慣性力 

Ｗｓ５ kN 慣性力による荷重（漂流物対策工⑤）重量 

Ｋｓｈ５ － 慣性力による荷重（漂流物対策工⑤）水平震度 

Ｐｓｓｈ５ kN 慣性力による荷重（漂流物対策工⑤）水平慣性力 

Ｋｓｖ５ － 慣性力による荷重（漂流物対策工⑤）鉛直震度 

Ｐｓｓｖ５ kN 慣性力による荷重（漂流物対策工⑤）鉛直慣性力 

Ｗｓ６ kN 慣性力による荷重（漂流物対策工⑥）重量 

Ｋｓｈ６ － 慣性力による荷重（漂流物対策工⑥）水平震度 

Ｐｓｓｈ６ kN 慣性力による荷重（漂流物対策工⑥）水平慣性力 

Ｋｓｖ６ － 慣性力による荷重（漂流物対策工⑥）鉛直震度 

Ｐｓｓｖ６ kN 慣性力による荷重（漂流物対策工⑥）鉛直慣性力 

Ｗｓ８ kN 慣性力による荷重（漂流物対策工⑧）重量 

Ｋｓｈ８ － 慣性力による荷重（漂流物対策工⑧）水平震度 

Ｐｓｓｈ８ kN 慣性力による荷重（漂流物対策工⑧）水平慣性力 

Ｋｓｖ８ － 慣性力による荷重（漂流物対策工⑧）鉛直震度 

Ｐｓｓｖ８ kN 慣性力による荷重（漂流物対策工⑧）鉛直慣性力 

ｐｓｃ kN/本 アンカーボルト１本に作用する引張力 

Ｐｓｃ kN アンカーボルトに作用する引張力 

ｎｓｃ 本 漂流物対策工を支持するアンカーボルトの本数 

ｑｓｃ kN/本 アンカーボルト１本に作用するせん断力 

Ｑｓｃ kN アンカーボルトに作用するせん断力 
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表 2.5－4 漂流物対策工（鋼材）の耐震計算に用いる記号 

記号 単位 定義 

σｓｋｂ N/mm2 鋼材に作用する曲げ応力度 

Ｍｓｋ kN･m ３次元構造解析における発生曲げモーメント 

Ｚｓｋ mm3 鋼材の断面係数 

τｓｋ N/mm2 鋼材に作用するせん断応力度 

Ｑｓｋ kN ３次元構造解析における発生せん断力 

Ａｓｋ mm2 鋼材の断面積 

σｓｋｂ１ N/mm2 鋼板に作用する最大曲げ応力度 

Ｍｓｋ1 kN･m 鋼板に作用する最大発生曲げモーメント 

Ｚｓｋ1 mm3 鋼板の断面係数 

σｓｋｂ２ N/mm2 補強鋼材に作用する最大発生曲げ応力度 

Ｍｓｋ2 kN･m 補強鋼材に作用する最大発生曲げモーメント 

Ｚｓｋ2 mm3 補強鋼材の断面係数 

τｓｋｂ１ N/mm2 鋼板に作用するせん断応力度 

Ｑｓｋ1 kN 鋼板に作用する最大せん断力 

Ａｓｋ1 mm2 鋼板の断面積 

τｓｋ２ N/mm2 補強鋼材に作用するせん断応力度 

Ｑｓｋ2 kN 補強鋼材に作用する最大せん断力 

Ａｓｋ2 mm2 補強鋼材の断面積 

Ｔｓｋ1 kN アンカーボルトに作用する最大引張力 

Ｓｓｋ1 kN アンカーボルトに作用する最大せん断力 

 

表 2.5－5 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の強度計算に用いる記号 

記号 単位 定義 

τｐ kN/mm2 鉄筋コンクリート版に作用する押抜きせん断力 

Ｐｄｃ kN 鉄筋コンクリート版に作用する荷重 

Ｕｐ ｍ 設計断面の周長（載荷面からｄ/２離れた位置） 

ｄ ｍ 鉄筋コンクリート版の有効高さ 
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表 2.5－6 漂流物対策工（鋼材）の強度計算に用いる記号 

記号 単位 定義 

σｄｋｂ N/mm2 鋼材に作用する曲げ応力度 

Ｍｄｋ kN･m ３次元構造解析における発生曲げモーメント 

Ｚｄｋ mm3 鋼材の断面係数 

τｄｋ N/mm2 鋼材に作用するせん断応力度 

Ｑｄｋ kN ３次元構造解析における発生せん断力 

Ａｄｋ mm2 鋼材の断面積 

σｄｋｂ１ N/mm2 鋼板に作用する最大曲げ応力度 

Ｍｄｋ１ kN･m 鋼板に作用する最大発生曲げモーメント 

Ｚｄｋ１ mm3 鋼板の断面係数 

σｄｋｂ２ N/mm2 補強鋼材に作用する最大発生曲げ応力度 

Ｍｄｋ２ kN･m 補強鋼材に作用する最大発生曲げモーメント 

Ｚｄｋ２ mm3 補強鋼材の断面係数 

τｄｋｂ１ N/mm2 鋼板に作用するせん断応力度 

Ｑｄｋ１ kN 鋼板に作用する最大せん断力 

Ａｄｋ１ mm3 鋼板の断面積 

τｄｋｂ２ N/mm2 補強鋼材に作用するせん断応力度 

Ｑｄｋ２ kN 補強鋼材に作用する最大せん断力 

Ａｄｋ２ mm2 補強鋼材の断面積 

Ｓｄｋ２ kN アンカーボルトに作用する最大せん断力 

Ｔｄｋ２ kN アンカーボルトに作用する最大引張力 
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3. 評価対象部位 

漂流物対策工は，「2.2 構造概要」に設定している構造を踏まえて，地震時荷重，津波

時荷重又は重畳時荷重の作用方向及び伝達過程を考慮し設定する。 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の評価対象部位は，鉄筋コンクリート版及びアン

カーボルトとする。また，漂流物対策工（鋼材）の評価対象部位は，鋼材及びアンカーボ

ルトとする。 

評価対象部位を図 3－1 及び図 3－2 に示す。 

 

 

図 3－1 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の評価対象部位 

 

 

図 3－2 漂流物対策工（鋼材）の評価対象部位  

防波壁
（波返重力擁壁）

アンカーボルト
漂流物対策工
（鉄筋コンクリート版）

防波壁
（逆Ｔ擁壁）

アンカーボルト

漂流物対策工
（鉄筋コンクリート版）

漂流物対策工
（鋼材）

アンカーボルト

グラウンドアンカ
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4. 耐震評価 

4.1 耐震評価方法 

漂流物対策工の耐震評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している荷重

及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて，「3.評価対象部位」にて設定する評価対

象部位に作用する応力等が「4.3 許容限界」にて示す許容限界以下であることを確認す

る。 

漂流物対策工の構造的特徴を踏まえ，漂流物対策工の構造区分を表 4.1－1 に，漂流

物対策工の構造区分の配置図を図 4.1－1 に，各構造区分の構造概要図を図 4.1－2 に示

す。 

 

表 4.1－1 漂流物対策工の構造区分 

 

 

 

  

厚さ 高さ 径
標準本数

（幅1mあたり）

漂流物対策工① 鉄筋コンクリート版 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 50cm
6.6m

（EL 15.0m～EL 8.4m）
D16 11本

漂流物対策工② 鉄筋コンクリート版 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 50cm
12.8m

（EL 15.0m～EL 2.2m）
D16 23本

漂流物対策工③ 鉄筋コンクリート版 防波壁（逆Ｔ擁壁）竪壁 50cm
4.5m

（EL 15.0m～EL 10.5m）
D16 7本

漂流物対策工④ 鉄筋コンクリート版 防波壁（逆Ｔ擁壁）フーチング 50cm
－

（EL 10.0m）
D16 6本

漂流物対策工⑤ 鉄筋コンクリート版 防波壁（逆Ｔ擁壁）フーチング側壁 50cm
2.0m

（EL 10.0m～EL 8.0m）
D16 3本

漂流物対策工⑥ 鉄筋コンクリート版 防波壁（波返重力擁壁）重力擁壁 50cm
6.5m

（EL 15.0m～EL 8.5m）
D19 9本

漂流物対策工⑦ 鉄筋コンクリート版 防波壁（波返重力擁壁）重力擁壁 50cm
8.5m

（EL 15.0m～EL 6.5m）
D19 12本

漂流物対策工⑧ 鉄筋コンクリート版 防波壁（波返重力擁壁）ケーソン 50cm 14.0m＊

（EL 2.0m～EL-12.0m）
D19 17本

漂流物対策工⑨ 鋼材
防波壁（逆Ｔ擁壁）フーチング
（グラウンドアンカ設置箇所）

－ － M16 －

注記＊：ケーソンに設置する漂流物対策工のうち最大寸法を記載

名称 種別 設置箇所
鉄筋コンクリート版 アンカーボルト
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図 4.1－1 漂流物対策工の構造区分の配置図 
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図 4.1－2(1) 漂流物対策工①の構造概要図 

 

 

図 4.1－2(2) 漂流物対策工②の構造概要図 
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図 4.1－2(3) 漂流物対策工③～⑤の構造概要図 

 

 

図 4.1－2(4) 漂流物対策工⑥の構造概要図 
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図 4.1－2(5) 漂流物対策工⑦の構造概要図 
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図 4.1－2(6) 漂流物対策工⑧の構造概要図 
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図 4.1－2(7) 漂流物対策工⑨の構造概要図 
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耐震評価を実施する漂流物対策工の構造区分を表 4.1－2 のとおり示す。漂流物対策

工の構造的特徴及び設置される防波壁の地震時応答の観点から，耐震評価を実施する漂

流物対策工の構造区分の選定することとし，詳細については参考資料１に示す。 

 

表 4.1－2 耐震評価を実施する漂流物対策工の構造区分 

 

 

  

厚さ 高さ 径
標準本数

（幅1mあたり）

漂流物対策工① 鉄筋コンクリート版 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 50cm
6.6m

（EL 15.0m～EL 8.4m）
D16 11本 ○

漂流物対策工② 鉄筋コンクリート版 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 50cm
12.8m

（EL 15.0m～EL 2.2m）
D16 23本

漂流物対策工③ 鉄筋コンクリート版 防波壁（逆Ｔ擁壁）竪壁 50cm
4.5m

（EL 15.0m～EL 10.5m）
D16 7本

漂流物対策工④ 鉄筋コンクリート版 防波壁（逆Ｔ擁壁）フーチング 50cm
－

（EL 10.0m）
D16 6本 ○

漂流物対策工⑤ 鉄筋コンクリート版 防波壁（逆Ｔ擁壁）フーチング側壁 50cm
2.0m

（EL 10.0m～EL 8.0m）
D16 3本 ○

漂流物対策工⑥ 鉄筋コンクリート版 防波壁（波返重力擁壁）重力擁壁 50cm
6.5m

（EL 15.0m～EL 8.5m）
D19 9本 ○

漂流物対策工⑦ 鉄筋コンクリート版 防波壁（波返重力擁壁）重力擁壁 50cm
8.5m

（EL 15.0m～EL 6.5m）
D19 12本

漂流物対策工⑧ 鉄筋コンクリート版 防波壁（波返重力擁壁）ケーソン 50cm 14.0m＊

（EL 2.0m～EL-12.0m）
D19 17本 ○

漂流物対策工⑨ 鋼材
防波壁（逆Ｔ擁壁）フーチング
（グラウンドアンカ設置箇所）

－ － M16 － ○

注記＊：ケーソンに設置する漂流物対策工のうち最大寸法を記載

名称 評価対象
アンカーボルト鉄筋コンクリート版

設置箇所種別

：耐震評価を実施する構造区分
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4.2 荷重及び荷重の組合せ 

4.2.1 荷重の組合せ 

漂流物対策工の評価に用いる荷重の組合せを以下に示す。荷重の組合せを表

4.2.1－1 に，荷重の作用イメージ図を図 4.2.1－1 に示す。 

 

Ｇ＋Ｓｓ 

ここで，Ｇ ：固定荷重（kN） 

       Ｓｓ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重（kN） 

 

 

表 4.2.1－1 荷重の組合せ 

種別 荷重 算定方法 

永久 

荷重 

Ｇ 

 

常時

考慮

荷重 

躯体自重 〇 設計図書に基づいて，対象構造物の体積に材料の

密度を乗じて設定する。 

機器・ 

配管荷重 

－ 対象構造物に作用する機器・配管はないため考慮

しない。 

土被り荷重 － 土被りはないため考慮しない。 

積載荷重 － 積載荷重は考慮しない。 

静止土圧 － 気中又は海中に設置されているため考慮しない。 

静水圧 

Ｐｓｈ 

－ 

(○) 

気中に設置されているため考慮しない。 

（ケーソンに設置する漂流物対策工⑧は海中に設置

するため考慮する。） 

積雪荷重 
－ 厚さが 50cm であり，積雪荷重による影響は軽微の

ため考慮しない。 

風荷重 － 風荷重による影響は軽微のため考慮しない。 

地震荷重 

Ｓｓ 

水平慣性力 

Ｐｓｓｈ 

〇 基準地震動Ｓｓによる躯体への水平方向の慣性力

を考慮する。 

鉛直慣性力 

Ｐｓｓｖ 

○ 基準地震動Ｓｓによる躯体への鉛直方向の慣性力

を考慮する。 

動水圧 

Ｐｓｄｗ 

－ 

(○) 

気中に設置されているため考慮しない。 

（ケーソンに設置する漂流物対策工⑧は海中に設置

するため考慮する。） 
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漂流物対策工（鉄筋コンクリート版） 漂流物対策工（鋼材） 

図 4.2.1－1 漂流物対策工の荷重作用イメージ図 
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4.2.2 荷重の設定 

耐震評価に用いる荷重は以下のとおりとする。また，ケーソンに設置する漂流

物対策工⑧は海中に設置するため，静水圧及び動水圧についても考慮する。 

 

(1) 固定荷重（Ｇ) 

固定荷重として，漂流対策工を構成する部材の自重を考慮する。 

 

(2) 地震荷重（Ｓｓ） 

地震荷重として，基準地震動Ｓｓに伴う慣性力を考慮するものとする。 

なお，地震荷重の算定に用いる震度は，漂流物対策工は防波壁に設置することか

ら，Ⅵ-2-10-2-2-1「防波壁（波返重力擁壁）の地震応答計算書」，Ⅵ-2-10-2-2-2

「防波壁（逆Ｔ擁壁）の地震応答計算書」及びⅥ-2-10-2-2-3「防波壁（多重鋼管杭

式擁壁）の地震応答計算書」の地震応答解析結果を用いる。 

 

a. 慣性力（Ｐｓｓ） 

慣性力は，漂流物対策工の重量に震度を乗じた次式により算出する。 

Ｐｓｓｈ＝Ｗｓ×Ｋｓｈ 

Ｐｓｓｖ＝Ｗｓ×Ｋｓｖ 

ここで，Ｐｓｓｈ，Ｐｓｓｖ：水平・鉛直慣性力（kN） 

Ｗs：重量（kN） 

Ｋsｈ，Ｋｓｖ：基準地震動Ｓｓによる水平・鉛直方向震度 

 

b. 動水圧（Ｐｓｄｗ） 

動水圧は，以下の Westergaard の式により算定する。 

 ｐｓｄｗ＝
７

８
×Ｋｓｈ×ρ×ｇ×√Ｈ ×ｈ 

ここで，ｐｓｄｗ：動水圧(kN) 

Ｋｓｈ：基準地震動Ｓｓによる水平方向震度 

ρ：海水の密度（=1.03t/m3） 

ｇ：重力加速度（=9.80665m/s2） 

Ｈ：水深（m） 

ｈ：水面から動水圧を求める点までの深さ（m） 
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 Ｐｓｄｗ＝
７

１２
×Ｋｓｈ×ρ×ｇ×Ｈｓ

２ 

ここで，Ｐｓｄｗ：動水圧の合力(kN) 

Ｋｓｈ：基準地震動Ｓｓによる水平方向の震度 

ρ：海水の密度（=1.03t/m3） 

ｇ：重力加速度（=9.80665m/s2） 

Ｈｓ：水深（m） 

 

(3) 静水圧（Ｐｓｈ) 

海水位から漂流物対策工下端までの静水圧を考慮する。 

 Ｐｓｈ＝
１

２
×ρ×ｇ×Ｈｓ

２ 

ここで，Ｐｓｈ  ：静水圧（kN） 

ρ：海水の密度（=1.03t/m3） 

ｇ：重力加速度（=9.80665m/s2） 

Ｈｓ：水深（m） 
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4.2.3 荷重の算定 

耐震評価に用いる荷重の算定は以下のとおりとする。 

 

(1) 慣性力（Ｐｓｓ） 

Ｐｓｓｈ＝Ｗｓ×Ｋｓｈ 

Ｐｓｓｖ＝Ｗｓ×Ｋｓｖ 

ここで，Ｐｓｓｈ，Ｐｓｓｖ：水平・鉛直慣性力（kN） 

Ｗs：重量（kN） 

Ｋsｈ，Ｋｓｖ：基準地震動Ｓｓによる水平・鉛直方向震度 

 

地震荷重の算定に用いる震度は，Ⅵ-2-10-2-2-1「防波壁（波返重力擁壁）の地震

応答計算書」，Ⅵ-2-10-2-2-2「防波壁（逆Ｔ擁壁）の地震応答計算書」及びⅥ-2-

10-2-2-3「防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地震応答計算書」の地震応答解析結果よ

り，漂流物対策工が設置される範囲における水平方向及び鉛直方向の最大応答加速

度の加重平均値を用いて，重力加速度（9.80665m/s2）で除して設計震度を算定する。

基準地震動Ｓｓによる水平方向及び鉛直方向の最大応答加速度分布図及び加速度

抽出位置を図 4.2.3－1 に，耐震評価に用いる水平方向及び鉛直方向の最大応答加

速度の加重平均値及び設計震度を表 4.2.3－1 に示す。 
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図 4.2.3－1(1) 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の最大水平加速度分布図及び加速度抽出位置 

（④－④断面 Ｓｓ－Ｄ（－＋）（解析ケース③）） 

 

図 4.2.3－1(2) 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の最大鉛直加速度分布図及び加速度抽出位置 

（④－④断面 Ｓｓ－Ｄ（――）（解析ケース①）） 

EL 15.0m

EL 2.2m

漂流物対策工②天端

漂流物対策工②下端

単位 cm/s2
：加速度抽出範囲

EL 15.0m

EL 2.2m

漂流物対策工②天端

漂流物対策工②下端

単位 cm/s2
：加速度抽出範囲
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図 4.2.3－1(3) 防波壁（逆Ｔ擁壁）の最大水平加速度分布図及び加速度抽出位置 

（⑤－⑤断面 Ｓｓ－Ｎ１（＋＋）（解析ケース②）） 

 

 

図 4.2.3－1(4) 防波壁（逆Ｔ擁壁）の最大鉛直加速度分布図及び加速度抽出位置 

（⑤－⑤断面 Ｓｓ－Ｎ１（＋＋）（解析ケース①）） 

EL 15.0m

EL 10.0m～EL 8.0m

漂流物対策工③天端

単位 cm/s2

：加速度抽出範囲

漂流物対策工④⑤⑨設置範囲

EL 15.0m

EL 10.0m～EL 8.0m

漂流物対策工③天端

漂流物対策工④⑤⑨設置範囲

単位 cm/s2

：加速度抽出範囲
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図 4.2.3－1(5) 防波壁（波返重力擁壁）の最大水平加速度分布図及び加速度抽出位置 

（③－③断面 Ｓｓ－Ｄ（－－）（解析ケース①）） 

 

 

図 4.2.3－1(6)  防波壁（波返重力擁壁）の最大鉛直加速度分布図及び加速度抽出位置 

（③－③断面 Ｓｓ－Ｎ１（－＋）（解析ケース①）） 

：加速度抽出位置 

：加速度抽出位置 
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図 4.2.3－1(7) 防波壁（波返重力擁壁）の最大水平加速度分布図及び加速度抽出位置 

（漂流物対策工⑧） 

（④－④断面 Ｓｓ－Ｄ（－＋）（解析ケース②）） 

 

 

図 4.2.3－1(8) 防波壁（波返重力擁壁）の最大鉛直加速度分布図及び加速度抽出位置 

（漂流物対策工⑧） 

（④－④断面 Ｓｓ－Ｎ１（＋＋）（解析ケース②）） 

 

：加速度抽出位置 

：加速度抽出位置 
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表 4.2.3－1 漂流物対策工の設計に用いる加速度及び設計震度 

 

 

表 4.2.3－2 に漂流物対策工（幅１ｍあたり）に作用する慣性力による荷重の算

定における計算条件を示す。 

 

表 4.2.3－2(1) 慣性力による荷重（漂流物対策工①） 

項 目 単位 入力値 

重量 Ｗｓ１ kN 79.2 

水平震度 Ｋｓｈ１ － 2.56 

水平慣性力 Ｐｓｓｈ1 kN 202.8 

鉛直震度 Ｋｓｖ１ － 0.83 

鉛直慣性力 Ｐｓｓｖ1 kN 65.7 

 

表 4.2.3－2(2) 慣性力による荷重（漂流物対策工④） 

項 目 単位 入力値 

重量 Ｗｓ４ kN 45 

水平震度 Ｋｓｈ４ － 1.63 

水平慣性力 Ｐｓｓｈ４ kN 73.4 

鉛直震度 Ｋｓｖ４ － 1.49 

鉛直慣性力 Ｐｓｓｖ４ kN 67.1 

 

  

（水平）

（cm/s2）

（鉛直）

（cm/s2）

漂流物対策工① 鉄筋コンクリート版 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 2,507 805 2.56 0.83

漂流物対策工④ 鉄筋コンクリート版 防波壁（逆Ｔ擁壁）フーチング 1,595 1,456 1.63 1.49

漂流物対策工⑤ 鉄筋コンクリート版 防波壁（逆Ｔ擁壁）フーチング側壁 1,595 1,456 1.63 1.49

漂流物対策工⑥ 鉄筋コンクリート版 防波壁（波返重力擁壁）重力擁壁 2,093 3,568 2.14 3.64

漂流物対策工⑧ 鉄筋コンクリート版 防波壁（波返重力擁壁）ケーソン 1,176 2,297 1.20 2.35

名称

加速度の加重平均値
鉛直
震度

水平
震度

設置個所種別
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表 4.2.3－2(3) 慣性力による荷重（漂流物対策工⑤） 

項 目 単位 地震時 

重量 Ｗｓ５ kN 24 

水平震度 Ｋｓｈ５ － 1.63 

水平慣性力 Ｐｓｓｈ５ kN 39.1 

鉛直震度 Ｋｓｖ５ － 1.49 

鉛直慣性力 Ｐｓｓｖ５ kN 35.8 

 

表 4.2.3－2(4) 慣性力による荷重（漂流物対策工⑥） 

項 目 単位 地震時 

重量 Ｗｓ６ kN 78 

水平震度 Ｋｓｈ６ － 2.14 

水平慣性力 Ｐｓｓｈ６ kN 166.9 

鉛直震度 Ｋｓｖ６ － 3.64 

鉛直慣性力 Ｐｓｓｖ６ kN 283.9 

 

表 4.2.3－2(5) 慣性力による荷重（漂流物対策工⑧） 

項 目 単位 地震時 

重量 Ｗｓ８ kN 168 

水平震度 Ｋｓｈ８ － 1.20 

水平慣性力 Ｐｓｓｈ８ kN 201.6 

鉛直震度 Ｋｓｖ８ － 2.35 

鉛直慣性力 Ｐｓｓｖ８ kN 394.8 
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(2) 動水圧（Ｐｄｗ） 

 ｐｓｄｗ＝
７

８
×Ｋｓｈ×ρ×ｇ×√Ｈ ×ｈ 

ここで，ｐｓｄｗ：動水圧(kN) 

Ｋｓｈ：基準地震動Ｓｓによる水平方向震度 

ρ：海水の密度（=1.03t/m3） 

ｇ：重力加速度（=9.80665m/s2） 

Ｈ：水深（m） 

ｈ：水面から動水圧を求める点までの深さ（m） 

 

 Ｐｓｄｗ＝
７

１２
×Ｋｓｈ×ρ×ｇ×Ｈｓ

２ 

 

ここで，Ｐｓｄｗ：動水圧の合力(kN) 

Ｋｓｈ：基準地震動Ｓｓによる水平方向震度 

ρ：海水の密度（=1.03t/m3） 

ｇ：重力加速度（=9.80665m/s2） 

Ｈｓ：水深（m） 

 

表 4.2.3－3 に動水圧による荷重の算定における計算条件を示す。 

 

表 4.2.3－3 動水圧による荷重（漂流物対策工⑧） 

項 目 単位 地震時 

水平設計震度 Ｋｓｈ － 1.20 

海水位 － m EL 0.58 

漂流物対策工下端 － m EL-12.00 

水深 Ｈｓ m 12.58 

動水圧の合力 Ｐｓｄｗ kN 1,119 
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(3) 静水圧（Ｐｓｈ） 

 Ｐｓｈ＝
１

２
×ρ×ｇ×Ｈｓ

２ 

ここで，Ｐｓｈ  ：静水圧（kN） 

ρ：海水の密度（=1.03t/m3） 

ｇ：重力加速度（=9.80665m/s2） 

Ｈｓ：水深（m） 

 

表 4.2.3－4 に静水圧による荷重の算定における計算条件を示す。 

 

表 4.2.3－4 静水圧による荷重（漂流物対策工⑧） 

項 目 単位 常時 

海水位 － m EL 0.58 

漂流物対策工下端 － m EL-12.00 

水深 Ｈｓ m 12.58 

静水圧 Ｐｓｈ kN 799 
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4.3 許容限界 

漂流物対策工の許容限界は，「3. 評価対象部位」にて設定した部位に対し，Ⅵ-2-

1-9「機能維持の基本方針」にて設定している許容限界を踏まえて設定する。 

 

4.3.1 使用材料 

(1) 漂流物対策工 

漂流物対策工を構成する各部材の使用材料を表 4.3.1－1 に，材料の物性値を表

4.3.1－2 に示す。 

 

表 4.3.1－1 使用材料 

諸元 

鉄筋コンクリート 設計基準強度 24N/mm2 

鋼材 SS400 

アンカーボルト SD345，SS400 

 

表 4.3.1－2 材料の物性値＊ 

材料 
単位体積重量 

（kN/m3） 

鉄筋コンクリート 24.0 

注記＊：コンクリート標準示方書[構造性能照査編](土木学会，2002 年制定） 
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4.3.2 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

(1) アンカーボルト 

アンカーボルトの許容限界は「各種合成構造設計指針・同解説（日本建築学

会，2010 年）」に基づき，表 4.3.2－1 の値とする。 

 

表 4.3.2－1 アンカーボルトの許容限界 

評価対象部位 材質 
引張耐力＊ 

（kN/本） 

せん断耐力＊ 

（kN/本） 

アンカー 

ボルト 

漂流物対策工 

（鉄筋コンクリ

ート版） 

防波壁 

（多重鋼管杭式擁壁） 

SD345 

（D16） 
42.3 47.9 

防波壁 

（逆Ｔ擁壁） 

SD345 

（D16） 
42.3 47.9 

防波壁 

（波返重力擁壁） 

SD345 

（D19） 
60.2 69.1 

防波壁 

（波返重力擁壁）ケーソン 

SD345 

（D19） 
60.2 69.1 

漂流物対策工（鋼材） 
SS400

（M16） 
29.3 24.8 

注記＊：「各種合成構造設計指針・同解説（日本建築学会，2010 年）に基づき設定する。 

詳細は，参考資料２に示す。 

 

(2) 鋼材 

鋼材の許容限界は「道路橋示方書（I 共通編・Ⅳ下部構造編）･同解説（日本道

路協会，平成 14 年 3 月）」に基づき，表 4.3.2－2 の値とする。 

 

表 4.3.2－2 鋼材の許容限界 

評価対象部位 材質 

短期許容応力度

（N/mm2） 

曲げ せん断 

鋼材（鋼板，補強鋼材） SS400 210 120 
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4.4 評価方法 

地震時の慣性力により漂流物対策工が防波壁から分離しないことを確認するが，漂流

物対策工（鉄筋コンクリート版）は防波壁と鉄筋コンクリート版の間に目地材があるた

め，防波壁と干渉しないことから，鉄筋コンクリート版の耐震評価は実施せず，アンカ

ーボルトのみ耐震評価を実施する。漂流物対策工（鋼材）は鉄筋コンクリート版に直接

設置していることから，鋼材及びアンカーボルトの耐震評価を実施する。 

漂流物対策工を構成する各部材に発生する応力が，許容限界以下であることを確認す

る。 

 

4.4.1 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版） 

アンカーボルトの引張力及びせん断力に対する耐震評価を実施する。アンカー

ボルトのモデル図を図 4.4.1－1 に示す。 

 

図 4.4.1－1 アンカーボルトのモデル図 

 

(1) アンカーボルトに作用する引張力 

ｐｓｃ＝Ｐｓｃ／ｎｓｃ 

ここで，ｐｓｃ：アンカーボルト１本に作用する引張力（kN/本） 

Ｐｓｃ：アンカーボルトに作用する引張力(kN) 

ｎｓｃ：漂流物対策工を支持するアンカーボルトの本数（本） 

 

(2) アンカーボルトに作用するせん断力 

ｑｓｃ＝Ｑｓｃ／ｎｓｃ 

ここで，ｑｓｃ：アンカーボルト１本に作用するせん断力（kN/本） 

Ｑｓｃ：アンカーボルトに作用するせん断力(kN) 

ｎｓｃ：漂流物対策工を支持するアンカーボルトの本数（本） 

防波壁 アンカーボルト

漂流物対策工
（鉄筋コンクリート版）

ｐ

ｑ
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4.4.2 漂流物対策工（鋼材） 

(1) 解析方法 

漂流物対策工（鋼材）は，図 4.4.2－1 に示すとおり，鋼板に補強鋼材を格子状

に配置した複雑な構造であることから，３次元構造解析により耐震評価を行う。 

３次元構造解析には，解析コード「ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いる。なお，解析コー

ドの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コー

ド）の概要」に示す。 

３次元構造解析は，防波壁（逆Ｔ擁壁）のフーチングにおける慣性力を，３次元

構造解析モデルに入力することで，漂流物対策工（鋼材）の耐震評価を実施する。 

 

（平面図） 

 

（断面図） 

図 4.4.2－1 漂流物対策工（鋼材）の構造図  
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補強鋼材

鋼板
アンカーボルト

漂流物対策工
（鉄筋コンクリート版）

(2) 解析モデル 

漂流物対策工（鋼材）のうち，鋼板は線形シェル要素でモデル化し，補強鋼材

は線形はり要素でモデル化する。鋼板の接触面となる漂流物対策工の鉄筋コンク

リート版は，バネ支点としてモデル化する。また，鋼板及び補強鋼材に発生する

断面力を安全側に評価する観点から，アンカーボルトを配置している箇所は全固

定とする。 

漂流物対策工（鋼板）と漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）との境界につい

ては，下向きに荷重が生じる際は，コンクリートに支持されるため鉛直変位固定

とするが，上向きに荷重が生じる際は抵抗しないバネ支点を用いる。 

漂流物対策工(鋼材)の３次元構造解析モデルを図 4.4.2－2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：バネ支点は開口部を除く全節点に与える。 

 

図 4.4.2－2 漂流物対策工（鋼材）の３次元構造解析モデル 

  

漂流物対策工（鋼材）断面図 

鋼板 

アンカーボルト 

補強鋼材 

漂流物対策工 

（鉄筋コンクリート版） 

開口部 
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(3) 使用材料及び材料の物性値 

耐震評価に用いる材料定数は，適用基準類を基に設定する。 

 

漂流物対策工（鋼材）の使用材料を表 4.4.2－1 に，材料の物性値を表 4.4.2－2

に示す。 

 

表 4.4.2－1 使用材料 

材料 諸元 

漂流物対策工 

鋼板 板厚 22mm 

補強鋼材 [-150×75×9×12.5 

 

表 4.4.2－2 材料の物性値＊1  

材料 

単位体積 

重量 

（kN/m3） 

ヤング係数 

（N/mm2） 

断面積 

（mm2）＊2 

断面係数 

（mm3）＊2 

断面 2 次 

ﾓｰﾒﾝﾄ 

（mm4）＊3 

鋼板 77 2.00×105 220×102 80.67×103 － 

補強鋼材 77 2.00×105 30.59×102 140×103 
1,050×104 

147×104 

注記＊1：コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，2002 年） 

  ＊2：鋼板の断面積，断面係数は応力計算に使用する単位幅当りの値を示す。 

  ＊3：断面 2 次モーメントの上段は強軸の値，下段は弱軸の値を示す。 
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(4) 入力荷重の設定 

３次元構造解析における入力荷重の載荷イメージ図を図 4.4.2－3 に示す。 

 

図 4.4.2－3 鋼材の荷重イメージ図 

 

躯体の慣性力は，Ⅵ-2-10-2-2-2「防波壁（逆Ｔ擁壁）の地震応答計算書」の地震

応答解析モデルにおける漂流物対策工の設置位置における応答加速度から算定す

る。図 4.2.3－1 に示す加速度に裕度を考慮した設計震度をを表 4.4.2－3 に示す。 

算定した慣性力は，漂流物対策工（鋼材）の３次元構造解析モデルの各節点に水

平方向及び鉛直方向に同時に入力する。 

 

表 4.4.2－3 最大加速度及び余震震度 

 

 

 

  

（水平）

（cm/s2）

（鉛直）

（cm/s2）

漂流物対策工⑨ 鋼材
防波壁（逆Ｔ擁壁）フーチング
（グラウンドアンカ設置箇所） 1,595 1,456 3.00 3.00

水平
震度

鉛直
震度

名称 種別 設置箇所

加速度の加重平均値
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(5) 評価方法 

鋼板及び補強鋼材について，３次元構造解析より得られた曲げモーメント及び軸

力より算定される曲げ応力並びにせん断力より算定されるせん断応力が，「4.3 許

容限界」で設定した許容限界以下であることを確認する。 

アンカーボルトについて，３次元構造解析より得られた引張力及びせん断力が，

「4.3 許容限界」で設定した許容限界以下であることを確認する。 

各部材に生じる発生応力等のイメージ図を図 4.4.2－4 に示す。 

 

 

図 4.4.2－4 各部材に生じる発生応力等のイメージ図 

 

(6) 鋼材に作用する曲げ応力度 

σｓｋｂ＝Ｍｓｋ×106／Ｚｓｋ 

ここで，σｓｋｂ：鋼材に作用する曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍｓｋ：３次元構造解析における発生曲げモーメント（kN･m） 

Ｚｓｋ：鋼材の断面係数（mm3） 

 

(7) 鋼材に作用するせん断応力度 

τｓｋ＝Ｑｓｋ×103／Ａｓｋ 

ここで，τｓｋ：鋼材に作用するせん断応力度（N/mm2） 

Ｑｓｋ：３次元構造解析における発生せん断力（kN） 

Ａｓｋ：鋼材の断面積（mm2） 

 

(8) アンカーボルトに作用する引張力及びせん断力 

３次元構造解析におけるアンカーボルト位置に作用する引張力(Ｔｓｋ)及びせん

断力(Ｓｓｋ)を抽出する。  

慣性力

せん断力

引張力

せん断力

引張力

曲げ応力

せん断応力
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4.5 評価条件 

漂流物対策工の耐震評価に用いる入力値を表 4.5－1 に示す。 

 

表 4.5－1(1) 漂流物対策工①のアンカーボルトに作用する引張力の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｐｓｃ１ kN 漂流物対策工①に作用する引張力（＝Ｐｓｓｈ１） 203 

ｎｓｃ１ 本 アンカーボルトの本数 11 

 

表 4.5－1(2) 漂流物対策工①のアンカーボルトに作用するせん断力の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｑｓｃ１ kN 漂流物対策工①に作用するせん断力（＝Ｐｓｓｖ１） 66 

ｎｓｃ１ 本 アンカーボルトの本数 11 

 

表 4.5－1(3) 漂流物対策工④のアンカーボルトに作用する引張力の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｐｓｃ４ kN 漂流物対策工④に作用する引張力（＝Ｐｓｓｖ４） 67 

ｎｓｃ４ 本 アンカーボルトの本数 6 

 

表 4.5－1(4) 漂流物対策工④のアンカーボルトに作用するせん断力の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｑｓｃ４ kN 漂流物対策工④に作用するせん断力（＝Ｐｓｓｈ４） 73 

ｎｓｃ４ 本 アンカーボルトの本数 6 

 

表 4.5－1(5) 漂流物対策工⑤のアンカーボルトに作用する引張力の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｐｓｃ５ kN 漂流物対策工⑤に作用する引張力（＝Ｐｓｓｈ５） 39 

ｎｓｃ５ 本 アンカーボルトの本数 3 

 

表 4.5－1(6) 漂流物対策工⑤のアンカーボルトに作用するせん断力の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｑｓｃ５ kN 漂流物対策工⑤に作用するせん断力（＝Ｐｓｓｖ５） 36 

ｎｓｃ５ 本 アンカーボルトの本数 3 
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表 4.5－1(7) 漂流物対策工⑥のアンカーボルトに作用する引張力の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｐｓｃ６ kN 漂流物対策工⑥に作用する引張力（＝Ｐｓｓｈ６） 167 

ｎｓｃ６ 本 アンカーボルトの本数 9 

 

表 4.5－1(8) 漂流物対策工⑥のアンカーボルトに作用するせん断力の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｑｓｃ６ kN 漂流物対策工⑥に作用するせん断力（＝Ｐｓｓｖ６） 284 

ｎｓｃ６ 本 アンカーボルトの本数 9 

 

表 4.5－1(9) 漂流物対策工⑧のアンカーボルトに作用する引張力の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｐｓｃ８ kN 漂流物対策工⑧に作用する引張力 

（＝Ｐｓｓｈ８＋Ｐｓｄｗ－Ｐｓｈ） 

522 

Ｐｓｓｈ８ kN 水平慣性力 202 

Ｐｓｄｗ kN 動水圧 1,119 

Ｐｓｈ kN 静水圧 799 

ｎｓｃ８ 本 アンカーボルトの本数 17 

 

表 4.5－1(10) 漂流物対策工⑧のアンカーボルトに作用するせん断力の計算に用いる入力値  

記号 単位 定義 入力値 

Ｑｓｃ８ kN 漂流物対策工⑧に作用するせん断力（＝Ｐｓｓｖ８） 395 

ｎｓｃ８ 本 アンカーボルトの本数 17 
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表 4.5－1(11)  漂流物対策工⑨の鋼材（鋼板）に作用する 

最大曲げ応力度の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｍｓｋ１ kN･m 鋼板に作用する最大発生曲げモーメント 0.359＊ 

Ｚｓｋ１ mm3 鋼板の断面係数 80.67×103 

注記＊：３次元構造解析より設定する。 

 

表 4.5－1(12)  漂流物対策工⑨の鋼材（補強鋼材）に作用する 

最大曲げ応力度の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｍｓｋ２ kN･m 補強鋼材に作用する最大発生曲げモーメント 0.198＊ 

Ｚｓｋ２ mm3 補強鋼材の断面係数 140×103 

注記＊：３次元構造解析より設定する。 

 

 

表 4.5－1(13)  漂流物対策工⑨の鋼材（鋼板）に作用する 

最大せん断応力度の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｑｓｋ１ kN 鋼板に作用する最大せん断力 7.068＊ 

Ａｓｋ１ mm2 鋼板の断面積 220×102 

注記＊：３次元構造解析より設定する。 

 

表 4.5－1(14)  漂流物対策工⑨の鋼材（補強鋼材）に作用する 

最大せん断応力度の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｑｓｋ２ kN 補強鋼材に作用する最大せん断力 0.937＊ 

Ａｓｋ２ mm2 補強鋼材の断面積 30.59×102 

注記＊：３次元構造解析より設定する。 
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4.6 応力計算 

4.6.1 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版） 

(1) アンカーボルトに作用する引張力 

ｐｓｃ＝Ｐｓｃ／ｎｓｃ 

ここで，ｐｓｃ：アンカーボルト１本に作用する引張力（kN/本） 

Ｐｓｃ：アンカーボルトに作用する引張力(kN) 

ｎｓｃ：漂流物対策工を支持するアンカーボルトの本数（本） 

 

「4.5 評価条件」より，アンカーボルトに作用する引張力を表 4.6.1-1 に示

す。 

 

表 4.6.1-1 アンカーボルトに作用する引張力 

ｐｓｃ（ｎ） Ｐｓｃ（ｎ） 

（kN） 

ｎｓｃ（ｎ） 

（本） 

Ｐｓｃ（ｎ）／ｎｓｃ（ｎ）

（kN/本） 

ｐｓｃ１ 203 11 18.5 

ｐｓｃ４ 67 6 11.2 

ｐｓｃ５ 39 3 13.1 

ｐｓｃ６ 167 9 18.6 

ｐｓｃ８ 522 17 30.7 
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(2) アンカーボルトに作用するせん断力 

ｑｓｃ＝Ｑｓｃ／ｎｓｃ 

ここで，ｑｓｃ：アンカーボルト１本に作用するせん断力（kN/本） 

Ｑｓｃ：アンカーボルトに作用するせん断力(kN) 

ｎｓｃ：漂流物対策工を支持するアンカーボルトの本数（本） 

 

「4.5 評価条件」より，アンカーボルトに作用するせん断力を表 4.6.1-2 に示

す。 

 

表 4.6.1-2 アンカーボルトに作用するせん断力 

ｑｓｃ（ｎ） Ｑｓｃ（ｎ） 

（kN） 

ｎｓｃ（ｎ） 

（本） 

Ｑｓｃ（ｎ）／ｎｓｃ（ｎ）

（kN/本） 

ｑｓｃ１ 66 11 6.0 

ｑｓｃ４ 73 6 12.3 

ｑｓｃ５ 36 3 12.0 

ｑｓｃ６ 284 9 31.6 

ｑｓｃ８ 395 17 23.3 
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4.6.2 漂流物対策工（鋼材） 

３次元構造解析の結果から，鋼板及び補強鋼材に発生している断面力を用いて

曲げ応力度及びせん断応力度を算定する。 

 

(1) 鋼材に作用する曲げ応力度 

３次元構造解析における鋼板の発生曲げモーメントのコンター図を図 4.6.2－1

に，補強鋼材の発生曲げモーメントのコンター図を図 4.6.2－2 に示す。鋼板及び

補強鋼材において発生曲げモーメントにより曲げ応力度を算定する。 

 

 

（鉛直震度 下向き） 

 

（鉛直震度 上向き） 

図 4.6.2－1 鋼板の発生曲げモーメントのコンター図 

 

2.1.8－62

791



 

 

 

 

（鉛直震度 下向き） 

 

（鉛直震度 上向き） 

図 4.6.2－2 補強鋼材の発生曲げモーメントのコンター図 
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σｓｋｂ＝Ｍｓｋ×106／Ｚｓｋ 

ここで，σｓｋｂ：鋼材に作用する曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍｓｋ：３次元構造解析における発生曲げモーメント（kN･m） 

Ｚｓｋ：鋼材の断面係数（mm3） 

 

「4.5 評価条件」より，鋼材に作用する最大曲げ応力度（σｓｋｂ）を以下のと

おり設定する。 

 

ａ． 鋼板 

σｓｋｂ１＝Ｍｓｋ１×106／Ｚｓｋ１ 

     ＝0.359×106／80.67×103 

    ＝4.5N/mm2 

 

ｂ． 補強鋼材 

σｓｋｂ２＝Ｍｓｋ２×106／Ｚｓｋ２ 

     ＝0.198×106／140×103 

    ＝1.5N/mm2 
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(2) 鋼材に作用するせん断曲げ応力度 

３次元構造解析における鋼板の発生せん断力のコンター図を図 4.6.2－3 に，補

強鋼材の発生曲げモーメントのコンター図を図 4.6.2－4 に示す。鋼板及び補強鋼

材において発生せん断力により曲げ応力度を算定する。 

 

 

 

（鉛直震度 下向き） 

 

 

（鉛直震度 上向き） 

図 4.6.2－3 鋼板の発生せん断力のコンター図 
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（鉛直震度 下向き） 

 

 

（鉛直震度 上向き） 

図 4.6.2－4 補強鋼材の発生せん断力のコンター図 
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τｓｋ＝Ｑｓｋ×103／Ａｓｋ 

ここで，τｓｋ：鋼材に作用するせん断応力度（N/mm2） 

Ｑｓｋ：３次元構造解析における発生せん断力（kN） 

Ａｓｋ：鋼材の断面積（mm2） 

 

「4.5 評価条件」より，鋼材に作用する最大せん断応力度（τｓｋ）を以下の

とおり設定する。 

 

ａ． 鋼板 

τｓｋ１＝Ｑｓｋ１×103／Ａｓｋ１ 

     ＝7.068×103／220×102 

    ＝0.4N/mm2 

 

ｂ． 補強鋼材 

τｓｋ２＝Ｑｓｋ２×103／Ａｓｋ２ 

     ＝0.937×103／30.59×102 

    ＝0.4N/mm2 
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(3) アンカーボルトに作用するせん断力及び引張力 

３次元構造解析において，アンカーボルトに作用する引張力及びせん断力を表

4.6.2－1 に示す。 

 

表 4.6.2－1 アンカーボルトに作用するせん断力及び引張力 

評価対象部位 
最大引張力 

Ｔｋ（kN） 

最大せん断力 

Ｓｋ（kN） 

アンカーボルト 1.5 2.0 
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4.7 評価結果 

4.7.1 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版） 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）のアンカーボルトの引張き力及びせん断

力に対する耐震評価結果を表 4.7.1－1 に示す。アンカーボルトの発生力が許容限

界以下であることを確認した。 

 

表 4.7.1－1(1) アンカーボルトの引張き力に対する耐震評価結果 

 

表 4.7.1－1(2) アンカーボルトのせん断力に対する耐震評価結果 

 

 

 

  

評価部位 材質 
引張き力 

(a) 
(kN/本) 

許容限界 
(b) 

(kN/本) 

照査値 
(a/b) 

 

漂流物対策工① SD345（D16） 18.5 42.3 0.44 

漂流物対策工④ SD345（D16） 11.2 42.3 0.27 

漂流物対策工⑤ SD345（D16） 13.1 42.3 0.31 

漂流物対策工⑥ SD345（D19） 18.6 60.2 0.31 

漂流物対策工⑧ SD345（D19） 30.7 60.2 0.52 

評価部位 材質 
せん断力 

(a) 
(kN/本) 

許容限界 
(b) 

(kN/本) 

照査値 
(a/b) 

 

漂流物対策工① SD345（D16） 6.0 47.9 0.13 

漂流物対策工④ SD345（D16） 12.3 47.9 0.26 

漂流物対策工⑤ SD345（D16） 12.0 47.9 0.26 

漂流物対策工⑥ SD345（D19） 31.6 69.1 0.46 

漂流物対策工⑧ SD345（D19） 23.3 69.1 0.34 
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4.7.2 漂流物対策工（鋼材） 

漂流物対策工（鋼材）の耐震評価結果を表 4.7.2－1 に示す。鋼材の発生応力度

及びアンカーボルトの発生力が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 4.7.2－1 漂流物対策工（鋼材）の耐震評価結果 

評価対象部位 発生値 許容限界 照査値 

鋼板 
曲げ応力度 4.5 N/mm2 210 N/mm2 0.03 

せん断応力度 0.4 N/mm2 120 N/mm2 0.01 

補強鋼材 
曲げ応力度 1.5 N/mm2 210 N/mm2 0.01 

せん断応力度 0.4 N/mm2 120 N/mm2 0.01 

アンカー 

ボルト 

引張力 1.5 kN 29.3 kN 0.06 

せん断力 2.0 kN 24.8 kN 0.09 
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5. 強度計算 

5.1 強度計算方法 

漂流物対策工の強度計算は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算

の方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて，「3．評価

対象部位」にて設定する評価対象部位に作用する応力が「5.3 許容限界」にて示す許容

限界以下であることを確認する。 

 

5.2 荷重及び荷重の組合せ 

5.2.1 荷重の組合せ 

漂流物対策工の評価に用いる荷重の組合せを選定するため，津波時及び重畳時の

荷重の組合せを下記に示す。荷重の組合せを表 5.2.1－1 に，荷重の作用図を図

5.2.1－1 に示す。 

なお，重畳時の浸水津波荷重は，重畳時に考慮する津波高さは EL 4.9m であるこ

とから，津波時の浸水津波荷重に包絡される。また，アンカーボルトの評価に用い

る余震荷重について，重畳時の余震荷重及び動水圧の算定に用いる弾性設計用地震

動Ｓｄ－Ｄの加速度は，図 5.2.1－2 に示すとおり，地震時の加速度に包絡される。

以上を踏まえ，重畳時の荷重は，地震時又は津波時に包絡されることから，重畳時

の検討は省略する。 

 

(1) 津波時 

Ｇ＋Ｐｔ＋Ｐｃ＋Ｐｋ 

ここで，Ｇ：固定荷重（kN） 

        Ｐｔ：浸水津波荷重（kN） 

    Ｐｃ：漂流物衝突荷重（kN） 

    Ｐｋ：風荷重（kN） 

 

(2) 重畳時 

Ｇ＋Ｐｔ＋Ｋｓｄ＋Ｐｋ 

ここで，Ｇ：固定荷重（kN） 

        Ｐｔ：浸水津波荷重（kN） 

    Ｋｓｄ：余震荷重（kN） 

    Ｐｋ：風荷重（kN） 
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表 5.2.1－1 荷重の組合せ 

種別 荷重 算定方法 

永久 

荷重 

常時

考慮

荷重 

躯体自重 

Ｇ 

〇 設計図書に基づいて，対象構造物の体積に材料の

密度を乗じて設定する。 

機器・ 

配管荷重 

－ 対象構造物に作用する機器・配管はないため考慮

しない。 

土被り荷重 － 土被りはないため考慮しない。 

積載荷重 － 積載荷重は考慮しない。 

静止土圧 － 気中又は海中に設置されているため考慮しない。 

静水圧 

Ｐｄｈ 

－ 

(○) 

気中に設置されているため考慮しない。 

（ケーソンに設置する漂流物対策工⑧は海中に設置

するため考慮する。） 

積雪荷重 － 厚さが 50cm であり，積雪荷重による影響は軽微の

ため考慮しない。 

風荷重 

Ｐｋ 

○ 風荷重を考慮する。 

余震荷重 

Ｋｓｄ 

水平地震動 〇 弾性設計用地震動Ｓｓ－Ｄによる躯体の慣性力を

考慮する。 

鉛直地震動 ○ 弾性設計用地震動Ｓｓ－Ｄによる躯体の慣性力を

考慮する。 

動水圧 － 

(○) 

気中に設置されているため考慮しない。 

（ケーソンに設置する漂流物対策工⑧は海中に設

置するため考慮する。） 

浸水津波荷重 

Ｐｔ 

遡上津波 

荷重 

〇 遡上波による波圧を考慮する。 

漂流物衝突荷重 

Ｐｃ 

○ 漂流物による衝突荷重を考慮する。 
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漂流物対策工（鉄筋コンクリート版） 漂流物対策工（鋼材） 

図 5.2.1－1 漂流物対策工の荷重作用図 

  

津波荷重

漂流物
衝突荷重

←海側 陸側→

津波荷重
（静水圧）

漂流物
衝突荷重

津波水位 ▽
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（防波壁（多重鋼管杭式擁壁） ④－④断面） 

 

 

（防波壁（波返重力擁壁） ④－④断面） 

図 5.2.1－2 地震時と余震時の最大応答加速度分布の比較 

  

EL 15.0m

EL 2.2m

漂流物対策工②天端

漂流物対策工②下端

単位 cm/s2
：加速度抽出範囲

EL 15.0m

EL 2.2m

漂流物対策工②天端

漂流物対策工②下端

単位 cm/s2
：加速度抽出範囲

Ｓｓ－Ｄ（－＋）水平 Ｓｄ－Ｄ（＋＋）水平

：加速度抽出範囲

EL 2.0m

EL -12.0m

漂流物対策工⑧天端

漂流物対策工⑧下端

単位 cm/s2

Ｓｓ－Ｄ（－＋）水平 Ｓｄ－Ｄ（＋＋）水平
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5.2.2 荷重の設定 

強度計算に用いる荷重は以下のとおりとする。また，ケーソンに設置する漂流

物対策工は海中に設置するため，静水圧についても考慮する。 

 

(1) 固定荷重（Ｇ) 

固定荷重として，漂流対策工を構成する部材の自重を考慮する。 

 

(2) 浸水津波荷重（Ｐｔ） 

敷地高以上については，朝倉式により，各施設の設置位置における設置高さを考

慮し，津波の水位と各施設の設置高さの差分の 1/2 倍を浸水深として，浸水深の３

倍で作用する水圧として算定する。 

敷地高以深については，谷本式により，各施設の設置位置における設置高さを考

慮し，津波高さの 1/2 を入射津波高さと定義し，静水面上の波圧作用高さは入射津

波高さの３倍とし，静水面における波圧は入射津波高さに相当する静水圧の 2.2 倍

として算定する。 

 

(3) 漂流物衝突荷重（Ｐｃ） 

漂流物衝突荷重は，「補足 018-02 津波への配慮に関する説明書の補足説明資

料」のうち「4.5 漂流物による漂流物衝突荷重」において，浸水防護施設の機能に

対する影響評価により選定された漂流物として船舶（総トン数 19 トン）を想定し，

表 5.2.2－1 に示す津波の流速を用いて，「衝突解析」の結果に基づき設定する。 

 

表 5.2.2－1 浸水防護施設の設計に用いる津波のパラメータ 

設備分類 設備名称 

津波のパラメータ 

津波高さ 

(EL(m)) 
流速(m/s) 

浸水防護施設 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 12.6 10.0＊ 

防波壁（逆Ｔ擁壁） 12.6 10.0＊ 

防波壁（波返重力擁壁） 12.6 10.0＊ 

注記 ＊：「補足 018-02 津波への配慮に関する説明書の補足説明資料」のうち「4.5 漂流

物による漂流物衝突荷重」に示されるように，安全側に日本海東縁部に想定され

る地震による津波及び海域活断層から想定される地震による津波ともに，漂流物

の衝突速度 10.0m/s を設定 
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(4) 風荷重（Ｐｋ） 

風荷重は，平成 12 年 5 月 31 日建設省告示第１４５４号に定められた松江市の基

準風速 30m/s を使用する。浸水防護施設が設置される状況に応じて，建築基準法及

び建設省告示第１４５４号に基づき，ガスト影響係数等を適切に設定して算出する。 

 

(5) 静水圧（Ｐｄｈ) 

海水位から漂流物対策工下端までの静水圧を考慮する。 

 Ｐｄｈ＝
１

２
×ρ×ｇ×Ｈｄ

２ 

ここで，Ｐdｈ  ：静水圧（kN） 

ρ：海水の密度（=1.03t/m3） 

ｇ：重力加速度（=9.80665m/s2） 

Ｈｄ：水深（m） 
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5.2.3 荷重の算定 

強度計算に用いる荷重の算定は以下のとおりとする。 

 

(1) 浸水津波荷重（Ｐｔ） 

津波時の遡上津波荷重について，防波壁前面における入力津波水位 EL 11.9m に

余裕を考慮した津波水位 EL 12.6m を用いる。 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）に作用する浸水津波荷重のうち，敷地高以

上については，朝倉式により，各施設の設置位置における設置高さを考慮し，津波

の水位と各施設の設置高さの差分の 1/2 倍を浸水深として，浸水深の３倍で作用す

る水圧として算定する。また，敷地高以深については，谷本式により，各施設の設

置位置における設置高さを考慮し，津波高さの 1/2 を入射津波高さと定義し，静水

面上の波圧作用高さは入射津波高さの３倍とし，静水面における波圧は入射津波高

さに相当する静水圧の 2.2 倍として算定する。 

漂流物対策工（鋼材）は，防波壁（逆Ｔ擁壁）のフーチング上部（EL 10.5m）に

設置されることから，防波壁前面における入力津波水位 EL 11.9m に余裕を考慮し

た津波水位 EL 12.6m を踏まえた静水圧を浸水津波荷重として考慮する。 

漂流物対策工に作用する遡上津波荷重を表 5.2.3－1 に示す。表 5.2.3－1 に示す

遡上津波荷重を踏まえ，漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）及び漂流物対策工（鋼

材）の強度計算に用いる遡上津波荷重を表 5.2.3－2 及び表 5.2.3－3 に示す。 
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表 5.2.3－1 漂流物対策工に作用する遡上津波荷重 

漂流物対策工 遡上津波荷重(kN/m2)＊1 

設置箇所 構造形式 設置高さ 津波時 

防波壁 

（多重鋼管杭式擁壁） 

鉄筋 

コンクリート版 

EL 15.0m～ 

EL 8.4m 
62.1 

EL 15.0m～ 

EL 2.2m 
121.5 

防波壁（逆Ｔ擁壁） 
鉄筋 

コンクリート版 

EL 15.0m～ 

EL 8.0m 
62.1 

防波壁（逆Ｔ擁壁） 

漂流物対策工（鋼材） 
鋼材 (EL 10.5m) 36.4＊2 

防波壁（波返重力擁壁） 
鉄筋 

コンクリート版 

EL 15.0m～ 

EL 8.5m 
62.1 

EL 15.0m～ 

EL 6.5m 
92.4 

防波壁（波返重力擁壁） 

ケーソン 

EL 2.0m ～ 

EL-12.0m 
133.5 

注記＊1：漂流物対策工に作用する遡上津波荷重の最大値を記載 

   ＊2：防波壁前面における入力津波水位 EL 11.9m に余裕を考慮した津波水位 EL 

12.6m を踏まえた静水圧を記載 

 

表 5.2.3－2 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の強度計算に用いる遡上津波荷重 

荷重 津波時 

遡上津波荷重

（kN） 
134 

 

表 5.2.3－3 漂流物対策工（鋼材）の強度計算に用いる遡上津波荷重 

荷重 津波時 

遡上津波荷重

（kN） 
36.4 
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(2) 漂流物衝突荷重（Ｐｃ） 

漂流物衝突荷重の設定については，「1.5 浸水防護施設の評価における漂流物

衝突荷重，風荷重及び積雪荷重の設定」に示す「局所的な漂流物衝突荷重」を設定

する。 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）及び漂流物対策工（鋼材）における「局所

的な漂流物衝突荷重」の作用イメージを図 5.2.3－1 に示す。漂流物対策工の強度

計算に用いる漂流物衝突荷重を表 5.2.3－4 に示す。 

 

 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版） 

 

漂流物対策工（鋼材） 

図 5.2.3－1 「局所的な漂流物衝突荷重」の作用イメージ 

 

表 5.2.3－4 強度計算に用いる漂流物衝突荷重 

衝突荷重（kN） 

1,200 

  

1m

1m

1200kN
漂流物
衝突荷重

１ｍ
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(3) 風荷重（Ｐｋ） 

風荷重は，「1.5 浸水防護施設の評価における漂流物衝突荷重，風荷重及び積

雪荷重の設定」に示す防波壁に設定する風荷重に，裕度を考慮した値を用いる。漂

流物対策工の強度計算に用いる風荷重を表 5.2.3－5 に示す。 

 

表 5.2.3－5 漂流物対策工の強度計算に用いる風荷重 

風荷重（kN/m2） 

2.0 

 

(4) 静水圧（Ｐｄｈ） 

静水圧は，鉄筋コンクリート版のアンカーボルトの評価に用いるが，重畳時にお

けるアンカーボルトの評価は「4.7 評価結果」に包絡されるため，荷重の算定は

不要と判断する。 
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5.3 許容限界 

漂流物対策工の許容限界は，「3. 評価対象部位」にて設定した部位に対し，Ⅵ-3-別

添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」にて設定している許容限界を

踏まえて設定する。 

 

5.3.1 使用材料 

(1) 漂流物対策工 

漂流物対策工を構成する各部材の使用材料は，「4.3.1 使用材料」を基に設定

する。 

 

5.3.2 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」

に基づき設定する。 

 

(1) 鉄筋コンクリート版 

鉄筋コンクリート版の許容限界は，「コンクリート標準示方書[構造性能照査

編](土木学会，2002 年制定）」に基づき，表 5.3.2－1 の値とする。 

 

表 5.3.2－1 鉄筋コンクリート版の許容限界 

評価対象部位 
許容応力度 

（N/mm2） 

短期許容応力度＊ 

（N/mm2） 

コンクリート 

（f’ck=24N/mm2） 
押抜きせん断応力度 0.9 1.35 

注記＊：短期許容応力度は，「コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（土木

学会，2002 年制定）」より許容応力度に対して 1.5 倍の割増を考慮する。 

 

(2) 鋼材 

鋼材の許容限界は，「4.3.2 許容限界」を基に設定する。 

 

(3) アンカーボルト 

アンカーボルトの許容限界は，「4.3.2 許容限界」を基に設定する。 
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5.4 評価方法 

漂流物対策工を構成する各部材に発生する応力が，許容限界以下であることを確認す

る。 

 

5.4.1 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版） 

(1) 鉄筋コンクリート版 

鉄筋コンクリート版の押抜きせん断に対する強度計算を実施する。鉄筋コンク

リート版のモデル図を図 5.4.1－1 に示す。 

 

 

図 5.4.1－1 鉄筋コンクリート版のモデル図 

 

ａ． 鉄筋コンクリート版に作用する押抜きせん断力 

τｐ＝Ｐｄｃ／Ｕｐ･ｄ 

ここで，τｐ：鉄筋コンクリート版に作用する押抜きせん断力（kN/mm2） 

Ｐｄｃ：鉄筋コンクリート版に作用する荷重(kN) 

Ｕｐ：設計断面の周長（載荷面からｄ/２離れた位置で算定）（m） 

ｄ：鉄筋コンクリート版の有効高さ(m) 

  

漂流物衝突荷重

漂流物対策工

評価位置

d/2

τp
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5.4.2 漂流物対策工（鋼材） 

(1) 解析方法 

漂流物対策工（鋼材）は，鋼板に補強鋼材を格子状に配置した複雑な構造であ

ることから，３次元構造解析により強度計算を行う。 

３次元構造解析には，解析コード「ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いる。なお，解析コ

ードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析

コード）の概要」に示す。 

３次元構造解析は，３次元構造解析モデルに津波荷重及び漂流物衝突荷重を入

力することで，漂流物対策工（鋼材）の強度計算を実施する。 

 

(2) 解析モデル 

解析モデルは，「4.4 評価方法」に記載のとおりとする。 

 

(3) 使用材料及び材料の物性値 

使用材料及び材料の物性値は，「4.4 評価方法」に記載のとおりとする。 

 

(4) 入力荷重の設定 

３次元構造解析モデルにおける津波荷重及び漂流物衝突荷重の作用イメージ図

を図 5.4.2－1 に示す。 

 

図 5.4.2－1 ３次元構造解析モデルにおける荷重の作用イメージ図 

 

(5) 評価方法 

評価方法は，「4.4 評価方法」に記載のとおりとする。 

 

  

津波荷重
（静水圧）

漂流物
衝突荷重

津波水位 ▽
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5.5 評価条件 

漂流物対策工の強度計算に用いる入力値を表 5.5－1 に示す。 

 

表 5.5.1－1(1) 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）に作用する 

押抜きせん断力の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｐｄｃ kN 鉄筋コンクリート版に作用する荷重 1,336 

Ｕｐ M 設計断面の周長（載荷面からｄ/２離れた位置） 5.57 

ｄ M 鉄筋コンクリート版の有効高さ 0.5 

 

表 5.5.1－1(2) 鋼板に作用する最大曲げ応力度の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｍｄｋ１ kN･m 鋼板に作用する最大発生曲げモーメント 9.556＊ 

Ｚｄｋ１ mm3 鋼板の断面係数 80.67×103 

注記＊：３次元構造解析より設定する。 

 

表 5.5.1－1(3) 補強鋼材に作用する最大曲げ応力度の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｍｄｋ２ kN･m 補強鋼材に作用する最大発生曲げモーメント 18.59＊ 

Ｚｄｋ２ mm3 補強鋼材の断面係数 140×103 

注記＊：３次元構造解析より設定する。 

 

表 5.5.1－1(4) 鋼板に作用する最大せん断応力度の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｑｄｋ１ kN 鋼板に作用する最大せん断力 176.1＊ 

Ａｄｋ１ mm2 鋼板の断面積 220×102 

注記＊：３次元構造解析より設定する。 

 

表 5.5.1－1(5) 補強鋼材に作用する最大せん断応力度の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｑｄｋ２ kN 補強鋼材に作用する最大せん断力 62.6＊ 

Ａｄｋ２ mm2 補強鋼材の断面積 30.59×102 

注記＊：３次元構造解析より設定する。 
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5.6 応力計算 

5.6.1 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版） 

(1) 鉄筋コンクリート版に作用する押抜きせん断力 

τｐ＝Ｐｄｃ／Ｕｐ･ｄ 

ここで，τｐ：鉄筋コンクリート版に作用する押抜きせん断力（kN/mm2） 

Ｐｄｃ：鉄筋コンクリート版に作用する荷重(kN) 

Ｕｐ：設計断面の周長（載荷面からｄ/２離れた位置）（m） 

ｄ：鉄筋コンクリート版の有効高さ(m) 

 

設計断面の周長Ｕｐの算定イメージを図 5.6.1－1 に示す。 

 

 

図 5.6.1－1 設計断面の周長Ｕｐの算定イメージ 

 

「5.5 評価条件」より，漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）に作用する押抜き

せん断力（τｐ）は以下のとおりとなる。 

 

τｐ＝Ｐｄｃ／Ｕｐ･ｄ 

   ＝1,336／5.57･0.5 

   ＝479.7kN/m2 

   ＝0.48N/mm2 

1
0
0
0

1000 250＊

25
0＊

注記＊：載荷面からｄ/２離れた位置として
鉄筋コンクリート版の厚さ500mm÷2＝250mm

Ｕｐ：設計断面の周長

漂流物衝突荷重
（局所的な衝突荷重）

漂流物対策工
（鉄筋コンクリート版）

25
0＊

250＊
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漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の端部に漂流物が衝突した場合の設計断

面の周長Ｕｐの算定イメージを図 5.6.1－2 に示す。 

 

 

図 5.6.1－2 漂流物対策工の端部（鉄筋コンクリート版）に漂流物が衝突した場合の 

設計断面の周長Ｕｐの算定イメージ 

 

「5.5 評価条件」より，漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）に作用する押抜き

せん断力（τｐ）は以下のとおりとなる。 

 

τｐ＝Ｐｄｃ／Ｕｐ･ｄ 

   ＝1,336／3.79･0.5 

   ＝705.9kN/m2 

   ＝0.71N/mm2  

1
0
0
0

1000 250＊

25
0＊

注記＊：載荷面からｄ/２離れた位置として
鉄筋コンクリート版の厚さ500mm÷2＝250mm

Ｕｐ：設計断面の周長

漂流物衝突荷重
（局所的な衝突荷重）

漂流物対策工
（鉄筋コンクリート版）

25
0＊
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5.6.2 漂流物対策工（鋼材） 

３次元構造解析の結果から，鋼板及び補強鋼材に発生している断面力を用いて

曲げ応力度及びせん断応力度を算定する。 

 

(1) 鋼材に作用する曲げ応力度 

３次元構造解析における鋼板の発生曲げモーメントのコンター図を図 5.6.2－1

に，補強鋼材の発生曲げモーメントのコンター図を図 5.6.2－2 に示す。鋼板及び

補強鋼材において発生曲げモーメントにより曲げ応力度を算定する。 

 

 

図 5.6.2－1 鋼板の発生曲げモーメントのコンター図 

 

 

図 5.6.2－2 補強鋼材の発生曲げモーメントのコンター図 

  

2.1.8－87

816



 

 

 

σｄｋｂ＝Ｍｄｋ×106／Ｚｄｋ 

ここで，σｄｋｂ：鋼材に作用する曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍｄｋ：３次元構造解析における発生曲げモーメント（kN･m） 

Ｚｄｋ：鋼材の断面係数（mm3） 

 

「5.5 評価条件」より，鋼材に作用する最大曲げ応力度（σｄｋｂ）を以下のと

おり設定する。 

 

ａ． 鋼板 

σｄｋｂ１＝Ｍｄｋ１×106／Ｚｄｋ１ 

     ＝9.556×106／80.67×103 

    ＝118.5N/mm2 

 

ｂ． 補強鋼材 

σｄｋｂ２＝Ｍｄｋ２×106／Ｚｄｋ２ 

     ＝18.59×106／140×103 

    ＝132.8N/mm2 
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(2) 鋼材に作用するせん断応力度 

３次元構造解析における鋼板の発生せん断力のコンター図を図 5.6.2－3 に，補

強鋼材の発生せん断力のコンター図を図 5.6.2－4 に示す。鋼板及び補強鋼材にお

いて発生せん断力によりせん断応力度を算定する。 

 

 

図 5.6.2－3 鋼板の発生せん断力のコンター図 

 

 

図 5.6.2－4 補強鋼材の発生せん断力のコンター図 
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τｄｋ＝Ｑｄｋ×103／Ａｄｋ 

ここで，τｄｋ：鋼材に作用するせん断応力度（N/mm2） 

Ｑｄｋ：３次元構造解析における発生せん断力（kN） 

Ａｄｋ：鋼材の断面積（mm2） 

 

「5.5 評価条件」より，鋼材に作用するせん断応力度（τｄｋ）を以下のとお

り設定する。 

 

ａ． 鋼板 

τｄｋ１＝Ｑｄｋ１×103／Ａｄｋ１ 

     ＝176.1×103／220×102 

    ＝8.0N/mm2 

 

ｂ． 補強鋼材 

τｄｋ２＝Ｑｄｋ２×103／Ａｄｋ２ 

     ＝62.6×103／30.59×102 

    ＝20.5N/mm2 

 

(3) アンカーボルトに作用するせん断力及び引張力 

３次元構造解析において，アンカーボルトに作用する引張力及びせん断力を表

5.6.2－1 に示す。 

 

表 5.6.2－1 アンカーボルトに作用するせん断力及び引張力 

評価対象部位 
最大引張力 

Ｔｄｋ（kN） 

最大せん断力 

Ｓｄｋ（kN） 

アンカーボルト 12.2 0.0 
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5.7 評価結果 

5.7.1 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版） 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の耐震評価結果を表 5.7.1－1 に示す。鉄

筋コンクリート版の発生力が許容限界以下であることを確認した。 

表 5.7.1－1 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の構造強度計算結果 

評価対象部位 発生値 許容限界 照査値 

鉄筋 

コンクリート版

押抜き

せん断 

0.48 N/mm2 1.35 N/mm2 0.36 

0.71＊ N/mm2 1.35 N/mm2 0.53＊ 

注記＊：漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の端部に漂流物が衝突した場合 

5.7.2 漂流物対策工（鋼材） 

漂流物対策工（鋼材）の耐震評価結果を表 5.7.2－1 に示す。鋼材の発生応力度

及びアンカーボルトの発生力が許容限界以下であることを確認した。 

表 5.7.2－1 漂流物対策工（鋼材）の構造強度計算結果 

評価対象部位 発生値 許容限界 照査値 

鋼板 
曲げ応力度 118.5 N/mm2 210 N/mm2 0.57 

せん断応力度 8.0 N/mm2 120 N/mm2 0.07 

補強鋼材 
曲げ応力度 132.8 N/mm2 210 N/mm2 0.64 

せん断応力度 20.5 N/mm2 120 N/mm2 0.18 

アンカー

ボルト

引張力 12.2 kN 29.3 kN 0.42 

せん断力 0.0 kN 24.8 kN 0.00 
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（参考資料１） 耐震評価を実施する漂流物対策工の構造区分の選定について 

1. 概要

漂流物対策工について，構造的特徴及び地震応答加速度の観点から，耐震評価を行う上

で厳しい構造区分を選定している。 

本資料においては，耐震評価を実施する構造区分の選定における考え方を整理し，その

妥当性を説明する。 

2. 漂流物対策工の構造区分

漂流物対策工の構造区分を表 2－1 に，漂流物対策工の配置図を図 2－1 に，各構造区分

の構造概要図を図 2－2～図 2－8 に示す。 

漂流物対策工の構造形式は，漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）及び漂流物対策工（鋼

材）に区分され，防波壁の形状に応じて漂流物対策工の設置高さが異なることから，それ

ぞれの構造的特徴を踏まえ，耐震評価を実施する構造区分を選定する。 

表 2－1 漂流物対策工の構造区分 

厚さ 高さ 径
標準本数

（幅1mあたり）

漂流物対策工① 鉄筋コンクリート版 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 50cm
6.6m

（EL 15.0m～EL 8.4m）
D16 11本

漂流物対策工② 鉄筋コンクリート版 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 50cm
12.8m

（EL 15.0m～EL 2.2m）
D16 23本

漂流物対策工③ 鉄筋コンクリート版 防波壁（逆Ｔ擁壁）竪壁 50cm
4.5m

（EL 15.0m～EL 10.5m）
D16 7本

漂流物対策工④ 鉄筋コンクリート版 防波壁（逆Ｔ擁壁）フーチング 50cm
－

（EL 10.0m）
D16 6本

漂流物対策工⑤ 鉄筋コンクリート版 防波壁（逆Ｔ擁壁）フーチング側壁 50cm
2.0m

（EL 10.0m～EL 8.0m）
D16 3本

漂流物対策工⑥ 鉄筋コンクリート版 防波壁（波返重力擁壁）重力擁壁 50cm
6.5m

（EL 15.0m～EL 8.5m）
D19 9本

漂流物対策工⑦ 鉄筋コンクリート版 防波壁（波返重力擁壁）重力擁壁 50cm
8.5m

（EL 15.0m～EL 6.5m）
D19 12本

漂流物対策工⑧ 鉄筋コンクリート版 防波壁（波返重力擁壁）ケーソン 50cm 14.0m＊

（EL 2.0m～EL-12.0m）
D19 17本

漂流物対策工⑨ 鋼材
防波壁（逆Ｔ擁壁）フーチング
（グラウンドアンカ設置箇所）

－ － M16 －

注記＊：ケーソンに設置する漂流物対策工のうち最大寸法を記載

名称 種別 設置箇所
鉄筋コンクリート版 アンカーボルト

（参考）1－1
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図 2－1 漂流物対策工の構造区分の配置図 

 

  

輪 谷 湾

Ｎ
漂流物対策工⑦

漂流物対策工⑥ ⑧

漂流物対策工③ ④ ⑤ ⑨ 漂流物対策工①

漂流物対策工②

漂流物対策工⑥
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図 2－2 漂流物対策工①の構造概要図 

図 2－3 漂流物対策工②の構造概要図 

（参考）1－3
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図 2－4 漂流物対策工③～⑤の構造概要図 

図 2－5 漂流物対策工⑥の構造概要図 

（参考）1－4
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図 2－6 漂流物対策工⑦の構造概要図 
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図 2－7 漂流物対策工⑧の構造概要図 

（参考）1－6
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図 2－8 漂流物対策工⑨の構造概要図 
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3. 耐震評価を実施する漂流物対策工の構造区分の選定の考え方 

漂流物対策工は，津波時において，漂流物衝突荷重を分散して防波壁に伝達し，防波壁

の局所的な損傷を防止する機能，又は漂流物をグラウンドアンカに衝突させない機能を有

する。よって，漂流物対策工の耐震評価において，地震時の慣性力により防波壁から分離

しないことを確認する必要がある。 

耐震評価を実施する漂流物対策工の構造区分の選定上の観点として，耐震評価において

主たる荷重である慣性力に着目し，漂流物対策工の構造的特徴及び地震時応答加速度を判

断項目とする。 

各観点の詳細を以下に示す。 

 

【構造的特徴】 

 漂流物対策工の種別について，構成する部材が異なり，耐震評価に影響を与える可

能性があることから，選定上の観点とする。（観点①） 

 漂流物対策工の設置位置について，海中に設置される場合，慣性力に加えて，静水

圧及び動水圧が作用し，耐震評価に影響を与える可能性があることから，選定上の

観点とする。（観点③） 

 漂流物対策工の設置方向（鉛直・水平）によって，慣性力の作用方向が異なり，耐

震評価に影響を与える可能性があることから，選定上の観点とする。（観点④） 

 漂流物対策工の厚さは，50cm で一定であるため，選定上の観点としない。 

 漂流物対策工の高さは，構造区分に応じて異なり，漂流物対策工の重量に伴い慣性

力に影響があることから，選定上の観点とする。（観点⑤） 

 漂流物対策工の鉄筋コンクリート版を支持するアンカーボルトの径及び本数につ

いて，構造区分に応じて異なり，耐震評価に影響を与えることから，選定上の観点

とする。（観点⑥） 

 

【設置される防波壁】 

 設置される防波壁の地震時応答を用いて，漂流物対策工の慣性力を算定することか

ら，選定上の観点とする。（観点②） 
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漂流物対策工の各構造区分における耐震評価の観点とする項目について，表 3－1 のと

おり整理する。 

表 3－1 漂流物対策工の各構造区分における耐震評価の観点とする項目 
観点① 観点② 観点③ 観点④ 観点⑤

厚さ 高さ 径
標準本数

（幅1mあたり）

漂流物対策工① 鉄筋コンクリート版 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 気中 鉛直 50cm 6.6m D16 11本

漂流物対策工② 鉄筋コンクリート版 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 気中 鉛直 50cm 12.8m D16 23本

漂流物対策工③ 鉄筋コンクリート版 防波壁（逆Ｔ擁壁）竪壁 気中 鉛直 50cm 4.5m D16 7本

漂流物対策工④ 鉄筋コンクリート版 防波壁（逆Ｔ擁壁）フーチング 気中 水平 50cm － D16 6本

漂流物対策工⑤ 鉄筋コンクリート版 防波壁（逆Ｔ擁壁）フーチング側壁 気中 鉛直 50cm 2.0m D16 3本

漂流物対策工⑥ 鉄筋コンクリート版 防波壁（波返重力擁壁）重力擁壁 気中 鉛直 50cm 6.5m D19 9本

漂流物対策工⑦ 鉄筋コンクリート版 防波壁（波返重力擁壁）重力擁壁 気中 鉛直 50cm 8.5m D19 12本

漂流物対策工⑧ 鉄筋コンクリート版 防波壁（波返重力擁壁）ケーソン 気中・海中 鉛直 50cm 14.0m D19 17本

漂流物対策工⑨ 鋼材 防波壁（逆Ｔ擁壁）グラウンドアンカ 気中 鉛直 － － M16 －

観点⑥

設置方向設置箇所名称 種別 設置位置
鉄筋コンクリート版 アンカーボルト

：耐震評価の観点とする項目
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4. 耐震評価を実施する漂流物対策工の構造区分の選定

漂流物対策工の耐震評価においては，地震時の慣性力により防波壁から分離しないこと

を確認するため，アンカーボルトの耐力が地震時の慣性力を上回ることを確認することか

ら，アンカーボルト１本当たりの漂流物対策工の慣性力が大きい構造区分について，耐震

評価を実施する構造区分として選定する。慣性力は，表 4－1 に示す基準地震動Ｓｓによ

る水平・鉛直方向の設計震度を用いて，以下の式により算定する。なお，基準地震動Ｓｓ

による震度は，漂流物対策工を設置する防波壁の構造形式によって地震応答加速度が変わ

るため，防波壁の構造形式毎に漂流物対策工の耐震評価を実施することとし，防波壁の構

造形式毎の漂流物対策工が設置される範囲における水平方向及び鉛直方向の最大応答加

速度の加重平均値を用いて，重力加速度（9.80665m/s2）で除して設計震度を算定する。 

 Ｐｓｓ＝Ｗ×Ｋｓ 

ここで，Ｐｓｓ：慣性力（kN） 

Ｗ：重量（kN） 

Ｋｓ：基準地震動Ｓｓによる水平・鉛直方向の震度 

表 4－1 漂流物対策工の設計に用いる加速度及び設計震度 

（水平）

（cm/s2）

（鉛直）

（cm/s2）

漂流物対策工① 鉄筋コンクリート版 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 2,507 805 2.56 0.83

漂流物対策工④ 鉄筋コンクリート版 防波壁（逆Ｔ擁壁）フーチング 1,595 1,456 1.63 1.49

漂流物対策工⑤ 鉄筋コンクリート版 防波壁（逆Ｔ擁壁）フーチング側壁 1,595 1,456 1.63 1.49

漂流物対策工⑥ 鉄筋コンクリート版 防波壁（波返重力擁壁）重力擁壁 2,093 3,568 2.14 3.64

漂流物対策工⑧ 鉄筋コンクリート版 防波壁（波返重力擁壁）ケーソン 1,176 2,297 1.20 2.35

名称

加速度の加重平均値
鉛直
震度

水平
震度

設置個所種別
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アンカーボルト１本当たりの漂流物対策工の慣性力の整理を表 4－2 に示す。

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）に設置する漂流物対策工のうち，漂流物対策工①における

アンカーボルト１本当たりの慣性力が大きい。

防波壁（逆Ｔ擁壁）に設置する漂流物対策工のうち，漂流物対策工⑤におけるアンカー

ボルト１本当たりの慣性力が大きい。 

防波壁（波返重力擁壁）に設置する漂流物対策工のうち，漂流物対策工⑥におけるアン

カーボルト１本当たりの慣性力が大きい。

なお，設置方向が水平となる漂流物対策工④，設置位置が海中となる漂流物対策工⑧及

び鋼材で構成される漂流物対策工⑨は，他構造区分と異なる構造的特徴を有するため，耐

震評価を実施する。 

表 4－2 アンカーボルト１本当たりの漂流物対策工の慣性力の整理 

漂流物対策工① 11 79.2 2.56 0.83 202.8 65.7 18.5 6.0

漂流物対策工② 23 156 2.56 0.83 399.4 129.5 17.4 5.7

漂流物対策工③ 7 54 1.63 1.49 88.0 80.5 12.6 11.5

漂流物対策工⑤ 3 24 1.63 1.49 39.1 35.8 13.1 12.0

漂流物対策工⑥ 9 78 2.14 3.64 166.9 283.9 18.6 31.6

漂流物対策工⑦ 12 102 2.14 3.64 218.3 371.3 18.2 31.0

アンカーボルト
1本当たりの

慣性力（鉛直）

Ｐｓｓｖ／Ｎ

（kN/本）

防波壁（逆Ｔ擁壁）

防波壁（波返重力擁壁）

設計震度

Ｋｓｈ

（水平）

設計震度

Ｋｓｖ

（鉛直）

慣性力

Ｐｓｓｈ

（水平）

設置箇所 名称
重量Ｗ

（幅1m当たり）
(kN)

アンカーボルト
標準本数Ｎ

（幅1m当たり）
（本）

アンカーボルト
1本当たりの

慣性力（水平）

Ｐｓｓｈ／Ｎ

（kN/本）

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）

慣性力

Ｐｓｓｖ

（鉛直）
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5. 耐震評価を実施する漂流物対策工の構造区分の選定結果

耐震評価を実施する漂流物対策工の構造区分の選定結果を表 5－1 に示す。

表 5－1 耐震評価を実施する漂流物対策工の構造区分の選定結果 

厚さ 高さ 径
標準本数

（幅1mあたり）

漂流物対策工① 鉄筋コンクリート版 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 50cm
6.6m

（EL 15.0m～EL 8.4m）
D16 11本 ○

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）に設置する漂流物対策
工のうち，アンカーボルト１本当たりの慣性力が大
きいことから，評価対象に選定する。

漂流物対策工② 鉄筋コンクリート版 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 50cm
12.8m

（EL 15.0m～EL 2.2m）
D16 23本

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）に設置する漂流物対策
工のうち，漂流物対策工①と比較して，アンカーボ
ルト１本当たりの慣性力が小さいことから，漂流物
対策工①に代表させる。

漂流物対策工③ 鉄筋コンクリート版
防波壁（逆Ｔ擁壁）
竪壁

50cm
4.5m

（EL 15.0m～EL 10.5m）
D16 7本

防波壁（逆Ｔ擁壁）に設置する漂流物対策工のう
ち，漂流物対策工⑤と比較して，アンカーボルト１
本当たりの慣性力が小さいことから，漂流物対策工
⑤に代表させる。

漂流物対策工④ 鉄筋コンクリート版
防波壁（逆Ｔ擁壁）
フーチング

50cm
－

（EL 10.0m）
D16 6本 ○ 設置方向が水平のため，評価対象に選定する。

漂流物対策工⑤ 鉄筋コンクリート版
防波壁（逆Ｔ擁壁）
フーチング側壁

50cm
2.0m

（EL 10.0m～EL 8.0m）
D16 3本 ○

防波壁（逆Ｔ擁壁）に設置する漂流物対策工のう
ち，アンカーボルト１本当たりの慣性力が大きいこ
とから，評価対象に選定する。

漂流物対策工⑥ 鉄筋コンクリート版
防波壁（波返重力擁壁）
重力擁壁

50cm
6.5m

（EL 15.0m～EL 8.5m）
D19 9本 ○

防波壁（波返重力擁壁）に設置する漂流物対策工の
うち，アンカーボルト１本当たりの慣性力が大きい
ことから，評価対象に選定する。

漂流物対策工⑦ 鉄筋コンクリート版
防波壁（波返重力擁壁）
重力擁壁

50cm
8.5m

（EL 15.0m～EL 6.5m）
D19 12本

防波壁（波返重力擁壁）に設置する漂流物対策工の
うち，漂流物対策工⑥と比較して，アンカーボルト
１本当たりの慣性力が小さいことから，漂流物対策
工⑥に代表させる。

漂流物対策工⑧ 鉄筋コンクリート版
防波壁（波返重力擁壁）
ケーソン

50cm 14.0m＊

（EL 2.0m～EL-12.0m）
D19 17本 ○ 設置位置が海中のため，評価対象に選定する。

漂流物対策工⑨ 鋼材
防波壁（逆Ｔ擁壁）
フーチング
（グラウンドアンカ設置箇所）

－ － M16 － ○ 鋼材で構成されるため，評価対象に選定する。

注記＊：ケーソンに設置する漂流物対策工のうち最大寸法を記載

選定理由名称 種別 設置箇所
鉄筋コンクリート版 アンカーボルト

評価対象

：耐震評価を実施する構造区分
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（参考資料２） アンカーボルトの許容限界について 

 

1. 許容限界の設定方法 

防波壁に設置する漂流物対策工に用いるアンカーボルトを表 1－1 に示す。 

アンカーボルトの許容限界は「各種合成構造設計指針・同解説（日本建築学会，2010 年）」

の接着系アンカーボルトの設計に基づき，以下のとおり設定する。 

 

表 1－1 流物対策工に用いるアンカーボルト 

設置箇所 
アンカーボルト 

仕様 

漂流物対策工 

（鉄筋コンクリート版） 

防波壁 

（多重鋼管杭式擁壁） 

SD345 

（D16） 

防波壁 

（逆Ｔ擁壁） 

SD345 

（D16） 

防波壁 

（波返重力擁壁） 

SD345 

（D19） 

防波壁 

（波返重力擁壁）ケーソン 

SD345 

（D19） 

漂流物対策工（鋼材） 
SS400 

（M16） 
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1.1 許容引張力ｐa の算定 

接着系アンカーボルト１本当たりの許容引張力ｐa は，以下で算定されるアンカーボ

ルトの降伏により決まる場合のアンカーボルト１本当たりの許容引張力ｐa1，コーン状

破壊により決まる場合のアンカーボルト 1 本当たりの許容引張力ｐa2，及びアンカーボ

ルトの付着力により決まる場合のアンカーボルト１本当たりの許容引張力ｐa3のうち小

さい値とする。 
 

ｐa1＝φ1・sσpa・scａ 

ｐa2＝φ2・cσt・Ａc 

ｐa3＝φ3・τa・π・ｄa・ｌce 

τa ＝α1・α2・α3・τbavg 

αn ＝0.5(ｃn/ｌe)＋0.5 

Ａc ＝π・ｌe・(ｌe＋ｄa) 

 

ただし，(ｃn/ｌe)≧1.0 の場合は(ｃn/ｌe)＝1.0，ｌe≧10ｄa の場合はｌe＝10ｄa

とする。 

 

ここで， 

ｐa1    ：接着系アンカーボルトの降伏により決まる場合のアンカー 

ボルト１本当たりの許容引張力（kN） 

ｐa2    ：定着したコンクリート躯体のコーン状破壊により決まる場  

合の接着系アンカーボルト 1 本当たりの許容引張力（kN） 

    ｐa3    ：接着系アンカーボルトの付着力により決まる場合のアンカ

ーボルト１本当たりの許容引張力（kN） 

     φ1，φ2，φ3 ：低減係数で表 1.1－1 の値を用いる 

sσpa   ：接着系アンカーボルトの規格降伏点強度（N/mm2） 

scａ    ：接着系アンカーボルトの断面積（mm2） 

cσt     ：コーン状破壊に対するコンクリートの引張強度で，0.31√Fc 

とする。（N/mm2） 

Ｆc    ：コンクリートの設計基準強度（N/mm2） 

Ａc    ：コーン状破壊面の有効水平投影面積（mm2） 

ｄa     ：接着系アンカーボルトの径（mm） 

ｌce     ：接着系アンカーボルトの強度算定用埋込み長さで， 

ｌce＝ｌe－2ｄa とする（mm） 

ｌe    ：接着系アンカーボルトの有効埋込み長さ（mm） 

τa     ：接着系アンカーボルトの引張力に対する付着強度（N/mm2） 

αn      ：付着強度の低減係数（ｎ＝1,2,3） 

     τbavg    ：接着系アンカーボルトの基本平均付着強度で表 1.1－2 か

ら保守的に無機系の値を用いる（N/mm2） 

ｃn      ：へりあき寸法，又は，アンカーボルトピッチ a の 1/2 で 

     ｃn＝ａn/2（n＝1～3）とする（mm） 
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表 1.1－1 低減係数 

 φ1 φ2 φ3 

長期荷重用 2/3 1/3 1/3 

短期荷重用 1.0 2/3 2/3 

 

表 1.1－2 接着系アンカーボルトの基本平均付着強度 

 
カプセル方式 注入方式 

有機系 無機系 有機系 

普通コンクリート 10√Fc/21 5√Fc/21 7√Fc/21 

軽量コンクリート 8√Fc/21 4√Fc/21 5.6√Fc/21 
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1.2 許容せん断力ｑa の算定 

接着系アンカーボルト１本当たりの許容せん断力ｑ a は，以下で算定されるア

ンカーボルトのせん断強度により決まる場合のアンカーボルト１本当たりの許

容せん断力ｑ a1，支圧強度により決まる場合のアンカーボルト１本当たりの許容

せん断力ｑ a2,及びコーン状破壊により決まる場合のアンカーボルト１本当たり

の許容せん断力ｑ a3 のうちいずれか小さい値とする。  

 

ｑa1＝φ1・sσqa・scａ 

ｑa2＝φ2・cσqa・scａ 

ｑa3＝φ2・cσt・Ａqc 

 

ここで， 

ｑa1    ：接着系アンカーボルトのせん断強度により決まる場合のア 

ンカーボルト１本当たりの許容せん断力（kN） 

ｑa2     ：定着した躯体の支圧強度により決まる場合の接着系アンカ 

ーボルト１本当たりの許容せん断力（kN） 

    ｑa3     ：定着した躯体のコーン状破壊により決まる場合の接着系ア 

ンカーボルト１本当たりの許容せん断力（kN） 

φ1，φ2  ：低減係数で表 1.1－1 の値を用いる 

sσqa    ：接着系アンカーボルトのせん断強度で，規格降伏点強度× 

0.7 とする（N/mm2） 

scａ    ：接着系アンカーボルトの断面積（mm2） 

cσqa    ：コンクリートの支圧強度で，0.5√Fc・Ecとする（N/mm2） 

cσt     ：コーン状破壊に対するコンクリートの引張強度で，0.31√Fc 

とする。（N/mm2） 

    Ｆc    ：コンクリートの設計基準強度（N/mm2） 

Ｅc   ：コンクリートのヤング係数（N/mm2） 

Ａqc    ：せん断力に対するコーン状破壊面の有効投影面積で， 

0.5πｃ2とする（mm2） 

ｃ     ：へりあき寸法（mm） 
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2. 評価条件 

アンカーボルトの許容限界の評価に用いる入力値を表 2－1 に示す。 

 

表 2－1(1) アンカーボルトの許容限界の評価に用いる入力値 

（防波壁（多重鋼管杭式擁壁），防波壁（逆Ｔ擁壁）） 

記号 単位 定義 入力値 

φ1 － 低減係数 1 

sσpa N/mm2 接着系アンカーボルトの規格降伏点強度 345 

scａ mm2 接着系アンカーボルトの断面積 198.6 

φ2 － 低減係数 2/3 

cσt N/mm2 コーン状破壊に対するコンクリートの引張強度 1.52 

Ａc mm2 コーン状破壊面の有効水平投影面積 242509 

φ3 － 低減係数 2/3 

τa N/mm2 接着系アンカーボルトの引張力に対する付着強度 5.35 

ｄa mm 接着系アンカーボルトの径 15.9 

ｌce mm 接着系アンカーボルトの強度算定用埋込み長さ 238 

ｌe mm 接着系アンカーボルトの有効埋込み長さ 270 

α1 － 付着強度の低減係数 1 

α2 － 付着強度の低減係数 1 

α3 － 付着強度の低減係数 1 

τbavg N/mm2 接着系アンカーボルトの基本平均付着強度 5.35 

Ｆc N/mm2 コンクリートの設計基準強度 24 

ｃ1 mm へりあき寸法，又は，アンカーボルトピッチ a の 1/2 275 

ｃ2 mm へりあき寸法，又は，アンカーボルトピッチ a の 1/2 350 

ｃ3 mm へりあき寸法，又は，アンカーボルトピッチ a の 1/2 － 

sσqa N/mm2 接着系アンカーボルトのせん断強度 241.5 

cσqa N/mm2 コンクリートの支圧強度 387.3 

Ｅc N/mm2 コンクリートのヤング係数 25000 

Ａqc mm2 せん断力に対するコーン状破壊面の有効投影面積 118791 
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表 2－1(2) アンカーボルトの許容限界の評価に用いる入力値 

（防波壁（波返重力擁壁）） 

記号 単位 定義 入力値 

φ1 － 低減係数 1 

sσpa N/mm2 接着系アンカーボルトの規格降伏点強度 345 

scａ mm2 接着系アンカーボルトの断面積 286.5 

φ2 － 低減係数 2/3 

cσt N/mm2 コーン状破壊に対するコンクリートの引張強度 1.52 

Ａc mm2 コーン状破壊面の有効水平投影面積 340901 

φ3 － 低減係数 2/3 

τa N/mm2 接着系アンカーボルトの引張力に対する付着強度 5.35 

ｄa mm 接着系アンカーボルトの径 19.1 

ｌce mm 接着系アンカーボルトの強度算定用埋込み長さ 282 

ｌe mm 接着系アンカーボルトの有効埋込み長さ 320 

α1 － 付着強度の低減係数 1 

α2 － 付着強度の低減係数 1 

α3 － 付着強度の低減係数 1 

τbavg N/mm2 接着系アンカーボルトの基本平均付着強度 5.35 

Ｆc N/mm2 コンクリートの設計基準強度 24 

ｃ1 mm へりあき寸法，又は，アンカーボルトピッチ a の 1/2 350 

ｃ2 mm へりあき寸法，又は，アンカーボルトピッチ a の 1/2 500 

ｃ3 mm へりあき寸法，又は，アンカーボルトピッチ a の 1/2 － 

sσqa N/mm2 接着系アンカーボルトのせん断強度 241.5 

cσqa N/mm2 コンクリートの支圧強度 387.3 

Ｅc N/mm2 コンクリートのヤング係数 25000 

Ａqc mm2 せん断力に対するコーン状破壊面の有効投影面積 192423 
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表 2－1(3) アンカーボルトの許容限界の評価に用いる入力値 

（防波壁（波返重力擁壁（ケーソン）） 

記号 単位 定義 入力値 

φ1 － 低減係数 1 

sσpa N/mm2 接着系アンカーボルトの規格降伏点強度 345 

scａ mm2 接着系アンカーボルトの断面積 286.5 

φ2 － 低減係数 2/3 

cσt N/mm2 コーン状破壊に対するコンクリートの引張強度 1.52 

Ａc mm2 コーン状破壊面の有効水平投影面積 452286 

φ3 － 低減係数 2/3 

τa N/mm2 接着系アンカーボルトの引張力に対する付着強度 4.54＊ 

ｄa mm 接着系アンカーボルトの径 19.1 

ｌce mm 接着系アンカーボルトの強度算定用埋込み長さ 332 

ｌe mm 接着系アンカーボルトの有効埋込み長さ 370 

α1 － 付着強度の低減係数 1 

α2 － 付着強度の低減係数 1 

α3 － 付着強度の低減係数 1 

τbavg N/mm2 接着系アンカーボルトの基本平均付着強度 5.35 

Ｆc N/mm2 コンクリートの設計基準強度 24 

ｃ1 mm へりあき寸法，又は，アンカーボルトピッチ a の 1/2 410 

ｃ2 mm へりあき寸法，又は，アンカーボルトピッチ a の 1/2 500 

ｃ3 mm へりあき寸法，又は，アンカーボルトピッチ a の 1/2 － 

sσqa N/mm2 接着系アンカーボルトのせん断強度 241.5 

cσqa N/mm2 コンクリートの支圧強度 387.3 

Ｅc N/mm2 コンクリートのヤング係数 25000 

Ａqc mm2 せん断力に対するコーン状破壊面の有効投影面積 264051 

注記＊：エポキシ樹脂塗装鉄筋を用いるため，「エポキシ樹脂塗装鉄筋を用いる鉄筋コン

クリートの設計施工指針〔改訂版〕（土木学会，2003 年）」に基づき，付着強度

を 85％に減じる。 
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表 2－1(4) アンカーボルトの許容限界の評価に用いる入力値 

（漂流物対策工（鋼材）） 

記号 単位 定義 入力値 

φ1 － 低減係数 1 

sσpa N/mm2 接着系アンカーボルトの規格降伏点強度 235 

scａ mm2 接着系アンカーボルトの断面積 157.0 

φ2 － 低減係数 2/3 

cσt N/mm2 コーン状破壊に対するコンクリートの引張強度 1.52 

Ａc mm2 コーン状破壊面の有効水平投影面積 46558 

φ3 － 低減係数 2/3 

τa N/mm2 接着系アンカーボルトの引張力に対する付着強度 10.69 

ｄa mm 接着系アンカーボルトの径 16 

ｌce mm 接着系アンカーボルトの強度算定用埋込み長さ 82 

ｌe mm 接着系アンカーボルトの有効埋込み長さ 114 

α1 － 付着強度の低減係数 1 

α2 － 付着強度の低減係数 1 

α3 － 付着強度の低減係数 1 

τbavg N/mm2 接着系アンカーボルトの基本平均付着強度 10.69 

Ｆc N/mm2 コンクリートの設計基準強度 24 

ｃ1 mm へりあき寸法，又は，アンカーボルトピッチ a の 1/2 125 

ｃ2 mm へりあき寸法，又は，アンカーボルトピッチ a の 1/2 175 

ｃ3 mm へりあき寸法，又は，アンカーボルトピッチ a の 1/2 275 

sσqa N/mm2 接着系アンカーボルトのせん断強度 164.5 

cσqa N/mm2 コンクリートの支圧強度 387.3 

Ｅc N/mm2 コンクリートのヤング係数 25000 

Ａqc mm2 せん断力に対するコーン状破壊面の有効投影面積 24544 
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3. 許容限界の計算 

「1.1 引張力」及び「1.2 せん断力」で表される許容限界の評価式に，表 2－1 のア

ンカーボルトの許容限界の評価に用いる入力値を代入して,算定した各アンカーボルトの

許容限界値を算定する。 

 

接着系アンカーボルトの降伏により決まる場合のアンカーボルト１本当たりの許容

引張力ｐa1 を以下に示す。 

 

【防波壁（多重鋼管杭式擁壁），防波壁（逆Ｔ擁壁）】 

ｐa1＝φ1・sσpa・scａ 

＝1・345・198.6 

＝68.5（kN） 

 

【防波壁（波返重力擁壁）】 

ｐa1＝φ1・sσpa・scａ 

    ＝1・345・286.5 

    ＝98.8（kN） 

 

【防波壁（波返重力擁壁（ケーソン））】 

ｐa1＝φ1・sσpa・scａ 

    ＝1・345・286.5 

    ＝98.8（kN） 

 

【漂流物対策工（鋼材）】 

ｐa1＝φ1・sσpa・scａ 

    ＝1・235・157.0 

    ＝36.8（kN） 
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接着系アンカーボルトのコーン状破壊により決まる場合のアンカーボルト１本当た

りの許容引張力ｐa2 を以下に示す。 

 

【防波壁（多重鋼管杭式擁壁），防波壁（逆Ｔ擁壁）】 

ｐa2＝φ2・cσt・Ａc 

＝(2/3)・1.52・242509 

＝245.5（kN） 

 

【防波壁（波返重力擁壁）】 

ｐa2＝φ2・cσt・Ａc 

    ＝(2/3)・1.52・340901 

    ＝345.1（kN） 

 

【防波壁（波返重力擁壁（ケーソン））】 

ｐa2＝φ2・cσt・Ａc 

    ＝(2/3)・1.52・452286 

    ＝457.9（kN） 

 

【漂流物対策工（鋼材）】 

ｐa2＝φ2・cσt・Ａc 

    ＝(2/3)・1.52・46558 

    ＝47.1（kN） 
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接着系アンカーボルトの付着力により決まる場合のアンカーボルト１本当たりの許

容引張力ｐa3を以下に示す。 

 

【防波壁（多重鋼管杭式擁壁），防波壁（逆Ｔ擁壁）】 

ｐa3＝φ3・τa・π・ｄa・ｌce 

    ＝(2/3)・5.35・3.14・15.9・238 

    ＝42.3（kN）  

 

【防波壁（波返重力擁壁）】 

ｐa3＝φ3・τa・π・ｄa・ｌce 

    ＝(2/3)・5.35・3.14・19.1・282 

    ＝60.2（kN） 

 

【防波壁（波返重力擁壁（ケーソン））】 

ｐa3＝φ3・τa・π・ｄa・ｌce 

    ＝(2/3)・4.54・3.14・19.1・332 

    ＝60.2（kN） 

 

【漂流物対策工（鋼材）】 

ｐa3＝φ3・τa・π・ｄa・ｌce 

    ＝(2/3)・10.69・3.14・16・82 

    ＝29.3（kN） 
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接着系アンカーボルトのせん断強度により決まる場合のアンカーボルト１本当たり

の許容せん断力ｑa1 を以下に示す。 

 

【防波壁（多重鋼管杭式擁壁），防波壁（逆Ｔ擁壁）】 

ｑa1＝φ1・sσqa・scａ  

    ＝1・241.5・198.6 

    ＝47.9（kN） 

 

【防波壁（波返重力擁壁）】 

ｑa1＝φ1・sσqa・scａ 

    ＝1・241.5・286.5 

    ＝69.1（kN） 

 

【防波壁（波返重力擁壁（ケーソン））】 

ｑa1＝φ1・sσqa・scａ 

    ＝1・241.5・286.5 

    ＝69.1（kN） 

 

【漂流物対策工（鋼材）】 

ｑa1＝φ1・sσqa・scａ 

    ＝1・164.5・157 

    ＝25.8（kN） 

 

 

  

（参考）2－12

844



 

 

定着した躯体の支圧強度により決まる場合の接着系アンカーボルト１本当たりの許

容せん断力ｑa2 を以下に示す。 

 

【防波壁（多重鋼管杭式擁壁），防波壁（逆Ｔ擁壁）】 

ｑa2＝φ2・cσqa・scａ 

    ＝(2/3)・387.3・198.6 

    ＝51.2（kN） 

 

【防波壁（波返重力擁壁）】 

ｑa2＝φ2・cσqa・scａ 

    ＝(2/3)・387.3・286.5 

    ＝73.9（kN） 

 

【防波壁（波返重力擁壁（ケーソン））】 

ｑa2＝φ2・cσqa・scａ 

    ＝(2/3)・387.3・286.5 

    ＝73.9（kN） 

 

【漂流物対策工（鋼材）】 

ｑa2＝φ2・cσqa・scａ 

    ＝(2/3) ・387.3・157.0 

    ＝40.5kN 
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定着した躯体のコーン状破壊により決まる場合の接着系アンカーボルト１本当たり

の許容せん断力ｑa3 を以下に示す。 

 

【防波壁（多重鋼管杭式擁壁），防波壁（逆Ｔ擁壁）】 

ｑa3＝φ2・cσt・Ａqc 

    ＝(2/3)・1.52・118791 

    ＝120.2（kN） 

 

【防波壁（波返重力擁壁）】 

ｑa3＝φ2・cσt・Ａqc 

    ＝(2/3)・1.52・192423 

    ＝194.8（kN） 

 

【防波壁（波返重力擁壁（ケーソン））】 

ｑa3＝φ2・cσt・Ａqc 

    ＝(2/3)・1.52・264051 

    ＝267.3（kN） 

 

【漂流物対策工（鋼材）】 

ｑa3＝φ2・cσt・Ａqc 

    ＝(2/3)・1.52・24544 

    ＝24.8（kN） 
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4. アンカーボルトの許容限界

「3. 許容限界の計算」で算定したアンカーボルトの許容限界値のうち最小値を，漂

流物対策工の耐震評価及び強度評価におけるアンカーボルトの許容限界として設定す

る。 

アンカーボルトの許容限界を表 4－1 に示す。

表 4－1 アンカーボルトの許容限界

評価対象部位 材質 
許容引張力(kN/本) 

【最小値のケース】 

許容せん断力(kN/本) 

【最小値のケース】 

アンカー

ボルト 

防波壁 

（多重鋼管杭式擁壁） 

SS400 

（D16） 

42.3 

【ｐa3】 

47.9 

【ｑa1】 

防波壁 

（逆Ｔ擁壁） 

SS400 

（D16） 

42.3 

【ｐa3】 

47.9 

【ｑa1】 

防波壁 

（波返重力擁壁） 

SS400 

（D19） 

60.2 

【ｐa3】 

69.1 

【ｑa1】 

防波壁 

（波返重力擁壁）ケーソン 

SS400 

（D19） 

60.2 

【ｐa3】 

69.1 

【ｑa1】 

漂流物対策工 

（鋼材） 

SS400 

（M16） 

29.3 

【ｐa3】 

24.8 

【ｑa3】 

（参考）2－15

847



（参考資料３） 漂流物対策工の施工方法について 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）は，防波壁の前面に目地材及びアンカーボルトを

配置し，厚さ 50cm の鉄筋コンクリート版を設置する。防波壁（波返重力擁壁）を例とし

て，漂流物対策工(鉄筋コンクリート版)の施工ステップ図を図１に示す。 

図１ 漂流物対策工の施工ステップ図 

（例：防波壁（波返重力擁壁）） 

（参考）3－1
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（参考資料４） 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の最低厚さについて 

1. 概要

防波壁に設置する漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）は，厚さ 50cm を基本として設

置するが，防波壁通路防波扉（３号機東側）周辺の漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）

は，防波壁通路防波扉（３号機東側）の開閉に干渉しないように厚さを決定する。 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の強度計算においては，図 1－2 に示すとおり，

漂流物衝突荷重等による押抜きせん断に対する評価を実施することから，本資料では，漂

流物対策工（鉄筋コンクリート版）の最低厚さについて確認する。 

図 1－1 防波壁通路防波扉（３号機東側）周辺の漂流物対策工（鉄筋コンクリート版） 

注：海側から陸側を望む 

（平面図） 

（正面図） 

（参考）4－1
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図 1－2 鉄筋コンクリート版に作用する押抜きせん断力の評価イメージ 

 

 

 

2. 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の最低厚さ 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）に作用する押抜きせん断力は，以下の式により算

定する。また，設計断面の周長厚さの算定イメージを図 2－1 に示す。 

τｐ＝Ｐｄｃ／Ｕｐ･ｄ 

ここで，τｐ：鉄筋コンクリート版に作用する押抜きせん断力（kN/mm2） 

Ｐｄｃ：鉄筋コンクリート版に作用する荷重(kN) 

Ｕｐ：設計断面の周長（載荷面からｄ/２離れた位置）（m） 

ｄ：鉄筋コンクリート版の有効高さ(m) 

 

  

（中央に衝突した場合） （端部に衝突した場合） 

図 2－1 設計断面の周長Ｕｐの算定イメージ 

（例：鉄筋コンクリート版の厚さが 50cm の場合） 

 

漂流物衝突荷重

漂流物対策工

評価位置

d/2

τp
1
0
0
0

1000 250＊

25
0＊

注記＊：載荷面からｄ/２離れた位置として
鉄筋コンクリート版の厚さ500mm÷2＝250mm

Ｕｐ：設計断面の周長

漂流物衝突荷重
（局所的な衝突荷重）

漂流物対策工
（鉄筋コンクリート版）

25
0＊

250＊

1
0
0
0

1000 250＊

25
0＊

注記＊：載荷面からｄ/２離れた位置として
鉄筋コンクリート版の厚さ500mm÷2＝250mm

Ｕｐ：設計断面の周長

漂流物衝突荷重
（局所的な衝突荷重）

漂流物対策工
（鉄筋コンクリート版）

25
0＊
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「5.5 評価条件」に示す鉄筋コンクリート版に作用する荷重を用いて，漂流物対策工

（鉄筋コンクリート版）の厚さを変数とした場合の発生押抜きせん断力を図 2－2 に示す。

発生押抜きせん断力が「5.3 許容限界」に示す鉄筋コンクリート版の許容限界 1.35N/mm2

を下回る最低厚さは，中央に衝突した場合では 21cm，端部に衝突した場合では 29cm とな

ることを確認した。 

よって，漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の基本厚さを 50cm とするが，他設備と

干渉する場合は最低厚さ 29cm 以上を確保する。 

 

 

図 2－2 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の厚さを変数とした場合の 

発生押抜きせん断力 
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2.2 防波壁通路防波扉に関する補足説明 

2.2.1 防波壁通路防波扉（１号機北側，２号機北側）の耐震性についての計算書に関す

る補足説明 

2.2.2 防波壁通路防波扉（１号機北側，２号機北側）の強度計算書に関する補足説明 

2.2.3 防波壁通路防波扉（荷揚場南）の耐震性についての計算書に関する補足説明 

2.2.4 防波壁通路防波扉（荷揚場南）の強度計算書に関する補足説明 

2.2.5 防波壁通路防波扉（３号機東側）の耐震性についての計算書に関する補足説明 

2.2.6 防波壁通路防波扉（３号機東側）の強度計算書に関する補足説明 

（参考資料 1）防波扉（１号機北側，２号機北側）の構造変更（小型化）について 

（参考資料 2）防波扉（荷揚場南）の受枠（ＲＣ支柱）の波及的影響について 

（参考資料 3）防波扉（荷揚場南）における杭頭部の耐震評価について 

（参考資料 4）漂流物対策工の支承部の構造について 

（参考資料 5）水密試験について 

（参考資料 6）漂流物対策工設置による隣接構造物への影響について 

（参考資料 7）防波扉（荷揚場南）の開時の評価について 
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2.2.1－1 

 

1. 概要 

本資料は，VI-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の

設計方針に基づき，津波防護施設である防波壁通路防波扉（以下「防波扉」という。）の

うち，防波壁通路防波扉（１号機北側）（以下「防波扉（１号機北側）」という。）及び

防波壁通路防波扉（２号機北側）（以下「防波扉（２号機北側）」という。）が，基準地

震動Ｓｓに対して十分な構造強度を有していることを説明するものである。 

防波扉に要求される機能の維持を確認するに当たっては，応力評価に基づく，構造部材

の健全性評価を行う。 
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2.2.1－2 

 

2. 一般事項 

2.1 検討対象防波扉一覧 

検討対象の防波扉を表 2.1－1 に示す。 

  

表 2.1－1 検討対象防波扉一覧 

扉名称 
設置高さ 

EL(m) 

防波扉（１号機北側） 9.5 

防波扉（２号機北側） 9.5 
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2.2.1－3 

 

2.2 配置概要 

防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）は，S クラス施設である津波防護施

設に分類される。また，防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）は，防波壁（多

重鋼管杭式擁壁）の壁面（海側）より奥まった狭隘な場所に設置し，防波扉に漂流物と

して船舶が直接衝突しない構造とする。 

防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）の設置位置を図 2.2－1 に，防波扉

（１号機北側）の構造概要を図 2.2－2 に，防波扉（２号機北側）の構造概要を図 2.2－

3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2－1 防波扉設置位置 
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2.2.1－4 

平面図 

 

Ａ―Ａ断面 Ｂ－Ｂ断面 

断面図 

図 2.2－2 防波扉（１号機北側）構造概要 
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2.2.1－5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ―Ａ断面              Ｂ－Ｂ断面 

断面図 

図 2.2－3 防波扉（２号機北側）構造概要 
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2.2.1－6 

 

2.3 構造計画 

防波扉の構造計画を表 2.3－1 に示す。防波扉は扉板，芯材，カンヌキ，ヒンジ部（ヒ

ンジ板，ヒンジピン，ヒンジボルト），扉枠，アンカーボルトにより構成され，アンカ

ーボルトにより躯体へ固定する構造とする。なお，固定する躯体は防波壁（多重鋼管杭

式擁壁）である。 

 

表 2.3－1 防波扉の構造計画（防波扉（１号機北側），防波扉（２号機北側）） 

計画の概要 
説明図 

基礎・支持構造 主体構造 

扉開放時におい

ては,ヒンジに

より扉が扉枠に

固定され，扉閉

止時において

は，カンヌキ

（差込形）によ

り扉と扉枠を一

体化する構造と

する。 

扉枠はアンカー

ボルトにより躯

体（防波壁（多

重鋼管杭式擁

壁））へ固定す

る構造とする。 

片開型の鋼製扉

とし，鋼製の扉

板に芯材を取付

け，扉に設置さ

れたカンヌキ

（差込形）を鋼

製の扉枠に差込

み，扉体と扉枠

を一体化させる

構造とする。 

また，扉と躯体

の接続はヒンジ

部を介する構造

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面図 

 

 

  

扉板

扉枠

ヒンジ部

カンヌキ

ヒンジ部

アンカーボルト

アンカーボルト

躯体（防波壁
（多重鋼管杭式擁壁））

芯材

芯材
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2.2.1－7 

 

2.4 評価方針 

防波扉の耐震評価は，V-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の

組合せ並びに許容限界に基づき「2.3 構造計画」に示す防波扉の構造を踏まえ，「4.1 

評価対象部位」にて設定する評価部位において，設計用地震力により算出した応力等が

許容限界内に収まることを，「4.5 評価方法」に示す方法にて確認する。応力評価の確

認結果を「5．評価条件」にて示す。 

耐震評価フローを図 2.4－1 に示す。 

 

 

図 2.4―1 防波扉の耐震評価フロー 
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2.2.1－8 

 

2.5 適用規格・基準等 

適用する規格，基準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令 

・機械工学便覧（日本機械学会，2005 年改訂） 

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 年改定） 

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 年改定） 

・ＪＩＳ Ｇ ４３０３－2012 ステンレス鋼棒 

・ＪＩＳ Ｇ ４０５１－2016 機械構造用炭素鋼鋼材 

・ＪＩＳ Ｇ ４０５３－2016 機械構造用合金鋼鋼材 

・防波堤の耐津波設計ガイドライン（国土交通省港湾局，平成 25 年 9 月（平成 27 年 12

月一部改訂） 
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2.2.1－9 

 

2.6 記号の説明 

防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）の耐震評価に用いる記号を表 2.6－

1 に示す。 

 

表 2.6－1（1） 耐震評価に用いる記号（1/2） 

記号 単位 定義 

Ｇ kN 扉の固定荷重 

Ｐｋ kN 風荷重 

Ｓｓ kN 基準地震動Ｓｓによる地震荷重 

ｋ - 設計震度 

Ｗ1 kN スラスト荷重 

ｋＵＤ - 鉛直震度 

Ｆ1 kN 扉幅方向転倒力 

Ｆ2 kN 扉厚方向転倒力 

ｋＨ - 水平震度 

Ｗ2 kN/m2 風圧力 

Ｌ1 m 扉幅方向の扉重心とヒンジ芯間距離 

Ｌ2 m 扉厚方向の扉重心とヒンジ芯間距離 

Ｌ3 m ヒンジ芯間距離 

Ｌ4 m 扉幅 

Ｌ5 m 扉高さ 

Ｍ1 kN・m ヒンジ板の曲げモーメント 

Ｌ6 m ヒンジ板の 2 軸間距離 

Ｑ1 kN ヒンジ板に生じるせん断力 

Ｔ1 kN ヒンジ板に生じる引張力 

Ｍ2 kN・m ヒンジピンの曲げモーメント 

Ｌ7 mm ヒンジ板と受板間距離 

Ｑ2 kN ヒンジピンに生じるせん断力 

Ｃ1 kN ヒンジピンに生じる圧縮力 

Ｑ3 kN/本 ヒンジボルトに生じるせん断力 

ｎ1 本 ヒンジボルトの本数 

Ｔ2 kN/本 ヒンジボルトに生じる引張力 

Ｒ1 kN/本 カンヌキ 1 本当たりに作用する荷重 

ｎ2 本 カンヌキの本数 

Ｍ3 kN・m カンヌキの曲げモーメント 
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2.2.1－10 

 

表 2.6－1（2） 耐震評価に用いる記号（2/2） 

記号 単位 定義 

Ｌ8 m カンヌキの扉外間距離 

Ｑ4 kN カンヌキに生じるせん断力 

Ｗ1ａ kN 扉と扉枠の重量を含んだスラスト荷重 

Ｆ1ａ kN 扉と扉枠の重量を含んだ扉幅方向転倒力 

Ｇａ kN ヒンジ側枠の固定荷重 

Ｎ 本 ヒンジ側のアンカーボルト総本数 

Ｔ3 kN アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力 

Ｑ5 kN アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断力 

σ1 N/mm2 ヒンジ板に生じる曲げ応力度 

Ｚ1 mm3 ヒンジ板の断面係数 

τ1 N/mm2 ヒンジ板に生じるせん断応力度 

Ａ1 mm2 ヒンジ板の断面積 

σＴ1 N/mm2 ヒンジ板に生じる引張応力度 

ｘ1 N/mm2 ヒンジ板に生じる組合せ応力度 

σ2 N/mm2 ヒンジピンに生じる曲げ応力度 

Ｚ2 mm3 ヒンジピンの断面係数 

τ2 N/mm2 ヒンジピンに生じるせん断応力度 

Ａ2 mm2 ヒンジピンの断面積 

σｃ1 N/mm2 ヒンジピンに生じる圧縮応力度 

Ｃ1 kN ヒンジピンに生じる圧縮力 

ｘ2 N/mm2 ヒンジピンに生じる組合せ応力度 

τ3 N/mm2 ヒンジボルトに生じるせん断応力度 

Ａ3 mm2 ヒンジボルトの断面積 

σＴ2 N/mm2 ヒンジボルトに生じる引張応力度 

σ3 N/mm2 カンヌキに生じる曲げ応力度 

Ｚ3 mm3 カンヌキの断面係数 

τ4 N/mm2 カンヌキに生じるせん断応力度 

Ａ4 mm2 カンヌキの断面積 

ｘ3 N/mm２ カンヌキに生じる組合せ応力度 

Ｔ3Ａ kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力 

Ｑ5Ａ kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力 
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2.2.1－11 

 

3. 固有値解析 

3.1 固有振動数の算出方法 

防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）の構造に応じた解析モデルを設定し，

1 次固有振動数を算出する。 

 

3.1.1 解析モデルの設定 

防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）は，ヒンジ部及びカンヌキによ

り扉と扉枠を固定する構造であることから，扉閉止時については両端固定梁に，扉

開放時については単純化したモデルとし，モデル化に用いる芯材の長さは扉板幅と

する。解析モデル図を図 3.1－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1－1 防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）の固有値解析モデル 
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2.2.1－12 

 

3.2 固有振動数の算出条件等 

3.2.1 記号の説明 

防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）の固有振動数算出に用いる記号

を表 3.2－1 に示す。 

 

表 3.2－1 防波扉の固有振動数算出に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｆ Hz 防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）の 1 次固有

振動数 

ℓ  mm モデル化に用いる芯材の長さ 

Ｅ N/m2 ヤング率 

Ｉ mm4 断面二次モーメント 

ｍ kg/m 質量分布 

 

3.2.2 固有振動数の算出方法 

1 次固有振動数ｆを「機械工学便覧（日本機械学会，2005 改訂）」に基づき以

下の式より計算する。ここで，防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）の

固有振動数は水平方向（扉体面外方向）について算出するものとし，鉛直方向（扉

体面内方向）については，扉に配された鉛直方向の芯材等の軸剛性が，面外方向の

剛性に比べて十分に大きいため，固有振動数の算出を省略する。 

 

(1) 扉閉止時 

 ｆ＝
４．７３０

２

２πℓ２
∙ √

ＥＩ

ｍ
  

 

(2) 扉開放時  

扉開放時においては，面外方向については剛体モード（固有振動数がほぼゼ

ロ）となり，これに伴う荷重の増幅は生じないが，本評価においては保守的に

芯材が自由振動するものとして，下記の評価式にて固有振動数を算出する。  

 

 ｆ＝
３．９２７

２

２πℓ２
∙ √

ＥＩ

ｍ
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3.2.3 固有振動数の算出条件 

防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）の固有振動数の算出条件を表 3.2

－2 に示す。 

 

表 3.2－2 固有振動数の算出条件 

部位 

モデル化に

用いる芯材

長さ 

ℓ (mm) 

ヤング率 

Ｅ(N/m2) 

断面二次 

モーメント 

Ｉ(mm4) 

質量分布 

ｍ(kg/m) 

防波扉（１号機北側）及び

防波扉（２号機北側） 
1020 2.05×1011 2260×104 1666.7 

 

 

 

3.3 固有振動数の算出結果 

防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）の固有振動数の算出結果を表 3.3－

1 に示す。防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）の固有振動数は 20Hz 以上で

あり，剛構造であることを確認した。 

 

表 3.3－1 固有振動数の算出結果 

部位 

固有振動数 

f（Hz） 

扉閉止時 扉開放時 

防波扉（１号機北側）及び

防波扉（２号機北側） 
180.50 124.14 
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4. 耐震評価 

4.1  評価対象部位 

評価対象部位は「2.3 構造計画」に示す防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北

側）の構造上の特徴を踏まえ選定する。 

基準地震動Ｓｓによる地震荷重により防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）

に生じる慣性力は，ヒンジ部（ヒンジ板，ヒンジピン，ヒンジボルト）及びカンヌキか

ら扉枠に伝わり，扉枠を固定するアンカーボルトを介し，開口部周囲の躯体（防波壁（多

重鋼管杭式擁壁））に伝達されることから，評価対象部位をヒンジ部，カンヌキ及びア

ンカーボルトとする。 

図 4.1－1 に防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）閉止時の荷重の作用イ

メージと評価対象部位を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1－1 防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）閉止時に 

作用する荷重の作用図 

Ｐｋ ：風荷重

：評価対象部位に作用する荷重

：評価対象部位

ｋＨ ：水平方向地震力

ｋＵＤ：鉛直方向地震力
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4.2 荷重及び荷重の組合せ 

4.2.1 荷重の設定 

(1) 扉の固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）の自重を考慮す

る。 

 

(2) 風荷重（Ｐｋ） 

風荷重については，設計基準風速を 30m/s とし，建築基準法に基づき算定する。 

   

(3) 地震荷重（Ｓｓ） 

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。「4.4 設計用地震力」で設定した設計

震度を用いて次式により算出する。 

 

Ｓｓ＝Ｇ・ｋ 

 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重（kN） 

Ｇ ：扉の固定荷重（kN） 

ｋ ：設計震度 

 

なお，水平及び鉛直地震力による組合せ応力が作用する部位は，水平方向と鉛直

方向の地震力が同時に作用するものとして評価する。 

 

 4.2.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 4.2－1 に示す。 

 

表 4.2－1 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時 Ｓｓ Ｇ＋Ｐｋ＋Ｓｓ 

          Ｇ  ：扉の固定荷重 

        Ｐｋ ：風荷重 

        Ｓｓ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重 
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4.3 許容限界 

許容限界は V-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している許容限界を踏まえて設

定する。 

 

4.3.1 使用材料 

防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）を構成するヒンジ部，カンヌキ，

アンカーボルトの使用材料を表 4.3－1 に示す。 

 

表 4.3－1 使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

ヒンジ部 

ヒンジ板 SS400 PL-70×150 

ヒンジピン S45C 60φ 

ヒンジボルト SCM435 M22 

カンヌキ SUS304 80φ 

アンカーボルト アルミキルド鋼 M16×160 

 

4.3.2 許容限界 

(1) 鋼材 

鋼材の許容限界は「鋼構造設計規準―許容応力度設計法―（（社）日本建築学会，

2005 年改定）」（以下「Ｓ規準」という。）に基づき算定した短期許容応力度とす

る。表 4.3－2 に値を示す。 

 

表 4.3－2 鋼材の許容応力度 

材質 
短期許容応力度(N/mm2)＊1 

引張 曲げ 圧縮 せん断 

SS400 
t≦40＊2 235 235 235 135 

40＜t≦100＊2 215 215 215 124 

SUS304 205 205 205 118 

SCM435 651 651 651 375 

S45C 345 345 345 199 

注記＊1：許容応力度を決定する場合の基準値Ｆは，日本産業規格（ＪＩＳ）に基づく。 

＊2：t は板厚(㎜)を示す。 
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(2) アンカーボルト 

アンカーボルトの許容限界は，「4.1 評価対象部位」に記載したアンカーボルト

に作用する荷重の向きを踏まえて，「各種合成構造設計指針・同解説（（社） 日本

建築学会， 2010 改定）」（以下「各種合成構造設計指針・同解説」という。）に

基づき算定した表 4.3－3 の値とする。 

なお，評価対象部位のアンカーボルトが引張力を受ける場合においては，アンカ

ーボルトの降伏により決まる耐力及び付着力により決まる耐力を比較して，いずれ

か小さい値を許容限界に設定する。また，評価対象部位のアンカーボルトがせん断

力を受ける場合においては，アンカーボルトのせん断強度により決まる耐力，定着

したコンクリート躯体の支圧強度により決まる耐力及びコーン状破壊により決ま

る耐力を比較して，いずれか小さい値を採用する。 

 

表 4.3－3 アンカーボルトの許容限界 

材質 
許容耐力（kN/本） 

引張 せん断 

アルミキルド鋼 47 33 
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4.4 設計用地震力 

「3.固有値解析」に示したとおり，防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）

の固有振動数が 20Hz 以上であることを確認したため，防波扉（１号機北側）及び防波

扉（２号機北側）の耐震計算に用いる設計震度は，Ⅵ-2-10-2-2-3「防波壁（多重鋼管杭

式擁壁）の地震応答計算書」に示す防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）設

置位置の最大応答加速度に基づき設定した表 4.4－1 の値とする。 

設計震度の設定に当たっては，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の各解析断面の最大応答

加速度を参照し，最も大きい②－②断面の防波壁天端における値を適用している。②－

②断面の位置を図 4.4－1 に示す。 

 

表 4.4－1 設計用地震力（1） 

地震動 
設置場所及び 

設置高さ (m) 

地震による設計震度 

水平方向ｋＨ 鉛直方向ｋＵＤ 

基準地震動Ｓｓ 

防波扉（１号機北側）及び 

防波扉（２号機北側） 

：EL 9.5m 

3.5 1.0 

 

表 4.4－1 設計用地震力（2） 

地震動 
設置場所及び 

設置高さ (m) 
水平方向ｋＨ 鉛直方向ｋＵＤ 

基準地震動Ｓｓ 

防波扉（多重鋼管杭式擁壁 

②－②断面）天端 

：EL 15.0m 

2.6 

（2528cm/s2）＊ 

1.0 

（746cm/s2）＊ 

注記＊：（）内は最大地震応答加速度を示す。 

図 4.4－1 ②－②断面位置 

凡例

鋼管杭

施設護岸

止水目地

防波壁通路防波扉基礎

改良地盤⑤

改良地盤④

防波壁

屋外排水路横断部

２号機取水管

Ｎ

１号機取水管

１号機
取水槽

２号機
取水槽

②

②

波返重力擁壁

サイトバンカ
建物

北口警備所

改良地盤⑦

管理事務所
４号館

間接支持する設備

断面位置
（赤色は評価対象断面）

屋
外
排
水
路
逆
止
弁
⑩

屋
外
排
水
路
逆
止
弁
⑪

防波扉（２号機北側） 防波扉（１号機北側）
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4.5 評価方法 

4.5.1 応力算定 

(1) ヒンジ部 

ヒンジ部は，ヒンジ板，ヒンジピン及びヒンジボルトで構成されており，次式に

より算定するスラスト荷重（回転軸線方向荷重）及び転倒力から，各部材に発生す

る応力を算定する。ヒンジ部に作用する荷重の例を図 4.5－1 に示す。 

 

   Ｗ1＝Ｇ＋ｋＵＤ・Ｇ 

   Ｆ1＝Ｗ1・Ｌ1／Ｌ3＋ｋＨ・Ｇ／2 

   Ｆ2＝Ｗ1・Ｌ2／Ｌ3＋Ｗ2・Ｌ4・Ｌ5 

 

    Ｗ1  ：スラスト荷重（kN） 

Ｇ   ：扉の固定荷重（kN） 

ｋＵＤ ：鉛直震度 

Ｆ1  ：扉幅方向転倒力（kN） 

Ｆ2  ：扉厚方向転倒力（kN） 

ｋＨ ：水平震度 

Ｗ2  ：風圧力（kN/m2） 

Ｌ1  ：扉幅方向の扉重心とヒンジ芯間距離（m） 

Ｌ2  ：扉厚方向の扉重心とヒンジ芯間距離（m） 

Ｌ3  ：ヒンジ芯間距離（m） 

Ｌ4  ：扉幅（m） 

Ｌ5  ：扉高さ（m） 

図 4.5－1  ヒンジ部に作用する荷重の例 

  

Ｆ1

Ｆ1

Ｌ3

ｋＨ

ｋＵＤ

Ｗ1

Ｌ1

Ｐｋ

Ｆ1

Ｆ2

ｋＨＬ2

Ｌ4
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a. ヒンジ板 

ヒンジ板に生じる応力は，次式により算定する。ヒンジ板に作用する荷重の例

を図 4.5－2 に示す。 

 

    Ｍ1＝Ｗ1・Ｌ6 

    Ｑ1＝Ｗ1 

    Ｔ1＝Ｆ1 

 

Ｍ1：ヒンジ板の曲げモーメント（kN・m） 

Ｗ1：スラスト荷重（kN） 

Ｌ6：ヒンジ板の 2 軸間距離（m） 

Ｑ1：ヒンジ板に生じるせん断力（kN） 

Ｔ1：ヒンジ板に生じる引張力（kN） 

Ｆ1：扉幅方向転倒力（kN） 

 

図 4.5－2 ヒンジ板に作用する荷重の例 

  

Ｌ6

ヒンジ板

Ｗ1
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b. ヒンジピン 

ヒンジピンに生じる応力は，次式により算定する。ヒンジピンに作用する荷重

の例を図 4.5－3 に示す。 

 

    Ｍ2＝√Ｆ
1

 2
＋Ｆ

2

 2
・Ｌ

7 

    Ｑ2＝√Ｆ
1

 2
＋Ｆ

2

 2
 

    Ｃ1＝Ｗ１ 

      

     Ｍ2：ヒンジピンの曲げモーメント（kN・m） 

     Ｆ1：扉幅方向転倒力（kN） 

     Ｆ2：扉厚方向転倒力（kN） 

     Ｌ7：ヒンジ板と受板間距離（mm） 

     Ｑ2：ヒンジピンに生じるせん断力（kN） 

     Ｃ1：ヒンジピンに生じる圧縮力（kN） 

     Ｗ1：スラスト荷重（kN） 

 

        

図 4.5－3 ヒンジピンに作用する荷重の例 

 

  

Ｌ7

Ｆ1

Ｆ2

ヒンジピン
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c. ヒンジボルト 

ヒンジボルトに生じる応力は，次式により算定する。ヒンジボルトに作用する

荷重の例を図 4.5－4 に示す。 

 

    Ｑ3＝
√Ｗ

1

 2
+Ｆ

1

 2

ｎ
1

 

    Ｔ2＝Ｆ1／ｎ1 

 

Ｑ3：ヒンジボルトに生じるせん断力（kN/本） 

Ｗ1：スラスト荷重（kN） 

Ｆ1：扉幅方向転倒力（kN） 

ｎ1：ヒンジボルトの本数 

Ｔ2：ヒンジボルトに生じる引張力（kN/本） 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5－4 ヒンジボルトに作用する荷重の例 
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(2) カンヌキ  

カンヌキに生じる応力は，次式により算定する。カンヌキに作用する荷重の例を

図 4.5－5 に示す。 

 

   Ｒ1＝ｋＨ・Ｇ／ｎ2 

 

Ｒ1 ：カンヌキ１本当たりに作用する荷重（kN/本） 

ｋＨ：水平震度 

Ｇ ：扉の固定荷重（kN） 

ｎ2 ：カンヌキの本数（本） 

 

   Ｍ３＝Ｒ１・Ｌ８ 

   Ｑ４＝Ｒ１ 

 

    Ｍ３：カンヌキの曲げモーメント（kN・ｍ） 

    Ｌ８：カンヌキの扉外間距離（ｍ） 

    Ｑ４：カンヌキに生じるせん断力（kN） 

 

 

図 4.5－5 カンヌキに作用する荷重の例 

  

Ｒ1

ｋＨ

Ｒ1

Ｌ8
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(3) アンカーボルト 

アンカーボルトに生じる応力は，ヒンジ側で荷重を負担するものとして，次式に

より算出する。ここで，アンカーボルトに作用する荷重は，扉の開閉状況に応じ，

せん断又は引張りに作用する。アンカーボルトに作用する荷重の例を図 4.5－6 に

示す。 

 

   Ｗ1a＝（Ｗ1＋ｋＵＤ・Ｇa）／Ｎ 

   Ｆ1a＝（Ｆ1＋ｋＨ・Ｇa）／Ｎ 

 

Ｗ1ａ：扉と扉枠の重量を含んだスラスト荷重（kN） 

Ｗ1   ：スラスト荷重（kN） 

Ｆ1ａ：扉と扉枠の重量を含んだ扉幅方向転倒力（kN） 

Ｆ1  ：扉幅方向転倒力（kN） 

Ｇａ ：ヒンジ側枠の固定荷重（kN） 

ｋＵＤ：鉛直震度 

ｋＨ  ：水平震度 

Ｎ   ：ヒンジ側のアンカーボルト総本数（本） 

 

   Ｔ3＝Ｑ5＝√Ｗ
1a

  2
+ Ｆ

1a

  2
  

      

    Ｔ3  ：アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力（kN） 

    Ｑ5  ：アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断力（kN） 

図 4.5－6 アンカーボルトに作用する荷重の例 

  

Ｆ1ａ

Ｆ1ａ

Ｗ1ａ
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4.5.2 断面検定 

各部材に生じる応力より算定する応力度等が，許容限界を下回ることを確認する。

なお，異なる荷重が同時に作用する部材については，組合せを考慮する。 

 

(1) ヒンジ部 

a. ヒンジ板 

ヒンジ板に生じる曲げ応力度及びせん断力度から，組合せ応力度を「Ｓ規準」

に基づく次式により算定し，ヒンジ板の短期許容応力度を下回ることを確認する。 

 

(a)  曲げ応力度 

σ1＝Ｍ1／Ｚ1 

      

σ1：ヒンジ板に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ1：ヒンジ板の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ1：ヒンジ板の断面係数（mm3） 

 

(b)  せん断応力度 

τ1＝Ｑ1／Ａ1 

     

τ1：ヒンジ板に生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ1：ヒンジ板に生じるせん断力（kN） 

Ａ1：ヒンジ板の断面積（mm2） 

 

(c)  引張応力度 

σＴ1＝Ｔ1／Ａ1 

     

σＴ1：ヒンジ板に生じる引張応力度（N/mm2） 

Ｔ1 ：ヒンジ板に生じる引張力（kN） 

Ａ1 ：ヒンジ板の断面積（mm2） 
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(d)  組合せ曲げ応力度 

ｘ1＝√σ
1

 2
+ 3τ

1

 2
 

    

ｘ1：ヒンジ板に生じる組合せ応力度（N/mm2） 

σ1：ヒンジ板に生じる曲げ応力度（N/mm2）  

τ1：ヒンジ板に生じるせん断応力度（N/mm2）  

 

        

b. ヒンジピン 

ヒンジピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を「Ｓ

規準」に基づく次式により算定し，ヒンジピンの短期許容応力度を下回ること

を確認する。 

 

(a)  曲げ応力度 

σ2＝Ｍ2／Ｚ2 

    

σ2：ヒンジピンに生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ2：ヒンジピンの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ2：ヒンジピンの断面係数（mm3） 

 

(b)  せん断応力度 

τ2＝Ｑ2／Ａ2 

     

τ2：ヒンジピンに生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ2：ヒンジピンに生じるせん断力（kN） 

Ａ2：ヒンジピンの断面積（mm2） 

 

(c)  圧縮応力度 

σC1＝Ｃ1／Ａ2 

     

σC1 ：ヒンジピンに生じる圧縮応力度（N/mm2） 

Ｃ1 ：ヒンジピンに生じる圧縮力（kN） 

Ａ2 ：ヒンジピンの断面積（mm2） 
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(d)  組合せ曲げ応力度 

ｘ2＝√σ
2

 2
+ 3τ

2

 2
 

      

ｘ2：ヒンジピンに生じる組合せ応力度（N/mm2） 

σ2：ヒンジピンに生じる曲げ応力度（N/mm2）  

τ2：ヒンジピンに生じるせん断応力度（N/mm2）  

 

c. ヒンジボルト 

ヒンジボルトに生じるせん断応力度を次式により算定し，ヒンジボルトの短期

許容応力度を下回ることを確認する。 

 

(a)  せん断応力度 

τ3＝Ｑ3／Ａ3 

     

τ3：ヒンジボルトに生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ3：ヒンジボルトに生じるせん断力（kN） 

Ａ3：ヒンジボルトの断面積（mm2） 

 

(b)  引張応力度 

σＴ2＝Ｔ2／Ａ3 

     

σＴ2：ヒンジボルトに生じる引張応力度（N/mm2） 

Ｔ2 ：ヒンジボルトに生じる引張力（kN） 

Ａ3 ：ヒンジボルトの断面積（mm2） 

 

  

881



 

2.2.1－28 

 

(2) カンヌキ 

カンヌキに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を「Ｓ規準」

に基づく次式により算定し，カンヌキの短期許容応力度を下回ることを確認する。 

 

a. 曲げ応力度 

σ3＝Ｍ3／Ｚ3 

    

σ3：カンヌキに生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ3：カンヌキの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ3：カンヌキの断面係数（mm3） 

 

b. せん断応力度 

τ4＝Ｑ4／Ａ4 

    

τ4：カンヌキに生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ4：カンヌキに生じるせん断力（kN） 

Ａ4：カンヌキの断面積（mm2） 

 

c. 組合せ曲げ応力度 

ｘ3＝√σ
3

 2
+ 3τ

4

 2
 

      

ｘ3：カンヌキに生じる組合せ応力度（N/mm2） 

σ3：カンヌキに生じる曲げ応力度（N/mm2）  

τ4：カンヌキに生じるせん断応力度（N/mm2）  
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2.2.1－29 

 

(3) アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力及びせん断力が「各種合成構造設計指

針・同解説」に基づき算定したアンカーボルトの短期許容荷重以下であることを確

認する。 

 

（Ｔ3／Ｔ3Ａ）2＋（Ｑ5／Ｑ5Ａ）2≦1.0 

 

Ｔ3／Ｔ3Ａ≦1.0 

 

Ｔ3  ：アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力(kN) 

Ｔ3Ａ ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力(kN) 

 

Ｑ5／Ｑ5Ａ≦1.0 

 

Ｑ5   ：アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断力(kN) 

Ｑ5Ａ ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力(kN) 
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2.2.1－30 

 

5. 評価条件 

耐震評価に用いる評価条件を表 5－1 に示す。 

 

表 5－1 耐震評価に用いる条件 

対象部位 記号 単位 定義 値 

共通 

Ｇ kN 扉の固定荷重 16.67 

ｋＵＤ - 鉛直震度 1.0 

ｋＨ - 水平震度 3.5 

Ｗ2 kN/m2 風圧力 1.713 

Ｌ1 m 扉幅方向の扉重心とヒンジ芯間距離 0.623 

Ｌ2 m 扉厚方向の扉重心とヒンジ芯間距離 0.407 

Ｌ3 m ヒンジ芯間距離 1.621 

Ｌ4 m 扉幅 1.02 

Ｌ5 m 扉高さ 2.171 

ヒン

ジ部 

ヒンジ板 

Ｌ6 m ヒンジ板の 2 軸間距離 0.34 

Ｚ1 mm3 ヒンジ板の断面係数 262500 

Ａ1 mm2 ヒンジ板の断面積 10500 

ヒンジピン 

Ｌ7 mm ヒンジ板と受板間距離 0.046 

Ｚ2 mm3 ヒンジピンの断面係数 21210 

Ａ2 mm2 ヒンジピンの断面積 2827 

ヒンジ 

ボルト 

ｎ1 本 ヒンジボルトの本数 6 

Ａ3 mm2 ヒンジボルトの断面積 303 

カンヌキ 

ｎ2 本 カンヌキの本数 8 

Ｌ8 m カンヌキの扉外間距離 0.131 

Ｚ3 mm3 カンヌキの断面係数 50270 

Ａ4 mm2 カンヌキの断面積 5027 

アンカーボルト 
Ｇａ kN ヒンジ側枠の固定荷重 8.336 

Ｎ 本 ヒンジ側アンカーボルト総本数 9 
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2.2.1－31 

 

6. 評価結果 

防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）の評価結果を表 6－1 に示す。各部材

の断面検定を行った結果，発生応力度又は荷重が許容限界を下回る。 

 

表 6－1 断面検定結果 

扉名称 評価対象部位 分類 

発生応力度

又は荷重 

（N/mm2） 

許容限界 

（N/mm2） 

発生応力度/ 

許容限界 

防波扉

（１号機

北側）及

び防波扉

（２号機

北側） 

ヒ

ン

ジ

部 

ヒンジ板 
組合せ 45 215 0.21 

引張 4 215 0.02 

ヒンジピン 
組合せ 99 345 0.29 

圧縮 12 345 0.04 

ヒンジボルト 
せん断 30 375 0.08 

引張 24 651 0.04 

カンヌキ 組合せ 30 205 0.15 

アンカーボルト 
引張 9.163 47 0.20 

せん断 9.163 33 0.28 
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2.2.2－1 

 

1. 概要 

本資料は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の基本方針」に基づき，

津波防護施設である防波壁通路防波扉のうち，防波壁通路防波扉（１号機北側）（以下「防

波扉（１号機北側）」という。）及び防波壁通路防波扉（２号機北側）（以下「防波扉（２

号機北側）」という。）が，地震後の繰返しの来襲を想定した遡上波の浸水に伴う津波荷

重及び漂流物衝突荷重に対し，地震後，津波後の再使用性を考慮し，主要な構造部材の構

造健全性を保持する設計であることを説明するものである。 
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2.2.2－2 

 

2. 一般事項 

2.1 検討対象防波扉一覧 

検討対象の防波扉を表 2.1－1 に示す。 

  

表 2.1－1 検討対象防波扉一覧 

扉名称 
設置高さ 

EL(m) 

防波扉（１号機北側） 9.5 

防波扉（２号機北側） 9.5 
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2.2.2－3 

 

2.2 配置概要 

防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）は，S クラス施設である津波防護施

設に分類される。また，防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）は，防波壁（多

重鋼管杭式擁壁）の壁面（海側）より奥まった狭隘な場所に設置し，防波扉に漂流物と

して船舶が直接衝突しない構造とする。 

防波扉（1 号機北側）及び防波扉（2 号機北側）の設置位置を図 2.2－1 に，防波扉（1

号機北側）の構造概要を図 2.2－2 に，防波扉（２号機北側）の構造概要を図 2.2－3 に

示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2－1 防波扉設置位置 
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2.2.2－4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ―Ａ断面              Ｂ－Ｂ断面 

断面図 

図 2.2－2 防波扉（１号機北側）構造概要 
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2.2.2－5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ―Ａ断面              Ｂ－Ｂ断面 

断面図 

図 2.2－3 防波扉（２号機北側）構造概要 
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2.2.2－6 

 

2.3 構造計画 

防波扉の構造計画を表 2.3－1 に示す。防波扉は扉板，芯材，カンヌキ，ヒンジ部（ヒ

ンジ板，ヒンジピン，ヒンジボルト），扉枠，アンカーボルトにより構成され，アンカ

ーボルトにより躯体へ固定する構造とする。なお，固定する躯体は防波壁（多重鋼管杭

式擁壁）である。 

 

表 2.3－1 防波扉の構造計画（防波扉（１号機北側），防波扉（２号機北側）） 

計画の概要 
説明図 

基礎・支持構造 主体構造 

扉開放時におい

ては,ヒンジ部

により扉が扉枠

に固定され，扉

閉止時において

は，カンヌキ

（差込形）によ

り扉と扉枠を一

体化する構造と

する。 

扉枠はアンカー

ボルトにより躯

体（防波壁（多

重鋼管杭式擁

壁））へ固定す

る構造とする。 

片開型の鋼製扉

とし，鋼製の扉

板に芯材を取付

け，扉に設置さ

れたカンヌキ

（差込形）を鋼

製の扉枠に差込

み，扉体と扉枠

を一体化させる

構造とする。 

また，扉と躯体

の接続はヒンジ

部を介する構造

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面図 

 

 

  

扉板

扉枠

ヒンジ部

カンヌキ

ヒンジ部

アンカーボルト

アンカーボルト

躯体（防波壁
（多重鋼管杭式擁壁））

芯材

芯材
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2.2.2－7 

 

2.4 評価方針 

防波扉の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の基本方

針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえ，防波扉の評価対象部

位に生じる応力等が許容限界内に収まることを，各設備の「3.4  評価方法」に示す方

法により，「3.4.3 評価条件」に示す評価条件を用いて評価し，応力評価の確認結果を

「4. 評価結果」にて示す。 

強度評価フローを図 2.4－1 に示す。 

 

 

図 2.4－1 防波扉の強度評価フロー 
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2.2.2－8 

 

2.5 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令 

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 年改定） 

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 年改定） 

・ＪＩＳ Ｇ ４３０３－2012 ステンレス鋼棒 

・ＪＩＳ Ｇ ４０５３－2016 機械構造用合金鋼鋼材 

・防波堤の耐津波設計ガイドライン（国土交通省港湾局，平成 25 年 9 月（平成 27 年 12

月一部改訂） 
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2.2.2－9 

 

2.6 記号の説明 

防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）の強度評価に用いる記号を表 2.6－

1 に示す。 

 

表 2.6－1（1） 強度評価に用いる記号（1/2） 

記号 単位 定義 

Ｐt kN/m2 遡上津波荷重 

Ｐｃ kN/m2 衝突荷重 

Ｐ1 kN/m 扉板上端に作用する遡上津波荷重 

ρ t/m3 水の密度 

ｇ m/s2 重力加速度 

ｈ1 m 水頭高さ 

ｈ2 m 床面から扉板上端までの高さ 

Ｌ1 m 扉板の短辺方向の長さ 

Ｐ2 kN/m 扉板下端に作用する遡上津波荷重 

ｈ3 m 床面から扉板下端までの高さ 

Ｌ3 m 扉板の遡上津波荷重による曲げモーメントが最大と

なる高さ 

Ｌ2 m 扉板の長辺方向の長さ 

Ｍ1 kN・m 扉板の遡上津波荷重による曲げモーメント 

Ｖ1 kN 遡上津波荷重により扉上端に生じる反力 

Ｍ2 kN・m 扉板の衝突荷重による曲げモーメント 

Ｍ3 kN・m 扉板に作用する曲げモーメント 

Ｐ3 kN/m 芯材上端に作用する遡上津波荷重 

ｈ4 m 床面から芯材上端までの高さ 

Ｌ4 m 芯材の負担幅 

Ｐ4 kN/m 芯材下端に作用する遡上津波荷重 

ｈ5 m 床面から芯材下端までの高さ 

Ｍ4 kN・m 芯材の遡上津波荷重による曲げモーメント 

Ｖ2 kN 遡上津波荷重により芯材上端に生じる反力 

Ｌ6 m 芯材の遡上津波荷重による曲げモーメントが最大と

なる高さ 

Ｌ5 m 芯材の負担長さ 

Ｍ5 kN・m 芯材の衝突荷重による曲げモーメント 
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2.2.2－10 

 

表 2.6－1（2） 強度評価に用いる記号（2/2） 

記号 単位 定義 

Ｍ6 kN・m 芯材に作用する曲げモーメント 

Ｑ1 kN 芯材に生じるせん断力 

Ｐ5 kN/m 最下部カンヌキ負担範囲の上端に作用する遡上津波

荷重 

Ｌ7 m 最下部カンヌキ負担高さ 

Ｌ8 m 開口幅 

Ｐ6 kN/m 開口下端に作用する遡上津波荷重 

Ｒ1 kN/本 カンヌキ 1 本当たりに作用する遡上津波荷重 

ｎ1 本 最下部カンヌキの本数 

Ｍ7 kN・m カンヌキ 1 本当たりの曲げモーメント 

Ｌ9 m カンヌキの扉外間距離 

Ｑ2 kN/本 カンヌキ１本当たりに生じるせん断力 

Ｐ7 kN/m 開口上端に作用する遡上津波荷重 

ｎ2 本 引張力を受けるアンカーボルトの本数 

Ｌ10 m 開口高さ 

Ｔ1 kN/本 アンカーボルト１本当たりに生じる引張力 

σ1 N/mm2 扉板に生じる曲げ応力度 

Ｚ1 mm3 扉板の断面係数 

σ2 N/mm2 芯材に生じる曲げ応力度 

Ｚ2 mm3 芯材の断面係数 

τ1 N/mm2 芯材に生じるせん断応力度 

Ａ1 mm2 芯材の断面積 

ｘ1 N/mm2 芯材に生じる組合せ応力度 

σ3 N/mm2 カンヌキに生じる曲げ応力度 

Ｚ3 mm3 カンヌキの断面係数 

τ2 N/mm2 カンヌキに生じるせん断応力度 

Ａ2 mm2 カンヌキの断面積 

ｘ2 N/mm2 カンヌキに生じる組合せ応力度 

Ｔ1Ａ kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力 
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2.2.2－11 

 

3. 強度評価 

3.1 評価対象部位 

防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）の評価対象部位は，「2.3 構造計画」

に示す構造上の特徴を踏まえ選定する。 

防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）を開く方向に外部から作用する遡上

津波荷重及び漂流物衝突荷重は，扉板から芯材に伝わり，カンヌキに伝達され，扉枠を

固定するアンカーボルトを介し，開口部周囲の防波壁躯体に伝達されることから，評価

対象部位は扉板，芯材，カンヌキ及びアンカーボルトとする。 

なお，ヒンジ部は遡上津波荷重及び漂流物衝突荷重の伝達経路とならないため，評価

対象外とする。 

防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）が開く方向に作用する荷重の作用図

を図 3.1－1 に示す。 

 

図 3.1－1 防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）が開く方向に作用する 

荷重の作用図  

扉板

扉枠

ヒンジ部

正面図

：遡上津波荷重（Ｐｔ）

：評価対象部位に作用する荷重

：評価対象部位

：漂流物衝突荷重（Ｐｃ）

カンヌキ

扉板

アンカーボルト

アンカーボルト

躯体（防波壁（多重鋼管杭式擁壁））

断面図

Ｐｔ Ｐc

扉板

芯材
アンカーボルト

カンヌキ

平面図

Ｐｃ

Ｐｔ
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2.2.2－12 

 

3.2 荷重及び荷重の組合せ 

強度計算に用いる荷重及び荷重の組合せは,Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施

設の強度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示している荷重及び荷重

の組合せを踏まえて設定する。 

 

3.2.1 荷重の設定 

強度評価に用いる荷重を以下に示す。 

 

(1) 遡上津波荷重（Ｐｔ） 

遡上波により波圧として作用する遡上津波荷重を考慮する。朝倉式により，設計

用津波水位（入力津波高さに参照する裕度（0.64ｍ）を考慮した水位）と防波扉（１

号機北側）及び防波扉（２号機北側）の設置高さを用いて算出する。 

遡上津波荷重イメージ図を図 3.2－1 に，遡上津波荷重の算定に用いる水頭高さ

及び水の密度を表 3.2－1 に示す。 

 

図 3.2－1 遡上津波荷重イメージ図 

 

表 3.2－1 水頭高さ及び水の密度 

名称 
水頭高さ 水の密度 

ｈ1(m) （t/m3） 

防波扉（１号機北側）及び

防波扉（２号機北側） 
5.15* 1.03 

注記*：水頭高さは防波扉設置高さ（EL 9.5m）から，朝倉式による遡上津波 

荷重の作用高さ上端（EL 14.65m）の間とする。 

   

▽設計用津波水位 EL 12.6m

朝倉式による遡上津波荷重の作用高さ上端
▽EL 14.65m

▽防波扉設置高さ EL 9.5m

遡上津波荷重（Ｐ
ｔ
）

▽防波扉天端高さ EL 11.65m

▽地上面 EL 8.5m
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(2) 衝突荷重（Ｐｃ） 

防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）は，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）

の壁面（海側）より奥まった狭隘な場所に設置することで，漂流物として船舶が衝

突しない構造とするため，漂流物として枕木を考慮する。 

衝突荷重は，津波荷重により各部材に作用する荷重が最大となる高さに集中荷重

として作用するものとし，算定に当たっては既往の算定式の適用性を考慮して，「津

波への配慮に関する説明書に係る補足説明資料 4.5 漂流物による衝突荷重」に

基づき，「松富（1999）」，「ＦＥＭＡ（2012）」及び「有川ほか（2007，2010）」

による結果を比較し，最大のものを衝突荷重として考慮する。 

算定に用いた既往の荷重算定式の整理及び結果一覧を表 3.2－2 に示す。 

 

表 3.2－2 衝突荷重算定に用いた算定式及び結果一覧 

 

  

No 出典 種類 概要

①
松冨

(1999)＊1 流木

円柱形状の流木が縦向きに衝突する場合の衝突荷重を提案している。

Fｍ:衝突力，CMA:見かけの質量係数，vA0:流木の衝突速度，D:流木の直径，

L:流木の長さ，σf:流木の降伏応力，γ:流木の単位体積重量，g:重力加速度

②
FEMA

(2012)＊2
流木

コンテナ Fi:衝突力，umax:最大流速，m:漂流物の質量，c:付加質量係数，k:漂流物の有効剛性

③
有川ほか
(2007,2010)
＊3

コンテナ
流木

コンクリート構造物に鋼製構造物(コンテナ等)が漂流衝突する際の衝突荷重を提案している。

F:衝突力，a:衝突面半径の1/2 (コンテナ衝突面の縦横長さの平均の1/4)，E:ヤング率，
ν:ポアソン比，m:質量，v:衝突速度，γp:塑性によるエネルギー減衰効果
mやkの添え字は衝突体と被衝突体を示す。

また，「①松冨(1999)」にならい，上式においてm＝CMAm（CMA:サージタイプの1.7）とすること

で，流木のコンクリート版に対する衝突力を評価できるとしている。

注記＊１　松冨英夫（1999）　流木衝突力の実用的な評価式と変化特性，土木学会論文集，No621，pp.111-127
　　＊２　ＦＥＭＡ（2012） Guidelines for Design of Structures for Vertical Evacuation from Tsunamis Second Edition，ＦＥＭＡ P-646
　　＊３　有川太郎・大坪大輔・中野史丈・下迫健一郎・石川信隆（2007）　遡上津波によるコンテナ漂流力に関する大規模実験 海岸工学論文集
　　　　　第54巻，pp.846-850
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3.2.2 荷重の組合せ 

防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）の強度評価に用いる荷重の組合

せを表 3.2－3 に示す。 

 

表 3.2－3 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

津波時 Ｇ＋Ｐｔ＋Ｐｃ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐｔ ：遡上津波荷重 

Ｐｃ ：衝突荷重 
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3.3 許容限界 

許容限界は，「3.1 評価対象部位」にて設定した部位に対し，Ⅵ-3-別添 3-1「津波

への配慮が必要な施設の強度計算の方針」にて設定している許容限界を踏まえて設定す

る。 

 

3.3.1 使用材料 

防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）を構成する扉板，芯材，カンヌ

キ及びアンカーボルトの使用材料を表 3.3－1 に示す。 

 

表 3.3－1 使用材料 

評価対象部位 
材質 

強度区分 
仕様 

扉板 SS400 PL-50 

芯材 SS400 ［-250×90×11×14.5 

カンヌキ SUS304 80φ 

アンカーボルト アルミキルド鋼 M16×160 

 

3.3.2 許容限界 

(1) 鋼材 

鋼材の許容応力度は，「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築

学会，2005 年改訂）」及び「ＪＩＳ Ｇ ４３０３－2012 ステンレス鋼棒」を踏ま

えて表 3.3－2 の値とする。 

 

表 3.3－2 鋼材の許容応力度 

材質 
短期許容応力度(N/mm2) 

曲げ・引張 せん断 

SS400（t≦40＊） 235 135 

SS400（40＜t≦100＊） 215 124 

SUS304 205 118 

注記＊：t は板厚(㎜)を示す。 
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(2) アンカーボルト 

アンカーボルトの許容限界は，「3.1 評価対象部位」に記載したアンカーボル

トに作用する荷重の向きを踏まえて，「各種合成構造設計指針・同解説（社）日本

建築学会，2010 年改定」（以下「各種合成構造設計指針・同解説」という。）に基

づき算定した，表 3.3－3 の値とする。 

なお，評価対象部位のアンカーボルトが引張力を受ける場合においては，アンカ

ーボルトの降伏により決まる耐力及び付着力により決まる耐力を比較して，いずれ

か小さい値を許容限界に設定する。また，評価対象部位のアンカーボルトがせん断

力を受ける場合においては，アンカーボルトのせん断強度により決まる耐力，定着

したコンクリート躯体の支圧強度により決まる耐力及びコーン状破壊により決ま

る耐力を比較して，いずれか小さい値を採用する。 

 

表 3.3－3 アンカーボルトの許容限界の算定値 

材質 条件 
許容耐力（kN/本） 

引張 せん断 

アンカーボルト 

（アルミキルド鋼） 

アンカーボルトの降伏により定

まる場合 
47  

アンカーボルトのせん断強度に

より定まる場合 
 33 

定着したコンクリート躯体のコ

ーン状破壊により定まる場合 
87 36 

定着したコンクリート躯体の支

圧強度により定まる場合 
 50 

下線部：許容耐力 
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3.4 評価方法 

防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波

への配慮が必要な施設の強度計算の基本方針」にて設定している評価式を用いる。 

 

3.4.1 応力算定 

(1) 扉板 

扉板に生じる応力は，等変分布荷重を受ける両端固定支持の梁として，次式によ

り算定する。 

扉板に作用する荷重の例を図 3.4－1 に示す。 

 

 Ｐ1＝ρ・ ｇ ・（ｈ1－ｈ2）・Ｌ1 

  Ｐ1：扉板上端に作用する遡上津波荷重（kN/m） 

  ρ ：水の密度（t/m3） 

ｇ ：重力加速度（m/s2） 

  ｈ1：水頭高さ（m） 

ｈ2：床面から扉板上端までの高さ（m） 

  Ｌ1：扉板の短辺方向の長さ（m） 

 

Ｐ2＝ρ・ｇ・（ｈ1－ｈ3）・Ｌ1 

  Ｐ2：扉板下端に作用する遡上津波荷重（kN/m） 

  ｈ3：床面から扉板下端までの高さ（m） 

   

 Ｌ3＝（Ｌ2／（Ｐ2－Ｐ1））・{−Ｐ
 
＋√

１

３
・（Ｐ

 

  
＋Ｐ

 
・Ｐ

 
＋Ｐ

 

  
）} 

  Ｌ3：扉板の遡上津波荷重による曲げモーメントが最大となる高さ（m） 

  Ｌ2：扉板の長辺方向の長さ（m） 

 

 Ｍ1＝Ⅴ1・Ｌ3－（Ｐ1・Ｌ3
2）／2－（Ｐ2－Ｐ1）・Ｌ3

3／（6・Ｌ2） 

  Ｍ1：扉板の遡上津波荷重による曲げモーメント（kN・m） 

Ⅴ1：遡上津波荷重により扉上端に生じる反力（kN） 

 

 Ｖ1＝Ｌ2・（2・Ｐ1＋Ｐ2）／6 

 

Ｍ2＝Ｐｃ・Ｌ3・（Ｌ2－Ｌ3）／Ｌ2 

Ｍ2  ：扉板の衝突荷重による曲げモーメント（kN・m） 

Ｐｃ ：衝突荷重（kN） 
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Ｍ3＝Ｍ1＋Ｍ2 

Ｍ3  ：扉板に作用する曲げモーメント（kN・m） 

 

 

 

 図 3.4－1 扉板に作用する荷重の例 

 

Ｌ2

Ｌ3

Ｐ1

Ｐ2

Ｍ3

ＰcＰｔ
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(2) 芯材 

芯材に生じる応力は，遡上津波荷重として等変分布荷重を，集中荷重として衝突

荷重をそれぞれ受ける両端固定支持の梁として次式により算定する。芯材に作用す

る荷重の例を図 3.4－2 に示す。 

 

  Ｐ3＝ρ・ｇ・（ｈ1－ｈ4）・Ｌ4 

  Ｐ3：芯材上端に作用する遡上津波荷重（kN/m） 

  ρ ：水の密度（t/m3） 

ｇ ：重力加速度（m/s2） 

  ｈ1：水頭高さ（m） 

ｈ4：床面から芯材上端までの高さ（m） 

  Ｌ4：芯材の負担幅（m） 

 

Ｐ4＝ρ・ｇ・（ｈ1－ｈ5）・Ｌ4 

   Ｐ4：芯材下端に作用する遡上津波荷重（kN/m） 

  ｈ5：床面から芯材下端までの高さ（m） 

   

Ｌ6＝（Ｌ5／（Ｐ4－Ｐ3））・{−Ｐ
3
＋√

１

３
・（Ｐ

3

  
＋Ｐ

3
・Ｐ

 
＋Ｐ

 

  
）} 

  Ｌ6：芯材の遡上津波荷重による曲げモーメントが最大となる高さ（m） 

Ｌ5：芯材の負担長さ（m） 

 

Ｍ4＝Ｖ2・Ｌ6－（Ｐ3・Ｌ6
2）／2－（Ｐ4－Ｐ3）・Ｌ6

3／（6・Ｌ5） 

  Ｍ4：芯材の遡上津波荷重による曲げモーメント（kN・m） 

  Ⅴ 2：遡上津波荷重により芯材上端に生じる反力（kN） 

 

Ｖ2＝Ｌ5・（2・Ｐ3＋Ｐ4）／6 

  

Ｍ5＝Ｐｃ・Ｌ 6・（Ｌ 5－Ｌ 6）／Ｌ 5 

  Ｍ5：芯材の衝突荷重による曲げモーメント（kN・m） 

 

Ｍ6＝Ｍ4＋Ｍ5 

Ｍ6：芯材に作用する曲げモーメント（kN・m） 

 

Ｑ1＝（Ｐ3＋Ｐ4）・Ｌ 5／2＋Ｐｃ 

 Ｑ1：芯材に作用するせん断力（kN）  

905



 

2.2.2－20 

 

  

図 3.4－2 芯材に作用する荷重の例 

 

  

Ｌ4

Ｐｔ 受圧範囲の例

芯材

芯材

Ｐｃ

Ｌ5

Ｌ6

Ｐ3

Ｐ4

Ｍ6

Ｐｔ Ｐc
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(3) カンヌキ 

カンヌキに生じる応力は次式により算定する。カンヌキは，遡上津波荷重及び衝

突荷重が均等に作用するとして算定する。 

カンヌキに作用する荷重の例を図 3.4－3 に示す。 

 

Ｐ5＝ρ・ｇ・（ｈ1－Ｌ7）・Ｌ8 

  Ｐ5：最下部カンヌキ負担範囲の上端に作用する遡上津波荷重（kN/m） 

  ρ ：水の密度（t/m3） 

ｇ ：重力加速度（m/s2） 

  ｈ1：水頭高さ（m） 

Ｌ7：最下部カンヌキ負担高さ（m） 

  Ｌ8：開口幅（m） 

 

Ｐ6＝ρ・ｇ・ｈ1・Ｌ8 

  Ｐ6：開口下端に作用する遡上津波荷重（kN/m） 

     

Ｒ1＝（Ｐ5＋Ｐ6）・Ｌ7／2・ｎ1 

  Ｒ1：カンヌキ１本当たりに作用する遡上津波荷重（kN/本） 

  ｎ1：最下部カンヌキの本数（本） 

 

Ｍ7＝（Ｒ1＋Ｐｃ／ｎ1）・Ｌ9 

  Ｍ7：カンヌキ１本当たりの曲げモーメント（kN・m） 

  Ｌ9：カンヌキの扉外間距離（m） 

 

Ｑ2＝Ｒ1＋Ｐｃ／ｎ1 

  Ｑ2：カンヌキ 1 本当たりに生じるせん断力（kN/本） 
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図 3.4－3 カンヌキに作用する荷重の例 

 

  

津波荷重+衝突荷重

P5
P6衝突荷重

R1 R1

Ｐｔ

Ｐc

津波荷重+衝突荷重

P5
P6衝突荷重

R1 R1
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(4) アンカーボルト 

アンカーボルトに生じる応力は，遡上津波荷重及び衝突荷重を左右もしくは上下

に配置されたアンカーボルトに分配したものである。アンカーボルトに作用する荷

重の例を図 3.4－4 に示す。 

 

 Ｐ7＝ρ・ｇ・（ｈ1－Ｌ10）・Ｌ8 

Ｐ7 ：開口上端に作用する遡上津波荷重（kN/m） 

Ｌ10：開口高さ（m） 

    

Ｔ1＝｛（（Ｐ6＋Ｐ7）・Ｌ10）／（2・ｎ2）｝＋Ｐｃ／ｎ2 

  Ｔ1：アンカーボルト１本当たりに生じる引張力（kN/本） 

  ｎ2：引張力を受けるアンカーボルトの本数（本） 

 

 

図 3.4－4 アンカーボルトに作用する荷重の例 

  

Ｌ7

せん断力負担
アンカーボルト

引張力負担
アンカーボルト

せん断力負担
アンカーボルト

Ｔ1 Ｔ1

Ｐｔ

引張力負担
アンカーボルト

Ｐｃ

Ｐｔ

Ｐ7

Ｐ6

Ｌ10

Ｐc
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3.4.2 断面検定 

評価対象部位に生じる応力より算定する応力度及び荷重が，許容限界以下である

ことを確認する。 

 

(1) 扉板 

扉板に生じる曲げ応力度を算定し，扉板の短期許容応力度以下であることを確認

する。 

 

σ1＝Ｍ3／Ｚ1 

  σ1：扉板に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ3：扉板の曲げモーメント（kN・m） 

  Ｚ1：扉板の断面係数（mm3） 

 

(2) 芯材 

芯材に生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を算定し，芯材の

短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

a. 芯材に生じる曲げ応力度 

σ2＝Ｍ6／Ｚ2 

  σ2：芯材に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

  Ｍ6：芯材の曲げモーメント（kN・m） 

  Ｚ2：芯材の断面係数（mm3） 

 

b. 芯材に生じるせん断応力度 

τ1＝Ｑ1／Ａ1 

  τ1：芯材に生じるせん断応力度（N/mm2） 

  Ｑ1：芯材に生じるせん断力（kN） 

  Ａ1：芯材の断面積（mm2） 
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c. 芯材に生じる組合せ応力度 

芯材に生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を「鋼構造設計

規準―許容応力度設計法―（（社）日本建築学会，2005 年改訂）（以下「Ｓ規準」

という。）」に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認

する 

ｘ1＝√(  
  ＋ τ 

  ) 

  ｘ1：芯材に生じる組合せ応力度（N/mm2） 

 

(3) カンヌキ 

カンヌキに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を算定し，カ

ンヌキの短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

a. カンヌキに生じる曲げ応力度 

σ3＝Ｍ7／Ｚ3 

  σ3：カンヌキに生じる曲げ応力度（N/mm2） 

  Ｍ7：カンヌキ 1 本当たりの曲げモーメント（kN・m） 

  Ｚ3：カンヌキの断面係数（mm3） 

 

b. カンヌキに生じるせん断応力度 

τ2＝Ｑ2／Ａ2 

  τ2：カンヌキに生じるせん断応力度（N/mm2） 

  Ｑ2：カンヌキ 1 本当たりに生じるせん断力（kN） 

  Ａ2：カンヌキの断面積（mm2） 

 

c. カンヌキに生じる組合せ応力度 

カンヌキに生じる曲げ応力度とせん断応力度から，組合せ応力度を「Ｓ規準」

に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

ⅹ2＝√( 3
  ＋ τ 

  ) 

  ⅹ2：カンヌキに生じる組合せ応力度（N/mm2） 
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(4) アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力が，「各種合成構造設計指針・同解説」

に基づき算定したアンカーボルトの短期許容荷重以下であることを確認する。 

 

 Ｔ1／Ｔ1Ａ≦1.0 

  Ｔ1  ：アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力（kN） 

   Ｔ1Ａ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力（kN） 
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2.2.2－27 

 

3.4.3 評価条件 

「3.4 評価方法」に用いる評価条件を表 3.4－1 に示す。 

 

表 3.4－1 強度評価に用いる条件 

対象部位 記号 単位 定義 値 

共通 

ρ t/m3 水の密度 1.03 

ｇ m/s2 重力加速度 9.80665 

ｈ1 m 水頭高さ 5.15 

Ｐｃ kN/m2 衝突荷重 6.0 

 

 

扉板 

ｈ2 m 床面から扉板上端までの高さ 2.21 

ｈ3 m 床面から扉板下端までの高さ 0.039 

Ｌ1 m 扉板の短辺方向の長さ 1.020 

Ｌ2 m 扉板の長辺方向の長さ 2.171 

Ｌ3 m 
扉板の遡上津波荷重による曲げモーメントが最

大となる高さ 
1.134 

芯材 

Ｖ2 kN 遡上津波荷重により芯材上端に生じる反力 12.64 

ｈ4 m 床面から芯材上端までの高さ 2.02 

ｈ5 m 床面から芯材下端までの高さ 0.225 

Ｌ4 m 芯材の負担幅 0.374 

Ｌ5 m 芯材の負担長さ 1.795 

Ｌ6 m 
芯材の遡上津波荷重による曲げモーメントが最

大となる高さ 
0.9307 

Ｚ2 mm3 芯材の断面係数 374000 

τ1 N/mm2 芯材に生じるせん断応力度 7 

Ａ1 mm2 芯材の断面積 5117 

カンヌキ 

Ｌ7 m 最下部カンヌキの負担高さ 0.600 

Ｌ8 m 開口幅 1.040 

Ｌ9 m カンヌキの扉外間距離 0.131 

ｎ1 本 最下部カンヌキの本数 2 

Ａ2 mm2 カンヌキの断面積 5027 

アンカー

ボルト 

Ｑ4Ａ kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力 33 

Ｔ1Ａ kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力 47 
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2.2.2－28 

 

4. 評価結果 

強度評価結果を表 4－1 に示す。防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）の各

部材の断面検定を行った結果，発生応力度又は荷重は許容限界以下であることから，防波

扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）が構造健全性を有することを確認した。 

 

表 4－1 防波扉（１号機北側）及び防波扉（２号機北側）の強度評価結果 

対象評価部材 分類 
発生値 

（応力度又は荷重） 

許容 

限界 

発生値/ 

許容限界 

扉板 曲げ 66 215 0.31 

芯材 組合せ 27 235 0.12 

カンヌキ 組合せ 49 205 0.24 

アンカーボルト 引張 10.89 47 0.24 
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2.2.3－1 

 

1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-l-9「機能維持の基本方針」に設定している構造強度及び機能維持の設

計方針に基づき，防波壁通路防波扉（荷揚場南）（以下「防波扉（荷揚場南）」という。）

が基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度及び止水機能を有していることを確認するも

のである。 

防波扉（荷揚場南）に要求される機能の維持を確認するに当たっては，構造部材の健全

性評価では，地震応答解析に基づく施設・地盤の健全性評価を行う。基礎地盤の支持性能

評価では，地震応答解析により基礎地盤に発生した接地圧を確認する。 
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2.2.3－2 

 

2. 基本方針 

2.1 位置 

防波扉（荷揚場南）の位置図を図 2.1－1 に示す。 

  

 

 

図 2.1－1 防波扉（荷揚場南）位置図 

 

  

防波扉（荷揚場南）
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2.2.3－3 

 

2.2 構造概要 

防波扉（荷揚場南）は，Ｓクラス施設である津波防護施設に分類される。また，防波

扉（荷揚場南）の一部として漂流物対策工を設置し，漂流物対策工により防波扉に漁船

等の漂流物が直接衝突しない構造とする。 

防波扉は，入力津波高さ（EL 11.9m）に参照する裕度（0.64m）を加えた津波高さ（EL 

12.6m）に対して，余裕を考慮した天端高さ（EL 15.0m）とする。 

防波扉（鋼製扉体），戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブは，鋼管杭により岩盤に支

持される構造とし，防波扉（鋼製扉体）と戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブとの間に

は水密ゴム（側部水密ゴム及び底部水密ゴム）を設置し，止水性を確保する。 

防波扉（荷揚場南）の構造概要図を図 2.2－1 及び図 2.2－2 に示す。 

防波扉の構造図を図 2.2－3 及び図 2.2－4 に，戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブの

概略配筋図を図 2.2－5 に，水密ゴムの概念図を図 2.2－6 に示す。 

漂流物対策工は，漂流物対策工（鋼製扉体），戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブか

ら構成され，マンメイドロック（以下「ＭＭＲ」という。）を介して岩盤に支持される。 

漂流物対策工（鋼製扉体）は，主横桁，補助縦桁，端縦桁及び張出桁の 4 種類の桁を

溶接により接合した格子状の部材である。戸当り（ＲＣ支柱）に対しては支承部でアン

カーにより固定され，鋼製扉体と戸当り（ＲＣ支柱）間には支圧板を設けている。 

漂流物対策工の構造図を図 2.2－7 及び図 2.2－8 に，漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）

及び基礎スラブの概略配筋図を図 2.2－9 に示す。 

また，漂流物対策工の支承部の構造及び荷重の伝達経路については参考資料 4 に，漂

流物対策工設置による隣接構造物への影響については参考資料 6 に示す。 
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2.2.3－4 

 

 

 

図 2.2－1(1) 防波扉（荷揚場南）の構造概要図 
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2.2.3－5 

 

 

図 2.2－1(2) 防波扉（荷揚場南）の構造概要図（平面図） 
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2.2.3－6 
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2.2.3－7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2－3(1) 防波扉の構造図（鋼製扉体正面図，Ａ－Ａ断面） 

 

図 2.2－3(2) 防波扉の構造図（鋼製扉体平面図，Ｂ－Ｂ断面） 
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2.2.3－8 

 

 

図 2.2－4(1) 防波扉の構造図（基礎正面図，Ａ－Ａ断面） 

 

 

図 2.2－4(2) 防波扉の構造図（基礎断面図，Ｃ－Ｃ断面）  
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2.2.3－9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2－5(1) 防波扉戸当り（ＲＣ支柱）の概略配筋図（Ａ－Ａ断面） 

 

 

図 2.2－5(2) 防波扉基礎スラブの概略配筋図（Ｂ－Ｂ断面） 
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2.2.3－10 
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図 2.2－6 防波扉の水密ゴム概念図 
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2.2.3－11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2－7(1) 漂流物対策工の構造図（鋼製扉体正面図，Ａ－Ａ断面） 

 

図 2.2－7(2) 漂流物対策工の構造図（鋼製扉体平面図，Ｂ－Ｂ断面）  
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2.2.3－12 

 

 

図 2.2－8(1) 漂流物対策工の構造図（基礎正面図，Ａ－Ａ断面） 

図 2.2－8(2) 漂流物対策工の構造図（基礎断面図，Ｃ－Ｃ断面）  
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EL 2.0m

注：陸側から海側を望む

EL 2.0m

EL 4.5m

海側 陸側

928



 

2.2.3－13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2－9(1) 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）の概略配筋図（Ａ－Ａ断面） 

 

 

海側

陸側

海側

陸側

KEYPLAN
A

A

D

D

B
B

C

C

漂流物対策工戸当り
（ＲＣ支柱）

漂流物対策工
基礎スラブ

注：矢視については，矢印に直交する面を矢印方向から見た表記とする。
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図 2.2－9(2) 漂流物対策工基礎スラブの概略配筋図（Ｂ－Ｂ断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2－9(3) 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブの 

接続部における概略配筋図（Ｃ－Ｃ断面） 

 

 

漂流物対策工
戸当り（ＲＣ支柱）

漂流物対策工
基礎スラブ

EL 8.5m

EL 15.0m

EL 4.5m
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図 2.2－9(4) 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）のアンカー部付近 

における概略配筋図（Ｄ－Ｄ断面） 

  

戸当り部

上部支承
アンカー部

4
0
0
0

3600

3
4
0
0

32502350

注：なお，戸当り部及び上部支承アンカー部には，ひび割れ補強鉄筋を配置する。
ひび割れ補強鉄筋は構造部材として期待していない。
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2.3 評価方針 

防波扉（荷揚場南）は，Ｓクラス施設である津波防護施設に分類される。また，漂流

物対策工により防波扉に漁船等の漂流物が直接衝突しない構造とし，防波扉（荷揚場南）

の評価対象部位として漂流物対策工の評価を行う。 

防波扉（荷揚場南）の各部位の役割及び性能目標を表 2.3－1 及び表 2.3－2 に示す。 

防波扉（荷揚場南）の耐震評価は，地震応答解析の結果に基づき，設計基準対象施設

として，表 2.3－3 に示すとおり，施設・地盤の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評

価を行う。なお，防波扉及び漂流物対策工は，閉状態を対象に耐震評価を行う。また，

防波扉及び漂流物対策工は，手動による開閉操作により，津波が到達するまでに荷揚場

作業に係る車両・資機材の退避が可能であることを確認していることから（「NS2-補-

018-02 津波への配慮に関する説明書に係る補足説明資料 4.6 荷揚場作業に係る車両・

資機材の漂流物評価」参照），開閉装置の動的機能維持評価は実施しない。なお，防波

扉及び漂流物対策工の開時の評価については，参考資料 7 に示す。 

施設・地盤の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を実施することで，構造強度を

有すること及び止水性を損なわないことを確認する。 

施設・地盤の健全性評価については，施設・地盤ごとに定める照査項目（発生応力，

すべり安全率）が許容限界以下であることを確認する。 

基礎地盤の支持性能評価においては，基礎地盤の接地圧が許容限界以下であることを

確認する。 

防波扉(荷揚場南)の耐震評価フローを図 2.3－1 に示す。 
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表 2.3－1 防波扉（荷揚場南）の各部位の役割 

  部位の名称 地震時の役割 津波時の役割 

施 

設 

防波扉 

（鋼製扉体） 
－ 

・遮水性を保持する。 

・津波荷重を基礎に伝達する。 

防波扉戸当り 

（ＲＣ支柱） 
・防波扉（鋼製扉体）を支持する。 

・防波扉（鋼製扉体）を支持する。 

・津波荷重を基礎に伝達する。 

防波扉基礎 

スラブ 

・防波扉（鋼製扉体）及び防波扉戸当

り（ＲＣ支柱）を支持する。 

・防波扉（鋼製扉体）及び防波扉戸当

り（ＲＣ支柱）を支持する。 

防波扉 

（鋼管杭） 
・防波扉基礎スラブを支持する。 ・防波扉基礎スラブを支持する。 

漂流物対策工 

（鋼製扉体） 
－ 

・防波扉に漁船等の漂流物を直接衝突

させない。 

・漂流物衝突荷重及び津波荷重を基礎

に伝達する。 

漂流物対策工 

戸当り 

（ＲＣ支柱） 

・漂流物対策工（鋼製扉体）を支持す

る。 

・防波扉に漁船等の漂流物を直接衝突

させない。 

・漂流物対策工（鋼製扉体）を支持す

る。 

・漂流物衝突荷重及び津波荷重を基礎

に伝達する。 

漂流物対策工 

基礎スラブ 

・漂流物対策工（鋼製扉体）及び漂流

物対策工戸当り（ＲＣ支柱）を支持

する。 

・漂流物対策工（鋼製扉体）及び漂流

物対策工戸当り（ＲＣ支柱）を支持

する。 

地 
盤 

改良地盤 

・鋼管杭の変形を抑制する。 

・漂流物対策工基礎スラブを鉛直支持

する。 

・基礎地盤のすべり安定性に寄与す

る。 

・鋼管杭の変形を抑制する。 

・漂流物衝突荷重及び津波荷重を岩盤

に伝達する。 

・地盤中からの回り込みによる浸水を

防止する（難透水性を保持する）。 

ＭＭＲ 
・漂流物対策工基礎スラブを鉛直支持

する。 

・漂流物衝突荷重及び津波荷重を岩盤

に伝達する。 

岩盤 

・鋼管杭，漂流物対策工基礎スラブ並

びに改良地盤又はＭＭＲを鉛直支

持する。 

・鋼管杭，漂流物対策工基礎スラブ並

びに改良地盤又はＭＭＲを鉛直支 

持する。 

埋戻土 

・役割に期待しない（解析モデルに取

り込み，防波扉及び漂流物対策工へ

の相互作用を考慮する）。 

・役割に期待しない（解析モデルに取

り込み，防波扉及び漂流物対策工へ

の相互作用を考慮する）。 
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表 2.3－3 防波扉（荷揚場南）の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度を

有すること 

施設・地盤

の健全性 

防波扉 

（鋼製

扉体） 

主横桁，補助縦桁，

端縦桁，車輪，レー

ル，ロック装置，支

圧板，戸当り 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

防波扉戸当り 

（ＲＣ支柱） 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

防波扉基礎 

スラブ 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

防波扉（鋼管杭） 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

降伏モーメント

（曲げ）及びせ

ん断応力度（せ

ん断） 

漂流物

対策工 

（鋼製

扉体） 

主横桁，張出桁，補

助縦桁，端縦桁，支

承部，支承アンカ

ー，ロック装置，戸

当り 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

漂流物対策工戸当り 

（ＲＣ支柱） 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

漂流物対策工 

基礎スラブ 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

改良地盤 
すべり破壊しないこと（内的

安定を保持）を確認 

す べ り 安 全 率

1.2 以上 

基礎地盤の

支持性能 
基礎地盤 

発生する応力（接地圧）が許

容限界以下であることを確認 
極限支持力度＊ 

止水性を損

なわないこ

と 

施設・地盤

の健全性 

防波扉 

（鋼製

扉体） 

主横桁，補助縦桁，

端縦桁，車輪，レー

ル，ロック装置，支

圧板，戸当り 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

防波扉戸当り 

（ＲＣ支柱） 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

防波扉基礎 

スラブ 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

防波扉（鋼管杭） 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

降伏モーメント

（曲げ）及びせ

ん断応力度（せ

ん断） 

改良地盤 
すべり破壊しないこと（内的

安定を保持）を確認 

す べ り 安 全 率

1.2 以上 

基礎地盤の

支持性能 
基礎地盤 

発生する応力（接地圧）が許

容限界以下であることを確認 
極限支持力度＊ 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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図 2.3－1 防波壁（荷揚場南）の耐震評価フロー 

 

  

施設・地盤の応答値算定

施設・地盤の健全性評価

評価終了

許容限界の設定

評価開始

評価方針

評価対象断面及び解析手法の設定

荷重及び荷重の組合せの設定

解析モデル及び諸元の設定

常時応力解析

２次元動的有限要素法解析
（有効応力解析）

接地圧の算定

基礎地盤の支持性能評価

基準地震動Ｓｓ

入力地震動の算定
（1次元波動論による

地震応答解析）

固有値解析
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・コンクリート標準示方書［構造性能照査編］(土木学会，2002 年） 

・松江市建築基準法施行細則（2005 年 3 月 31 日松江市規則第 234 号） 

・日本機械学会 機械工学便覧 

・ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説編・設備計画マニュアル編）（ダム・堰施設

技術基準協会，2016 年） 

・道路橋示方書（I 共通編・IV 下部構造編）･同解説（日本道路協会，2002 年） 

・港湾の施設の技術上の基準・同解説（日本港湾協会，2007 年） 

・耐津波設計に係る工認審査ガイド（2013 年 6 月 19 日原管地発第 1306196 号） 

・原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会） 

・港湾構造物設計事例集（沿岸技術研究センター 平成 19 年 3 月） 
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表 2.4－1 適用する規格，基準類 

項目 適用する規格，基準類 備考 

使用材料 

及び材料定数 

コンクリート標準示方書 [構造性能照査

編](土木学会，2002 年制定） 

道路橋示方書（I 共通編・Ⅳ下部構造編）･

同解説（日本道路協会，平成 14 年 3 月） 

－ 

荷重及び荷重の 

組合せ 

コンクリート標準示方書 [構造性能照査

編](土木学会，2002 年制定） 

松江市建築基準法施行細則（2005 年 3 月 31

日松江市規則第 234 号） 

永久荷重＋偶発荷重＋従たる変

動荷重の適切な組合せを検討 

固有値解析 日本機械学会 機械工学便覧 固有振動数の算定式 

許容

限界 

鋼製扉体 

ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説編・

設備計画マニュアル編）（ダム・堰施設技

術基準協会，2016 年） 

曲げ軸力照査及びせん断力照査

は，発生応力度が短期許容応力

度以下であることを確認 

戸当り（ＲＣ支

柱）及び基礎ス

ラブ 

コンクリート標準示方書 [構造性能照査

編](土木学会，2002 年制定） 

曲げ軸力照査及びせん断力照査

は，発生応力度が短期許容応力

度以下であることを確認 

鋼管杭 
道路橋示方書（I 共通編・Ⅳ下部構造編）･

同解説（日本道路協会，平成 14 年 3 月） 

曲げ・軸力照査及びせん断力照

査は，発生モーメント又は発生

応力度が，降伏モーメント又は

許容せん断応力度以下であるこ

とを確認 

ＭＭＲ 
道路橋示方書（I 共通編・Ⅳ下部構造編）･

同解説（日本道路協会，平成 14 年 3 月） 

支持力照査は，接地圧が極限支

持力度以下であることを確認 

改良地盤 

①～③ 

耐津波設計に係る工認審査ガイド（平成 25

年 6 月 19 日，原管地発第 1306196 号） 

道路橋示方書（I 共通編・Ⅳ下部構造編）･

同解説（日本道路協会，平成 14 年 3 月） 

すべり安全率が 1.2 以上である

ことを確認 

支持力照査は，接地圧が極限支

持力度以下であることを確認 

基礎地盤 
道路橋示方書（I 共通編・Ⅳ下部構造編）･

同解説（日本道路協会，平成 14 年 3 月） 

支持力照査は，接地圧が極限支

持力度以下であることを確認 

地震応答解析 

原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４

６０１-1987(日本電気協会） 

有限要素法による二次元モデル

を用いた時刻歴非線形解析 

港湾の施設の技術上の基準・同解説（（社）

日本港湾協会，H19 年版） 

港湾構造物設計事例集（沿岸技術研究セン

ター，平成 19 年 3 月） 

ジョイント要素の物性値の設定 
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3. 固有値解析 

 3.1 固有振動数の算出方法 

防波扉（鋼製扉体）及び漂流物対策工（鋼製扉体）の構造に応じて解析モデルを設定

し，1 次固有振動数を算出する。 

 

3.1.1 解析モデルの設定 

防波扉（鋼製扉体）及び漂流物対策工（鋼製扉体）は，左右端のＲＣ支柱及びロ

ック装置により扉体を支持する構造であることから，両端ヒンジ梁として計算する。

解析モデル図を図 3.1.1－1 に示す。 

 

 

 

図 3.1.1－1(1) 防波扉（鋼製扉体）の固有値解析モデル図 

 

 

図 3.1.1－1(2) 漂流物対策工（鋼製扉体）の固有値解析モデル図  
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3.2 固有振動数の算出条件等 

3.2.1 記号の説明 

防波扉（鋼製扉体）及び漂流物対策工（鋼製扉体）の固有振動数算出に用いる

記号を表 3.2.1－1 に示す。 

 

表 3.2.1－1 固有振動数算出に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｆ Hz 一次固有振動数 

Ｌ m スパン長 

λ － 支持条件によって定まる係数 

γ kN/m3 単位体積重量 

Ａ m2 断面積 

Ｅ kN/m2 縦弾性係数 

Ｉ m4 断面二次モーメント 

ｇ m/s2 重力加速度 

 

 

3.2.2 固有振動数の算出方法 

1 次固有振動数ｆを「日本機械学会 機械工学便覧」に基づき以下の式より計算

する。 

      ｆ＝
λ
２

２πＬ
２

∙ √
ＥＩｇ

γＡ
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  3.2.3 固有振動数の計算条件 

防波扉（鋼製扉体）及び漂流物対策工（鋼製扉体）の固有振動数の算出条件を

表 3.2.3－1 に示す。 

 

表 3.2.3－1 固有振動数の算出条件 

記号 定義 

数値 

単位 防波扉 

（鋼製扉体） 

漂流物対策工 

（鋼製扉体） 

Ｌ スパン長 6.7 7.3 m 

λ 
支持条件によって 

定まる係数 
3.14 3.14 － 

γ 単位体積重量 77 77 kN/m3 

Ａ 断面積 0.165 0.0418 m2 

Ｅ 縦弾性係数 2.00×108 2.00×108 kN/m2 

Ｉ 断面二次モーメント 0.0238 0.0140 m4 

ｇ 重力加速度 9.81 9.81 m/s2 

 

 

3.3 固有振動数の算出結果 

防波扉（鋼製扉体）及び漂流物対策工（鋼製扉体）の固有振動数の算出結果を表 3.3

－1 に示す。防波扉（鋼製扉体）及び漂流物対策工（鋼製扉体）の固有振動数は 20Hz 以

上であり，剛構造として扱う。 

 

表 3.3－1 固有振動数の算出結果 

部位 固有振動数（Hz） 

防波扉（鋼製扉体） 67.2 

漂流物対策工（鋼製扉体） 86.1 
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4. 耐震評価 

 4.1 記号の定義 

   耐震評価に用いる記号を表 4.1－1 及び表 4.1－2 に示す。 

 

表 4.1－1(1) 防波扉の耐震評価に用いる記号（1/4） 

部材 記号 単位 定義 

主横桁 

Ｍ1 kN・m 曲げモーメント 

Ｓ1 kN せん断力 

Ｗ kN/m 地震時慣性力 

Ｗ’ kN/m 風荷重 

Ｌ m 支間 

a m 張り出し部 

Ｌ1 m 正面水密幅 

Ｚ mm3 断面係数 

Ａw mm2 腹板断面積 

σc N/mm2 曲げ応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 

σca N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 

補助 

縦桁 

ℓ m 主横桁間隔 

ｍ m 補助縦桁間隔 

Ｐ kN/m2 水平荷重（地震時慣性力＋風荷重） 

Ｍ kN・m 曲げモーメント 

Ｓ kN せん断力 

Ｚ mm3 断面係数 

Ａw mm2 腹板断面積 

σ N/mm2 曲げ応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 

σa N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 

端縦桁 

Ｒ kN 主横桁の支点反力 

Ａq mm2 補剛材の有効総断面積 

σc N/mm2 圧縮応力度 

σca N/mm2 許容圧縮応力度 
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表 4.1－1(2) 防波扉の耐震評価に用いる記号（2/4） 

部材 記号 単位 定義 

車輪 

Ｆ kN 鉛直荷重（扉体自重＋積雪荷重＋地震時慣性力） 

Ｆv kN 鉛直方向地震時慣性力 

Ｒ1 kN 海側車輪荷重 

Ｒ2 kN 陸側車輪荷重 

Ｌ m レール支間 

L1 m 扉体重心から海側車輪までの距離 

L2 m 扉体重心から陸側車輪までの距離 

Ｐr N 車輪荷重 

E1 N/mm2 車輪の弾性係数 

E2 N/mm2 レールの弾性係数 

Ｂ0 mm 車輪有効踏面幅 

Ｒ mm 車輪半径 

Ｃ mm 接触幅の 1/2 

ｐ N/mm2 ヘルツの接触応力度 

ｐa N/mm2 許容接触応力度 

車輪軸 

Ｍ kN・m 曲げモーメント 

Ｌ3 m 張出長さ 

Ｚ mm3 軸の断面係数 

Ｓ kN せん断力 

Ａ1 mm2 軸の断面積 

σ N/mm2 曲げ応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 

σa N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 

車輪 

軸受 

Ｒa kN 軸受け荷重 

ｃcr kN 基本静定格荷重 
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表 4.1－1(3) 防波扉の耐震評価に用いる記号（3/4） 

部材 記号 単位 定義 

レール 

Ｍ5 kN・m レールの曲げモーメント 

Ｒ1 kN 車輪 1 輪に作用する最大荷重 

ＬM m レール基礎材間隔 

Ｓ5 kN レールのせん断力 

Ｚ1 mm3 引張側断面係数 

Ｚ2 mm3 圧縮側断面係数 

Ａw mm2 腹板断面積 

ｂp mm 腹板の受圧幅 

Ｃ mm 接触幅の 1/2 

ｔw mm 腹板の厚さ 

ｔf mm レール踏面板の厚さ 

σc N/mm2 曲げ圧縮応力度 

σt N/mm2 曲げ引張応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 

σb N/mm2 腹板の支圧応力度 

σca N/mm2 許容曲げ圧縮応力度 

σa N/mm2 許容曲げ引張応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 

σba N/mm2 許容支圧応力度 

ロック 

装置 

Ｐ2 kN ロックピン反力 

Ｆh kN 地震時慣性力 

ｎ 本 ロックピン数 

Ｌ7 m 片持ち梁長さ 

Ｍ kN・m 曲げモーメント 

Ｚ mm3 断面係数 

Ｓ kN せん断力 

Ａ mm2 ロックピンのせん断面積 

ｂ mm ロックピン受圧幅 

ｈ mm ロックピン受圧長さ 

σ N/mm2 曲げ応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 

σｂ N/mm2 支圧応力度 

σca N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 

σba N/mm2 許容支圧応力度 
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表 4.1－1(4) 防波扉の耐震評価に用いる記号（4/4） 

部材 記号 単位 定義 

支圧板 

Ｐ1 kN 水平荷重（地震時慣性力＋風荷重） 

Ｃ mm 支圧板の有効幅 

Ｌ2 mm 扉体高さ 

σp N/mm2 支圧板の支圧応力度 

σｐa N/mm2 支圧板の許容支圧応力度 

戸当り 

Ｐ1 kN 水平荷重（地震時慣性力＋風荷重） 

Ｌ2 mm 扉体高さ 

ｂf mm 底面フランジの幅 

ｔf mm 底面フランジの厚さ 

ℓ1 mm 戸当り深さ 

ℓ2 mm 底面フランジのコンクリートまでの距離 

Ｍf N・mm 底面フランジに作用する曲げモーメント 

Σℓ mm せん断抵抗長さ（＝ℓ1＋2ℓ2） 

σf N/mm2 底面フランジの曲げ応力度 

σcb N/mm2 コンクリートの支圧応力度 

τc N/mm2 コンクリートのせん断応力度 

σca N/mm2 許容曲げ応力度 

σcba N/mm2 コンクリートの許容支圧応力度  

τca N/mm2 コンクリートの許容せん断応力度  
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表 4.1－2(1) 漂流物対策工の耐震評価に用いる記号（1/5） 

部材 記号 単位 定義 

主横桁 

Ｍ1 kN・m 曲げモーメント 

Ｓ1 kN せん断力 

Ｗ kN/m 地震時慣性力 

Ｗ’ kN/m 風荷重 

Ｌ m 支間 

a m 張り出し部 

Ｌ1 m 扉体幅 

Ｍ1’ kN・m 曲げモーメント 

Ｓ1’ kN せん断力 

Ｌ’ m 張出長さ 

Ｚ mm3 断面係数 

Ａw mm2 腹板断面積 

σ N/mm2 曲げ応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 

σca N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 

張出桁 

Ｍ2 kN・m 曲げモーメント 

Ｓ2 kN せん断力 

Ｗ kN/m 地震時慣性力 

Ｗ’ kN/m 風荷重 

Ｌ2 m 張出長さ 

Ｚ mm3 断面係数 

Ａw mm2 腹板断面積 

σ N/mm2 曲げ応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 

σca N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 

補助 

縦桁 

Ｍ3 kN・m 曲げモーメント 

Ｓ3 kN せん断力 

Ｗ kN/m 地震時慣性力 

Ｗ’ kN/m 風荷重 

ℓ m 主横桁の間隔 

Ｚ mm3 断面係数 

Ａw mm2 腹板断面積 

σ N/mm2 曲げ応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 

σca N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 
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表 4.1－2(2) 漂流物対策工の耐震評価に用いる記号（2/5）  

部材 記号 単位 定義 

端縦桁 

Ｒ kN 主横桁の支点反力 

Ａq mm2 補剛材の有効総断面積 

σc N/mm2 圧縮応力度 

σca N/mm2 許容圧縮応力度 

上部 

支承軸 

Ｍ4 kN・m 支承軸の曲げモーメント 

ＲH1 kN 上部支承水平作用荷重 

Ｌ4 m 支承軸支持間隔 

Ｓ4 kN 支承軸のせん断力 

Ｚ4 mm3 支承軸の断面係数 

Ａ4 mm2 支承軸の断面積 

σb N/mm2 曲げ応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 

σa N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 

下部 

支承軸 

Ｍ5 kN・m 支承軸の曲げモーメント 

ＲH3 kN 下部支承水平作用荷重 

Ｌ5 m 支承軸片持ち梁長さ 

Ｓ5 kN 支承軸のせん断力 

Ｚ5 mm3 支承軸の断面係数 

Ａ5 mm2 支承軸の断面積 

σb N/mm2 曲げ応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 

σa N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 

下部 

支承軸受 

Ｒv kN 下部支承鉛直作用荷重 

Ｒ mm 軸受（壷金）の球面の半径 

Ｅ N/mm2 軸受（壷金）の弾性係数 

ｐ N/mm2 軸受（壷金）の支圧応力度 

ｐa N/mm2 許容接触応力度 

支承軸受 
Ｒ2 kN 軸受け荷重 

Ｃcr kN 基本静定格荷重 
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表 4.1－2(3) 漂流物対策工の耐震評価に用いる記号（3/5）  

部材 記号 単位 定義 

浮上防

止金物 

Ｍ6 kN・m 浮上防止金物の曲げモーメント 

Ｒｖ kN 下部支承鉛直上向き作用荷重 

Ｌ6 m 浮上防止金物片持ち梁長さ 

Ｓ6 kN 浮上防止金物のせん断力 

Ｚ6 mm3 浮上防止金物の断面係数 

Ａ6 mm2 浮上防止金物の断面積 

σb N/mm2 曲げ応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 

σa N/mm2 許容曲げ圧縮応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 

Ｆ kN 固定ボルトの軸力 

ａ，ｂ mm 支持点からの距離( 

Ａ7 mm2 固定ボルトの有効断面積 

σt N/mm2 固定ボルトの軸方向引張応力度 

σa N/mm2 許容軸方向引張応力度 

上部支承 

アンカー 

Ｆ kN アンカーボルト 1 本当りの軸力 

ＲH1 kN 上部支承水平作用荷重 

ℓ mm 支承軸からアンカーボルト固定部までの距離 

ｍ mm アンカーボルトの間隔 

ｎ 本 アンカーボルトの片側本数 

Ａ5 mm2 アンカーボルトの断面積 

ｄ mm アンカーボルト埋込深さ 

ａ，ｂ mm アンカープレートの寸法 

ｃ，ｅ mm 支圧板の寸法 

σt N/mm2 アンカーボルトの軸方向引張応力度 

σa N/mm2 許容軸方向引張応力度 

σc1 N/mm2 コンクリートの支圧応力度(アンカープレート) 

σc2 N/mm2 コンクリートの支圧応力度(支圧板) 

τc N/mm2 コンクリートのせん断応力度(アンカープレート) 

σcba N/mm2 コンクリートの許容支圧応力度 

τca N/mm2 コンクリートの許容せん断応力度 

 

  

948



 

2.2.3－33 

 

表 4.1－2(4) 漂流物対策工の耐震評価に用いる記号（4/5）  

部材 記号 単位 定義 

下部支承 

アンカー 

Ｆ kN アンカーボルト 1 本当りの軸力 

ＲH3 kN 下部支承水平作用荷重 

Ｌ5 mm 軸受中心からアンカーボルト固定部までの距離 

2ｙ mm アンカーボルトの間隔 

ｎ － アンカーボルトの片側本数 

Ａ5 mm2 アンカーボルトの断面積 

ｄ mm アンカーボルト埋込深さ 

ａ，ｂ mm アンカープレートの寸法 

ｃ，ｅ mm 支圧板の寸法 

σt N/mm2 アンカーボルトの軸方向引張応力度 

σa N/mm2 許容軸方向引張応力度 

σc1 N/mm2 コンクリートの支圧応力度(アンカープレート) 

σc2 N/mm2 コンクリートの支圧応力度(支圧板) 

τc N/mm2 コンクリートのせん断応力度(アンカープレート) 

σcba N/mm2 コンクリートの許容支圧応力度 

τca N/mm2 コンクリートの許容せん断応力度 

ロック 

装置 

Ｍ kN・m 曲げモーメント 

Ｒr kN ロック反力 

ａ m ロックビームの片持ち梁長さ 

ｎ 本 ロックビーム数 

Ｚ mm3 ロックビームの断面係数 

Ｓ kN ロックビームのせん断力 

Ａ mm2 ロックビームのせん断面積 

σ N/mm2 ロックビーム曲げ応力度 

τ N/mm2 ロックビームせん断応力度 

σca N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 
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表 4.1－2(5) 漂流物対策工の耐震評価に用いる記号（5/5） 

部材 記号 単位 定義 

戸当り 

Ｗ kN/m 水平荷重（地震時慣性力＋風荷重） 

Ｃ mm 支圧板の有効幅 

Ｌ1 mm 扉体幅 

Ｌ2 mm 主横桁の荷重分担長さ 

ｔw mm 腹板の厚さ 

ｂf mm 底面フランジの幅 

ｔf mm 底面フランジの厚さ 

ℓ1 mm 戸当り深さ 

ℓ2 mm 底面フランジのコンクリートまでの距離 

Ｍf N・mm 底面フランジに作用する曲げモーメント 

Σℓ mm せん断抵抗長さ（＝ℓ1＋2ℓ2） 

σｐ N/mm2 支圧板の支圧応力度 

σb N/mm2 腹板の支圧応力度 

σf N/mm2 底面フランジの曲げ応力度 

σcb N/mm2 コンクリートの支圧応力度 

τc N/mm2 コンクリートのせん断応力度 

σｐa N/mm2 支圧板の許容支圧応力度 

σba N/mm2 腹板の許容支圧応力度 

σca N/mm2 許容曲げ応力度 

σcba N/mm2 コンクリートの許容支圧応力度  

τca N/mm2 コンクリートの許容せん断応力度  
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4.2 評価対象断面 

(1) 断面位置 

防波扉（荷揚場南）の評価対象断面は，防波扉（荷揚場南）の構造上の特徴を踏まえ

ると，相対的に断面係数が大きい扉体軸方向が強軸断面方向となるため，弱軸方向とな

る防波扉及び漂流物対策工の扉体軸直交方向に加振した場合の影響を評価する。防波扉

（荷揚場南）の評価対象断面位置図を図 4.2－1 に，縦断面図を図 4.2－2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2－1 防波扉（荷揚場南）の評価対象断面位置図 
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(2) 評価対象断面 

a. 評価対象断面位置及び作成の観点 

防波扉（荷揚場南）の評価対象断面は，防波扉と漂流物対策工の 2 つの構造物に

対して扉体軸直交方向となるように設定する。防波扉と漂流物対策工の扉体軸の方

向が異なるため，防波扉の前面で折れ曲がる形状となっている。評価対象断面位置

を図 4.2－3 に示す。 

 

 

図 4.2－3 評価対象断面位置図（拡大図） 

 

断面が折れ曲がることによる耐震評価への影響を確認するため，防波扉及び漂流

物対策工それぞれに直交する線を延長した場合の断面を設定し，折れ点を基点とし

て北側及び南側に分けて評価対象断面を検討した。検討断面の一覧を表 4.2－1に，

断面位置図を図 4.2－4 に示す。 
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なお，評価対象断面の検討に当たっては，以下の観点に基づき各断面の状況を整

理した。 

・改良地盤の幅については，防波扉直交方向と漂流物対策工直交方向で縦断方向に

幅が異なり，改良地盤の幅が狭いほど地震時応答加速度及び地盤変位が大きくな

ると考えられるため，検討上の観点とする。 

・岩盤上面の傾斜については，防波扉直交方向と漂流物対策工直交方向で施設直下

の傾斜の差異が大きく，傾斜が大きいほど基礎地盤のすべり安定性評価が厳しく

なると考えられるため，検討上の観点とする。 

・防波扉（荷揚場南）周辺の埋戻土については，液状化により傾斜方向（海側）に

流動化し，防波扉（荷揚場南）の地震応答に影響すると考えられるため，検討上

の観点とする。  
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表 4.2－1 検討断面一覧表 

名称 内容 

断面① 漂流物対策工に直交する断面（北側） 

断面② 漂流物対策工に直交する断面の延長（南側） 

断面③ 防波扉に直交する断面の延長（北側） 

断面④ 防波扉に直交する断面（南側） 

 

 

 

 

図 4.2－4 検討断面位置図 
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b. 北側における断面位置の検討 

折れ点より北側の断面位置の検討について，地質状況を平面図で比較した結果を

図 4.2－5 に，地質状況を断面図で比較した結果を図 4.2－6 に，評価対象断面の検

討結果を表 4.2－2 に示す。 

これらの結果より，断面①の方が，改良地盤の幅が狭いこと，埋戻土の幅が広い

こと及び岩盤上面の傾斜が大きいことから，耐震評価上厳しい断面であると評価し

た。 

 

表 4.2－2 評価対象断面（北側）の検討結果 

 

  検討断面

検討における観点

該当する
観点

選定理由
Ⅰ．液状化への影響 Ⅱ．安定性への影響

改良地盤の幅 埋戻土の幅 岩盤上面の傾斜

①
（対策工直
交断面）

比較的狭い 比較的広い
一部，急勾配
（北に傾斜）

Ⅰ，Ⅱ

・平面図により改良地盤と埋戻土の分布範囲を比較
すると，断面位置①の方が断面位置③に比較し，
改良地盤の幅が狭く，埋戻土の幅が広いことから
液状化影響を受けやすい断面である。

・断面図により岩盤上面の地形の傾斜を比較すると，
断面位置①の方が断面位置③に比較し，急勾配
であることから安定性への影響を受けやすい断面で
ある。

・以上のことから，防波扉より北側の断面位置は，
断面①を採用する。

③ 比較的広い 比較的狭い
勾配は緩やか
（やや南傾斜）

評価対象断面に選定
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図 4.2－5 評価対象断面（北側）付近における地質状況（平面図）の比較 
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図 4.2－6 評価対象断面（北側）付近における地質状況（断面図）の比較 
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c. 南側における断面位置の検討 

折れ点より南側の断面位置の検討について，地質状況を平面図で比較した結果を

図 4.2－7 に，断面図で比較した結果を図 4.2－8 に，評価対象断面の検討結果を表

4.2－3 に示す。 

これらの結果より，断面②及び④については液状化への影響，安定性への影響に

大きな差異はない。したがって，防波扉直交断面である断面④の方が，耐震評価上

厳しい断面であると評価した。 

 

表 4.2－3 評価対象断面（南側）の検討結果 

 

 

  

検討断面

検討における観点

該当する
観点

選定理由
Ⅰ．液状化への影響 Ⅱ．安定性への影響

改良地盤の幅 埋戻土の幅 岩盤上面の傾斜

② 防波扉付近に分布
防波扉付近を除き
埋戻土が分布

北に傾斜

差異は
ない。

・平面図により改良地盤と埋戻土の分布範囲を比
較すると，断面位置②，④ともに改良地盤及び
埋戻土の幅は同程度であることから液状化影響
に差異は認められない。

・断面図により岩盤上面の傾斜を比較すると，断
面位置②，④ともに岩盤上面の地形の傾斜は同
程度であることから安定性への影響に差異は認
められない。

・以上のことから，防波扉より南側の断面位置は，
液状化，安定性への影響に差異はない。した
がって，防波扉直交断面である断面④を採用す
る。

④
（防波扉直
交断面）

防波扉付近に分布
防波扉付近を除き
埋戻土が分布

北に傾斜

評価対象断面に選定
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 図 4.2－7 評価対象断面（南側）付近における地質状況（平面図）の比較 
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図 4.2－8 評価対象断面（南側）付近における地質状況（断面図）の比較 
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d. 断面位置の検討のまとめ 

以上の北側及び南側の検討結果より，防波扉（荷揚場南）の評価対象断面は，折

れ点より北側は断面①，折れ点より南側は断面④を採用することが，耐震評価上

保守的な設定であると評価した。 
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4.3 解析方法 

防波扉（荷揚場南）の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち，

「2.3 屋外重要土木構造物」に示す解析方法及び解析モデルを踏まえて実施する。 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元動的有限要素法を用い

て，基準地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時加振による逐次時

間積分の時刻歴応答解析により行うこととする。地震時における地盤の有効応力の変化

に伴う影響を考慮するため，解析方法は有効応力解析とする。 

構造部材については，線形はり要素及び平面ひずみ要素でモデル化する。また，地盤

については地盤のひずみ依存性を適切に考慮できるようモデル化する。 

地震応答解析については，解析コード「ＦＬＩＰ」を使用する。なお，解析コードの

検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概

要」に示す。 

 

 4.3.1 地震応答解析手法 

防波扉（荷揚場南）の地震応答解析は，地盤と構造物の動的相互作用を考慮でき

る連成系の地震応答解析を用いて，基準地震動に基づき設定した水平地震動と鉛直

地震動の同時加振による逐次時間積分の時刻歴応答解析にて行う。 

地震応答解析手法の選定フローを図 4.3.1－1 に示す。 

 

 

図 4.3.1－1 地震応答解析手法の選定フロー 
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  4.3.2 施設 

地震応答解析において，施設については線形はり要素及び平面ひずみ要素でモ

デル化する。なお，2 次元地震応答解析モデルの奥行きは，防波扉基礎である鋼管

杭の間隔の最大値 4.7m を設定する（図 2.2－4(1)参照）。施設のモデル化の詳細

については，「4.6.1 解析モデル」の「(3) 構造物のモデル化」に示す。 

  

4.3.3 材料物性及び地盤物性のばらつき 

防波扉（荷揚場南）の地震時の応答は，周辺地盤との相互作用によることか

ら，地盤物性のばらつきの影響を考慮する。地盤物性のばらつきについては，表

4.3.3－1 に示す解析ケースにおいて考慮する。 

以下の理由から，防波扉（荷揚場南）の応答に与える影響が大きいと考えられ

る埋戻土の物性（初期せん断弾性係数）のばらつきについて影響を確認する。 

 

・広範囲に分布しており，動的変形特性にひずみ依存性があるため，地震時の

繰返し載荷により剛性低下することから，剛性の違いが地盤応答に影響し，

防波扉（荷揚場南）の応答に影響する。 

・地震時の繰返し載荷により液状化し，有効応力が低下することから，剛性の

違いが改良地盤に対する主動土圧に影響し，防波扉（荷揚場南）の応答に影

響する。 

 

詳細な解析ケースの考え方は，「4.3.5 解析ケース」に示す。 

 

表 4.3.3－1 有効応力解析における解析ケース 

解析ケース 

地盤物性 

埋戻土 

（Ｇ０：初期せん断弾性係数） 

岩盤 

（Ｇｄ：動せん断弾性係数） 

ケース① 

（基本ケース） 
平均値 平均値 

ケース② 平均値＋１σ 平均値 

ケース③ 平均値－１σ 平均値 

 

4.3.4 減衰係数 

Rayleigh 減衰を考慮することとし，剛性比例型減衰を設定する。 
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 4.3.5 解析ケース 

(1) 地震応答解析 

地震応答解析においては，全ての基準地震動Ｓｓに対し，解析ケース①（基本

ケース）を実施する。全ての基準地震動Ｓｓに対して実施したケース①の解析に

おいて，各照査値が最も厳しい地震動を用いて，解析ケース②及び③を実施す

る。 

地震応答解析における解析ケースを表 4.3.5－1 に示す。 

 

表 4.3.5－1 地震応答解析における解析ケース 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③ 

基本 

ケース 

地盤物性のばらつき

（＋１σ）を考慮した

解析ケース 

地盤物性のばらつき

（－１σ）を考慮した

解析ケース 

地盤物性 平均値 平均値＋１σ 平均値－１σ 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

＋－＊ ○   

－－＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○   

－＋＊ 〇   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ ○   

－＋＊ 〇   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ ○   

－＋＊ 〇   

注記＊：地震動の位相について，（＋＋）の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」

は位相を反転させたケースを示す。 

 

(2) 地震応答解析結果に基づいた設計震度による評価 

防波扉（鋼製扉体）及び漂流物対策工（鋼製扉体）については，「3. 固有値

解析」より剛構造として扱うため，地震応答解析の解析ケース①の結果に基づ

き，設置床の最大応答加速度から算定した震度に対して十分な安全裕度をもった

設計震度を設定し，静的に評価を行う。設計震度の評価結果について，防波扉は

表 6.2－1 に，漂流物対策工は表 6.3－1 に示す。  

基準地震動Ｓｓ（6 波）に位相反転を考
慮した地震動（6 波）を加えた全 12 波
に対し，ケース①（基本ケース）を実施
し，曲げ・軸力系の破壊，せん断破壊及
び基礎地盤の支持力照査の各照査項目
ごとに照査値が 0.5 を超える照査項目
に対して，最も厳しい（許容限界に対す
る裕度が最も小さい）地震動を用いてケ
ース②及び③を実施する。 
すべての照査項目の照査値がいずれも
0.5 以下の場合は，照査値が最も厳しく
なる地震動を用いてケース②及び③を
実施する。 
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4.4 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

4.4.1 耐震評価上考慮する状態 

防波扉（荷揚場南）の地震応答解折において，地震以外に考慮する状態を以下に

示す。 

(1) 運転時の状態 

発電用原子炉が運転状態にあり,通常の条件下におかれている状態。ただし，運

転時の異常な過渡変化時の影響を受けないことから考慮しない。 

(2) 設計基準事故時の状態 

設計基準事故時の影響を受けないことから考慮しない。 

(3) 設計用自然条件 

積雪及び風の荷重を考慮する。 

(4) 重大事故等時の状態 

重大事故等時の状態の影響を受けないことから考慮しない。 

 

4.4.2 荷重 

防波扉（荷揚場南）の地震応答解析において，考慮する荷重を以下に示す。 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，躯体自重（鋼製扉体を含む）を考慮する。 

(2) 積雪荷重（Ｐｓ） 

積雪荷重は，発電所最寄りの気象官署である松江地方気象台（松江市）での観測

記録（1941～2018 年）より，観測史上 1 位の月最深積雪 100cm（1971 年 2 月 4 日）

に平均的な積雪荷重を与えるための係数 0.35 を考慮した 35.0 ㎝とする。積雪荷重

については，松江市建築基準法施行細則により，積雪量 1cm ごとに 20N/m2 の積雪荷

重が作用することを考慮し設定する。 

(3) 風荷重（Ｐｋ） 

平成 12 年 5 月 31 日建設省告示第１４５４号に定められた松江市の基準風速

30m/s を使用する。浸水防護施設が設置される状況に応じて，建築基準法及び建設

省告示第１４５４号に基づき，ガスト影響係数等を適切に設定して算出する。 

(4) 地震荷重（Ｓｓ） 

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。 
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4.4.3 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 4.4.3－1 に示す。 

 

表 4.4.3－1 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｐｓ＋Ｐｋ＋Ｓｓ 

Ｇ  ：固定荷重 

Ｐｓ ：積雪荷重 

Ｐｋ ：風荷重 

Ｓｓ：地震荷重 
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4.5 入力地震動 

入力地震動は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土木構造

物」に示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを一

次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価したものを用いる。なお，入力地

震動の設定に用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」の

うち「7.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル」を用いる。 

図 4.5－1 に入力地震動算定の概念図を，図 4.5－2～図 4.5－13 に入力地震動の加速

度時刻歴波形及び加速度応答スペクトルを示す。入力地震動の算定には，解析コード「Ｓ

ＨＡＫＥ」を使用する。解析コードの検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計

算機プログラム(解析コード)の概要」に示す。 

 

 

 

 

 

図 4.5－1 入力地震動算定の概念図 
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図 4.5－2 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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図 4.5－3 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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図 4.5－4 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１） 

  

971



 

2.2.3－56 

 

 

 

 

図 4.5－5 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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図 4.5－6 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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図 4.5－7 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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図 4.5－8 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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図 4.5－9 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１） 

 

  

976



 

2.2.3－61 

 

 

 

 

図 4.5－10 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ方向）） 
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図 4.5－11 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ方向）） 
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図 4.5－12 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ方向）） 
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図 4.5－13 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ方向）） 
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4.6 解析モデル及び諸元 

4.6.1 解析モデル 

防波扉（荷揚場南）の地震応答解析モデルを図 4.6.1－1 に示す。 

 

(1) 解析領域 

地震応答解析モデルは，境界条件の影響が地盤及び構造物の応力状態に影響を

及ぼさないよう，十分広い領域とする。具体的には，ＪＥＡＧ４６０１-1987 を参

考に，図 4.6.1－2 に示すとおりモデル幅を構造物基礎幅の 5 倍以上，構造物下端

からモデル下端までの高さを構造物幅の 2 倍以上確保する。なお，対象断面によ

って，地層形状に合わせてモデル化領域を調整する。 

地盤の要素分割については，波動をなめらかに表現するために，対象とする波

長の 5 分の 1 程度を考慮し，要素高さを 1m 程度以下まで細分割して設定する。 

解析モデルの下端については，EL -50m までモデル化する。 

2 次元地震応答解析モデルは，検討対象構造物とその周辺地盤をモデル化した不

整形地盤に加え，この不整形地盤の左右に広がる地盤をモデル化した自由地盤で構

成される。この自由地盤は，不整形地盤の左右端と同じ地質構成を有する一次元地

盤モデルである。2 次元地震応答解析における自由地盤の常時応力解析から不整形

地盤の地震応答解析までのフローを図 4.6.1－3 に示す。 
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図 4.6.1－2 モデル化範囲の考え方 

 

 

 

 

図 4.6.1－3 自由地盤の常時応力解析から不整形地盤の地震応答解析までのフロー 

 

 

  

③不整形地盤（2次元有限
要素法）の常時応力解析

不整形地盤（2次元有限要素法）の地震応答解析

①自由地盤の常時応力解析

②自由地盤の地震応答解析
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(2) 境界条件 

a. 常時応力解析時 

常時応力解析は，地盤や構造物の自重及び風荷重等の静的な荷重を載荷する

ことによる常時の応力を算定するために行う。そこで，常時応力解析時の境界

条件は底面固定とし，側方は自重等による地盤の鉛直方向の変形を拘束しない

よう鉛直ローラーとする。境界条件の概念図を図 4.6.1－4 に示す。 

 

 

図 4.6.1－4 常時応力解析における境界条件の概念図 

 

b. 地震応答解析時 

地震応答解析時の境界条件については，有限要素解析における半無限地盤を

模擬するため，粘性境界を設ける。底面の粘性境界については，地震動の下降

波がモデル底面境界から反無限地盤へ通過していく状態を模擬するため，ダッ

シュポットを設定する。側方の粘性境界については，自由地盤の地盤振動と不

整形地盤側方の地盤振動の差分が側方を通過していく状態を模擬するため，自

由地盤の側方にダッシュポッドを設定する。境界条件の概念図を図 4.6.1－5 に

示す。 

 

 

図 4.6.1－5 地震応答解析における境界条件の概念図 

自

由
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(3) 構造物のモデル化 

地震応答解析において，構造物については線形はり要素及び平面ひずみ要素で

モデル化する。なお，2 次元地震応答解析モデルの奥行きは，防波扉基礎である鋼

管杭の間隔の最大値 4.7m を設定する（図 2.2－4(1)参照）。構造物のモデル化の

概念図を図 4.6.1－6 に示す。 

 

  

図 4.6.1－6 構造物のモデル化の概念図 

 

 

    a. 防波扉 

防波扉基礎スラブ及び防波扉（鋼管杭）は，線形はり要素でモデル化し，はり

要素の交点は剛結合とする。 

防波扉（鋼製扉体）については，「3. 固有値解析」より剛構造として扱うこ

とから，防波扉基礎スラブの中心の節点において付加重量として設定すること

で，地震時慣性力を考慮する。 

    b. 漂流物対策工 

漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）は，図心位置において線形はり要素でモデル

化する。線形はり要素の断面二次モーメントについては，図 4.6.1－7 に示すよう

に，支承部を設けている支柱（東側）の主部全体の断面二次モーメントを求め，支

柱幅（5.6m）で除すことで支柱幅 1m 当たりの断面二次モーメントを算出し，その

値にモデル奥行き 4.7m（図 2.2－4(1)参照）を乗じたものを設定値とする。なお，

戸当り部については，剛性に寄与しないものと判断し，重量のみ考慮する。（支柱

照査用断面は「4.9 評価方法」に示す。） 
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漂流物対策工基礎スラブ

防波扉基礎スラブ

防波扉（鋼製扉体）
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上端と下端で半分ずつ負担
鋼製扉体の重量は

基礎スラブの中心で負担
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2.2.3－70 

 

漂流物対策工（鋼製扉体）は，「3. 固有値解析」より剛構造として扱うこと及

び戸当り（ＲＣ支柱）に支承部で固定されることから，漂流物対策工戸当り（ＲＣ

支柱）の上下端の節点において付加重量として設定することで，地震時慣性力を

考慮する。 

漂流物対策工基礎スラブについては，厚さ 4m の鉄筋コンクリートを地中に設置

することから，埋込み効果を適切に考慮するために平面ひずみ要素としてモデル

化する。なお，漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）と基礎スラブの境界部については

剛はり要素でモデル化する。 

 

 

 

図 4.6.1－7 漂流物対策工（ＲＣ支柱）のモデル化範囲 
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    c. 照査範囲を踏まえたモデル化の考え方 

漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブに対する照査実施範囲は，曲

げについては道路橋示方書（図 4.6.1－9），せん断についてはコンクリート標準

示方書［構造性能照査編］（土木学会，2002 年制定）（図 4.6.1－10）に基づ

き，図 4.6.1－8 に示すように，支柱と基礎スラブの接続部は照査対象外とし，部

材端より外側を対象とする。 

照査範囲を踏まえ，漂流物対策工のＲＣ支柱と基礎スラブの接続部の上端は，

剛梁要素でモデル化する。 

 

 

図 4.6.1－8 モデル化の概念図及び照査範囲（漂流物対策工） 

  

埋戻土 改良地盤①，②

ＭＭＲ

改良地盤③

：照査実施要素（はり要素）

：剛はり要素

：照査実施要素（平面ひずみ要素）

：接続部
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2.2.3－72 

 

 

図 4.6.1－9 照査に用いる断面力の算定位置の根拠（道路橋示方書） 

 

 

 

 

図 4.6.1－10 照査に用いる断面力の算定位置の根拠（コンクリート標準示方書） 

 

  

部
材
端

部
材
端

988



 

2.2.3－73 

 

(4) 地盤のモデル化 

岩盤は線形の平面ひずみ要素でモデル化する。埋戻土及び改良地盤は，地盤の非

線形性を考慮するためマルチスプリング要素でモデル化し，地下水位以深の要素は

間隙水要素を重ねて定義する。動的変形特性には，双曲線モデル（H-D モデル）を

用いる。そのうち，埋戻土は，液状化パラメータを設定することで，地震時の有効

応力の変化に応じた非線形せん断応力～せん断ひずみ関係を考慮する。 

(5) ジョイント要素の設定 

地盤と構造体の接合面の法線方向に対して地震時の引張荷重を与えると，地盤

は構造体から剥離する特徴がある。また，地盤と構造体の接合面のせん断方向に

対して地震時のせん断荷重を与え，せん断ひずみを増加させていくと，地盤及び

構造体のせん断応力は上限に達し，それ以上はせん断応力が増加しなくなる特徴

がある。 

時刻歴応答解析では，地震時における実挙動を正確に把握するために，地盤と

構造体の接合面にジョイント要素を設定し，地震時の地盤と構造体の接合面にお

ける剥離及びすべりを考慮する。 

ジョイント要素は，地盤と構造体の接合面で法線方向及びせん断方向に対して

設定する。法線方向については，常時状態以上の引張荷重が生じた場合，剛性及

び応力をゼロとし，剥離を考慮する。せん断方向については，地盤と構造体の接

合面におけるせん断抵抗力以上のせん断荷重が生じた場合，せん断剛性をゼロと

し，すべりを考慮する。 

せん断強度τf は次式の Mohr－Coulomb 式により規定される。 

鉛直方向のジョイント要素の粘着力 c 及び内部摩擦角φは，港湾基準（図 4.6.1

－11 参照）に準拠し，ｃ=0，φ=15°に設定する。 

水平方向のジョイント要素の粘着力 c 及び内部摩擦角φは，「港湾構造物設計

事例集（沿岸技術研究センター，平成 19 年 3 月）」（以下「港湾構造物設計事例

集」とする。）（図 4.6.1－12 参照）に準拠し，静止摩擦係数μから，ｃ=0，φ

=tan-1(μ)より設定する。静止摩擦係数μの値は，港湾基準（図 4.6.1－13 参照）

に準拠し，隣り合う地盤等に応じた静止摩擦係数を用いる。 

ジョイント要素の粘着力及び内部摩擦角を表 4.6.1－1 に，ジョイント要素の配

置を図 4.6.1－14 に示す。 

 

τf＝ｃ＋σ’tanφ 

ここで， 

 τf：せん断強度 

 ｃ ：粘着力 

      φ ：内部摩擦角  
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2.2.3－74 

 

 

図 4.6.1－11 ジョイント要素（鉛直方向）の物性値の設定根拠（港湾基準抜粋） 

 

990



 

2.2.3－75 

 

 

図 4.6.1－12 ジョイント要素（水平方向）の物性値の設定根拠 

（港湾構造物設計事例集抜粋） 

 

 

図 4.6.1－13 ジョイント要素（水平方向）の物性値設定に用いる静止摩擦係数 

（港湾基準抜粋） 
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表 4.6.1－1 ジョイント要素の粘着力と内部摩擦角 

接合条件 粘着力ｃ 

（N/mm2） 

内部摩

擦角φ 

（°） 

備考 

 材料１ 材料２ 

鉛
直
方
向 

境
界
１ 

埋戻土 

改良地盤①② 

0 15.0 

構造物の壁面摩擦角の設定方

法を準用し，ｃ=0，φ=15°

と設定 

改良地盤③ 

ＭＭＲ 

漂流物対策工 

改良地盤 

①② 

ＭＭＲ 

漂流物対策工 

改良地盤③ ＭＭＲ 

水
平
方
向 

境
界
２ 

改良地盤 

①② 

漂流物対策工 

0 26.57 

剛性の高い岩盤等の境界であ

るため，「コンクリートとコ

ンクリート」及び「コンクリ

ートと岩盤」の静止摩擦係数

（μ=0.50）より，φ=tan-

1(μ)≒26.57° 

防波扉基礎 

ＭＭＲ 漂流物対策工 

岩盤 改良地盤③ 
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項目 
粘着力ｃ 

（N/mm2） 

内部摩擦角φ 

（°） 

鉛直方向 境界１ 0 15.00 

水平方向 境界２ 0 26.57 

 

図 4.6.1－14 荷揚場南断面におけるジョイント要素の配置図 
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2.2.3－78 

 

ジョイント要素のばね定数は，港湾構造物設計事例集を参考に，数値解析上，不

安定な挙動を起こさない程度に周囲材料の剛性よりも十分に大きな値を設定する。

表 4.6.1－2 にジョイント要素のばね定数を示す。 

また，ジョイント要素の力学特性を図 4.6.1－15 に示す。 

 

 

表 4.6.1－2 ジョイント要素のばね定数 

項目 
せん断剛性ｋｓ 

（kN/m3） 

圧縮剛性ｋｎ 

（kN/m3） 

境界１，２ 1.0×106 1.0×106 

 

 

 

 

図 4.6.1－15 ジョイント要素の力学特性 
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(6) 杭―地盤相互作用ばね及び杭下端非線形ばねの設定 

地盤と杭が接している箇所の側方境界部に杭―地盤相互作用ばねを設けること

により，地盤と杭の相互作用における３次元効果を２次元モデルで適切に考慮す

る。 

杭―地盤相互作用ばねの杭軸直角方向のばね定数は，「FLIP 研究会 14 年間の検

討成果まとめ理論編」に従い，杭径及び杭間隔より設定される値を用いる。ま

た，軸方向では，杭―地盤相互作用ばねはモデル化していない。 

 

杭下端境界部に圧縮応力の上限値を有さない非線形ばねを設けることにより，

杭下端における地盤と杭の相互作用を適切に考慮する。 

杭下端の杭軸方向について設定する非線形ばねは，常時状態以上の引張が生じ

た場合，剛性及び応力をゼロとし，剥離を考慮する。 

ジョイント要素のばね定数は，港湾構造物設計事例集を参考に，数値解析上，不

安定な挙動を起こさない程度に周囲材料の剛性よりも十分に大きな値を設定する。 

 

図 4.6.1－16 に荷揚場南断面における杭―地盤相互作用ばね及び杭下端非線形

ばねの配置図，表 4.6.1－3 に非線形ばね定数，図 4.6.1－17 に非線形ばねの力学

特性を示す。 
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図 4.6.1－16 荷揚場南断面における杭―地盤相互作用ばね及び 

杭下端非線形ばねの配置図 

 

 

表 4.6.1－3 非線形ばね定数 

項目 
圧縮剛性ｋｎ 

（kN/m3） 

杭下端 1.0×106 

 

 

 

 

図 4.6.1－17 非線形ばね定数の力学特性 

  

漂流物対策工 
防波扉基礎 

鋼管杭 

：構造物（線材） 

：杭－地盤相互作用ばね 

：非線形ばね（杭下端） 
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  4.6.2 使用材料及び材料の物性値 

使用材料を表 4.6.2－1 に，材料の物性値を表 4.6.2－2 に示す。 

 

表 4.6.2－1(1) 使用材料（防波扉） 

材料 諸元 

コンクリート 
防波扉戸当り（ＲＣ支

柱）及び基礎スラブ 
設計基準強度：24N/mm2 

鋼材 

防波扉（鋼製扉体） SM490，SS400 

防波扉（鋼管杭）＊ φ1200mm，t=25mm（SKK490） 

鉄筋 SD345 

注記＊：「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（日本道路協会，2002 年）」

に基づき腐食代 1mm を考慮する。杭体の断面照査において，腐食代 1mm による断面

積の低減を考慮する。 

 

表 4.6.2－1(2) 使用材料（漂流物対策工） 

材料 諸元 

コンクリート 
漂流物対策工戸当り（ＲＣ

支柱）及び基礎スラブ 
設計基準強度：40N/mm2 

鋼材 
漂流物対策工（鋼製扉体） SBHS700, SM570 

鉄筋 SD345 

 

表 4.6.2－2(1) 材料の物性値（防波扉） 

材料 
単位体積重量 

（kN/m2） 

ヤング係数 

（N/mm2） 
ポアソン比 

鉄筋コンクリート 24.0＊1 2.5×104＊1 0.2＊1 

鋼管杭 77.0＊2 2.0×105＊2 0.3＊2 

注記＊1：道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（日本道路協会，2002 年） 

  ＊2：コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（土木学会，2002 年） 

 

表 4.6.2－2(2) 材料の物性値（漂流物対策工） 

材料 
単位体積重量 

（kN/m2） 

ヤング係数 

（N/mm2） 
ポアソン比 

鉄筋コンクリート 24.0＊ 3.1×104＊ 0.2＊ 

注記＊：道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（日本道路協会，2002 年） 

 

  

997



 

2.2.3－82 

 

4.6.3 地盤の物性値 

地盤の物性値は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定している

物性値を用いる。地盤の物性値を表 4.6.3－1～表 4.6.3－4 に示す。 

 

表 4.6.3－1 地盤の解析用物性値（有効応力解析，液状化検討対象層） 

 埋戻土 

物
理
特
性 

密度        ρ＊（g/cm3） 
2.11 

【2.00】 

間隙率       n 0.45 

変
形
特
性 

動せん断弾性係数  Gma（kN/m2） 162,400 

基準平均有効拘束圧 σma
’ （kN/m2） 98.0 

ポアソン比     ν 0.33 

減衰定数の上限値  hmax 0.095 

強
度
特
性 

粘着力       c’ （kN/m2） 0.00 

内部摩擦角     φ’（°） 39.81 

液
状
化
特
性 

変相角       φp（°） 28 

液状化パラメータ 

S1 0.005 

w1 4.238 

P1 0.500 

P2 0.990 

C1 2.016 

注記＊：括弧内【】の数字は地下水位以浅の数値を表す。 
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表 4.6.3－2 地盤の解析用物性値（有効応力解析，改良地盤） 

対象施設 防波扉（荷揚場南） 

種別（工法，地盤種別） 
改良地盤①，② 

（薬液注入） 

改良地盤③ 

（薬液注入） 

物
理
特
性 

密度        ρ＊（g/cm3） 
2.11 

【2.00】 
2.11 

間隙率       n 0.45 0.45 

変
形
特
性 

動せん断弾性係数  Gma（kN/m2） 756,600 947,300 

基準平均有効拘束圧 σma
’（kN/m2） 98.0 98.0 

ポアソン比     ν 0.33 0.33 

減衰定数の上限値  hmax 0.095 0.095 

強
度
特
性 

粘着力       c’ （kN/m2） 628 1140 

内部摩擦角     φ’（°） 38.00 40.54 

注記＊：括弧内【】の数字は地下水位以浅の数値を表す。 
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表 4.6.3－3 改良地盤①～③の残留強度及び引張強度 

地盤 
残留強度 

引張強度（N/mm2） 
Ｃ’（N/mm2） φ’（°） 

改良地盤①，② 0.091 46.08 0.258 

改良地盤③ 0.205 42.71 0.495 

 

表 4.6.3－4 地盤の解析用物性値 

（有効応力解析（１，２号機エリア）） 

 

 

4.6.4 地下水位 

設計用地地下水位は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に従い設定す

る。設計用地下水位を表 4.6.4－1 に示す。 

 

表 4.6.4－1 設計用地下水位の一覧 

施設名称 設計用地下水位 

防波扉（荷揚場南） 
漂流物対策工より陸側：EL 5.5m 

漂流物対策工より海側：EL 0.58m 
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4.7 評価対象部位 

評価対象部位は，防波扉（荷揚場南）の構造上の特徴を踏まえ設定する。 

 

4.7.1 施設・地盤の健全性評価 

施設・地盤の健全性評価に係る評価対象部位は，防波扉（鋼製扉体），防波扉戸

当り（ＲＣ支柱），防波扉基礎スラブ，防波扉（鋼管杭），漂流物対策工（鋼製扉

体），漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱），漂流物対策工基礎スラブ及び改良地盤①

～③とする。 

 

4.7.2 基礎地盤の支持性能評価 

基礎地盤の支持性能評価に係る評価対象部位は，防波扉（荷揚場南）を支持する

基礎地盤（鋼管杭を支持する岩盤，ＭＭＲ，改良地盤並びにＭＭＲ及び改良地盤直

下の岩盤）とする。 
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4.8 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

4.8.1 防波扉 

(1) 防波扉（鋼製扉体） 

防波扉（鋼製扉体）の許容限界は，「ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説編・

設備計画マニュアル編）（ダム・堰施設技術基準協会，2016 年 3 月）」に基づき，

表 4.8.1－1 に示すとおりとする。 

 

表 4.8.1－1(1) 防波扉（鋼製扉体，戸当り）の許容限界（1/2） 

部材 材質 許容応力度(N/mm2) 
短期許容応力度 

(N/mm2) 

主横桁 SM490 
許容曲げ応力度σca 160 240 

許容せん断応力度τa 90 135 

補助縦桁 SS400 
許容曲げ応力度σca 120 180 

許容せん断応力度τa 70 105 

端縦桁 SM490 許容圧縮応力度σca 160 240 

車輪 SCS3 許容接触応力度ｐa  640＊1 960 

車輪軸 S45C-H 
許容曲げ応力度σa 245 367 

許容せん断応力度τa 140 210 

車輪軸受け 
自動調心 

ころ軸受 
基本静定格荷重 Ccr  

1050 

(kN) 

700＊2 

(kN) 

注記＊1：ダム・堰施設技術基準（案）に基づき，ｐa=(9.8ＨB)／(2ν)より算出する。ＨB は

ローラのブリネル硬さ（170），νは安全率（線接触：1.3）で次のように算出され

る。 

ｐa=(9.8×170)／(2×1.3)=640(N/mm2) 

＊2：ダム・堰施設技術基準（案）に基づき，許容荷重は以下の式により算出する。 

Ｃcr’=Ｃcr／ｆ 

      ここに，Ｃcr’：車輪軸受けの許容荷重（700kN） 

          Ｃcr ：基本静定格荷重（1050kN） 

 ｆ  ：安全係数（1.5） 
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表 4.8.1－1(2) 防波扉（鋼製扉体，戸当り）の許容限界（2/2） 

部材 材質 許容応力度(N/mm2) 
短期許容 

応力度(N/mm2) 

レール 

SUS304N2 許容曲げ圧縮応力度σca 170＊ 255 

SM490 
許容曲げ引張応力度σa 160 240 

許容せん断応力度τa 90 135 

レール(腹板) SM490 許容支圧応力度σba 240 360 

ロック装置 

SUS630 

H1150 

許容曲げ応力度σca 360＊ 540 

許容せん断応力度τa 207＊ 310 

SUS304 許容支圧応力度σba 150 225 

支圧板 SUS304 許容支圧応力度σｐa 150 225 

海側戸当り 

（底面フランジ） 
SS400 許容曲げ応力度σca 120 180 

海側戸当り 

（コンクリート） 
Fc24 

許容支圧応力度σcba 5.9 8.8 

許容せん断応力度τca 0.40 0.60 

注記＊：ダム・堰施設技術基準（案）に基づき，許容曲げ応力度は降伏点の応力度を安全率

2.0 で割った値とし，また，許容せん断応力度はさらにその値を３の平方根で割っ

た値とした。 
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(2) 防波扉戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブ 

防波扉戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブの許容限界は，「コンクリート標準示

方書［構造性能照査編］」（土木学会，2002 年）に基づき，表 4.8.1－2 に示す短

期許容応力度とする。 

 

表 4.8.1－2 防波扉戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブの許容限界 

種別 許容応力度（N/mm2） 
短期許容応力度 

（N/mm2） 

コンクリート 

(Fc24) 

許容曲げ圧縮応力度 9 13.5 

許容せん断応力度 0.45 0.67 

鉄筋 

（SD345） 

許容曲げ引張応力度 196 294 

許容せん断応力度 196 294 

 

 

(3) 防波扉（鋼管杭） 

      防波扉（鋼管杭）の許容限界は，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・

同解説（日本道路協会，2002 年 3 月）」及び「港湾の施設の技術上の基準・同解説

（日本港湾協会，1999 年 4 月）」に基づき，表 4.8.1－3 に示す降伏点強度及び短

期許容応力度とする。 

 

表 4.8.1－3 防波扉（鋼管杭）の許容限界 

種別 
杭径 

(mm) 

杭板厚 

(mm) 
鋼種 

降伏基準点 

ｆｙ（N/mm2） 

せん断許容応力度 

ｒａ（N/mm2） 

鋼管杭 1200 25＊ SKK490 315 157 

注記＊：「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（日本道路協会，2002 年 3 月）」

に基づき，腐食代 1mm を考慮する。杭の断面計算及び杭の曲げ剛性の算出をする際

は腐食代の断面積の低減を考慮する。 
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(4) 改良地盤 

改良地盤の許容限界は，「耐津波設計に係る工認審査ガイド」を準用し，表 4.8.1

－4 に示すすべり安全率を設定する。 

 

表 4.8.1－4 改良地盤の許容限界 

評価項目 許容限界 

すべり安全率 1.2 以上 

 

 

(5) 基礎地盤 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係

る基本方針」に基づき，支持力試験及び「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・

同解説（日本道路協会，2002 年 3 月）」により設定する。基礎地盤の許容限界を表

4.8.1－5 に示す。 

 

表 4.8.1－5 基礎地盤の許容限界 

評価項目 基礎地盤 許容限界（N/mm2） 

極限支持力度 岩盤 
CH 級 

9.8 
CM 級 
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4.8.2 漂流物対策工 

   (1) 漂流物対策工（鋼製扉体） 

漂流物対策工（鋼製扉体）の許容限界は，「ダム・堰施設技術基準（案）（基準

解説編・設備計画マニュアル編）」（ダム・堰施設技術基準協会，2016 年 3 月）に

基づき，表 4.8.2－1 に示す短期許容応力度とする。 

 

表 4.8.2－1(1) 漂流物対策工（鋼製扉体，戸当り）の許容限界（1/3） 

部材 材質 許容応力度(N/mm2) 
短期許容 

応力度(N/mm2) 

主横桁 
SBHS700 許容曲げ応力度σca 350＊1 525 

SM570 許容せん断応力度τa 129＊1 193 

張出桁 SBHS700 
許容曲げ応力度σca 350＊1 525 

許容せん断応力度τa 202＊1 303 

補助縦桁 SM570 
許容曲げ応力度σca 207＊1,＊2 310 

許容せん断応力度τa 129＊1 193 

端縦桁 SM570 許容圧縮応力度σca 225＊1 337 

注記＊1：ダム・堰施設技術基準（案）の解説に示すとおり，許容曲げ応力度は降伏点の応力

度を安全率 2.0 で割った値とし，また，許容せん断応力度はさらにその値を３の

平方根で割った値とした。 

＊2：補助縦桁に用いる構造用鋼材（SM570）の許容曲げ応力度は，ダム・堰施設技術基

準（案）及び道路橋示方書に基づき，横倒れ座屈に対する配慮として許容応力度

を下記の計算式により算出する。 

圧縮フランジがスキンプレート等で固定されていない場合 

Ｌ／ｂ≦10／Ｋ：σca＝225(N/mm2) 

10／Ｋ＜Ｌ／Ｂ≦25：σca＝225－2.9(ＫＬ／ｂ－10)(N/mm2) 

          K = √3 +
Aw

2Ac
 

ここに，Ｌ ：圧縮フランジの固定点間距離(mm) 
ｂ ：圧縮フランジの幅(mm) 
Ａw ：腹板の総断面積(mm2) 
Ａc ：圧縮フランジの総断面積(mm2)  

但し，Aw／Ac＜2 の場合は K＝2 とする 
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表 4.8.2－1 (2) 漂流物対策工（鋼製扉体，戸当り）の許容限界（2/3） 

部材 材質 許容応力度(N/mm2) 
短期許容 

応力度(N/mm2) 

支承部 

（上部支承軸） 

SUS630 

H1150 

許容曲げ応力度σa 360＊1 540 

許容せん断応力度τa 207＊1 310 

支承部 

（下部支承軸） 
SUS304N2 

許容曲げ応力度σa 170＊1 255 

許容せん断応力度τa 98＊1 147 

支承部 

（下部支承軸受） 

SUS630 

H1150 
許容接触応力度ｐa  1357＊2 2035 

支承軸受け 
自動調心 

ころ軸受 
基本静定格荷重 Ccr  

3210 

(kN) 

2140＊3 

(kN) 

支承部 

（浮上防止金物） 
SUS304 

許容曲げ応力度σa 100 150 

許容せん断応力度τa 60 90 

支承部 

（浮上防止金物固定ボルト） 
SUS304N2 

許容軸方向 

引張応力度σa 
170*１ 255 

支承アンカー 

(上部アンカーボルト) 
S45C-H 

許容軸方向 

引張応力度σa 

245 367 

支承アンカー 

(下部アンカーボルト) 
S45C-H 

許容軸方向 

引張応力度σa 

245 367 

上部支承アンカー 

(コンクリート) 
Fc40 

許容支圧応力度σcba 5.9 8.8 

許容せん断応力度τca 0.40 0.60 

下部支承アンカー 

(コンクリート) 
Fc40 

許容支圧応力度σcba 5.9 8.8 

許容せん断応力度τca 0.40 0.60 

注記＊1：ダム・堰施設技術基準（案）に基づき，許容曲げ応力度は降伏点の応力度を安全

率 2.0 で割った値とし，また，許容せん断応力度はさらにその値を３の平方根で

割った値とした。 

＊2：ダム・堰施設技術基準（案）に基づき，ｐa=(9.8ＨB)／(2ν)より算出する。ＨB は

ローラのブリネル硬さ（277），νは安全率（点接触：1.0）で次のように算出さ

れる。ｐa=(9.8×277)／(2×1.0)=1357(N/mm2)  

＊3：ダム・堰施設技術基準（案）に基づき，許容荷重は以下の式により算出する。 

    Ｃcr’=Ｃcr／ｆ 

       ここに，Ｃcr’：車輪軸受けの許容荷重（2140kN） 

           Ｃcr ：基本静定格荷重（3210kN） 

  ｆ ：安全係数（1.5） 
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表 4.8.2－1 (3) 漂流物対策工（鋼製扉体，戸当り）の許容限界（3/3） 

部材 材質 許容応力度(N/mm2) 
短期許容 

応力度(N/mm2) 

ロックビーム SM570 
許容曲げ応力度σca 225＊ 337 

許容せん断応力度τa 129＊ 193 

支圧板 SUS304 許容支圧応力度σｐa 150 225 

戸当り（腹板） SM400 許容支圧応力度σba 180 270 

戸当り 

（底面フランジ） 
SBHS700 許容曲げ応力度σca 350＊ 525 

戸当り 

（コンクリート） 
Fc40 

許容支圧応力度σcba 5.9 8.8 

許容せん断応力度τca 0.40 0.60 

注記＊：ダム・堰施設技術基準（案）に基づき，許容曲げ応力度は降伏点の応力度を安全率

2.0 で割った値とし，また，許容せん断応力度はさらにその値を３の平方根で割っ

た値とした。 
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(2) 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブ 

漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブの許容限界は，「コンクリート

標準示方書［構造性能照査編］」（土木学会，2002 年）に基づき，表 4.8.2－2 に

示す短期許容応力度とする。 

 

表 4.8.2－2 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブの許容限界 

種別 許容応力度（N/mm2） 
短期許容応力度 

（N/mm2） 

コンクリート 

(Fc40) 

許容曲げ圧縮応力度 14 21 

許容せん断応力度 0.55 0.82 

鉄筋 

(SD345) 

許容曲げ引張応力度 196 294 

許容せん断応力度 196 294 

 

 

(3) 基礎地盤 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係

る基本方針」に基づき，支持力試験及び「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・

同解説（日本道路協会，2002 年 3 月）」により設定する。 

ＭＭＲの健全性に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」

に基づき，下表に示すとおり設定する。 

基礎地盤の許容限界を表 4.8.2－3 に示す。 

 

表 4.8.2－3 基礎地盤の許容限界 

評価項目 基礎地盤 許容限界（N/mm2） 

極限支持力度 

岩盤 
CH 級 

9.8 
CM 級 

改良地盤 1.4 

ＭＭＲ 

18.0 

せん断強度 3.60＊ 

引張強度 1.57＊ 

注記＊：設計基準強度ｆ´
ck（＝18.0kN/mm2）に基づき，せん断強度はｆ´

ck／5，引張強度 

は 0.23ｆ´
ck により算定する。 
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4.9 評価方法 

防波扉（荷揚場南）の耐震評価は，地震応答解析に基づいて算定した発生応力が「4.8 

許容限界」で設定した許容限界以下となることを確認する。応力算定式以外の方法によ

る応力度の算定には，解析コード「ＲＣ断面計算」を使用する。なお，解析コードの検

証，妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」

に示す。 

 

4.9.1 防波扉 

(1) 防波扉（鋼製扉体）及び戸当り（ＲＣ支柱） 

防波扉（鋼製扉体）は，扉体（スキンプレート，主横桁，補助縦桁，端縦桁，及

び袖桁），車輪，レール，ガイドローラ，ロック装置，支圧板，戸当り及び防波扉

戸当り（ＲＣ支柱）で構成されている。地震時荷重に対して，応力算定式により，

扉体（主横桁，補助縦桁及び端縦桁），車輪，レール，ロック装置，支圧板及び戸

当り並びに防波扉戸当り（ＲＣ支柱）の耐震評価を行う。 

地震時荷重については，設計震度から算定した地震時慣性力を作用範囲において

等分布荷重で設定する。設計震度は，「3. 固有値解析」より防波扉（鋼製扉体）

を剛構造として扱うため，鋼製扉体の付加重量を設定した設置床の節点における地

震応答解析による最大応答加速度に基づき，保守的な値を設定する。設計震度の評

価結果については，「表 6.2－1 設計用地震力」に示す。 
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a. 主横桁 

主横桁は，扉体の支圧板と側部戸当りとの接触位置を支点とする両端ピン支持

の単純梁にモデル化し，水平荷重（地震時慣性力＋風荷重）から算定される応力

が許容限界以下であることを確認する。 

主横桁の照査対象部を図 4.9.1－1 に，主横桁のモデル図及び応力算定式を図

4.9.1－2 に示す。 

 

 

図 4.9.1－1 主横桁の照査対象部  
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断面力の計算 

・曲げモーメント 

M1 =
1

2
(W + W′)L1

2(
𝑎

L1
−

1

4
) 

・せん断力 

S1 =
1

2
(W + W′)L 

 

応力度の計算 

・曲げ応力度σc(N/mm2) 

σ
𝑐

=
M1

Z
 

・せん断応力度τ(N/mm2) 

τ =
S1

A 𝑤
 

 

図 4.9.1－2 主横桁のモデル図及び応力算定式 

  

ここに， 

Ｍ1 ：曲げモーメント（kN･m） 

Ｓ1 ：せん断力（kN） 

Ｗ ：地震時慣性力（kN/m） 

Ｗ’ ：風荷重（kN/m） 

Ｌ ：支間（m） 

ａ ：張り出し部（m） 

Ｌ1 ：正面水密幅（m） 

Ｚ ：断面係数（mm3） 

Ａw ：腹板断面積（mm2） 

 

（扉体平面図） 
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b. 補助縦桁 

補助縦桁は，水平荷重（地震時慣性力＋風荷重）を受ける単純梁として計算し，

その応力が許容限界以下であることを確認する。 

また，補助縦桁の照査対象部は，荷重と主横桁間隔を考慮し選定する。 

補助縦桁のモデル図及び応力算定式を図 4.9.1－3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面力の計算 

・曲げモーメント M(kN・m) 

＝M
Ｐ・ｍ

(3･ℓ2－ｍ2)
24   

・せん断力 S(kN) 

S ＝
Ｐ・ｍ

(ℓ－ｍ／2)
2  

応力度の計算 

・曲げ応力度σ(N/mm2) 

σ =
M

Z
 

・せん断応力度τ(N/mm2)  

τ =
Ｓ

A 𝑤
 

 

 

 

 

 

 

図 4.9.1－3 補助縦桁のモデル図及び応力算定式 

 

  

ここに， 

Ｐ ：水平荷重(kN/m2) 

 （地震時慣性力＋風荷重） 

ℓ ：主横桁間隔(m) 

ｍ ：補助縦桁間隔(m)  

Ｚ ：断面係数（mm3） 

Ａw ：腹板断面積（mm2） 

m/2  m/2 

Ｐ 

ℓ 

（扉体正面図） 
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c. 端縦桁 

端縦桁は，主横桁反力を支圧板，戸当りを介してコンクリート躯体に伝達する。

そのため，垂直補剛材を有するプレートガーダの荷重集中点として腹板強度の計

算を行い，算定される応力が許容限界以下であることを確認する。 

端縦桁の構造図及び応力算定式を図 4.9.1－4 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

端縦桁の圧縮応力度σc(N/mm2) 

𝜎𝑐 =
Ｒ・103

Ａ
q

 

 

 

 

 

 

図 4.9.1－4 端縦桁の構造図及び応力算定式 

 

  

ここに， 

Ｒ ：主横桁の支点反力（kN) 

Ａq ：補剛材の有効総断面積（mm２） 

Ａq＝Ａw＋Ａs 

Ａw＝bｗ・tｗ （端縦桁腹板） 

Ａs＝bｓ・tｓ （主横桁腹板） 

但し, Ａq≦1.7Ａs 

 

（扉体平面図） 

（扉体正面図） 

（扉体正面詳細図） 
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d. 車輪 

車輪は，左右 2 輪ずつ計 4 輪あり，鉛直荷重（扉体自重＋積雪荷重＋地震時慣

性力）に対して，接触応力度が許容限界以下であることを確認する。 

車輪軸は，車輪を支点とした両端ピン支持の単純梁にモデル化し，鉛直荷重か

ら算定される応力が許容限界以下であることを確認する。 

また，車輪軸受けには自動調心ころ軸受けを使用し，基本静定格荷重に対して

許容限界以下であることを確認する。 

車輪の構造図及び応力算定式を図 4.9.1－5 に示す。 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

車輪荷重 

R1 =
FL2

2L
 

R2 =
FL1

2L
 

車輪強度の照査（線接触の場合） 

ｐ = 0.591√
PrE1E2

B0R(E1 + E2)
 

Ｃ = 1.080√
PrR(E1+E2)

B0E1E2
 

 

 

 

 

図 4.9.1－5(1) 車輪の構造図及び応力算定式 

  

Rb 

 

Ra 

 

車輪軸 

車輪軸受け 

ここに， 

Ｆ ：鉛直荷重（kN） 

 （扉体自重＋積雪荷重＋地震時慣性力） 

Ｆv ：鉛直方向地震時慣性力（kN） 

Ｒ1 ：海側車輪荷重（kN） 

Ｒ2 ：陸側車輪荷重（kN） 

Ｌ ：レール支間（m） 

Ｌ1 ：扉体重心から海側車輪までの距離（m） 

Ｌ2 ：扉体重心から陸側車輪までの距離（m） 

ｐ ：ヘルツの接触応力度(N/mm2) 

Ｐr ：車輪荷重（N） 

Ｅ1 ：車輪の弾性係数(N/mm2) 

Ｅ2 ：レールの弾性係数(N/mm2) 

Ｂ0 ：車輪有効踏面幅(mm) 

Ｒ ：車輪半径(mm) 

Ｃ ：接触幅の 1/2(mm) 

（扉体側面図） 
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車輪軸の断面力 

Ｍ＝Ｒ1L3    Ｓ＝Ｒ1   

 

曲げ応力度σ(N/mm2)     

σ =
M

Z
 

せん断応力度τ(N/mm2) 

τ =
4Ｓ

3A 1
 

軸受け荷重Ｒa(自動調心ころ軸受) 

Ｒa＝Ｒ1 

 

図 4.9.1－5(2) 車輪の応力算定式 

 

 

 

 

 

 

  

ここに， 

Ｍ ：曲げモーメント(kN・m) 

Ｌ3 ：張出長さ（m） 

Ｚ ：軸の断面係数（mm3） 

Ｓ :せん断力(kN) 

Ａ1 ：軸の断面積（mm2） 

Ｒa ：軸受け荷重(kN) 
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e. レール 

レールは，図のような車輪荷重を受ける基礎材をピン支持とした単純梁とし

て算定される応力が許容限界以下であることを確認する。 

レールの構造図及び応力算定式を図 4.9.1－6 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

曲げモーメント 

M5 =
R1LM

4
 

せん断力 

S5 = R1 

 

曲げ圧縮応力度σc(N/mm2) 

σ
𝑐

=
M5

Z2
 

曲げ引張応力度σt(N/mm2) 

σ
ｔ

=
M5

Z1
 

せん断応力度τ(N/mm2) 

τ =
S5

A w
 

腹板の支圧応力度σb(N/mm2)  

σ
𝑏

=
R1

bptw
 

bp＝2Ｃ＋2tf 

 

図 4.9.1－6 レールの構造図及び応力算定式 

  

ここに， 

Ｍ5 ：レールの曲げモーメント（kN･m） 

Ｒ1 ：車輪 1 輪に作用する最大荷重（kN） 

ＬM ：レール基礎材間隔（m） 

Ｓ5 ：レールのせん断力(kN) 

Ｚ1 ：引張側断面係数（mm3） 

Ｚ2 ：圧縮側断面係数（mm3） 

Ａw ：腹板断面積（mm2） 

ｂp ：腹板の受圧幅（mm) 

Ｃ ：接触幅の 1/2(mm) 

ｔw ：腹板の厚さ(mm) 

ｔf ：レール踏面板の厚さ(mm) 

（正面図） （断面図） 

R1

tf

tw
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f. ロック装置 

ロック装置は，図のように扉体に作用する水圧直角方向の地震時荷重を 2 組の

ロックピンから支持金物へ伝達し，扉体の移動を制限する。ロックピンは片持ち

梁にモデル化して算定される応力が許容限界以下であることを確認する。 

ロック装置の構造図及び応力算定式を図 4.9.1－7 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロックピン反力   Ｐ
2

=
Ｆ

h

n
 

ロックピン断面力 

Ｍ＝Ｐ2Ｌ7    Ｓ＝Ｐ2 

曲げ応力度σ(N/mm2) 

σ =
Ｍ

Ｚ
 

せん断応力度τ(N/mm2) 

τ =
Ｓ

Ａ
 

支圧応力度σb(N/mm2) 

σ
𝑏

=
Ｐ

2

bｈ
 

 

図 4.9.1－7 ロック装置の構造図及び応力算定式 

  

ここに， 

Ｐ2 ：ロックピン反力（kN） 

Ｆh ：地震時慣性力（kN） 

ｎ ：ロックピン数 

Ｌ7 ：片持ち梁長さ(m) 

Ｍ ：曲げモーメント(kN・m) 

Ｚ ：断面係数（mm3） 

Ｓ :せん断力(kN) 

Ａ ：ロックピンのせん断面積（mm2） 

ｂ ：ロックピン受圧幅（mm） 

ｈ ：ロックピン受圧長さ（mm） 

（断面図） 
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g. 支圧板 

  支圧板の面圧は扉体に作用する水平荷重（地震時慣性力＋風荷重）から求

め，算定される応力が許容限界以下であることを確認する。 

  支圧板の構造図及び応力算定式を図 4.9.1－8 に示す。 

 

支圧板の支圧応力度σp（N/mm2） 

σ
p

=
Ｐ

1

2ＣＬ
2

 

 

 

 

 

 

 

図 4.9.1－8 支圧板の構造図及び応力算定式 

  

（扉体平面図）

Ｌ

Ｌ1

海側

陸側

海側

陸側

戸当り

扉体

支圧板

c

端縦桁

スキンプレート

ここに， 

Ｐ1 ：水平荷重(kN) 

 （地震時慣性力＋風荷重） 

Ｃ ：支圧板の有効幅 

Ｌ2 ：扉体高さ（mm） 
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h. 戸当り 

地震時の作用荷重は，陸側及び海側の側部戸当りに同様に作用するので，使用

断面の小さい海側戸当りについて許容限界以下であることを確認する。 

戸当りの構造図及び応力算定式を図 4.9.1－9 に示す。 

コンクリートの支圧応力度σcb(N/mm2) 

σ
cb

=
Ｐ

1

2bf･Ｌ
2

 

底面フランジの曲げ応力度σf(N/mm2) 

σ
f

=
6Ｍ

f

𝑡𝑓
2    Mf =

σ
cb
･b𝑓

2

8
 

コンクリートのせん断応力度τc(N/mm2) 

τ𝑐 =
Ｐ

1

2ΣℓＬ
2

 

 

 

 

 

 

 

図 4.9.1－9 戸当りの構造図及び応力算定式  

ここに， 

Ｐ1 ：水平荷重(kN) 

 （地震時慣性力＋風荷重） 

Ｌ2 ：扉体高さ（mm） 

ｂf ：底面フランジの幅（mm） 

ｔf ：底面フランジの厚さ（mm） 

ℓ1 ：戸当り深さ（mm） 

ℓ2 ：底面フランジの 

 コンクリートまでの距離（mm） 

Ｍf  ：底面フランジに作用する 

  曲げモーメント（N･mm） 

Σℓ ：せん断抵抗長さ（＝ℓ1＋2ℓ2）（mm） 
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i. 防波扉戸当り（ＲＣ支柱） 

地震時の作用荷重は，陸側及び海側の側部戸当りに同様に作用するので，断面

の小さい海側戸当りを対象として評価する。防波扉戸当り（ＲＣ支柱）の海側に

ついて，防波壁側を固定として水平荷重（地震時慣性力＋風荷重）を受ける片持

梁にモデル化して計算し，その応力が許容限界以下であることを確認する。 

防波扉戸当り（ＲＣ支柱）の位置図を図 4.9.1－10 に示す。 

 

 

 

 

図 4.9.1－10 防波扉戸当り（ＲＣ支柱）の位置図 

 

防波扉戸当り（ＲＣ支柱）

（海側）

扉体

68
5m

m

700mm

（防波壁）
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   (2) 防波扉基礎スラブ 

鉄筋コンクリートの曲げ軸力照査及びせん断力照査に対して，２次元動的有限要

素法により算定した応力が許容限界以下であることを確認する。 

 

(3) 防波扉（鋼管杭） 

鋼管杭の評価は，杭体の曲げモーメント及び軸力より算定される応力及びせん断

力より算定されるせん断応力が許容限界以下であることを確認する。 

 

a. 曲げ軸力照査 

発生曲げモーメントが次式により算定される降伏曲げモーメント以下である

ことを確認する。 

My＝(fy −
|N|

A
)Ze    

ここに， 

Ｍy ：鋼管杭の降伏曲げモーメント（kN・m） 

fy ：鋼管杭の降伏基準点（N/mm2） 

Ｚe ：鋼管杭の断面係数（mm3）＊ 

Ｎ ：鋼管杭に発生する軸力（kN） 

Ａ ：鋼管杭の断面積（mm2）＊ 

注記＊：鋼管杭の外側１mm を腐食代として考慮する。 

 

b. せん断力照査 

せん断力を用いて次式により算定されるせん断応力がせん断強度に基づく許容

限界以下であることを確認する。 

τ＝
S

A
  

ここに， 

τ：鋼管杭のせん断力より算定されるせん断応力度（N/mm2） 

Ｓ：鋼管杭に発生するせん断力（kN） 

Ａ：鋼管杭の断面積（mm2）＊ 

注記＊：鋼管杭の外側１mm を腐食代として考慮する。 
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(4) 改良地盤 

改良地盤の評価は，改良地盤を通るすべり面のすべり安全率が 1.2 以上である

ことを確認する。すべり安全率は，想定したすべり面上の応力状態をもとに，す

べり面上のせん断抵抗力の和をせん断力の和で除した値を時々刻々求め，最小す

べり安全率を算定する。 

また，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に示すとおり，改良地盤の

解析用物性値のうちせん断強度は，室内配合試験結果よりも保守的な強度を設定

していることから，強度特性のばらつきを考慮した評価（平均値－１σ）は実施

しない。 

すべり安全率の算定には，解析コード「ＣＰＯＳＴＳＫ」を使用する。なお，

解析コードの検証，妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム

（解析コード）の概要」に示す。 

 

(5) 基礎地盤 

基礎地盤の支持性能評価においては，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・

同解説（日本道路協会，2002 年 3 月）」に従い，杭先端部の軸力を用いて次式によ

り算定される軸応力が基礎地盤の極限支持力度以下であることを確認する。 

  Rd＝
Nmax

A
 

ここに， 

Ｒｄ：鋼管杭先端の軸力より算定される軸応力度（N/mm2） 

Ｎmax：鋼管杭に発生する軸力（kN） 

Ａ ：鋼管杭先端の断面積（mm2）＊ 

注記＊：鋼管杭の外側１mm を腐食代として考慮する。 
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4.9.2 漂流物対策工 

(1) 漂流物対策工（鋼製扉体） 

漂流物対策工（鋼製扉体）は，扉体（主横桁，張出桁，補助縦桁，端縦桁及び支

圧板），支承部，支承アンカー，ロック装置及び戸当りで構成されている。地震時

荷重に対しては，主横桁，張出桁，補助縦桁，端縦桁，支承部，支承アンカー，ロ

ック装置及び戸当り（支圧板含む）の耐震評価を行う。 

なお，扉体は，図 4.9.2－1 に示すように，主横桁，補助縦桁，端縦桁及び張出桁

の 4 種類の桁を溶接により接合した格子状の部材である。戸当り（ＲＣ支柱）に対

しては支承部でアンカーにより固定され，鋼製扉体と戸当り（ＲＣ支柱）間には支

圧板を設けている。 

 

地震時荷重については，設計震度から算定した地震時慣性力を作用範囲において

等分布荷重で設定する。設計震度は，「3. 固有値解析」より漂流物対策工（鋼製

扉体）を剛構造として扱うため，鋼製扉体の付加重量を設定している支柱の設置床

の節点における地震応答解析による最大応答加速度に基づき，保守的な値を設定す

る。設計震度の評価結果については，「表 6.3－1 設計用地震力」に示す。 

 

 

図 4.9.2－1 (1) 漂流物対策工（鋼製扉体）の構造図 

 

 

 

上

下

西側

東側

注：荷揚場南と３号機東側で鋼製扉体の構成は同様で
あるため，部材数が多い３号機東側を代表で示す。

主横桁

補助縦桁

端縦桁

支圧板

張出桁
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図 4.9.2－1 (2) 漂流物対策工（鋼製扉体）の構造図（拡大図） 

 

 

図 4.9.2－1 (3) 漂流物対策工（鋼製扉体）の構造図（分解図） 

 

 

上

下

西側

東側

注：荷揚場南と３号機東側で鋼製扉体の構成は同様で
あるため，部材数が多い３号機東側を代表で示す。

主横桁

補助縦桁

端縦桁

支圧板

張出桁

上

東側

主横桁

補助縦桁

端縦桁

張出桁
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    a. 主横桁 

主横桁は，扉体の支圧板と戸当りとの接触位置を支点とする両端ピン支持の単

純梁にモデル化し，水平荷重（地震時慣性力＋風荷重）から算定される応力が許

容限界以下であることを確認する。主横桁の照査対象部は，荷重分担幅が大きい

最下段桁とした。 

また，最上段の主横桁においては，保守的に支承部を固定端とした片持ち梁に

モデル化し，水平荷重（地震時慣性力＋風荷重）から算定される応力が許容限界

以下であることを確認する。 

最下段主横桁のモデル図及び応力算定式を図 4.9.2－2 に，最上段主横桁のモ

デル図及び応力算定式を図 4.9.2－3 に示す。 
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最下段主横桁の断面力計算 

・曲げモーメント 

M1 =
1

2
(W + W′)L1

2(
𝑎

L1
−

1

4
) 

・せん断力 

S1 =
1

2
(W + W′)L 

 

応力度の計算 

・曲げ応力度σ(N/mm2) 

σ =
M1

Z
 

・せん断応力度τ(N/mm2) 

τ =
S1

𝐴𝑤
   

 

 

図 4.9.2－2 最下段主横桁のモデル図及び応力算定式 

 

 

ここに， 

Ｍ1 ：曲げモーメント（kN･m） 

Ｓ1 ：せん断力（kN） 

Ｗ ：地震時慣性力（kN/m） 

Ｗ’ ：風荷重（kN/m） 

Ｌ ：支間（m） 

ａ ：張り出し部（m） 

Ｌ1 ：扉体幅（m） 

Ｚ ：断面係数（mm3） 

Ａw ：腹板断面積（mm2） 

 

（扉体平面図） 

（扉体側面図） 
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最上段主横桁の断面力計算 

・曲げモーメント 

M1′ =
1

2
(W + W′)Ｌ′2 

・せん断力 

S1′ =
1

2
(W + W′)Ｌ′ 

応力度の計算 

・曲げ応力度σ(N/mm2) 

σ =
M1′

Z
 

・せん断応力度τ(N/mm2) 

τ =
S1′

𝐴𝑤
 

 

図 4.9.2－3 最上段主横桁のモデル図及び応力算定式 

 

 

 

  

ここに， 

Ｍ1’：曲げモーメント（kN･m） 

Ｓ1’：せん断力（kN） 

Ｗ  ：地震時慣性力（kN/m） 

Ｗ’ ：風荷重（kN/m） 

Ｌ’ ：張出長さ（m） 

Ｚ ：断面係数（mm3） 

Ａw ：腹板断面積（mm2） 
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b. 張出桁 

張出桁は，水平荷重（地震時慣性力＋風荷重）を受ける扉体支持部を固定と

する片持梁にモデル化して計算し，その応力が許容限界以下であることを確認

する。 

張出桁のモデル図及び応力算定式を図 4.9.2－4 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

断面力の計算 

・曲げモーメント 

M2 =
1

2
(W + W′)L2

2 + PcL2 

・せん断力 

S2 = (W + W′)L2 + Pc 

 

応力度の計算 

・曲げ応力度σ(N/mm2) 

σ =
M2

Z
 

・せん断応力度τ(N/mm2) 

τ =
S2

𝐴𝑤
 

 

図 4.9.2－4 張出桁のモデル図及び応力算定式 

  

ここに， 

Ｍ2 ：曲げモーメント（kN･m） 

Ｓ2 ：せん断力（kN） 

Ｗ ：地震時慣性力（kN/m） 

Ｗ’ ：風荷重（kN/m） 

Ｌ2 ：張出長さ（m） 

Ｚ ：断面係数（mm3） 

Ａw ：腹板断面積（mm2） 

（扉体張出桁平面図） 

地震慣性力Ｗ 
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c. 補助縦桁 

補助縦桁は，図のような荷重を受ける主横桁で支持された単純梁として計算し，

その応力が許容限界以下であることを確認する。 

補助縦桁のモデル図及び応力算定式を図 4.9.2－5 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面力の計算 

・曲げモーメント（桁中央） 

M3 =
1

8
(W + W′)ℓ

2
 

・せん断力（桁端部） 

S3 =
1

2
(W + W′) ℓ 

 

応力度の計算 

・曲げ応力度σ(N/mm2) 

σ =
M3

Z
 

・せん断応力度τ(N/mm2) 

τ =
S3

𝐴𝑤
 

 

図 4.9.2－5 補助縦桁のモデル図及び応力算定式 

  

ここに， 

Ｍ3 ：曲げモーメント（kN･m） 

Ｓ3 ：せん断力（kN） 

Ｗ ：地震時慣性力（kN/m） 

Ｗ’ ：風荷重（kN/m） 

ℓ ：主横桁の間隔（m） 

Ｚ ：断面係数（mm3） 

Ａw  ：腹板断面積（mm2） 

（扉体正面図） 
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d. 端縦桁 

端縦桁は，主横桁反力を支圧板，戸当りを介してコンクリート躯体に伝達する。

そのため，垂直補剛材を有するプレートガーダの荷重集中点として腹板強度の計

算を行い，算定される応力が許容限界以下であることを確認する。 

端縦桁の構造図及び応力算定式を図 4.9.2－6 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

端縦桁の圧縮応力度σc (N/mm2) 

𝜎𝑐 =
Ｒ・103

Ａ
q

 

 

 

 

 

 

 

図 4.9.2－6 端縦桁の構造図及び応力算定式 

 

 

 

主横桁

補助縦桁

端縦桁

支圧板

Ｌ

Ｌ1

海側

陸側

ここに， 

Ｒ ：主横桁の支点反力（kN) 

Ａq ：補剛材の有効総断面積（mm２） 

Ａq＝Ａw＋Ａs1＋Ａs2 

Ａw＝bｗ・tｗ （端縦桁腹板） 

Ａs1＝bｓ1・tｓ1 （主横桁腹板） 

Ａs2＝bｓ2・tｓ2 （リブ） 

但し, Ａq≦1.7（Ａs1＋Ａs2） 

 

(扉体正面図) (扉体平面図) 

(扉体正面詳細図) 

tw

主横桁腹板

ts1

端縦桁腹板

B
w=
2
4t

w

スチフナ

ts2

bs=12tsbs
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e. 支承部 

支承部は，上部支承部と下部支承部から構成され，地震時の水平荷重及び鉛直

荷重に対しての発生応力が許容限界以下であることを確認する。 

水平方向と鉛直方向の地震荷重の組合せは，組合せ係数法により以下のとおり

とした。 

組合せ① : 1.0×水平地震荷重＋0.4×鉛直地震荷重  

組合せ② : 0.4×水平地震荷重＋1.0×鉛直地震荷重 

上部支承部及び下部支承部の構造正面図を図 4.9.2－7 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.9.2－7 上部支承部及び下部支承部の構造正面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(正面図) 
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(a) 上部支承部 

上部支承部は，支承軸を両端ピン支持の単純梁として算定される応力が許

容限界以下であることを確認する。 

上部支承部の構造図及び応力算定式を図 4.9.2－8 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面力の計算 

・曲げモーメント 

M4 =
RH1L4

4
 

・せん断力 

S4 = RH1 

 

応力度の計算 

・曲げ応力度σb(N/mm2) 

σ
𝑏

=
M4

Z4
 

・せん断応力度τ(N/mm2) 

τ =
4Ｓ

4

3A 4
 

 

図 4.9.2－8 上部支承部の構造図及び応力算定式 

  

ＲH1
Ｌ4

支承軸

軸受

扉体

（縦断面図） （平面図）

扉体

躯体

ここに， 

Ｍ4 ：支承軸の曲げモーメント（kN･m） 

ＲH1 ：上部支承水平作用荷重（kN） 

Ｌ4 ：支承軸支持間隔（m） 

Ｓ4 ：支承軸のせん断力(kN) 

Ｚ4 ：支承軸の断面係数（mm3） 

Ａ4 ：支承軸の断面積（mm2） 
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(b) 下部支承部 

下部支承部は，支承軸を下端固定の片持ち梁として算定される応力が許容限

界以下であることを確認する。 

鉛直荷重を支持する軸受（壷金）は，接触面の支圧応力度により照査する。 

また，水平荷重を支持する上部及び下部軸受けには同一の自動調心ころ軸受

けを使用し，許容限界以下であることを確認する。 

下部支承部の構造図及び応力算定式を図 4.9.2－9 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面力の計算 

・曲げモーメント 

M5 = RH3L5 

・せん断力 

S5 = RH3 

      

     応力度の計算 

・曲げ応力度σb(N/mm2) 

σ
𝑏

=
M5

Z5
 

・せん断応力度τ(N/mm2) 

τ =
4S5

3A5
 

 

図 4.9.2－9(1) 下部支承部の構造図及び応力算定式 

  

ここに， 

Ｍ5 ：支承軸の曲げモーメント（kN･m） 

ＲH3 ：下部支承水平作用荷重（kN） 

Ｌ5 ：支承軸片持ち梁長さ（m） 

Ｓ5 ：支承軸のせん断力(kN) 

Ｚ5 ：支承軸の断面係数（mm3） 

Ａ5 ：支承軸の断面積（mm2） 

Ｒv ：下部支承鉛直作用荷重（kN） 

Ｒ ：軸受（壷金）の球面の半径(mm) 

Ｅ ：軸受（壷金）の弾性係数(N/mm2) 

Ｒ2 ：軸受け荷重(kN) 

 

（平面図）

下部支承

扉体

躯体
R

Ｒv

ＲH3

Ｌ5

軸受

支承軸

扉体

軸受（壷金）

（縦断面図）
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・軸受（壷金）の支圧応力度ｐ(N/mm2) 

p = 0.388(
Ｒ

v
Ｅ

2

Ｒ
2 )1 3⁄  

・軸受け荷重(自動調心ころ軸受) 

Ｒ2＝ＲH3 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.9.2－9(2) 下部支承部の応力算定式  

ここに， 

ＲH3 ：下部支承水平作用荷重（kN） 

Ｒv ：下部支承鉛直作用荷重（kN） 

Ｒ ：軸受（壷金）の球面の半径(mm) 

Ｅ ：軸受（壷金）の弾性係数(N/mm2) 

Ｒ2 ：軸受け荷重(kN) 
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(c) 浮上防止金物 

下部支承部に設置する浮上防止金物と固定ボルトの強度が鉛直上向き荷重

に対して許容限界以下であることを確認する。 

浮上防止金物の構造図及び応力算定式を図 4.9.2－10 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

応力度の計算 

・曲げモーメント 

M6 = RVL6/4 

・せん断力 

S6 = RV/4 

・曲げ応力度(N/mm2) 

σ
𝑏

=
M6

Z6
 

・せん断応力度(N/mm2) 

τ =
3S6

2A6
 

・固定ボルトの軸力 

Ｆ =
aRV

4b
 

・固定ボルト軸方向引張応力度(N/mm2) 

σ
𝑡

=
Ｆ

Ａ
7

 

 

図 4.9.2－10 浮上防止金物の構造図及び応力算定式 

（下部支承断面図） （浮上防止金物 断面図）

4個所設置 （浮上防止金物 平面図）

ここに, 

Ｍ6 ：浮上防止金物の曲げモーメント（kN･m） 

Ｒｖ  ：下部支承鉛直上向き作用荷重（kN） 

Ｌ6 ：浮上防止金物片持ち梁長さ（m） 

Ｓ6 ：浮上防止金物のせん断力(kN) 

Ｚ6 ：浮上防止金物の断面係数（mm3） 

Ａ6 ：浮上防止金物の断面積（mm2） 

Ｆ ：固定ボルトの軸力(kN) 

ａ,ｂ ：支持点からの距離(mm) 

Ａ7 ：固定ボルトの有効断面積（mm2） 
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f. 支承アンカー 

(a) 上部支承アンカー 

上部支承部は図に示す構造であることから，支承軸に作用する荷重は，アン

カーボルトとアンカープレート及び支圧板によりコンクリートに伝達する構

造として算定される応力が許容限界以下であることを確認する。 

上部支承アンカーの構造図及び応力算定式を図 4.9.2－11 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アンカーボルト 1 本当りの軸力 

Ｆ =
RH1ℓ

ｍｎ
 

応力度の計算 

・アンカーボルトの軸方向引張応力度σt(N/mm2) 

  σ
𝑡

=
Ｆ

Ａ
5

 

・コンクリートの支圧 

応力度(アンカープレート)σc1(N/mm2) 

σ
𝑐1

=
ｎＦ

ａｂ
 

・コンクリートの支圧 

応力度(支圧板) σc2 (N/mm2) 

σ
𝑐2

=
Ｒ

H1

ｃｅ
 

 

 

 

図 4.9.2－11(1) 上部支承アンカーの構造図及び応力算定式  

ここに， 

Ｆ ：アンカーボルト 

 1 本当りの軸力(kN) 

ＲH1 ：上部支承水平作用荷重（kN） 

ℓ ：支承軸からアンカーボルト 

 固定部までの距離（mm） 

ｍ ：アンカーボルトの間隔(mm) 

ｎ ：アンカーボルトの片側本数 

Ａ5 ：アンカーボルトの断面積（mm2） 

ｄ ：アンカーボルト埋込深さ(mm) 

ａ,ｂ ：アンカープレートの寸法(mm) 

ｃ,ｅ ：支圧板の寸法(mm) 

ｄ

ｍ

支圧板
ｃ×長さｂ

ｱﾝｶｰﾌﾟﾚｰﾄ
a×長さｂ

ＲＨ１

ℓ
Ｆ

アンカーボルト

支承軸

（平面図）

e
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・コンクリートのせん断 

応力度(アンカープレート) τc(N/mm2) 

τ
𝑐

=
ｎＦ

2ｂ・2ｄ
 

 

図 4.9.2－11(2) 上部支承アンカーの応力算定式 
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2.2.3－123 

 

(b) 下部支承アンカー 

下部支承部は，支承軸に作用する荷重は，アンカーボルトとアンカープレー

ト及び支圧板によりコンクリートに伝達する構造として算定される応力が許

容限界以下であることを確認する。 

下部支承アンカーの構造図及び応力算定式を図 4.9.2－12 に示す。 

 

アンカーボルト 1 本当りの軸力(kN) 

Ｆ =
RH3Ｌ5

2ｙｎ
 

     

    応力度の計算 

・アンカーボルトの 

軸方向引張応力度σt(N/mm2) 

σ
𝑡

=
Ｆ

Ａ
5

 

・コンクリートの支圧応力度 

(アンカープレート) σc1 (N/mm2) 

σ
𝑐1

=
ｎＦ

ａｂ
 

・コンクリートの支圧応力度 

(支圧板) σc2 (N/mm2) 

σ
𝑐2

=
Ｒ

H3

ｃｅ
 

・コンクリートのせん断応力度 

(アンカープレート) τc(N/mm2) 

τ
𝑐

=
ｎＦ

2ｂ・2ｄ
 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.9.2－12 下部支承アンカーの構造図及び応力算定式 

 

ここに， 

Ｆ ：アンカーボルト 1 本当りの軸力(kN) 

ＲH3 ：下部支承水平作用荷重（kN） 

Ｌ5 ：軸受中心からアンカーボルト 

 固定部までの距離（mm） 

2ｙ ：アンカーボルトの間隔(mm) 

ｎ ：アンカーボルトの片側本数 

Ａ5 ：アンカーボルトの断面積（mm2） 

ｄ ：アンカーボルト埋込深さ(mm) 

ａ，ｂ ：アンカープレートの寸法(mm) 

ｃ，ｅ ：支圧板の寸法(mm) 

(断面図) 

(平面図) 
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2.2.3－124 

 

g. ロック装置 

ロック装置は，扉体に作用する地震時荷重をロックビームから支持金物及びコ

ンクリートへ伝達し，扉体を全閉位置に固定する。ロックビームを片持ち梁にモ

デル化して算定される応力が許容限界以下であることを確認する。 

ロック装置の構造図及び応力算定式を図 4.9.2－13 に示す。 

 

 

 

断面力の計算 

・曲げモーメント 

Ｍ＝Ｒrａ 

 ・せん断力 

Ｓ＝Ｒr 

 

応力度の計算 

・ロックビーム曲げ応力度σ(N/mm2) 

σ =
Ｍ

2Ｚ
 

・ロックビームせん断応力度τ(N/mm2) 

τ =
Ｓ

2Ａ
 

 

 

図 4.9.2－13 ロック装置の構造図及び応力算定式 

  

ここに， 

Ｍ ：曲げモーメント（kN･m) 

Ｒr ：ロック反力（kN） 

ａ ：ロックビームの片持ち梁長さ（m) 

ｎ ：ロックビーム数 

Ｚ ：ロックビームの断面係数（mm3） 

Ｓ ：ロックビームのせん断力（kN) 

Ａ ：ロックビームのせん断面積（mm2） 

(断面図) 
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2.2.3－125 

 

h. 戸当り 

戸当りは，最も水平荷重（地震時慣性力＋風荷重）が大きい最下段の主横桁

からの荷重により応力を算定し許容限界以下であることを確認する。 

戸当りの構造図及び応力算定式を図 4.9.2－14 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

応力度の計算 

・支圧板の支圧応力度σp(N/mm2) 

σ
p

=
ＷＬ

1

2ＣＬ
2

 

・腹板の支圧応力度σb(N/mm2) 

σ
𝑏

=
ＷＬ

1

2twＬ
2

 

・コンクリートの支圧応力度σcb(N/mm2) 

σ
𝑐𝑏

=
ＷＬ

1

2bfＬ
2

 

・底面フランジの曲げ応力度σf(N/mm2) 

σ
f

=
6Ｍ

f

tf 2
 

Mf =
𝜎𝑐・bf 2

8
 

・コンクリートのせん断応力度τc(N/mm2) 

τ𝑐 =
ＷＬ

1

2ΣℓＬ
2

 

 

図 4.9.2－14 戸当りの構造図及び応力算定式  

ここに， 

Ｗ ：水平荷重（kN／m） 

 （地震時慣性力＋風荷重） 

Ｃ ：支圧板の有効幅（mm） 

Ｌ1：扉体幅（mm） 

Ｌ2：主横桁の荷重分担長さ（mm） 

ｔw：腹板の厚さ（mm） 

ｂf：底面フランジの幅（mm） 

ｔf：底面フランジの厚さ（mm） 

ℓ1 ：戸当り深さ（mm） 

ℓ2  ：底面フランジの 

 コンクリートまでの距離（mm） 

Ｍf：底面フランジに作用する 

曲げモーメント（N･mm） 

Σℓ：せん断抵抗長さ（＝ℓ1＋2ℓ2）（mm） 

(扉体平面図) 

ℓ1 tw

tf

支圧板

bf

ℓ2

c

Ｌ

海側

陸側

Ｌ1

主横桁

補助縦桁

端縦桁

支圧板
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2.2.3－126 

 

(2) 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブ 

鉄筋コンクリートの曲げ軸力照査及びせん断力照査に対して，２次元動的有限要

素法により算定した応力が許容限界以下であることを確認する。 

漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）については，図 4.9.2－15 に示すように保守的

な評価となるように矩形断面を照査用断面として設定し，応力の算定を実施する。 

 

 

 

図 4.9.2－15 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）の照査用断面の設定方法 

 

  

戸当り部
上部支承
アンカー部

主部戸当り部

5600

5
6
0
0

3250

3600

3250

5
6
0
0

鉄筋量を合わせる

【平面図】 【平面図（照査用断面）】

鉄筋量を合わせる

注：2次元解析モデルの奥行き（4.7m）に合わせるように換算する。
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2.2.3－127 

 

平面ひずみ要素でモデル化している漂流物対策工基礎スラブについては，図

4.9.2－16 に示すように，鉛直方向の全要素の応力から断面力を算定することで照

査を実施する。断面力は，要素応力を断面の図心軸回りに積分することにより求め

る。 

照査範囲は，漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブの曲げ及びせん

断の「4.6.1 解析モデル（3）構造物のモデル化」において照査範囲を考慮した

モデル化を行うことから，図 4.9.2－16 に示す部材端までとする。 

 

 

 

図 4.9.2－16 漂流物対策工基礎スラブの断面力算定方法 

 

 

 (3) 基礎地盤 

基礎地盤の支持性能評価においては，漂流物対策工直下のＭＭＲ及び改良地盤並

びにＭＭＲ及び改良地盤の直下の岩盤に生じる最大接地圧が許容限界以下である

ことを確認する。 

また，漂流物対策工直下のＭＭＲについては，基礎地盤の支持性能への影響を評

価するため，局所安全係数分布のせん断及び引張の破壊領域が連続的に拡大してい

ないことを確認する。 

  

基礎中心軸

Ｌi：i番目の要素の基礎中心軸からの距離
（基礎中心軸より上側をプラス，
下側をマイナスとする。）

σix：i番目の要素の直応力
τixy：i番目の要素のせん断応力

Ａi：i番目の要素の分担面積

軸力 ：Ｎ＝∑（σix・Ａi ）
曲げモーメント ：Ｍ＝∑（σix・Ａi・Ｌi）
せん断力 ：Ｓ＝∑（τixy・Ａi ）

i=1

i=8

の範囲における断面力
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2.2.3－128 

 

5. 評価条件 

  「4. 耐震評価」に用いる評価条件を表 5－1 及び表 5－2 に示す。 

 

表 5－1(1) 防波扉の耐震評価に用いる条件（1/3） 

部材 記号 定義 数値 単位 

主横桁 

Ｍ1 曲げモーメント 119.009 kN・m 

Ｓ1 せん断力 73.515 kN 

Ｗ 地震時慣性力 19.642 kN/m 

Ｗ’ 風荷重 2.978 kN/m 

Ｌ 支間 6.500 m 

a 張り出し部 0.200 m 

Ｌ1 正面水密幅 6.900 m 

Ｚ 断面係数 5136000 mm3 

Ａw 腹板断面積 11350 mm2 

補助 

縦桁 

ℓ 主横桁間隔 2.5 m 

ｍ 補助縦桁間隔 0.7545 m 

Ｐ 水平荷重（地震時慣性力＋風荷重） 13.709 kN/m2 

Ｍ 曲げモーメント 7.835 kN・m 

Ｓ せん断力 10.978 kN 

Ｚ 断面係数 424000 mm3 

Ａw 腹板断面積 2470 mm2 

端縦桁 
Ｒ 主横桁の支点反力 73.515 kN 

Ａq 補剛材の有効総断面積 2938 mm2 

車輪 

Ｆ 
鉛直荷重 

（扉体自重＋積雪荷重＋地震時慣性力） 
497.5 kN 

Ｆv 鉛直方向地震時慣性力 281.2 kN 

Ｒ1 海側車輪荷重 189.9 kN 

Ｒ2 陸側車輪荷重 58.8 kN 

Ｌ レール支間 0.74 m 

L1 扉体重心から海側車輪までの距離 0.175 m 

L2 扉体重心から陸側車輪までの距離 0.565 m 

Ｐr 車輪荷重 189900 N 

Ｅ1 車輪の弾性係数 1.93×105 N/mm2 

Ｅ2 レールの弾性係数 1.93×105 N/mm2 

Ｂ0 車輪有効踏面幅 60 mm 

Ｒ 車輪半径 250 mm 

Ｃ 接触幅の 1/2 3.09 mm 
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2.2.3－129 

 

表 5－1(2) 防波扉の耐震評価に用いる条件（2/3） 

部材 記号 定義 数値 単位 

車輪軸 

Ｍ 曲げモーメント 38.0 kN・m 

Ｌ3 張出長さ 0.2 m 

Ｚ 軸の断面係数 130700 mm3 

Ｓ せん断力 189.9 kN 

Ａ1 軸の断面積 9500 mm2 

車輪軸受 Ｒa 軸受け荷重 189.9 kN 

レール 

Ｍ5 レールの曲げモーメント 23.7 kN・m 

Ｒ1 車輪 1 輪に作用する最大荷重 189.9 kN 

ＬM レール基礎材間隔 0.5 m 

Ｓ5 レールのせん断力 189.9 kN 

Ｚ1 引張側断面係数 175800 mm3 

Ｚ2 圧縮側断面係数 198800 mm3 

Ａw 腹板断面積 2020 mm2 

ｂp 腹板の受圧幅 66.18 mm 

Ｃ 接触幅の 1/2 3.09 mm 

ｔw 腹板の厚さ 20 mm 

ｔf レール踏面板の厚さ 30 mm 

ロック 

装置 

Ｐ2 ロックピン反力 259.5 kN 

Ｆh 地震時慣性力 519.0 kN 

ｎ ロックピン数 2 本 

Ｌ7 片持ち梁長さ 0.088 m 

Ｍ 曲げモーメント 22.8 kN・m 

Ｚ 断面係数 71569 mm3 

Ｓ せん断力 259.5 kN 

Ａ ロックピンのせん断面積 5100 mm2 

ｂ ロックピン受圧幅 65 mm 

ｈ ロックピン受圧長さ 70 mm 

支圧板 

Ｐ1 水平荷重（地震時慣性力＋風荷重） 597.7 kN 

Ｃ 支圧板の有効幅 85 mm 

Ｌ2 扉体高さ 6500 mm 
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2.2.3－130 

 

表 5－1(3) 防波扉の耐震評価に用いる条件（3/3） 

部材 記号 定義 数値 単位 

戸当り 

Ｐ1 水平荷重（地震時慣性力＋風荷重） 597.7 kN 

Ｌ2 扉体高さ 6500 mm 

ｂf 底面フランジの幅 125 mm 

ｔf 底面フランジの厚さ 18.3 mm 

ℓ1 戸当り深さ 150 mm 

ℓ2 底面フランジのコンクリートまでの距離 312.5 mm 

Ｍf 底面フランジに作用する曲げモーメント 781 N・mm 

Σℓ せん断抵抗長さ（＝ℓ1＋2ℓ2） 775 mm 
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2.2.3－131 

 

表 5－2(1) 漂流物対策工の耐震評価に用いる条件（1/3） 

部材 記号 定義 数値 単位 

主横桁 

Ｍ1 曲げモーメント 115.7 kN・m 

Ｓ1 せん断力 65.2 kN 

Ｗ 地震時慣性力 17.015 kN/m 

Ｗ’ 風荷重 1.354 kN/m 

Ｌ 支間 7.1 m 

a 張り出し部 0.1 m 

Ｌ1 扉体幅 7.3 m 

Ｍ1’ 曲げモーメント 580.5 kN・m 

Ｓ1’ せん断力 146.0 kN 

Ｌ’ 張出長さ 7.95 m 

Ｚ 断面係数 18674000 mm3 

Ａw 腹板断面積 21500 mm2 

張出桁 

Ｍ2 曲げモーメント 2.8 kN・m 

Ｓ2 せん断力 5.8 kN 

Ｗ 地震時慣性力 5.672 kN/m 

Ｗ’ 風荷重 0.451 kN/m 

Ｌ2 張出長さ 0.95 m 

Ｚ 断面係数 6527000 mm3 

Ａw 腹板断面積 16870 mm2 

補助縦桁 

Ｍ3 曲げモーメント 0.2 kN・m 

Ｓ3 せん断力 0.9 kN 

Ｗ 地震時慣性力 2.269 kN/m 

Ｗ’ 風荷重 0.181 kN/m 

ℓ 主横桁の間隔 0.75 m 

Ｚ 断面係数 7567000 mm3 

Ａw 腹板断面積 21500 mm2 

端縦桁 
Ｒ 主横桁の支点反力 146.0 kN 

Ａq 補剛材の有効総断面積 10747 mm2 

上部 

支承軸 

Ｍ4 支承軸の曲げモーメント 144.9 kN・m 

ＲH1 上部支承水平作用荷重 1053.9 kN 

Ｌ4 支承軸支持間隔 0.55 m 

Ｓ4 支承軸のせん断力 527.0 kN 

Ｚ4 支承軸の断面係数 572600 mm3 

Ａ4 支承軸の断面積 25450 mm2 
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2.2.3－132 

 

表 5－2(2) 漂流物対策工の耐震評価に用いる条件（2/3） 

部材 記号 定義 数値 単位 

下部 

支承軸 

Ｍ5 支承軸の曲げモーメント 137.0 kN・m 

ＲH3 下部支承水平作用荷重 1053.9 kN 

Ｌ5 支承軸片持ち梁長さ 0.130 m 

Ｓ5 支承軸のせん断力 1053.9 kN 

Ｚ5 支承軸の断面係数 1045400 mm3 

Ａ5 支承軸の断面積 38010 mm2 

下部 

支承軸受 

Ｒv 下部支承鉛直作用荷重 1033 kN 

Ｒ 軸受（壷金）の球面の半径 900 mm 

Ｅ 軸受（壷金）の弾性係数 1.93×105 N/mm2 

支承軸受 Ｒ2 軸受け荷重 1053.9 kN 

浮上防止 

金物 

Ｍ6 浮上防止金物の曲げモーメント 1.35 kN･m 

Ｒv 下部支承鉛直上向き作用荷重 135 kN 

Ｌ6 浮上防止金物片持ち梁長さ 0.040 m 

Ｓ6 浮上防止金物のせん断力 33.8 kN 

Ｚ6 浮上防止金物の断面係数 16900 mm3 

Ａ6 浮上防止金物の断面積 3900 mm2 

Ｆ 固定ボルトの軸力 77.1 kN 

ａ，ｂ 支持点からの距離 160, 70 mm 

Ａ7 固定ボルトの有効断面積 561 mm2 

上部支承 

アンカー 

Ｆ アンカーボルト 1 本当りの軸力 162.1 kN 

ＲH1 上部支承水平作用荷重 1053.6 kN 

ℓ 
支承軸からアンカーボルト固定部までの

距離 
600 mm 

ｍ アンカーボルトの間隔 650 mm 

ｎ アンカーボルトの片側本数 6 本 

Ａ5 アンカーボルトの断面積 865 mm2 

ｄ アンカーボルト埋込深さ 800 mm 

ａ，ｂ アンカープレートの寸法 250, 800 mm 

ｃ，ｅ 支圧板の寸法 250, 800 mm 
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2.2.3－133 

 

表 5－2(3) 漂流物対策工の耐震評価に用いる条件（3/3） 

部材 記号 定義 数値 単位 

下部支承 

アンカー 

Ｆ アンカーボルト 1 本当りの軸力 102.4 kN 

ＲH3 下部支承水平作用荷重 1053.9 kN 

Ｌ5 
軸受中心からアンカーボルト固定部までの

距離 
130 mm 

2ｙ アンカーボルトの間隔 446 mm 

ｎ アンカーボルトの片側本数 3 本 

Ａ5 アンカーボルトの断面積 865 mm2 

ｄ アンカーボルト埋込深さ 300 mm 

ａ，ｂ アンカープレートの寸法 150, 850 mm 

ｃ，ｅ 支圧板の寸法 250, 650 mm 

ロック 

装置 

Ｍ 曲げモーメント 60.6 kN・m 

Ｒr ロック反力 404.3 kN 

ａ ロックビームの片持ち梁長さ 0.15 m 

ｎ ロックビーム数 2 本 

Ｚ ロックビームの断面係数 238000 mm3 

Ｓ ロックビームのせん断力 404.1 kN 

Ａ ロックビームのせん断面積 1872 mm2 

戸当り 

Ｗ 水平荷重（地震時慣性力＋風荷重） 18.369 kN/m 

Ｃ 支圧板の有効幅 80 mm 

Ｌ1 扉体幅 7300 mm 

Ｌ2 主横桁の荷重分担長さ 750 mm 

ｔw 腹板の厚さ 14 mm 

ｂf 底面フランジの幅 800 mm 

ｔf 底面フランジの厚さ 50 mm 

ℓ1 戸当り深さ 1650 mm 

ℓ2 底面フランジのコンクリートまでの距離 950 mm 

Ｍf 底面フランジに作用する曲げモーメント 8000 N・mm 

Σℓ せん断抵抗長さ（＝ℓ1＋2ℓ2） 3550 mm 
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2.2.3－134 

 

6. 耐震評価結果 

 6.1 地震応答解析結果 

表 6.1－1 に示すとおり，全ての基準地震動Ｓｓに対して実施するケース①（基本ケ

ース）を対象とした曲げ・軸力系の破壊に対する照査，せん断破壊に対する照査及び

基礎地盤の支持性能に対する照査について，すべての照査項目の照査値のいずれも

0.5 以下であったことから，最も厳しい（許容限界に対する裕度が最も小さい）地震

動であるＳｓ－Ｄ（－－）を用いて追加解析ケース②，③を実施する。 

また，地震応答解析結果として，「最大せん断ひずみ分布」及び「最大過剰間隙水

圧分布」を記載する。 

なお，耐震評価において，軸力は引張を正とする。 

 

 

表 6.1－1 基本ケースにおいて照査値が最も厳しい地震動 

断面 

評価項目 

防波扉，漂流物対策工 

（ＲＣ支柱，基礎スラブ，鋼管杭） 基礎地盤 

曲げ・軸力系 せん断 

荷揚場南 
Ｓｓ－Ｄ（－＋） 

0.159（曲げ引張） 

Ｓｓ－Ｄ（－－） 

0.451 

Ｓｓ－Ｄ（－－） 

0.349 
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6.1.1 過剰間隙水圧比分布 

地盤の液状化対象層に発生した過剰間隙水圧比を確認するため，最大の照査値

を示す解析ケースである①のＳｓ－Ｄ（－－）について，地震応答解析の全時刻

における過剰間隙水圧比の最大値分布図を図 6.1.1－1 に示す。 

 

 

 

図 6.1.1－1 過剰間隙水圧比の最大値分布（解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（－－）） 

  

全体図

構造物周辺拡大図
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6.1.2 最大せん断ひずみ分布 

地盤の最大せん断ひずみ分布を確認するため，最大の照査値を示す解析ケース

である①のＳｓ－Ｄ（－－）について，地震応答解析の全時刻における最大せん

断ひずみ分布図を図 6.1.2－1 に示す。 

Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に基づき，改良地盤内の最大せん

断ひずみ分布を確認した結果，ひずみ依存特性の試験値範囲であるせん断ひずみ

1.0×10-3 を超える要素が認められるが，せん断ひずみ 1.6×10-3 とわずかに超え

る要素であることから，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に記載のひ

ずみ依存特性を用いて問題ないと考えられる。 

 

 

 

図 6.1.2－1 最大せん断ひずみ分布（解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（－－）） 

  

全体図

構造物周辺拡大図
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6.2 防波扉 

(1) 防波扉（鋼製扉体）及び戸当り（ＲＣ支柱） 

防波扉（鋼製扉体）及び戸当り（ＲＣ支柱）の耐震評価に用いる設計震度は，防

波扉（鋼製扉体）の設置床である防波扉基礎スラブの最大応答加速度から算出され

る水平震度及び鉛直震度より，表 6.2－1 に示すとおり保守的に設定した。 

防波扉（鋼製扉体）及び戸当り（ＲＣ支柱）の主部材の照査結果を表 6.2－2 に

示す。この結果から，防波扉（鋼製扉体）及び戸当り（ＲＣ支柱）の主部材の発生

応力が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 6.2－1 設計用地震力 

設置標高 最大応答加速度に基づく震度 設計震度 

EL 8.5m 

水平 

Ss－D 

(＋＋) 0.96 

水平 Kh 2.4 

(－＋) 0.88 

(＋－) 1.00 

(－－) 0.98 

Ss－F1 (＋＋) 1.01 

Ss－F2 (＋＋) 1.09 

Ss－N1 
(＋＋) 0.81 

(－＋) 0.88 

Ss－N2(NS) 
(＋＋) 0.63 

(－＋) 0.54 

Ss－N2(EW) 
(＋＋) 0.71 

(－＋) 0.70 

鉛直 

Ss－D 

(＋＋) 0.66 

鉛直 kv 1.3 

(－＋) 0.68 

(＋－) 0.65 

(－－) 0.69 

Ss－F1 (＋＋) 0.62 

Ss－F2 (＋＋) 0.53 

Ss－N1 
(＋＋) 0.40 

(－＋) 0.42 

Ss－N2(NS) 
(＋＋) 0.73 

(－＋) 0.78 

Ss－N2(EW) 
(＋＋) 0.82 

(－＋) 0.81 
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表 6.2－2(1) 防波扉（鋼製扉体）及び戸当り（ＲＣ支柱）の主部材の照査結果（1/2） 

部材 材質 種別 
応力度 

(a) 

許容限界 

(b) 

照査値 

(a／b) 

防波扉 

(鋼製

扉体) 

主横桁 SM490 

曲げ応力度 

(N/mm2) 
23 240 0.096 

せん断応力度 

(N/mm2) 
6 135 0.045 

補助 

縦桁 
SS400 

曲げ応力度 

(N/mm2) 
18 180 0.100 

せん断応力度 

(N/mm2) 
4 105 0.039 

端縦桁 SM490 
圧縮応力度 

(N/mm2) 
25 240 0.105 

車輪 SCS3 
接触応力度 

(N/mm2) 
653 960 0.681 

車輪軸 S45C-H 

曲げ応力度 

(N/mm2) 

291 367 0.793 

せん断応力度 

(N/mm2) 

27 210 0.129 

車輪 

軸受 

自動調心 

ころ軸受 

基本静定格荷重 

(kN) 
189.9 700 0.272 

レール 

SUS304N2 
曲げ圧縮応力度

(N/mm2) 
119 255 0.467 

SM490 

曲げ引張応力度

(N/mm2) 
135 240 0.563 

せん断応力度τ

(N/mm2) 
94 135 0.697 
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表 6.2－2(2) 防波扉（鋼製扉体）及び戸当り（ＲＣ支柱）の主部材の照査結果（2/2） 

部材 材質 種別 
応力度 

(a) 

許容限界 

(b) 

照査値 

(a／b) 

防波扉 

(鋼製

扉体) 

レール 

(腹板) 
SM490 

支圧応力度 

(N/mm2) 
143 360 0.398 

ロック 

装置 

SUS630 

H1150 

曲げ応力度 

(N/mm2) 

319 540 0.591 

せん断応力度 

(N/mm2) 

68 310 0.220 

SUS304 
支圧応力度 

(N/mm2) 
57 225 0.254 

支圧板 SUS304 
支圧応力度 

(N/mm2) 
0.5 225 0.003 

海側戸当り 

（底面フラ

ンジ） 

SS400 
曲げ応力度 

(N/mm2) 
14 180 0.078 

海側戸当り 

（コンクリ

ート） 

Fc24 

支圧応力度 

(N/mm2) 
0.4 8.8 0.046 

せん断応力度 

(N/mm2) 
0.06 0.6 0.100 

防波扉戸当り 

(ＲＣ支柱) 

Fc24, 

SD345 

曲げ引張応力度 

(N/mm2) 
17 294 0.059 

曲げ圧縮応力度 

(N/mm2) 
0.5 13.5 0.038 

せん断応力度 

(N/mm2) 
0.10 0.67 0.148 
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(2) 防波扉基礎スラブ 

a. 曲げ軸力照査 

防波扉基礎スラブの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値の評

価時刻での断面力図を図 6.2－1 に，曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値を

表 6.2－3 に示す。 

この結果から，防波扉基礎スラブの発生応力が許容限界以下であることを確認

した。 

 

 

 

図 6.2－1(1) 防波扉基礎スラブの曲げ圧縮照査における最大照査値の評価時刻での断面力 

（Ｓｓ－Ｄ（＋－），解析ケース①，t＝8.58s） 
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図 6.2－1(2) 防波扉基礎スラブの曲げ引張照査における最大照査値の評価時刻での断面力 

（Ｓｓ－Ｄ（－＋），解析ケース①，t＝19.18s） 
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表 6.2－3(1) 防波扉基礎スラブの曲げ圧縮照査における最大照査値 

解析 

ケース 
地震動 

発生断面力 
曲げ圧縮 
応力度 

σ c（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

σ ca（N/mm2） 

照査値 

σ c／σ ca 
曲げモーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

① 

Ss－D （＋＋） 216 -22 0.6 13.5 0.048 

Ss－D （－＋） 200 -80 0.6 13.5 0.044 

Ss－D （＋－） 222 -18 0.7 13.5 0.049 

Ss－D （－－） 199 -80 0.6 13.5 0.044 

Ss－F1 （＋＋） 181 17 0.5 13.5 0.040 

Ss－F2 （＋＋） 203 -7 0.6 13.5 0.045 

Ss－N1 （＋＋） 140 11 0.4 13.5 0.031 

Ss－N1 （－＋） 217 -163 0.6 13.5 0.047 

Ss－N2（NS） （＋＋） 159 -189 0.4 13.5 0.033 

Ss－N2（NS） （－＋） 156 -130 0.5 13.5 0.034 

Ss－N2（EW） （＋＋） 195 -173 0.6 13.5 0.042 

Ss－N2（EW） （－＋） 171 -164 0.5 13.5 0.037 

② Ss－D （－－） 198 -80 0.6 13.5 0.044 

③ Ss－D （－－） 199 -80 0.6 13.5 0.044 
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表 6.2－3(2) 防波扉基礎スラブの曲げ引張照査における最大照査値 

解析 

ケース 
地震動 

発生断面力 
曲げ圧縮 
応力度 

σ c（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

σ ca（N/mm2） 

照査値 

σ c／σ ca 
曲げモーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

① 

Ss－D （＋＋） 204 66 41 294 0.139 

Ss－D （－＋） 188 114 41 294 0.142 

Ss－D （＋－） 222 -18 38 294 0.129 

Ss－D （－－） 196 -21 33 294 0.113 

Ss－F1 （＋＋） 181 17 33 294 0.113 

Ss－F2 （＋＋） 203 -7 35 294 0.120 

Ss－N1 （＋＋） 139 32 27 294 0.092 

Ss－N1 （－＋） 197 -111 27 294 0.091 

Ss－N2
（NS） 

（＋＋） 112 44 23 294 0.079 

Ss－N2

（NS） 
（－＋） 129 5 23 294 0.079 

Ss－N2
（EW） 

（＋＋） 154 22 29 294 0.098 

Ss－N2

（EW） 
（－＋） 138 27 26 294 0.090 

② Ss－D （－－） 196 -21 33 294 0.113 

③ Ss－D （－－） 197 -21 33 294 0.113 
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b. せん断力照査 

防波扉基礎スラブのせん断破壊に対する照査における最大照査値の評価時刻

での断面力図を図 6.2－2 に，せん断破壊に対する最大照査値を表 6.2－4 に示

す。 

この結果から，防波扉基礎スラブの発生応力が許容限界以下であることを確認

した。 

 

 

 

図 6.2－2 防波扉基礎スラブのせん断力照査における最大照査値の評価時刻での断面力 

（Ｓｓ－Ｄ（＋＋），解析ケース①，t＝8.57s） 
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表 6.2－4 防波扉基礎スラブのせん断照査における最大照査値 

解析 

ケース 

地震動 

 

発生断面力 

せん断応力度 

τ s（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

τ sa（N/mm2） 

照査値 

τ s／τ sa 
せん断力 

（kN） 

① 

Ss－D （＋＋） 181 0.05 0.67 0.079 

Ss－D （－＋） 165 0.05 0.67 0.072 

Ss－D （＋－） 180 0.05 0.67 0.078 

Ss－D （－－） 161 0.05 0.67 0.070 

Ss－F1 （＋＋） 146 0.04 0.67 0.064 

Ss－F2 （＋＋） 161 0.05 0.67 0.070 

Ss－N1 （＋＋） 120 0.03 0.67 0.052 

Ss－N1 （－＋） 181 0.05 0.67 0.079 

Ss－N2（NS） （＋＋） 131 0.04 0.67 0.057 

Ss－N2（NS） （－＋） 128 0.04 0.67 0.056 

Ss－N2（EW） （＋＋） 164 0.05 0.67 0.072 

Ss－N2（EW） （－＋） 139 0.04 0.67 0.061 

② Ss－D （－－） 161 0.05 0.67 0.070 

③ Ss－D （－－） 161 0.05 0.67 0.070 
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(3) 防波扉（鋼管杭） 

a. 曲げ軸力照査 

防波扉（鋼管杭）の曲げ軸力照査における最大照査値の評価時刻での断面力図

を図 6.2－3 に，曲げ軸力照査における最大照査値を表 6.2－5 に示す。 

この結果から，防波扉（鋼管杭）に発生する曲げモーメントが許容限界以下で

あることを確認した。 

 

 

図 6.2－3 防波扉（鋼管杭）の曲げ軸力照査における最大照査値の評価時刻での断面力 

（Ｓｓ－Ｄ（＋－），解析ケース①，t＝8.57s） 
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表 6.2－5 防波扉（鋼管杭）の曲げ軸力照査における最大照査値 

解析 
ケース 

地震動 
 

発生断面力 

降伏モーメント 
Ｍｙ（kN・m） 

照査値 
Ｍ max／Ｍｙ 

曲げモーメント 
Ｍ max（kN・m） 

軸力の 

絶対値 
|N|（kN） 

① 

Ss－D （＋＋） 605 23 8016 0.076 

Ss－D （－＋） 417 42 8011 0.053 

Ss－D （＋－） 727 218 7960 0.092 

Ss－D （－－） 469 227 7958 0.059 

Ss－F1 （＋＋） 348 88 7998 0.044 

Ss－F2 （＋＋） 311 130 7986 0.039 

Ss－N1 （＋＋） -230 255 7950 0.029 

Ss－N1 （－＋） 441 143 7982 0.056 

Ss－N2（NS） （＋＋） 187 31 8014 0.024 

Ss－N2（NS） （－＋） 196 122 7988 0.025 

Ss－N2（EW） （＋＋） 223 137 7984 0.028 

Ss－N2（EW） （－＋） 267 52 8008 0.034 

② Ss－D （－－） 470 226 7958 0.060 

③ Ss－D （－－） 465 228 7957 0.059 
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b. せん断力照査 

防波扉（鋼管杭）のせん断破壊に対する照査における最大照査値の評価時刻で

の断面力図を図 6.2－4 に，せん断破壊に対する最大照査値を表 6.2－6 に示す。 

この結果から，防波扉（鋼管杭）の発生応力が許容限界以下であることを確認

した。 

 

 

図 6.2－4  防波扉（鋼管杭）のせん断力照査における最大照査値の評価時刻での断面力 

（Ｓｓ－Ｄ（＋－），解析ケース①，t＝8.57s） 
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表 6.2－6 防波扉（鋼管杭）のせん断力照査における最大照査値 

解析 

ケース 

地震動 

 

発生断面力 

せん断応力度 

τ s（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

τ sa（N/mm2） 

照査値 

τ s／τ sa 
せん断力 

（kN） 

① 

Ss－D （＋＋） 922 21 157 0.133 

Ss－D （－＋） 610 14 157 0.088 

Ss－D （＋－） 1149 26 157 0.166 

Ss－D （－－） 685 15 157 0.099 

Ss－F1 （＋＋） 509 12 157 0.074 

Ss－F2 （＋＋） 297 7 157 0.043 

Ss－N1 （＋＋） 209 5 157 0.031 

Ss－N1 （－＋） 685 15 157 0.099 

Ss－N2（NS） （＋＋） 261 6 157 0.038 

Ss－N2（NS） （－＋） 276 6 157 0.040 

Ss－N2（EW） （＋＋） 307 7 157 0.045 

Ss－N2（EW） （－＋） 384 9 157 0.056 

② Ss－D （－－） 687 16 157 0.099 

③ Ss－D （－－） 679 15 157 0.098 

 

 

  

1065



 

2.2.3－150 

 

(4) 改良地盤 

 a. すべり安全率による評価 

改良地盤におけるすべり安全率による評価結果を表 6.2－7 に，最小すべり安全

率となる時刻における局所安全係数分布図を図 6.2－5 に示す。 

これらの結果から，改良地盤のすべり安全率が 1.2 以上あることを確認した。 

 

表 6.2－7 改良地盤のすべり安全率評価結果 

解析 
ケース 

地震動 発生時刻(s) 最小すべり安全率 

① 

Ｓs－Ｄ 

（＋＋） 19.18 3.69 

（－＋） 8.58 2.87 

（＋－） 25.80 3.75 

（－－） 8.58 3.02 

Ｓs－Ｆ1（ＮＳ） （＋＋） 7.90 3.66 

Ｓs－Ｆ2（ＮＳ） （＋＋） 15.60 3.09 

Ｓs－Ｎ1 
（＋＋） 7.50 4.14 

（－＋） 7.51 5.16 

Ｓs－Ｎ2（ＮＳ） 
（＋＋） 24.98 5.79 

（－＋） 24.39 5.89 

Ｓs－Ｎ2（ＥＷ） 
（＋＋） 25.42 4.87 

（－＋） 24.42 5.75 

② Ｓs－Ｄ （－－） 8.58 3.02 

③ Ｓs－Ｄ （－－） 8.58 3.02 
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図 6.2－5 改良地盤の最小すべり安全率時刻における局所安全係数分布 

（Ｓｓ－Ｄ（－＋），解析ケース①，t＝8.58s） 

 

 

b. 改良地盤の局所破壊が津波防護機能へ及ぼす影響について 

局所的な破壊が津波防護機能へ及ぼす影響を確認するため，最小すべり安全

率発生時刻において破壊が生じた要素及び全時刻の破壊履歴に着目した改良地

盤の健全性評価を実施する。 

 

(a) 局所安全係数分布図と検討すべり線の重ね合わせ 

改良地盤の最小すべり安全率時刻における局所安全係数分布に，検討すべり

線を重ね合わせた図を図 6.2－6 に示す。 

これにより，検討すべり線は，引張強度に達した要素をおおむね通過している

ことが確認できることから，改良地盤の最小すべり安全率時刻において，引張強

度に達した要素を考慮し改良地盤の健全性を確保していることを確認した。 
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図 6.2－6 改良地盤の最小すべり安全率時刻における局所安全係数分布と 

検討すべり線の重ね合わせ 

（Ｓｓ－Ｄ（－＋），解析ケース①，t＝8.58s） 
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全時刻における破壊履歴図を図 6.2－7 に示す。 

これにより，せん断破壊に達する要素はなく，引張強度に達する要素は限定

的であるため，難透水性の保持に影響するような流入経路は形成されず，改良

地盤の健全性を確保していることを確認した。 

 

 

図 6.2－7 全時刻における破壊履歴図（Ｓｓ－Ｄ（－＋），解析ケース①） 
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(5) 基礎地盤 

基礎地盤の支持性能照査結果を表 6.2－8 に示す。 

防波扉（鋼管杭）の杭先端部に生じる最大軸応力度が極限支持力度以下であるこ

とを確認した。 

 

表 6.2－8 基礎地盤の支持性能照査結果（鋼管杭直下の岩盤） 

解析 
ケース 

地震動 
 

発生断面力 

最大軸応力度 

Ｒｄ（N/mm2） 

極限支持力度 

Ｒ u（N/mm2） 

照査値 

Ｒｄ／Ｒ u 軸力（圧縮） 

Ｎ max（kN） 

① 

Ss－D （＋＋） 434 0.4 9.8 0.040 

Ss－D （－＋） 391 0.3 9.8 0.036 

Ss－D （＋－） 494 0.4 9.8 0.045 

Ss－D （－－） 381 0.3 9.8 0.035 

Ss－F1 （＋＋） 342 0.3 9.8 0.031 

Ss－F2 （＋＋） 340 0.3 9.8 0.031 

Ss－N1 （＋＋） 352 0.3 9.8 0.032 

Ss－N1 （－＋） 255 0.2 9.8 0.024 

Ss－N2（NS） （＋＋） 398 0.4 9.8 0.037 

Ss－N2（NS） （－＋） 446 0.4 9.8 0.041 

Ss－N2（EW） （＋＋） 478 0.4 9.8 0.044 

Ss－N2（EW） （－＋） 413 0.4 9.8 0.038 

② Ss－D （－－） 379 0.3 9.8 0.035 

③ Ss－D （－－） 381 0.3 9.8 0.035 
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6.3 漂流物対策工 

(1) 漂流物対策工（鋼製扉体） 

漂流物対策工（鋼製扉体）の耐震評価に用いる設計震度は，漂流物対策工（鋼製

扉体）の設置床の最大応答加速度から算出される水平震度及び鉛直震度より，表 6.3

－1 に示すとおり保守的に設定した。 

漂流物対策工（鋼製扉体）の主部材の照査結果を表 6.3－2 に示す。この結果か

ら，漂流物対策工（鋼製扉体）の主部材の発生応力が許容限界以下であることを確

認した。 

 

表 6.3－1 設計用地震力 

設置標高 最大応答加速度に基づく震度 設計震度 

EL 8.5m 

水平 

Ss－D 

(＋＋) 1.16 

水平 Kh 2.4 

(－＋) 1.19 

(＋－) 1.14 

(－－) 1.14 

Ss－F1 (＋＋) 1.00 

Ss－F2 (＋＋) 1.11 

Ss－N1 
(＋＋) 0.81 

(－＋) 0.85 

Ss－N2(NS) 
(＋＋) 0.57 

(－＋) 0.63 

Ss－N2(EW) 
(＋＋) 0.75 

(－＋) 0.68 

鉛直 

Ss－D 

(＋＋) 0.69 

鉛直 kv 1.3 

(－＋) 0.63 

(＋－) 0.60 

(－－) 0.64 

Ss－F1 (＋＋) 0.42 

Ss－F2 (＋＋) 0.52 

Ss－N1 
(＋＋) 0.31 

(－＋) 0.35 

Ss－N2(NS) 
(＋＋) 0.56 

(－＋) 0.65 

Ss－N2(EW) 
(＋＋) 0.74 

(－＋) 0.48 
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表 6.3－2(1) 漂流物対策工（鋼製扉体，戸当り）の主部材の照査結果（1/2） 

部材 材質 種別 
応力度 

(a) 

許容限界 

(b) 

照査値 

(a／b) 

漂流物 

対策工 

(鋼製

扉体) 

主横桁 

(最下段) 

SBHS700 
曲げ応力度 

(N/mm2) 
6 525 0.012 

SM570 
せん断応力度 

(N/mm2) 
3 193 0.016 

主横桁 

(最上段） 

SBHS700 
曲げ応力度 

(N/mm2) 
31 525 0.060 

SM570 
せん断応力度 

(N/mm2) 
7 193 0.037 

張出桁 SBHS700 

曲げ応力度 

(N/mm2) 
0.4 525 0.001 

せん断応力度 

(N/mm2) 
0.3 303 0.001 

補助縦桁 SM570 

曲げ応力度 

(N/mm2) 
0.03 310 0.001 

せん断応力度 

(N/mm2) 
0.04 193 0.001 

端縦桁 SM570 
圧縮応力度 

(N/mm2) 
14 337 0.042 

支承部 

(上部支承軸) 

SUS630 

H1150 

曲げ応力度 

(N/mm2) 

253 540 0.469 

せん断応力度 

(N/mm2) 

28 310 0.091 

支承部 

(下部支承軸) 
SUS304N2 

曲げ応力度 

(N/mm2) 

131 255 0.514 

せん断応力度 

(N/mm2) 

13 147 0.089 

支承部 

(下部支承軸受) 

SUS630 

H1150 

接触応力度 

(N/mm2) 
1405 2035 0.691 

支承軸受け 
自動調心 

ころ軸受 

軸受荷重 

(kN) 
1053.9 2140 0.493 

支承部 

（浮上防止金物） 

SUS304 

曲げ応力度

(N/mm2) 
80 150 0.534 

せん断応力度

(N/mm2) 
13 90 0.145 

SUS304N2 

軸方向引張 

応力度

(N/mm2) 

137 255 0.538 
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表 6.3－2(2) 漂流物対策工（鋼製扉体，戸当り）の主部材の照査結果（2/2） 

部材 材質 種別 
応力度 

(a) 

許容限界 

(b) 

照査値 

(a／b) 

漂流物 

対策工 

(鋼製

扉体) 

支承アンカー 

(上部アンカー

ボルト) 

S45C-H 

軸方向引張 

応力度 

(N/mm2) 

187 367 0.510 

支承アンカー 

(下部アンカー

ボルト) 

S45C-H 

軸方向引張 

応力度 

(N/mm2) 

118 367 0.322 

上部支承アン

カー(コンクリ

ート) 

Fc40 

支圧応力度 

ｱﾝｶｰﾌﾟﾚｰﾄ 

(N/mm2) 

4.9 8.8 0.557 

支圧応力度 

支圧板 

(N/mm2) 

5.3 8.8 0.603 

せん断応力度 

(N/mm2) 

0.38 0.60 0.634 

下部支承アン

カー(コンクリ

ート) 

Fc40 

支圧応力度 

ｱﾝｶｰﾌﾟﾚｰﾄ 

(N/mm2) 

2.4 8.8 0.273 

支圧応力度 

支圧板(N/mm2) 

6.5 8.8 0.739 

せん断応力度 

(N/mm2) 

0.30 0.60 0.500 

ロック装置 SM570 

曲げ圧縮 

応力度 

(N/mm2) 

127 337 0.377 

せん断応力度 

(N/mm2) 

108 193 0.560 

支圧板 SUS304 
支圧応力度 

(N/mm2) 
1.1 225 0.005 

戸当り（腹板） SM400 
支圧応力度 

(N/mm2) 
6 270 0.023 

戸当り（底面フ

ランジ） 
SBHS700 

曲げ応力度 

(N/mm2) 
19 525 0.037 

戸当り（コンク

リート） 
Fc40 

支圧応力度 

(N/mm2) 
0.1 8.8 0.012 

せん断応力度 

(N/mm2) 
0.03 0.60 0.050 
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(2) 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱） 

a. 曲げ軸力照査 

漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における

最大照査値の評価時刻での断面力図を図 6.3－1 に，曲げ・軸力系の破壊に対す

る最大照査値を表 6.3－3 に示す。 

この結果から，漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）の発生応力が許容限界以下で

あることを確認した。 

 

 

         

 

図 6.3－1(1) 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）の曲げ圧縮照査における最大照査値の評価

時刻での断面力（Ｓｓ－Ｄ（－－），解析ケース②，t＝8.58s） 
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図 6.3－1(2)  漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）の曲げ引張照査における最大照査

値の評価時刻での断面力（Ｓｓ－Ｄ（－＋），解析ケース①，t＝8.58s） 
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表 6.3－3(1) 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）の曲げ圧縮照査における最大照査値 

解析 

ケース 
地震動 

発生断面力 
曲げ圧縮 
応力度 

σ c（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

σ ca（N/mm2） 

照査値 

σ c／σ ca 
曲げモーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

① 

Ss－D （＋＋） 15975 -2559 1.5 21.0 0.073 

Ss－D （－＋） -15351 -3740 1.5 21.0 0.073 

Ss－D （＋－） 15669 -3795 1.5 21.0 0.073 

Ss－D （－－） -18292 -4186 1.8 21.0 0.087 

Ss－F1 （＋＋） -13370 -3559 1.3 21.0 0.063 

Ss－F2 （＋＋） -16694 -3322 1.6 21.0 0.079 

Ss－N1 （＋＋） -11348 -3774 1.1 21.0 0.053 

Ss－N1 （－＋） 11402 -3370 1.1 21.0 0.053 

Ss－N2（NS） （＋＋） -10030 -3143 1.0 21.0 0.047 

Ss－N2（NS） （－＋） 9918 -2334 1.0 21.0 0.046 

Ss－N2（EW） （＋＋） -10502 -4400 1.0 21.0 0.049 

Ss－N2（EW） （－＋） -11049 -3741 1.1 21.0 0.052 

② Ss－D （－－） -18295 -4187 1.8 21.0 0.087 

③ Ss－D （－－） -18288 -4184 1.8 21.0 0.087 
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表 6.3－3(2) 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）の曲げ引張照査における最大照査値 

解析 

ケース 
地震動 

発生断面力 
曲げ引張 
応力度 

σ c（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

σ ca（N/mm2） 

照査値 

σ c／σ ca 
曲げモーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

① 

Ss－D （＋＋） 15346 -1839 45 294 0.153 

Ss－D （－＋） -15201 -2536 46 294 0.159 

Ss－D （＋－） -14244 -2989 38 294 0.129 

Ss－D （－－） -18292 -4186 46 294 0.155 

Ss－F1 （＋＋） -13370 -3559 29 294 0.099 

Ss－F2 （＋＋） -16694 -3322 46 294 0.157 

Ss－N1 （＋＋） -11105 -3612 19 294 0.065 

Ss－N1 （－＋） 11402 -3370 19 294 0.066 

Ss－N2（NS） （＋＋） -10030 -3143 18 294 0.062 

Ss－N2（NS） （－＋） 9918 -2334 21 294 0.070 

Ss－N2（EW） （＋＋） -10037 -3763 14 294 0.048 

Ss－N2（EW） （－＋） 8614 -1829 19 294 0.066 

② Ss－D （－－） -18295 -4187 46 294 0.155 

③ Ss－D （－－） -18288 -4184 46 294 0.155 
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b. せん断力照査 

漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）のせん断破壊に対する照査における最大照査

値の評価時刻での断面力図を図 6.3－2 に，せん断破壊に対する最大照査値を表

6.3－4 に示す。 

この結果から，漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）の発生応力が許容限界以下で

あることを確認した。 

 

         

 

図 6.3－2 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）のせん断力照査における最大照査値の評価時

刻での断面力（Ｓｓ－Ｄ（－－），解析ケース①，t＝8.58s） 
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表 6.3－4 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）のせん断力照査における最大照査値 

解析 

ケース 

地震動 

 

発生断面力 

せん断応力度 

τ s（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

τ sa（N/mm2） 

照査値 

τ s／τ sa 
せん断力 

（kN） 

① 

Ss－D （＋＋） 4067 0.33 0.82 0.399 

Ss－D （－＋） 4034 0.32 0.82 0.395 

Ss－D （＋－） 4036 0.32 0.82 0.396 

Ss－D （－－） 4600 0.37 0.82 0.451 

Ss－F1 （＋＋） 3499 0.28 0.82 0.343 

Ss－F2 （＋＋） 4240 0.34 0.82 0.416 

Ss－N1 （＋＋） 2921 0.23 0.82 0.287 

Ss－N1 （－＋） 2871 0.23 0.82 0.282 

Ss－N2（NS） （＋＋） 2420 0.19 0.82 0.237 

Ss－N2（NS） （－＋） 2363 0.19 0.82 0.232 

Ss－N2（EW） （＋＋） 2594 0.21 0.82 0.255 

Ss－N2（EW） （－＋） 2598 0.21 0.82 0.255 

② Ss－D （－－） 4600 0.37 0.82 0.451 

③ Ss－D （－－） 4599 0.37 0.82 0.451 
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(3) 漂流物対策工基礎スラブ 

a. 曲げ軸力照査 

漂流物対策工基礎スラブの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査

値の評価時刻での断面力図を図 6.3－3 に，曲げ・軸力系の破壊に対する最大照

査値を表 6.3－5 に示す。 

この結果から，漂流物対策工基礎スラブの発生応力が許容限界以下であること

を確認した。 

 

         

 

図 6.3－3 漂流物対策工基礎スラブの曲げ軸力照査における最大照査値の評価時刻での断

面力（Ｓｓ－Ｄ（＋－），解析ケース①，t＝18.93s） 
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表 6.3－5(1) 漂流物対策工基礎スラブの曲げ圧縮照査における最大照査値 

解析 

ケース 
地震動 

発生断面力 
曲げ圧縮 
応力度 

σ c（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

σ ca（N/mm2） 

照査値 

σ c／σ ca 
曲げモーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

① 

Ss－D （＋＋） -2906 -543 1.3 21.0 0.062 

Ss－D （－＋） -2919 -473 1.3 21.0 0.061 

Ss－D （＋－） -3447 -492 1.5 21.0 0.072 

Ss－D （－－） -3010 -950 1.4 21.0 0.066 

Ss－F1 （＋＋） -2539 -401 1.1 21.0 0.053 

Ss－F2 （＋＋） -2689 -742 1.2 21.0 0.058 

Ss－N1 （＋＋） -2090 -609 0.9 21.0 0.045 

Ss－N1 （－＋） -1823 -470 0.8 21.0 0.039 

Ss－N2（NS） （＋＋） -1880 -393 0.8 21.0 0.040 

Ss－N2（NS） （－＋） -2177 -394 1.0 21.0 0.046 

Ss－N2（EW） （＋＋） -2425 -501 1.1 21.0 0.052 

Ss－N2（EW） （－＋） -2218 -495 1.0 21.0 0.048 

② Ss－D （－－） -3012 -947 1.4 21.0 0.066 

③ Ss－D （－－） -3011 -947 1.4 21.0 0.066 

 

 

  

1081



 

2.2.3－166 

 

表 6.3－5(2) 漂流物対策工基礎スラブの曲げ引張照査における最大照査値 

解析 

ケース 
地震動 

発生断面力 
曲げ引張 
応力度 

σ c（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

σ ca（N/mm2） 

照査値 

σ c／σ ca 
曲げモーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

① 

Ss－D （＋＋） -2919 -314 38 294 0.130 

Ss－D （－＋） -2919 -473 35 294 0.118 

Ss－D （＋－） -3447 -492 42 294 0.144 

Ss－D （－－） -2887 -214 40 294 0.136 

Ss－F1 （＋＋） -2458 -251 32 294 0.111 

Ss－F2 （＋＋） -2684 -603 28 294 0.096 

Ss－N1 （＋＋） -1756 -308 20 294 0.069 

Ss－N1 （－＋） -1582 -289 18 294 0.062 

Ss－N2（NS） （＋＋） -1880 -393 20 294 0.070 

Ss－N2（NS） （－＋） -2177 -394 25 294 0.085 

Ss－N2（EW） （＋＋） -2423 -442 28 294 0.094 

Ss－N2（EW） （－＋） -2187 -187 30 294 0.101 

② Ss－D （－－） -2905 -217 40 294 0.137 

③ Ss－D （－－） -3078 -363 39 294 0.135 
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b. せん断力照査 

漂流物対策工基礎スラブのせん断破壊に対する照査における最大照査値の評

価時刻での断面力図を図 6.3－4 に，せん断破壊に対する最大照査値を表 6.3－6

に示す。 

この結果から，漂流物対策工基礎スラブの発生応力が許容限界以下であること

を確認した。 

 

         

 

図 6.3－4  漂流物対策工基礎スラブのせん断力照査における最大照査値の評価時刻での断

面力（Ｓｓ－Ｄ（＋－），解析ケース①，t＝8.58s） 
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2.2.3－168 

 

表 6.3－6 漂流物対策工基礎スラブのせん断力照査における最大照査値 

解析 

ケース 

地震動 

 

発生断面力 

せん断応力度 

τ s（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

τ sa（N/mm2） 

照査値 

τ s／τ sa 
せん断力 

（kN） 

① 

Ss－D （＋＋） 982 0.31 0.82 0.378 

Ss－D （－＋） 956 0.30 0.82 0.368 

Ss－D （＋－） 1025 0.32 0.82 0.394 

Ss－D （－－） 879 0.28 0.82 0.338 

Ss－F1 （＋＋） 820 0.26 0.82 0.316 

Ss－F2 （＋＋） 819 0.26 0.82 0.315 

Ss－N1 （＋＋） 585 0.18 0.82 0.225 

Ss－N1 （－＋） 766 0.24 0.82 0.295 

Ss－N2（NS） （＋＋） 509 0.16 0.82 0.196 

Ss－N2（NS） （－＋） 606 0.19 0.82 0.233 

Ss－N2（EW） （＋＋） 653 0.21 0.82 0.252 

Ss－N2（EW） （－＋） 677 0.21 0.82 0.261 

② Ss－D （－－） 879 0.28 0.82 0.338 

③ Ss－D （－－） 877 0.28 0.82 0.338 
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(4) 基礎地盤 

a. 支持力照査 

基礎地盤の支持性能照査結果を表 6.3－7 に，最大接地圧分布を図 6.3－5 に示

す。 

漂流物対策工の基礎地盤に生じる最大接地圧が極限支持力度を下回ることを

確認した。 

 

表 6.3－7(1) 基礎地盤の支持性能照査結果（ＭＭＲ） 

解析 
ケース 

地震動 
 

最大接地圧 

Ｐ（N/mm2） 

極限支持力度 

Ｐ u（N/mm2） 

照査値 

Ｐ／Ｐ u 

① 

Ss－D （＋＋） 0.8 18.0 0.043 

Ss－D （－＋） 0.6 18.0 0.036 

Ss－D （＋－） 0.8 18.0 0.044 

Ss－D （－－） 0.7 18.0 0.040 

Ss－F1 （＋＋） 0.6 18.0 0.034 

Ss－F2 （＋＋） 0.6 18.0 0.032 

Ss－N1 （＋＋） 0.4 18.0 0.025 

Ss－N1 （－＋） 0.5 18.0 0.028 

Ss－N2（NS） （＋＋） 0.5 18.0 0.028 

Ss－N2（NS） （－＋） 0.6 18.0 0.034 

Ss－N2（EW） （＋＋） 0.6 18.0 0.036 

Ss－N2（EW） （－＋） 0.5 18.0 0.030 

② Ss－D （－－） 0.7 18.0 0.040 

③ Ss－D （－－） 0.7 18.0 0.040 
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表 6.3－7(2) 基礎地盤の支持性能照査結果（改良地盤） 

解析 

ケース 

地震動 

 
最大接地圧 

Ｐ（N/mm2） 

極限支持力度 

Ｐ u（N/mm2） 

照査値 

Ｐ／Ｐ u 

① 

Ss－D （＋＋） 0.4 1.4 0.279 

Ss－D （－＋） 0.5 1.4 0.324 

Ss－D （＋－） 0.4 1.4 0.287 

Ss－D （－－） 0.5 1.4 0.349 

Ss－F1 （＋＋） 0.4 1.4 0.299 

Ss－F2 （＋＋） 0.5 1.4 0.328 

Ss－N1 （＋＋） 0.4 1.4 0.289 

Ss－N1 （－＋） 0.3 1.4 0.197 

Ss－N2（NS） （＋＋） 0.3 1.4 0.236 

Ss－N2（NS） （－＋） 0.3 1.4 0.229 

Ss－N2（EW） （＋＋） 0.3 1.4 0.242 

Ss－N2（EW） （－＋） 0.3 1.4 0.237 

② Ss－D （－－） 0.5 1.4 0.348 

③ Ss－D （－－） 0.5 1.4 0.349 
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表 6.3－7(3) 基礎地盤の支持性能照査結果（岩盤） 

解析 

ケース 

地震動 

 
最大接地圧 

Ｐ（N/mm2） 

極限支持力度 

Ｐ u（N/mm2） 

照査値 

Ｐ／Ｐ u 

① 

Ss－D （＋＋） 1.5 9.8 0.157 

Ss－D （－＋） 1.9 9.8 0.193 

Ss－D （＋－） 1.6 9.8 0.167 

Ss－D （－－） 2.0 9.8 0.207 

Ss－F1 （＋＋） 1.5 9.8 0.157 

Ss－F2 （＋＋） 1.7 9.8 0.171 

Ss－N1 （＋＋） 1.7 9.8 0.173 

Ss－N1 （－＋） 1.3 9.8 0.135 

Ss－N2（NS） （＋＋） 1.3 9.8 0.133 

Ss－N2（NS） （－＋） 1.4 9.8 0.148 

Ss－N2（EW） （＋＋） 1.3 9.8 0.135 

Ss－N2（EW） （－＋） 1.4 9.8 0.142 

② Ss－D （－－） 2.0 9.8 0.207 

③ Ss－D （－－） 2.0 9.8 0.207 
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図 6.3－5(1) 基礎地盤の最大接地圧分布図（ＭＭＲ） 

（Ｓｓ－Ｄ（＋－），解析ケース①） 

 

 

 

図 6.3－5(2) 基礎地盤の最大接地圧分布図（改良地盤） 

（Ｓｓ－Ｄ（－－），解析ケース①） 
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2.2.3－173 

 

 

図 6.3－5(3) 基礎地盤の最大接地圧分布図（岩盤） 

（Ｓｓ－Ｄ（－－），解析ケース①） 

 

b. せん断破壊（ＭＭＲ）に対する評価 

ＭＭＲのせん断破壊及び引張破壊に対する局所安全係数を表 6.3－8 に示す。 

また，引張破壊に対する局所安全係数が 1.0 を下回るケースについて，最大引張

応力発生時刻の局所安全係数分布を図 6.3－6 に示す。 

 

ｆｓ＝Ｒ／Ｓ 

ここに，ｆｓ：局所安全係数 

    Ｒ：せん断強度又は引張強度 

    Ｓ：発生せん断応力又は発生引張応力 

 

同表及び同図より，せん断破壊及び引張破壊している要素の分布が極めて局所的

でＭＭＲの安全性に影響を及ぼすことはない。 

以上から，漂流物対策工直下のＭＭＲの健全性を確認した。 
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表 6.3－8(1) ＭＭＲのせん断破壊に対する局所安全係数 

解析 

ケース 

地震動 

 

せん断応力 

Ｓ（N/mm2） 

せん断強度 

Ｒ（N/mm2） 

局所安全係数 

ｆｓ 

① 

Ss－D （＋＋） 0.99 3.60 3.61 

Ss－D （－＋） 1.18 3.60 3.06 

Ss－D （＋－） 1.05 3.60 3.42 

Ss－D （－－） 1.28 3.60 2.81 

Ss－F1 （＋＋） 0.96 3.60 3.75 

Ss－F2 （＋＋） 1.06 3.60 3.39 

Ss－N1 （＋＋） 1.09 3.60 3.30 

Ss－N1 （－＋） 0.82 3.60 4.39 

Ss－N2（NS） （＋＋） 0.82 3.60 4.39 

Ss－N2（NS） （－＋） 0.88 3.60 4.06 

Ss－N2（EW） （＋＋） 0.82 3.60 4.36 

Ss－N2（EW） （－＋） 0.85 3.60 4.23 

② Ss－D （－－） 1.28 3.60 2.81 

③ Ss－D （－－） 1.28 3.60 2.82 
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表 6.3－8(2) ＭＭＲの引張破壊に対する局所安全係数 

解析 

ケース 
地震動 

引張応力 

Ｓ（N/mm2） 

引張強度 

Ｒ（N/mm2） 

局所安全係数 

ｆｓ 

① 

Ss－D （＋＋） 1.50 1.57 1.04 

Ss－D （－＋） 2.00 1.57 0.78 

Ss－D （＋－） 1.51 1.57 1.03 

Ss－D （－－） 1.99 1.57 0.78 

Ss－F1 （＋＋） 1.40 1.57 1.12 

Ss－F2 （＋＋） 1.55 1.57 1.01 

Ss－N1 （＋＋） 1.66 1.57 0.94 

Ss－N1 （－＋） 1.19 1.57 1.31 

Ss－N2（NS） （＋＋） 1.17 1.57 1.34 

Ss－N2（NS） （－＋） 1.37 1.57 1.13 

Ss－N2（EW） （＋＋） 1.20 1.57 1.30 

Ss－N2（EW） （－＋） 1.13 1.57 1.38 

② Ss－D （－－） 1.99 1.57 0.78 

③ Ss－D （－－） 1.99 1.57 0.78 
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図 6.3－6(1) ＭＭＲの引張応力最大時刻の局所安全係数 

（Ｓｓ－Ｄ（－＋），解析ケース①，t＝8.93s） 

 

 

図 6.3－6(2) ＭＭＲの引張応力最大時刻の局所安全係数 

（Ｓｓ－Ｄ（－－），解析ケース①，t＝8.94s） 
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図 6.3－6(3) ＭＭＲの引張応力最大時刻の局所安全係数 

（Ｓｓ－Ｎ１（＋＋），解析ケース①，t＝7.51s） 

 

 

図 6.3－6(4) ＭＭＲの引張応力最大時刻の局所安全係数 

（Ｓｓ－Ｄ（－－），解析ケース②，t＝8.94s） 
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図 6.3－6(5) ＭＭＲの引張応力最大時刻の局所安全係数 

（Ｓｓ－Ｄ（－－），解析ケース③，t＝8.94s） 
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2.2.4－1 

 

1. 概要 

本資料は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の基本方針」に基づき，

防波壁通路防波扉（荷揚場南）（以下「防波扉（荷揚場南）」という。）が，地震後の繰

返しの来襲を想定した津波荷重，漂流物の衝突，風及び積雪を考慮した荷重に対して，施

設・地盤の構造健全性を保持すること及び十分な支持性能を有する地盤に設置しているこ

とを説明するものである。 
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2.2.4－2 

 

2. 基本方針 

2.1 位置 

防波扉（荷揚場南）の位置図を図 2.1－1 に示す。 

  

 

 

図 2.1－1 防波扉（荷揚場南）位置図 

 

  

防波扉（荷揚場南）
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2.2.4－3 

 

2.2 構造概要 

防波扉（荷揚場南）は，Ｓクラス施設である津波防護施設に分類される。また，防波

扉（荷揚場南）の一部として漂流物対策工を設置し，漂流物対策工により防波扉に漁船

等の漂流物が直接衝突しない構造とする。 

防波扉は，入力津波高さ（EL 11.9m）に参照する裕度（0.64m）を加えた津波高さ（EL 

12.6m）に対して，余裕を考慮した天端高さ（EL 15.0m）とする。 

防波扉（鋼製扉体），戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブは，鋼管杭により岩盤に支

持される構造とし，防波扉（鋼製扉体）と戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブとの間に

は水密ゴム（側部水密ゴム及び底部水密ゴム）を設置し，止水性を確保する。 

防波扉（荷揚場南）の構造概要図を図 2.2－1 及び図 2.2－2 に示す。 

防波扉の構造図を図 2.2－3 及び図 2.2－4 に，戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブの

概略配筋図を図 2.2－5 に，水密ゴムの概念図を図 2.2－6 に示す。 

漂流物対策工は，漂流物対策工（鋼製扉体），戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブか

ら構成され，マンメイドロック（以下「ＭＭＲ」という。）を介して岩盤に支持される。 

漂流物対策工（鋼製扉体）は，主横桁，補助縦桁，端縦桁及び張出桁の 4 種類の桁を

溶接により接合した格子状の部材である。戸当り（ＲＣ支柱）に対しては支承部でアン

カーにより固定され，鋼製扉体と戸当り（ＲＣ支柱）間には支圧板を設けている。 

漂流物対策工の構造図を図 2.2－7及び図 2.2－8に，漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）

及び基礎スラブの概略配筋図を図 2.2－9 に示す。 

また，漂流物対策工の支承部の構造及び荷重の伝達経路については参考資料 4 に，漂

流物対策工設置による隣接構造物への影響については参考資料 6 に示す。 
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2.2.4－4 

 

 

 

図 2.2－1(1) 防波扉（荷揚場南）の構造概要図 
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2.2.4－5 

 

 

図 2.2－1(2) 防波扉（荷揚場南）の構造概要図（平面図） 
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2.2.4－7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2－3(1) 防波扉の構造図（鋼製扉体正面図，Ａ－Ａ断面） 

 

図 2.2－3(2) 防波扉の構造図（鋼製扉体平面図，Ｂ－Ｂ断面）  
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2.2.4－8 

 

 

図 2.2－4(1) 防波扉の構造図（基礎正面図，Ａ－Ａ断面） 

 

 

図 2.2－4(2) 防波扉の構造図（基礎断面図，Ｃ－Ｃ断面）  
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2.2.4－9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2－5(1) 防波扉戸当り（ＲＣ支柱）の概略配筋図（Ａ－Ａ断面） 

 

 

図 2.2－5(2) 防波扉基礎スラブの概略配筋図（Ｂ－Ｂ断面） 
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2.2.4－10 

 

 

 

平面図 

 

 

 

 

 

図 2.2－6 防波扉の水密ゴム概念図 
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2.2.4－11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2－7(1) 漂流物対策工の構造図（鋼製扉体正面図，Ａ－Ａ断面） 

 

図 2.2－7(2) 漂流物対策工の構造図（鋼製扉体平面図，Ｂ－Ｂ断面）  
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2.2.4－12 

 

 

図 2.2－8(1) 漂流物対策工の構造図（基礎正面図，Ａ－Ａ断面） 

図 2.2－8(2) 漂流物対策工の構造図（基礎断面図，Ｃ－Ｃ断面）  
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2.2.4－13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2－9(1) 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）の概略配筋図（Ａ－Ａ断面） 
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2.2.4－14 

 

 

図 2.2－9(2) 漂流物対策工基礎スラブの概略配筋図（Ｂ－Ｂ断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2－9(3) 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブの 

接続部における概略配筋図（Ｃ－Ｃ断面） 
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2.2.4－15 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2－9(4) 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）のアンカー部付近 

における概略配筋図（Ｄ－Ｄ断面） 
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ひび割れ補強鉄筋は構造部材として期待していない。
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2.2.4－16 

 

2.3 評価方針 

防波扉（荷揚場南）は，S クラス施設である津波防護施設に分類される。また，漂流

物対策工により防波扉に漁船等の漂流物が直接衝突しない構造とし，防波扉（荷揚場南）

の評価対象部位として漂流物対策工の評価を行う。 

防波扉（荷揚場南）の各部位の役割及び性能目標を表 2.3－1 及び表 2.3－2 に示す。 

また，防波扉（荷揚場南）の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設

の強度計算の基本方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」及び「4.2 許容限界」にお

いて設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて実施する。強度評価

では，「3. 強度評価」に示す方法により，「4. 評価条件」に示す評価条件を用いて

評価し，「5. 評価結果」より，防波扉（荷揚場南）の評価対象部位の発生応力及びす

べり安全率が許容限界を満足することを確認する。 

防波扉（荷揚場南）の強度評価においては，その構造を踏まえ，津波の作用方向や伝

達過程を考慮し，評価対象部位を設定する。強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，

津波に伴う荷重作用時（以下「津波時」という。）について行う。 

防波扉（荷揚場南）の強度評価は，設計基準対象施設として表 2.3－3 の防波扉（荷

揚場南）の評価項目に示すとおり，施設・地盤の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評

価を行う。なお，防波扉及び漂流物対策工は，閉状態を対象に強度評価を行う。 

施設・地盤の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を実施することにより，構造強

度を有すること及び止水性を損なわないことを確認する。 

防波扉(荷揚場南)の強度評価フローを図 2.3－1 に示す。 
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2.2.4－17 

 

表 2.3－1 防波扉（荷揚場南）の各部位の役割 

  部位の名称 地震時の役割 津波時の役割 

施 

設 

防波扉 

（鋼製扉体） 
－ 

・遮水性を保持する。 

・津波荷重を基礎に伝達する。 

防波扉戸当り 

（ＲＣ支柱） 
・防波扉（鋼製扉体）を支持する。 

・防波扉（鋼製扉体）を支持する。 

・津波荷重を基礎に伝達する。 

防波扉基礎 

スラブ 

・防波扉（鋼製扉体）及び防波扉戸当

り（ＲＣ支柱）を支持する。 

・防波扉（鋼製扉体）及び防波扉戸当

り（ＲＣ支柱）を支持する。 

防波扉 

（鋼管杭） 
・防波扉基礎スラブを支持する。 ・防波扉基礎スラブを支持する。 

漂流物対策工 

（鋼製扉体） 
－ 

・防波扉に漁船等の漂流物を直接衝突

させない。 

・漂流物衝突荷重及び津波荷重を基礎

に伝達する。 

漂流物対策工 

戸当り 

（ＲＣ支柱） 

・漂流物対策工（鋼製扉体）を支持す

る。 

・防波扉に漁船等の漂流物を直接衝突

させない。 

・漂流物対策工（鋼製扉体）を支持す

る。 

・漂流物衝突荷重及び津波荷重を基礎

に伝達する。 

漂流物対策工 

基礎スラブ 

・漂流物対策工（鋼製扉体）及び漂流

物対策工戸当り（ＲＣ支柱）を支持

する。 

・漂流物対策工（鋼製扉体）及び漂流

物対策工戸当り（ＲＣ支柱）を支持

する。 

地 
盤 

改良地盤 

・鋼管杭の変形を抑制する。 

・漂流物対策工基礎スラブを鉛直支持

する。 

・基礎地盤のすべり安定性に寄与す

る。 

・鋼管杭の変形を抑制する。 

・漂流物衝突荷重及び津波荷重を岩盤

に伝達する。 

・地盤中からの回り込みによる浸水を

防止する（難透水性を保持する）。 

ＭＭＲ 
・漂流物対策工基礎スラブを鉛直支持

する。 

・漂流物衝突荷重及び津波荷重を岩盤

に伝達する。 

岩盤 

・鋼管杭，漂流物対策工基礎スラブ並

びに改良地盤又はＭＭＲを鉛直支

持する。 

・鋼管杭，漂流物対策工基礎スラブ並

びに改良地盤又はＭＭＲを鉛直支 

持する。 

埋戻土 

・役割に期待しない（解析モデルに取

り込み，防波扉及び漂流物対策工へ

の相互作用を考慮する）。 

・役割に期待しない（解析モデルに取

り込み，防波扉及び漂流物対策工へ

の相互作用を考慮する）。 
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表 2.3－3 防波扉（荷揚場南）の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度を

有すること 

施設・地盤

の健全性 

防波扉 

（鋼製

扉体） 

主横桁，スキンプレ

ート，補助縦桁，端

縦桁，支圧板，戸当

り 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

防波扉戸当り 

（ＲＣ支柱） 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

防波扉基礎 

スラブ 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

防波扉（鋼管杭） 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

降伏モーメント

（曲げ）及びせ

ん断応力度（せ

ん断） 

漂流物

対策工 

（鋼製

扉体） 

主横桁，張出桁，補

助縦桁，端縦桁，戸

当り 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

漂流物対策工戸当り 

（ＲＣ支柱） 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

漂流物対策工 

基礎スラブ 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

改良地盤 
すべり破壊しないこと（内的

安定を保持）を確認 

す べ り 安 全 率

1.2 以上 

基礎地盤の

支持性能 
基礎地盤 

発生する応力（接地圧）が許

容限界以下であることを確認 
極限支持力度＊ 

止水性を損

なわないこ

と 

施設・地盤

の健全性 

防波扉 

（鋼製

扉体） 

主横桁，スキンプ

レート，補助縦桁，

端縦桁，支圧板，戸

当り 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

防波扉戸当り 

（ＲＣ支柱） 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

防波扉基礎 

スラブ 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

防波扉（鋼管杭） 

発生する応力（曲げ・軸力，

せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

降伏モーメント

（曲げ）及びせ

ん断応力度（せ

ん断） 

改良地盤 
すべり破壊しないこと（内的

安定を保持）を確認 

す べ り 安 全 率

1.2 以上 

基礎地盤の

支持性能 
基礎地盤 

発生する応力（接地圧）が許

容限界以下であることを確認 
極限支持力度＊ 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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図 2.3－1 防波扉（荷揚場南）の強度評価フロー 

 

  

施設・地盤の応答値算定

施設・地盤の健全性評価

評価終了

許容限界の設定

評価開始

評価方針

評価対象断面及び解析手法の設定

荷重及び荷重の組合せの設定

常時応力解析

２次元静的有限要素法解析

接地圧の算定

基礎地盤の支持性能評価
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・コンクリート標準示方書［構造性能照査編］(土木学会，2002 年） 

・松江市建築基準法施行細則（2005 年 3 月 31 日松江市規則第 234 号） 

・ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説編・設備計画マニュアル編）（ダム・堰施設

技術基準協会，2016 年） 

・道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）･同解説（日本道路協会，2002 年） 

・港湾の施設の技術上の基準・同解説（日本港湾協会，2007 年） 

・耐津波設計に係る工認審査ガイド（2013 年 6 月 19 日原管地発第 1306196 号） 

・原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会） 

・港湾構造物設計事例集（沿岸技術研究センター 平成 19 年 3 月） 
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表 2.4－1 適用する規格，基準類 

項目 適用する規格，基準類 備考 

使用材料 

及び材料定数 

コンクリート標準示方書 [構造性能照査

編](土木学会，2002 年制定） 

道路橋示方書（I 共通編・Ⅳ下部構造編）･

同解説（日本道路協会，平成 14 年 3 月） 

－ 

荷重及び荷重の 

組合せ 

コンクリート標準示方書 [構造性能照査

編](土木学会，2002 年制定） 

松江市建築基準法施行細則（2005 年 3 月 31

日松江市規則第 234 号） 

永久荷重＋偶発荷重＋従たる変

動荷重の適切な組合せを検討 

許容

限界 

鋼製扉体 

ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説編・

設備計画マニュアル編）（ダム・堰施設技

術基準協会，2016 年） 

曲げ軸力照査及びせん断力照査

は，発生応力度が短期許容応力

度以下であることを確認 

戸当り（ＲＣ支

柱）及び基礎ス

ラブ 

コンクリート標準示方書 [構造性能照査

編](土木学会，2002 年制定） 

曲げ軸力照査及びせん断力照査

は，発生応力度が短期許容応力

度以下であることを確認 

鋼管杭 
道路橋示方書（I 共通編・Ⅳ下部構造編）･

同解説（日本道路協会，平成 14 年 3 月） 

曲げ・軸力照査及びせん断力照

査は，発生モーメント又は発生

応力度が，降伏モーメント又は

許容せん断応力度以下であるこ

とを確認 

ＭＭＲ 
道路橋示方書（I 共通編・Ⅳ下部構造編）･

同解説（日本道路協会，平成 14 年 3 月） 

支持力照査は，接地圧が極限支

持力度以下であることを確認 

改良地盤 

①～③ 

耐津波設計に係る工認審査ガイド（平成 25

年 6 月 19 日，原管地発第 1306196 号） 

道路橋示方書（I 共通編・Ⅳ下部構造編）･

同解説（日本道路協会，平成 14 年 3 月） 

すべり安全率が 1.2 以上である

ことを確認 

支持力照査は，接地圧が極限支

持力度以下であることを確認 

基礎地盤 
道路橋示方書（I 共通編・Ⅳ下部構造編）･

同解説（日本道路協会，平成 14 年 3 月） 

支持力照査は，接地圧が極限支

持力度以下であることを確認 

応答解析 

原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４

６０１-1987(日本電気協会） 

有限要素法による二次元モデル

を用いた時刻歴非線形解析 

港湾の施設の技術上の基準・同解説（（社）

日本港湾協会，H19 年版） 

港湾構造物設計事例集（沿岸技術研究セン

ター，平成 19 年 3 月） 

ジョイント要素の物性値の設定 
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3. 強度評価 

3.1 記号の定義 

   強度評価に用いる記号を表 3.1－1 及び表 3.1－2 に示す。 

 

表 3.1－1(1) 防波扉の強度評価に用いる記号(1/3) 

部材 記号 単位 定義 

主横桁 

Ｍ1 kN・m 曲げモーメント 

Ｓ1 kN せん断力 

Ｎ kN 圧縮力 

Ｗ kN/m 水圧荷重 

Ｗ’ kN/m 風荷重 

Ｌ m 支間 

a m 張り出し部 

Ｌ1 m 正面水密幅 

Ｂ1 m 側面水密幅 

Ｚ mm3 断面係数 

Ａw mm2 腹板断面積 

Ａs mm2 全断面積 

σc N/mm2 曲げ応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 

σca N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 

スキン 

プレート 

Ｌ mm 縦桁の間隔（区画の短辺 a） 

ι mm 主桁の間隔（区画の長辺 b） 

ｔf mm 桁フランジの厚さ 

ｔs mm スキンプレートの厚さ 

ｔ mm 有効板厚 

Ｌ/ι - 辺長比 

k1 - 辺長比（長辺ｂ/短辺 a）による係数 

β1 - 応力の補正係数 

Ｐ N/mm2 水平荷重（水圧荷重＋風荷重） 

σ1 N/mm2 曲げ応力度 

σa N/mm2 許容曲げ応力度 
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表 3.1－1(2) 防波扉の強度評価に用いる記号(2/3) 

部材 記号 単位 定義 

補助縦桁 

ℓ m 主横桁間隔 

ｍ m 補助縦桁間隔 

Ｐ kN/m2 水平荷重（水圧荷重＋風荷重） 

Ｍ kN・m 曲げモーメント 

Ｓ kN せん断力 

Ｚ mm3 断面係数 

Ａw mm2 腹板断面積 

σ N/mm2 曲げ応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 

σa N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 

端縦桁 

Ｒ kN 主横桁の支点反力 

Ａq mm2 補剛材の有効総断面積 

σc N/mm2 圧縮応力度 

σca N/mm2 許容圧縮応力度 

支圧板 

Ｐ N/mm2 水平荷重（水圧荷重＋風荷重） 

Ｃ mm 支圧板の有効幅 

Ｌ1 mm 水密幅 

σp N/mm2 支圧板の支圧応力度 

σpa N/mm2 支圧板の許容支圧応力度 
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表 3.1－1(3) 防波扉の強度評価に用いる記号(3/3) 

部材 記号 単位 定義 

戸当り 

Ｐ N/mm2 水平荷重（水圧荷重＋風荷重） 

Ｌ1 mm 水密幅 

ｂf mm 底面フランジの幅 

ｔf mm 底面フランジの厚さ 

ℓ1 mm 戸当り深さ 

ℓ2 mm 底面フランジのコンクリートまでの距離 

Ｍf N・mm 底面フランジに作用する曲げモーメント 

Σℓ mm せん断抵抗長さ（＝ℓ1＋2ℓ2） 

σf N/mm2 底面フランジの曲げ応力度 

σcb N/mm2 コンクリートの支圧応力度 

τc N/mm2 コンクリートのせん断応力度 

σca N/mm2 許容曲げ応力度 

σcba N/mm2 コンクリートの許容支圧応力度  

τca N/mm2 コンクリートの許容せん断応力度  

 

 

  

1121



 

2.2.4－26 

 

表 3.1－2(1) 漂流物対策工の強度評価に用いる記号(1/3) 

部材 記号 単位 定義 

主横桁 

Ｍ1 kN・m 曲げモーメント 

Ｓ1 kN せん断力 

Ｐ kN/m 衝突荷重 

Ｐ´ kN/m 船首衝突による衝突荷重 

Ｗ kN/m 水圧荷重 

Ｗ’ kN/m 風荷重 

Ｌ m 支間 

a m 張り出し部 

Ｌ1 m 扉体幅 

b m 船首衝突作用幅 

Ｚ mm3 断面係数 

Ａw mm2 腹板断面積 

σ N/mm2 曲げ応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 

σca N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 

張出桁 

Ｍ2 kN・m 曲げモーメント 

Ｓ2 kN せん断力 

Ｐ kN 衝突荷重 

Ｗ kN/m 水圧荷重 

Ｗ’ kN/m 風荷重 

Ｌ2 m 張出長さ 

Ｚ mm3 断面係数 

Ａw mm2 腹板断面積 

σ N/mm2 曲げ応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 

σca N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 

補助 

縦桁 

Ｍ3 kN・m 曲げモーメント 

Ｓ3 kN せん断力 

Ｐ kN 衝突荷重 

Ｗ kN/m 水圧荷重 

Ｗ’ kN/m 風荷重 

ℓ m 主横桁の間隔 

  

1122



 

2.2.4－27 

 

表 3.1－2(2) 漂流物対策工の強度評価に用いる記号(2/3)  

部材 記号 単位 定義 

補助 

縦桁 

Ｚ mm3 断面係数 

Ａw mm2 腹板断面積 

σ N/mm2 曲げ応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 

σca N/mm2 許容曲げ応力度 

τa N/mm2 許容せん断応力度 

端縦桁 

Ｒ kN 主横桁の支点反力 

Ａq mm2 補剛材の有効総断面積 

σc N/mm2 圧縮応力度 

σca N/mm2 許容圧縮応力度 
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表 3.1－2(3) 漂流物対策工の強度評価に用いる記号(3/3)  

部材 記号 単位 定義 

戸当り 

Ｗ kN/m 水平荷重（水圧荷重＋風荷重） 

Ｐ kN/m 衝突荷重 

Ｃ mm 支圧板の有効幅 

Ｌ1 mm 扉体幅 

Ｌ2 mm 主横桁の荷重分担長さ 

Ｌ4 mm 衝突荷重分担長さ（鉛直方向に 45°分散） 

ｔw mm 腹板の厚さ 

ｂf mm 底面フランジの幅 

ｔf mm 底面フランジの厚さ 

ℓ1 mm 戸当り深さ 

ℓ2 mm 底面フランジのコンクリートまでの距離 

Ｍf N・mm 底面フランジに作用する曲げモーメント 

Σℓ mm せん断抵抗長さ（＝ℓ1＋2ℓ2） 

σp N/mm2 支圧板の支圧応力度 

σb N/mm2 腹板の支圧応力度 

σf N/mm2 底面フランジの曲げ応力度 

σcb N/mm2 コンクリートの支圧応力度 

τc N/mm2 コンクリートのせん断応力度 

σpa N/mm2 支圧板の許容支圧応力度 

σba N/mm2 腹板の許容支圧応力度 

σca N/mm2 許容曲げ応力度 

σcba N/mm2 コンクリートの許容支圧応力度  

τca N/mm2 コンクリートの許容せん断応力度  
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3.2 評価対象断面 

防波扉（荷揚場南）の評価対象断面は，津波荷重の作用方向を踏まえ，防波扉（鋼

製扉体）及び漂流物対策工（鋼製扉体）の直交方向に作用した場合の影響を評価す

る。防波扉（荷揚場南）の評価対象断面位置図を図 3.2－1 に，縦断面図を図 3.2－2

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2－1 防波扉（荷揚場南）の評価対象断面位置図 
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3.3 解析方法 

防波扉（荷揚場南）の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度

計算の基本方針」の「5. 強度評価方法」に基づき設定する。 

津波時に発生する応答値は，「3.4 荷重及び荷重の組合せ」に基づく荷重を作用さ

せて，応力算定式又は 2 次元静的有限要素法により算定する。なお，衝突荷重は，入力

津波高さ（EL 11.9m）に参照する裕度（0.64m）を加えた高さ（EL 12.6m）に作用させ

る。 

2 次元静的有限要素法については，解析コード「ＦＬＩＰ」を使用する。なお，解析

コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コー

ド）の概要」に示す。 

 

(1) 応答解析手法 

防波扉（荷揚場南）の津波時の解析は，地盤と構造物の相互作用を考慮できる連成系

の解析を用いる。 

応答解析手法の選定フローを図 3.3－1 に示す。 

 

 

図 3.3－1 応答解析手法の選定フロー 
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(2) 材料物性及び地盤物性のばらつき 

以下の理由から，地盤物性のばらつきによる耐津波解析時の照査値への影響が軽微

であると考えられるため，地盤物性のばらつきを考慮しないこととする。 

 

・「2.2.3 防波壁通路防波扉（荷揚場南）の耐震性についての計算書に関する補足説

明」において，埋戻土の物性（初期せん断弾性係数）のばらつきの影響を考慮した

耐震評価を実施した結果，照査値への影響が軽微であることを確認している。 

・「2.2.3 防波壁通路防波扉（荷揚場南）の耐震性についての計算書に関する補足説

明」に示す耐震評価結果と津波による強度評価結果を比較すると，耐震評価時の照

査値は強度評価時の照査値をおおむね上回っている。（津波による強度評価結果は

後段に示す「5. 評価結果」参照。） 
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3.4 荷重及び荷重の組合せ 

強度計算に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施

設の強度計算の基本方針」のうち，「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示している荷重

及び荷重の組合せを踏まえて設定する。 

 

3.4.1 荷重 

強度評価には，以下の荷重を用いる。 

(1) 常時作用する荷重（Ｇ） 

常時作用する荷重として，固定荷重，土圧及び海中部に対する静水圧（浮力含む。）

を考慮する。 

 

(2) 積雪荷重（Ｐｓ） 

積雪荷重は，発電所最寄りの気象官署である松江地方気象台（松江市）での観測

記録（1941～2018 年）より，観測史上 1 位の月最深積雪 100cm（1971 年 2 月 4 日）

に平均的な積雪荷重を与えるための係数 0.35 を考慮した 35.0 ㎝とする。積雪荷重

については，松江市建築基準法施行細則により，積雪量 1cm ごとに 20N/m2 の積雪荷

重が作用することを考慮し設定する。 

 

(3) 風荷重（Ｐｋ） 

平成 12 年 5 月 31 日建設省告示第１４５４号に定められた松江市の基準風速

30m/s を使用する。浸水防護施設が設置される状況に応じて，建築基準法及び建設

省告示第１４５４号に基づき，ガスト影響係数等を適切に設定して算出する。 

 

(4) 遡上津波荷重（Ｐｔ） 

遡上津波荷重は，朝倉式により，防波扉（荷揚場南）の設置高さを考慮し，津波

の水位と防波扉（荷揚場南）の設置高さの差分の 1／2 倍を浸水深として，浸水深

の 3 倍で作用する水圧として算定する。なお，遡上津波荷重は，防波扉と漂流物対

策工の両方に算定した水圧が作用するものとして考慮する。 

遡上津波荷重を表 3.4.1－1 に示す。 

 

表 3.4.1－1 遡上津波荷重 

防波扉及び漂流物 

対策工の天端高 

（EL(m)） 

津波水位 

（EL(m)） 

防波扉及び漂流物 

対策工前面の地盤高 

（EL(m)） 

設計用 

浸水深 

(m) 

防波扉及び漂流物 

対策工前面の地盤高 

での波圧(kN/m2) 

15.0 12.6 8.5 2.05 62.12 
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(5) 衝突荷重（Ｐｃ） 

衝突荷重については，漂流物対策工により，防波扉に漁船等の漂流物が直接衝突

しない構造とすることから，漂流物対策工の強度評価において考慮する。 

衝突荷重として考慮する漂流物は，最も重量が大きい総トン数 19 トンの船舶を

選定する。 

衝突荷重については，「1.5 浸水防護施設の評価における漂流物衝突荷重，風

荷重及び積雪荷重の設定」の整理結果を踏まえ，「施設全体に作用する衝突荷重」

又は「局所的な漂流物衝突荷重」を考慮する。 

 

a. 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）に対する衝突荷重 

2 次元静的有限要素法においては，「施設全体に作用する衝突荷重」を漂流物対

策工戸当り（ＲＣ支柱）に作用させることで構造物及び地盤の強度評価を行う。

図 3.4.1－1 に示すように，漂流物対策工の鋼製扉体に作用する荷重を戸当りに負

担させるため，負担割合を考慮した換算率を乗じた。表 3.4.1－2 に示す評価対象

構造物 14m の設計用平均荷重（420kN/m）を上回る荷重（483kN/m）に換算率を乗

じた荷重を，戸当り（ＲＣ支柱）の EL 12.6m（津波水位）に作用させる。なお，

風荷重及び遡上津波荷重についても同様の方法で換算率を乗じて設定する。 

漂流物対策工における衝突荷重作用図を図 3.4.1－2 に示す。 

 

 

図 3.4.1－1 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）の荷重換算率の考え方 

 

5
.6

m

5.6m3m

6m

施設全体に作用する衝突荷重

○単位幅当りの荷重の換算率
鋼製扉体の開口は考慮せず，100%の荷重が作用するものとして考える。
鋼製扉体に作用する荷重は左右のＲＣ支柱で均等に分担するとして作用幅は半分とする。
(1)鋼製扉体に作用する荷重の幅：3m
(2)ＲＣ支柱に直接作用する荷重の幅：5.6m
→単位幅当たりの荷重の換算率：（3×100%+5.6）/5.6=1.535714

ＲＣ支柱
（東側）

ＲＣ支柱（東側）が
負担する荷重

13.9m

支承部

⑤－３

⑤－４

⑤－２
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評価対象構造物の延長 ｍ 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

衝突解析から算定される衝突荷重 kN 1,107 2,159 2,654 3,049 3,072 3,078 3,085 3,448 3,859 4,271 4,631 5,082

衝突解析から算定される衝突荷重を
評価対象構造物の延長で除した値

kN/m 1,107 1,080 885 762 614 513 441 431 429 427 421 424

1,200 1,100 890 770 620 520 450 440 430 430 430 430
(1,200) (2,200) (2,670) (3,080) (3,100) (3,120) (3,150) (3,520) (3,870) (4,300) (4,730) (5,160)

評価対象構造物の延長 ｍ 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

衝突解析から算定される衝突荷重 kN 5,529 5,816 6,263 6,544 6,776 6,921 7,013 7,045 7,263 7,355 7,387 7,395

衝突解析から算定される衝突荷重を
評価対象構造物の延長で除した値

kN/m 425 415 418 409 399 385 369 352 346 334 321 308

430 420 420 410 400 390 370 360 350 340 330 310
(5,590) (5,880) (6,300) (6,560) (6,800) (7,020) (7,030) (7,200) (7,350) (7,480) (7,590) (7,440)

設計用平均衝突荷重
（設計用平均衝突荷重×評価対象
 構造物の延長）

設計用平均衝突荷重
（設計用平均衝突荷重×評価対象
 構造物の延長）

kN/m
（kN）

kN/m
（kN）

 

図 3.4.1－2 漂流物対策工における衝突荷重作用図 

 

 

表 3.4.1－2 評価対象構造物に対する設計用衝突荷重（「NS2-補-018-02 津波への配慮に

関する説明書に係る補足説明資料 4.5 漂流物による衝突荷重」参照） 

  

483×1.536
＝ 742 kN/m
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b. 漂流物対策工（鋼製扉体）に対する衝突荷重 

  漂流物対策工（鋼製扉体）の各部材については，衝突荷重の作用幅に基づき，図

3.4.1－3 に示すように，「施設全体に作用する衝突荷重」又は「局所的な漂流物

衝突荷重」を考慮する。 

 (a) 施設全体に作用する衝突荷重 

荷重の作用幅が大きな部材（主横桁，端縦桁及び戸当り）については，部材に

作用する荷重が大きいほど発生する断面力が大きくなることから，「施設全体

に作用する衝突荷重」を考慮する。 

漂流物対策工はＲＣ部と鋼材部で構成され，材料の異なる構造物が混在して

いることから，衝突荷重は，漂流物対策工全体ではなく，鋼材部である主横桁

支間長に基づき設定する。主横桁支間長は 7.1m であることから，表 3.4.1－3

に示す評価対象構造物 7m の設計用平均荷重（450kN/m）を上回る荷重（483kN/m）

を部材幅全体で強度計算において考慮する。 

また，鋼製扉体を構成する部材のうち主横桁については，「施設全体に作用

する衝突荷重」に加えて，部材幅が船首幅を上回る鋼材であること，また，異な

る材料のＲＣ支柱で両端を支持される構造であることを踏まえ，船首衝突につ

いても考慮する。衝突荷重は，表 3.4.1－3 に示す評価対象構造物 6m の設計用

平均荷重（520kN/m）を，曲げ照査が厳しくなる位置に作用幅 6m で強度計算に

おいて考慮する。 

 (b) 局所的な漂流物衝突荷重 

部材幅が 1m 未満の部材（張出桁及び補助縦桁）については，部材幅のうち最

も評価が厳しい作用位置に「局所的な漂流物衝突荷重」である 1200kN を強度計

算において考慮する。 
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評価対象構造物の延長 ｍ 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

衝突解析から算定される衝突荷重 kN 1,107 2,159 2,654 3,049 3,072 3,078 3,085 3,448 3,859 4,271 4,631 5,082

衝突解析から算定される衝突荷重を
評価対象構造物の延長で除した値

kN/m 1,107 1,080 885 762 614 513 441 431 429 427 421 424

1,200 1,100 890 770 620 520 450 440 430 430 430 430
(1,200) (2,200) (2,670) (3,080) (3,100) (3,120) (3,150) (3,520) (3,870) (4,300) (4,730) (5,160)

評価対象構造物の延長 ｍ 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

衝突解析から算定される衝突荷重 kN 5,529 5,816 6,263 6,544 6,776 6,921 7,013 7,045 7,263 7,355 7,387 7,395

衝突解析から算定される衝突荷重を
評価対象構造物の延長で除した値

kN/m 425 415 418 409 399 385 369 352 346 334 321 308

430 420 420 410 400 390 370 360 350 340 330 310
(5,590) (5,880) (6,300) (6,560) (6,800) (7,020) (7,030) (7,200) (7,350) (7,480) (7,590) (7,440)

設計用平均衝突荷重
（設計用平均衝突荷重×評価対象
 構造物の延長）

設計用平均衝突荷重
（設計用平均衝突荷重×評価対象
 構造物の延長）

kN/m
（kN）

kN/m
（kN）

 

図 3.4.1－3 漂流物対策工（鋼製扉体）の漂流物衝突荷重の載荷イメージ 

 

表 3.4.1－3 評価対象構造物に対する設計用衝突荷重（「NS2-補-018-02 津波への配慮に

関する説明書に係る補足説明資料 4.5 漂流物による衝突荷重」参照） 

 

 

  

5
.6

m

施設全体に作用する衝突荷重

支柱幅 13.9m

ＲＣ部 ＲＣ部鋼材部

鋼製扉体

主横桁支間長 7.1m

船首衝突

7.1m

6.0m

局
所
的
な
衝
突
荷
重

0
.7
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（平面図）

（平面図） （正面図）

鋼製扉体に作用する衝突荷重

船首衝突を考慮する部材（主横桁） 部材幅が1m未満の部材（補助縦桁）
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3.4.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3.4.2－1 に，強度評価に用いる荷重の作用図を図 3.4.2－1 に

示す。なお，漂流物対策工については，鋼製扉体が格子状の構造を有するが，安全

側の評価となるよう格子状の隙間も受圧面として風荷重及び遡上津波荷重を作用

させる。 

 

表 3.4.2－1 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

津波時（防波扉） Ｇ＋Ｐｓ＋Ｐｋ＋Ｐｔ 

津波時（漂流物対策工） Ｇ＋Ｐｓ＋Ｐｋ＋Ｐｔ＋Ｐｃ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐｓ  ：積雪荷重 

Ｐｋ ：風荷重 

Ｐｔ ：遡上津波荷重 

Ｐｃ ：衝突荷重 

 

 

 

 

図 3.4.2－1  津波時の荷重作用図 

  

海 陸

漂流物対策工 防波扉

風荷重

衝突荷重
津波荷重

EL 15.0m

積雪荷重

風荷重

積雪荷重

EL 8.5m

津波荷重
EL 12.6m
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3.5 解析モデル及び諸元 

3.5.1 解析モデル 

防波扉（荷揚場南）の解析モデルを図 3.5.1－1 に示す。 

 

 (1) 解析領域 

2 次元解析モデルは，「2.2.3 防波壁通路防波扉（荷揚場南）の耐震性につい

ての計算書に関する補足説明」で使用した解析モデルのうち，検討対象構造物と

その周辺地盤をモデル化した不整形地盤で構成される。 

 

(2) 境界条件 

(a) 常時応力解析（津波解析）時 

常時応力解析は，地盤や構造物の自重，構造物に作用する風荷重及び津波荷

重等の静的な荷重を載荷することによる常時応力を算定するために行う。図

3.5.1－2 のとおり，常時応力解析時の境界条件は底面固定とし，側方は自重等

による地盤の鉛直方向の変形を拘束しないよう鉛直ローラーとする。 
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図 3.5.1－2 常時応力解析モデル概念図 

 

 

(3) 構造物のモデル化 

応答解析において，構造物については線形はり要素及び平面ひずみ要素でモデ

ル化する。なお，2 次元解析モデルの奥行きは，防波扉基礎である鋼管杭の間隔の

最大値 4.7m を設定する（図 2.2－4(1)参照）。構造物のモデル化の概念図を図

3.5.1－3 に示す。 

 

  

図 3.5.1－3 構造物のモデル化の概念図 

 

  

：線形はり要素

：剛はり要素

：平面ひずみ要素

：付加重量（鋼製扉体）節点

モデル化モデル化

EL 15.0m

EL 8.5m

EL 15.0m

EL 8.5m

漂流物対策工（鋼製扉体）

漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）

漂流物対策工基礎スラブ

防波扉基礎スラブ

防波扉（鋼製扉体）

防波扉（鋼管杭）

【防波扉】 【漂流物対策工】

鋼製扉体の重量は

上端と下端で半分ずつ負担
鋼製扉体の重量は

基礎スラブの中心で負担
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a. 防波扉 

防波扉基礎スラブ及び防波扉（鋼管杭）は，線形はり要素でモデル化し，はり

要素の交点は剛結合とする。 

防波扉（鋼製扉体）については，剛構造として扱うことから，防波扉基礎スラ

ブの中心の節点において付加重量として設定する。 

    b. 漂流物対策工 

漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）は，図心位置において線形はり要素でモデル

化する。線形はり要素の断面二次モーメントについては，図 3.5.1－4 に示すよう

に，支承部を設けている支柱（東側）の主部全体の断面二次モーメントを求め，支

柱幅（5.6m）で除すことで支柱幅 1m 当たりの断面二次モーメントを算出し，その

値にモデル奥行き 4.7m（図 2.2－4(1)参照）を乗じたものを設定値とする。なお，

戸当り部については，剛性に寄与しないものと判断し，重量のみ考慮する。（支柱

照査用断面は「3.8 評価方法」に示す。） 

漂流物対策工（鋼製扉体）は，剛構造として扱うこと及び戸当り（ＲＣ支柱）に

支承部で固定されることから，漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）の上下端の節点

において付加重量として設定する。 

漂流物対策工基礎スラブについては，厚さ 4m の鉄筋コンクリートを地中に設置

することから，埋込み効果を適切に考慮するために平面ひずみ要素としてモデル

化する。なお，漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）と基礎スラブの境界部については

剛はり要素でモデル化する。 

 

 

図 3.5.1－4 漂流物対策工（ＲＣ支柱）のモデル化範囲  

戸当り部
上部支承
アンカー部

主部戸当り部

支承部

ＲＣ支柱

5600（モデル奥行き（東西）方向）

5
6
0
0

⑤－３

⑤－４

⑤－２

（単位はmm）
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    c. 照査範囲を踏まえたモデル化の考え方 

漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブに対する照査実施範囲は，曲

げについては道路橋示方書（図 3.5.1－6），せん断についてはコンクリート標準

示方書［構造性能照査編］（土木学会，2002 年制定）（図 3.5.1－7）に基づき，

図 3.5.1－5 に示すように，支柱と基礎スラブの接続部は照査対象外とし，部材端

より外側を対象とする。 

照査範囲を踏まえ，漂流物対策工のＲＣ支柱と基礎スラブの接続部の上端は，

剛梁要素でモデル化する。 

 

 

図 3.5.1－5 モデル化の概念図及び照査範囲（漂流物対策工） 

 

  

埋戻土 改良地盤①，②

ＭＭＲ

改良地盤③

：照査実施要素（はり要素）

：剛はり要素

：照査実施要素（平面ひずみ要素）

：接続部
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図 3.5.1－6 照査に用いる断面力の算定位置の根拠（道路橋示方書） 

 

 

 

 

図 3.5.1－7 照査に用いる断面力の算定位置の根拠（コンクリート標準示方書） 

 

  

部
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端

部
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端
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(4) 地盤のモデル化 

岩盤は線形の平面ひずみ要素でモデル化する。埋戻土及び改良地盤は，地盤の非

線形性を考慮するためマルチスプリング要素でモデル化し，地下水位以深の要素は

間隙水要素を重ねて定義する。変形特性には，双曲線モデル（H-D モデル）を用い

る。 

 

(5) ジョイント要素の設定 

地盤と構造体の接合面の法線方向に対して引張荷重を与えると，地盤は構造体

から剥離する特徴がある。また，地盤と構造体の接合面のせん断方向に対してせ

ん断荷重を与え，せん断ひずみを増加させていくと，地盤及び構造体のせん断応

力は上限に達し，それ以上はせん断応力が増加しなくなる特徴がある。 

応答解析では，津波時における実挙動を正確に把握するために，地盤と構造体

の接合面にジョイント要素を設定し，津波時の地盤と構造体の接合面における剥

離及びすべりを考慮する。 

ジョイント要素は，地盤と構造体の接合面で法線方向及びせん断方向に対して

設定する。法線方向については，常時状態以上の引張荷重が生じた場合，剛性及

び応力をゼロとし，剥離を考慮する。せん断方向については，地盤と構造体の接

合面におけるせん断抵抗力以上のせん断荷重が生じた場合，せん断剛性をゼロと

し，すべりを考慮する。 

せん断強度τf は次式の Mohr－Coulomb 式により規定される。 

鉛直方向のジョイント要素の粘着力 c 及び内部摩擦角φは，港湾基準（図 3.5.1

－8 参照）に準拠し，ｃ=0，φ=15°に設定する。 

水平方向のジョイント要素の粘着力 c 及び内部摩擦角φは，「港湾構造物設計

事例集（沿岸技術研究センター，平成 19 年 3 月）」（以下「港湾構造物設計事例

集」とする。）（図 3.5.1－9 参照）に準拠し，静止摩擦係数μから，ｃ=0，φ

=tan-1(μ)より設定する。静止摩擦係数μの値は，港湾基準（図 3.5.1－10 参照）

に準拠し，隣り合う地盤等に応じた静止摩擦係数を用いる。 

ジョイント要素の粘着力及び内部摩擦角を表 3.5.1－1 に，ジョイント要素の配

置を図 3.5.1－11 に示す。 

 

τf＝ｃ＋σ ’tanφ 

ここで， 

 τf：せん断強度 

 ｃ ：粘着力 

      φ ：内部摩擦角  
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2.2.4－46 

 

 

図 3.5.1－8 ジョイント要素（鉛直方向）の物性値の設定根拠（港湾基準抜粋） 
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図 3.5.1－9 ジョイント要素（水平方向）の物性値の設定根拠 

（港湾構造物設計事例集抜粋） 

 

 

図 3.5.1－10 ジョイント要素（水平方向）の物性値設定に用いる静止摩擦係数 

（港湾基準抜粋） 
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表 3.5.1－1 ジョイント要素の粘着力と内部摩擦角 

接合条件 粘着力ｃ 

（N/mm2） 

内部摩

擦角φ 

（°） 

備考 

 材料１ 材料２ 

鉛
直
方
向 

境
界
１ 

埋戻土 

改良地盤①② 

0 15.0 

構造物の壁面摩擦角の設定方

法を準用し，ｃ=0，φ=15°

と設定 

改良地盤③ 

ＭＭＲ 

漂流物対策工 

改良地盤 

①② 

ＭＭＲ 

漂流物対策工 

改良地盤③ ＭＭＲ 

水
平
方
向 

境
界
２ 

改良地盤 

①② 

漂流物対策工 

0 26.57 

剛性の高い岩盤等の境界であ

るため，「コンクリートとコ

ンクリート」及び「コンクリ

ートと岩盤」の静止摩擦係数

（μ=0.50）より，φ=tan-

1(μ)≒26.57° 

防波扉基礎 

ＭＭＲ 漂流物対策工 

岩盤 改良地盤③ 
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項目 
粘着力ｃ 

（N/mm2） 

内部摩擦角φ 

（°） 

鉛直方向 境界１ 0 15.00 

水平方向 境界２ 0 26.57 

 

図 3.5.1－11 荷揚場南断面におけるジョイント要素の配置図 
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2.2.4－50 

 

ジョイント要素のばね定数は，港湾構造物設計事例集を参考に，数値解析上，不

安定な挙動を起こさない程度に周囲材料の剛性よりも十分に大きな値を設定する。

表 3.5.1－2 にジョイント要素のばね定数を示す。 

また，ジョイント要素の力学特性を図 3.5.1－12 に示す。 

 

 

表 3.5.1－2 ジョイント要素のばね定数 

項目 
せん断剛性ｋｓ 

（kN/m3） 

圧縮剛性ｋｎ 

（kN/m3） 

境界１，２ 1.0×106 1.0×106 

 

 

 

 

図 3.5.1－12 ジョイント要素の力学特性 

 

(6) 海水のモデル化 

海水は液体要素でモデル化する。なお，遡上津波荷重は別途考慮する。 
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(7) 杭―地盤相互作用ばね及び杭下端非線形ばねの設定 

地盤と杭が接している箇所の側方境界部に杭―地盤相互作用ばねを設けること

により，地盤と杭の相互作用における３次元効果を２次元モデルで適切に考慮す

る。 

杭―地盤相互作用ばねの杭軸直角方向のばね定数は，「FLIP 研究会 14 年間の検

討成果まとめ理論編」に従い，杭径及び杭間隔より設定される値を用いる。ま

た，軸方向では，杭―地盤相互作用ばねはモデル化していない。 

 

杭下端境界部に圧縮応力の上限値を有さない非線形ばねを設けることにより，

杭下端における地盤と杭の相互作用を適切に考慮する。 

杭下端の杭軸方向について設定する非線形ばねは，常時状態以上の引張が生じ

た場合，剛性及び応力をゼロとし，剥離を考慮する。 

ジョイント要素のばね定数は，港湾構造物設計事例集を参考に，数値解析上，不

安定な挙動を起こさない程度に周囲材料の剛性よりも十分に大きな値を設定する。 

 

図 3.5.1－13 に荷揚場南断面における杭―地盤相互作用ばね及び杭下端非線形

ばねの配置図，表 3.5.1－3 に非線形ばね定数，図 3.5.1－14 に非線形ばねの力学

特性を示す。 
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図 3.5.1－13 荷揚場南断面における杭―地盤相互作用ばね及び 

杭下端非線形ばねの配置図 

 

 

表 3.5.1－3 非線形ばね定数 

項目 
圧縮剛性ｋｎ 

（kN/m3） 

杭下端 1.0×106 

 

 

 

 

図 3.5.1－14 非線形ばね定数の力学特性 

  

漂流物対策工 
防波扉基礎 

鋼管杭 

：構造物（線材） 

：杭－地盤相互作用ばね 

：非線形ばね（杭下端） 
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2.2.4－53 

 

3.5.2 使用材料及び材料の物性値 

使用材料を表 3.5.2－1 に，材料の物性値を表 3.5.2－2 に示す。 

 

表 3.5.2－1(1) 使用材料（防波扉） 

材料 諸元 

コンクリート 
防波扉戸当り（ＲＣ支

柱）及び基礎スラブ 
設計基準強度：24N/mm2 

鋼材 

防波扉（鋼製扉体） SM490，SS400 

防波扉（鋼管杭）＊ φ1200mm，t=25mm（SKK490） 

鉄筋 SD345 

注記＊：「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（日本道路協会，2002 年）」

に基づき腐食代 1mm を考慮する。杭体の断面照査において，腐食代 1mm による断面

積の低減を考慮する。 

 

表 3.5.2－1(2) 使用材料（漂流物対策工） 

材料 諸元 

コンクリート 
漂流物対策工戸当り（ＲＣ

支柱）及び基礎スラブ 
設計基準強度：40N/mm2 

鋼材 
漂流物対策工（鋼製扉体） SBHS700, SM570 

鉄筋 SD345 

 

表 3.5.2－2(1) 材料の物性値（防波扉） 

材料 
単位体積重量 

（kN/m2） 

ヤング係数 

（N/mm2） 
ポアソン比 

鉄筋コンクリート 24.0＊1 2.5×104＊1 0.2＊1 

鋼管杭 77.0＊2 2.0×105＊2 0.3＊2 

注記＊1：道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（日本道路協会，2002 年） 

  ＊2：コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（土木学会，2002 年） 

 

表 3.5.2－2(2) 材料の物性値（漂流物対策工） 

材料 
単位体積重量 

（kN/m2） 

ヤング係数 

（N/mm2） 
ポアソン比 

鉄筋コンクリート 24.0＊ 3.1×104＊ 0.2＊ 

注記＊：道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（日本道路協会，2002 年） 
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2.2.4－54 

 

3.5.3 地盤の物性値 

地盤の物性値は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定している

物性値を用いる。地盤の物性値を表 3.5.3－1～表 3.5.3－4 に示す。 

 

表 3.5.3－1 地盤の解析用物性値（有効応力解析，液状化検討対象層） 

 埋戻土 

物
理
特
性 

密度        ρ＊（g/cm3） 
2.11 

【2.00】 

間隙率       n 0.45 

変
形
特
性 

動せん断弾性係数  Gma（kN/m2） 162,400 

基準平均有効拘束圧 σma
’ （kN/m2） 98.0 

ポアソン比     ν 0.33 

減衰定数の上限値  hmax 0.095 

強
度
特
性 

粘着力       c’ （kN/m2） 0.00 

内部摩擦角     φ ’（°） 39.81 

注記＊：括弧内【】の数字は地下水位以浅の数値を表す。 
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表 3.5.3－2 地盤の解析用物性値（有効応力解析，改良地盤） 

対象施設 防波扉（荷揚場南） 

種別（工法，地盤種別） 
改良地盤①，② 

（薬液注入） 

改良地盤③ 

（薬液注入） 

物
理
特
性 

密度        ρ＊（g/cm3） 
2.11 

【2.00】 
2.11 

間隙率       n 0.45 0.45 

変
形
特
性 

動せん断弾性係数  Gma（kN/m2） 756,600 947,300 

基準平均有効拘束圧 σma
’（kN/m2） 98.0 98.0 

ポアソン比     ν 0.33 0.33 

減衰定数の上限値  hmax 0.095 0.095 

強
度
特
性 

粘着力       c’ （kN/m2） 628 1140 

内部摩擦角     φ ’（°） 38.00 40.54 

注記＊：括弧内【】の数字は地下水位以浅の数値を表す。 
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表 3.5.3－3 改良地盤①～③の残留強度及び引張強度 

地盤 
残留強度 

引張強度（N/mm2） 
Ｃ’（N/mm2） φ’（°） 

改良地盤①，② 0.091 46.08 0.258 

改良地盤③ 0.205 42.71 0.495 

 

表 3.5.3－4 地盤の解析用物性値 

（有効応力解析（１，２号機エリア）） 

 

 

3.5.4 地下水位 

設計用地地下水位は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に従い設定す

る。設計用地下水位を表 3.5.4－1 に示す。 

 

表 3.5.4－1 設計用地下水位の一覧 

施設名称 設計用地下水位 

防波扉（荷揚場南） 
漂流物対策工より陸側：EL 5.5m 

漂流物対策工より海側：EL 0.58m 
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3.6 評価対象部位 

評価対象部位は，防波扉（荷揚場南）の構造上の特徴を踏まえ設定する。 

 

3.6.1 施設・地盤の健全性評価 

施設・地盤の健全性評価に係る評価対象部位は，防波扉（鋼製扉体），防波扉戸

当り（ＲＣ支柱），防波扉基礎スラブ，防波扉（鋼管杭），漂流物対策工（鋼製扉

体），漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱），漂流物対策工基礎スラブ及び改良地盤①

～③とする。 

 

3.6.2 基礎地盤の支持性能評価 

基礎地盤の支持性能評価に係る評価対象部位は，防波扉（荷揚場南）を支持する

基礎地盤（鋼管杭を支持する岩盤，ＭＭＲ，改良地盤並びにＭＭＲ及び改良地盤直

下の岩盤）とする。 
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3.7 許容限界 

許容限界は，「3.6 評価対象部位」にて設定した評価対象部位の応力や変形の状態

を考慮し，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の基本方針」にて設定

している許容限界を踏まえて設定する。 

 

3.7.1 防波扉 

(1) 防波扉（鋼製扉体） 

防波扉（鋼製扉体）の許容限界は，「ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説編・

設備計画マニュアル編）（ダム・堰施設技術基準協会，2016 年）」に基づき，表 3.7.1

－1 に示す短期許容応力度とする。 

 

表 3.7.1－1 防波扉（鋼製扉体，戸当り）の許容限界 

部材 材質 
許容応力度 

(N/mm2) 

短期許容応力度 

(N/mm2) 

主横桁 SM490 
許容曲げ応力度σca 160 240 

許容せん断応力度τa 90 135 

スキンプレート SM490 許容曲げ応力度σca 160 240 

補助縦桁 SS400 
許容曲げ応力度σca 120 180 

許容せん断応力度τa 70 105 

端縦桁 SM490 許容圧縮応力度σca 160 240 

支圧板 SUS304 許容支圧応力度σｐa 150 225 

戸当り 

（底面フランジ） 
SS400 許容曲げ応力度σca 120 180 

戸当り 

（コンクリート） 
Fc24 

許容支圧応力度σcba 5.9 8.8 

許容せん断応力度τca 0.40 0.60 
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(2) 防波扉戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブ 

     防波扉戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブの許容限界は，「コンクリート標準示

方書[構造性能照査編]（土木学会，2002 年）」に基づき，表 3.7.1－2 に示す短期

許容応力度とする。 

 

表 3.7.1－2 防波扉戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブの許容限界 

種別 
許容応力度 

（N/mm2） 

短期許容応力度 

（N/mm2） 

コンクリート 

(Fc24) 

許容曲げ圧縮応力度σca 9 13.5 

許容せん断応力度τca 0.45 0.67 

鉄筋 

（SD345） 

許容曲げ引張応力度σsa 196 294 

許容せん断応力度τsa 196 294 

 

 

(3) 防波扉（鋼管杭） 

      防波扉（鋼管杭）の許容限界は，「道路橋示方書・同解説Ⅳ下部構造編（日本道

路協会，2002 年）」及び「港湾の施設の技術上の基準・同解説（日本港湾協会，1999

年）」に基づき，表 3.7.1－3 に示す短期許容応力度とする。 

 

表 3.7.1－3 防波扉（鋼管杭）の許容限界 

種別 
杭径 

(mm) 

杭板厚 

(mm) 
鋼種 

降伏基準点 

ｆｙ（N/mm2） 

短期許容応力度 

τsa（N/mm2） 

鋼管杭 1200 25＊ SKK490 315 157 

注記＊：「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（日本道路協会，2002 年 3 月）」 

に基づき，腐食代 1mm を考慮する。杭の断面計算及び杭の曲げ剛性の算出をする際

は腐食代の断面積の低減を考慮する。 
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(4) 改良地盤 

改良地盤の許容限界は，「耐津波設計に係る工認審査ガイド」を準用し，表

3.7.1－4 に示すすべり安全率を設定する。 

 

表 3.7.1－4 改良地盤の許容限界 

評価項目 許容限界 

すべり安全率 1.2 以上 

 

 

(5) 基礎地盤 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に

係る基本方針」に基づき，支持力試験及び「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構

造編）・同解説（日本道路協会，2002 年）」により設定する。基礎地盤の許容限

界を表 3.7.1－5 に示す。 

 

表 3.7.1－5 基礎地盤の許容限界 

評価項目 基礎地盤 許容限界（N/mm2） 

極限支持力度 岩盤 
CH 級 

9.8 
CM 級 
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3.7.2 漂流物対策工 

   (1) 漂流物対策工（鋼製扉体） 

漂流物対策工（鋼製扉体）の許容限界は，「ダム・堰施設技術基準（案）（基準

解説編・設備計画マニュアル編）」（ダム・堰施設技術基準協会，2016 年 3 月）に

基づき，表 3.7.2－1 に示す短期許容応力度とする。 

 

表 3.7.2－1 漂流物対策工（鋼製扉体，戸当り）の許容限界 

部材 材質 
許容応力度 

(N/mm2) 

短期許容応力度 

(N/mm2) 

主横桁 
SBHS700 許容曲げ応力度σca 350＊1 525 

SM570 許容せん断応力度τa 129＊1 193 

張出桁 SBHS700 
許容曲げ応力度σca 350＊1 525 

許容せん断応力度τa 202＊1 303 

補助縦桁 SM570 
許容曲げ応力度σca 207＊1,＊2 310 

許容せん断応力度τa 129＊1 193 

端縦桁 SM570 許容圧縮応力度σca 225＊1 337 

支圧板 SUS304 許容支圧応力度σｐa 150 225 

戸当り（腹板） SM400 許容支圧応力度σba 180 270 

戸当り 

（底面フランジ） 
SBHS700 許容曲げ応力度σca 350＊1 525 

戸当り 

（コンクリート） 
Fc40 

許容支圧応力度σcba 5.9 8.8 

許容せん断応力度τca 0.40 0.60 

注記＊1：ダム・堰施設技術基準（案）に基づき，許容曲げ応力度は降伏点の応力度を安全

率 2.0 で割った値とし，また，許容せん断応力度はさらにその値を３の平方根で

割った値とした。 

＊2：補助縦桁に用いる構造用鋼材（SM570）の許容曲げ応力度は，ダム・堰施設技術基

準（案）及び道路橋示方書に基づき，横倒れ座屈に対する配慮として許容応力度

を下記の計算式により算出する。 

圧縮フランジがスキンプレート等で固定されていない場合 

Ｌ/ｂ≦10/Ｋ：σca＝225(N/mm2) 

10/Ｋ＜Ｌ/Ｂ≦25：σca＝225－2.9(ＫＬ/ｂ－10)(N/mm2) 

           K = √3 +
Aw

2Ac
 

ここに，Ｌ ：圧縮フランジの固定点間距離(mm) 
ｂ ：圧縮フランジの幅(mm) 
Ａw ：腹板の総断面積(mm2) 

Ａc ：圧縮フランジの総断面積(mm2) 

  

但し，Aw/Ac＜2 の場合は K＝2 とする 
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(2) 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブ 

漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブの許容限界は，「コンクリート

標準示方書［構造性能照査編］（土木学会，2002 年）」に基づき，表 3.7.2－2 に

示す短期許容応力度とする。 

 

表 3.7.2－2 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブの許容限界 

種別 許容応力度（N/mm2） 
短期許容応力度 

（N/mm2） 

コンクリート 

(Fc40) 

許容曲げ圧縮応力度 14 21 

許容せん断応力度 0.55 0.82 

鉄筋 

(SD345) 

許容曲げ引張応力度 196 294 

許容せん断応力度 196 294 

 

 

(3) 基礎地盤 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係

る基本方針」に基づき，支持力試験及び「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・

同解説（日本道路協会，2002 年 3 月）」により設定する。基礎地盤の許容限界を表

3.7.2－3 に示す。 

 

表 3.7.2－3 基礎地盤の許容限界 

評価項目 基礎地盤 許容限界（N/mm2） 

極限支持力度 

岩盤 
CH 級 

9.8 
CM 級 

改良地盤 1.4 

ＭＭＲ 18.0 
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3.8 評価方法 

防波扉（荷揚場南）の強度評価のうち，防波扉（鋼製扉体），防波扉戸当り（ＲＣ支

柱）及び漂流物対策工（鋼製扉体）については，津波荷重により各部材に発生する応力

が「3.7 許容限界」で設定した許容限界以下となることを確認する。 

また，防波扉基礎及び漂流物対策工基礎については，2 次元静的有限要素法に基づい

て算定した発生応力が「3.7 許容限界」で設定した許容限界以下となることを確認す

る。応力度の算定には，解析コード「ＲＣ断面計算」を使用する。なお，解析コードの

検証，妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」

に示す。 
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3.8.1 防波扉 

(1) 防波扉（鋼製扉体）及び戸当り（ＲＣ支柱） 

防波扉（鋼製扉体）は，扉体（スキンプレート，主横桁，補助縦桁，端縦桁及び

袖桁），車輪，レール，ガイドローラ，ロック装置，支圧板，戸当り及び防波扉戸

当り（ＲＣ支柱）で構成されている。津波荷重に対して，応力算定式により，扉体

（主横桁，スキンプレート，補助縦桁，及び端縦桁），支圧板，戸当り及び防波扉

戸当り（ＲＣ支柱）の耐震評価を行う。 

 

a. 主横桁 

主横桁は，扉体の支圧板と側部戸当りとの接触位置を支点とする両端ピン支持

の単純梁にモデル化し，水平荷重（水圧荷重＋風荷重）から算定される応力が許

容限界以下であることを確認する。なお，側面からの水圧荷重は圧縮力として評

価する。 

主横桁の照査対象部を図 3.8.1－1 に，主横桁のモデル図及び応力算定式を図

3.8.1－2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.8.1－1 主横桁の照査対象部 

  

（扉体断面図） 

主横桁 

1160



2.2.4－65 

ここに， 

Ｍ1 ：曲げモーメント（kN･m） 

Ｓ1 ：せん断力（kN） 

Ｎ ：圧縮力（kN） 

Ｗ ：水圧荷重（kN/m） 

Ｗ’：風荷重（kN/m） 

Ｌ ：支間（m） 

ａ ：張り出し部（m） 

Ｌ1 ：正面水密幅（m） 

Ｂ1 ：側面水密幅（m） 

Ｚ ：断面係数（mm3） 

Ａw ：腹板断面積（mm2） 

Ａs ：全断面積（mm2） 

断面力の計算 

・曲げモーメント

M1 =
1

2
(W + W′)L1

2(
𝑎

L1
−

1

4
) 

・せん断力

S1 =
1

2
(W + W′)L 

・圧縮力

N = (W＋W′)B1 

応力度の計算 

・曲げ応力度σc（N/mm2）

σ
𝑐

=
M1

Z
±
Ｎ

A𝑠

・せん断応力度τ（N/mm2）

τ =
S1

A w

図 3.8.1－2 主横桁のモデル図及び応力算定式 

Ｌ1

海側

陸側

Ｌ

Ｂ１

（扉体平面図） 
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b. スキンプレート 

スキンプレートに発生する曲げモーメントは，４辺を固定支持された平板とし

てモデル化し，水平荷重（水圧荷重＋風荷重）から算定される応力が許容限界以

下であることを確認する。 

スキンプレートの構造図及び応力算定式を図 3.8.1－3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・β1σ1＝
I

100
ｋ・a2・

P

t2  

ここに， 

σ1 ：曲げ応力度（N/mm2） 

ｔf ：桁フランジの厚さ（mm） 

ｔs ：スキンプレートの厚さ（mm） 

Ｌ/ι：辺長比 

ｋ1 ：辺長比（長辺ｂ/短辺 a）による係数 

Ｌ ：縦桁の間隔（区画の短辺 a）（mm） 

ι ：主桁の間隔（区画の長辺 b）（mm） 

Ｐ ：水平荷重（水圧荷重＋風荷重）（N/mm2） 

ｔ ：有効板厚（mm） 

β1 ：応力の補正係数 

 

図 3.8.1－3 スキンプレートの構造図及び応力算定式 

 

 

  

σ4 

σ3 

σ2 

σ1 
b 

a 

（扉体正面図） 

1162



 

2.2.4－67 

 

c. 補助縦桁 

補助縦桁は，水平荷重（水圧荷重＋風荷重）を受ける単純梁として計算し，そ

の応力が許容限界以下であることを確認する。 

また，補助縦桁の照査対象部は，荷重と主横桁間隔を考慮し選定する。 

補助縦桁のモデル図及び応力算定式を図 3.8.1－4 に示す。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面力の計算 

・曲げモーメント M（kN・m） 

＝M
Pｍ

(3･ℓ2－ｍ2)
24  

・せん断力 S（kN） 

S ＝
Ｐｍ

(ℓ－ｍ/2)
2  

応力度の計算 

・曲げ応力度σ(N/mm2) 

σ =
M

Z
 

・せん断応力度τ(N/mm2) 

τ =
Ｓ

A 𝑤
 

 

 

 

 

図 3.8.1－4 補助縦桁のモデル図及び応力算定式 

  

ここに，Ｐ ：水平荷重(kN/m2) 

      (水圧荷重＋風荷重) 

ℓ ：主横桁間隔(m) 

ｍ ：補助縦桁間隔(m) 

Ｚ ：断面係数（mm3） 

Ａw  ：腹板断面積（mm2） 

 

m/2  m/2 

Ｐ 

ℓ 

 

 
主横桁

補助縦桁

主横桁

補助縦桁

評価対象部

主横桁

補助縦桁

主横桁

補助縦桁

主横桁

ｍ

（扉体正面図） 
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d. 端縦桁 

端縦桁は，主横桁反力を支圧板，戸当りを介してコンクリート躯体に伝達する。

そのため，垂直補剛材を有するプレートガーダの荷重集中点として腹板強度の計

算を行い，算定される応力が許容限界以下であることを確認する。 

端縦桁の構造図及び応力算定式を図 3.8.1－5 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

端縦桁の圧縮応力度σc(N/mm2) 

𝜎𝑐 =
Ｒ・103

Ａ
q

 

 

 

 

 

 

図 3.8.1－5 端縦桁の構造図及び応力算定式 

  

ここに， 

Ｒ ：主横桁の支点反力（kN) 

Ａq ：補剛材の有効総断面積（mm２） 

Ａq＝Ａw+Ａs 

Ａw＝bｗ・tｗ （端縦桁腹板） 

Ａs＝bｓ・tｓ （主横桁腹板） 

但し, Ａq≦1.7Ａs 

 

（扉体平面図） 
（扉体正面図） 

（扉体正面詳細図） 

tw

主横桁腹板

ts

端縦桁腹板

B
w=
2
4t

w

bs=12ts
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e. 支圧板 

支圧板の面圧は扉体に作用する荷重から求め，算定される応力が許容限界以

下であることを確認する。 

  支圧板の構造図及び応力算定式を図 3.8.1－6 に示す。 

支圧板の支圧応力度σp（N/mm2） 

σ
p

=
ＰＬ

1

2Ｃ
 

 

 

 

 

 

 

図 3.8.1－6 支圧板の構造図及び応力算定式 

 

  

（扉体平面図）

Ｌ

Ｌ1

海側

陸側

海側

陸側

戸当り

扉体

支圧板

c

端縦桁

スキンプレート

ここに， 

Ｐ ：水平荷重(kN/m2) 

 （水圧荷重＋風荷重） 

Ｃ ：支圧板の有効幅（mm） 

Ｌ1 ：水密幅（mm） 
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f. 戸当り 

戸当りは，水平荷重（水圧荷重＋風荷重）の最も大きい扉体最下部に作用する

荷重により評価を行い，算定される応力が許容限界以下であることを確認する。 

戸当りの構造図及び応力算定式を図 3.8.1－7 に示す。 

 

コンクリートの支圧応力度σcb(N/mm2) 

σ
cb

=
ＰＬ

1

2bf
 

  底面フランジの曲げ応力度σf(N/mm2) 

σ
f

=
6Ｍ

f

tf2   Mf =
σ

cb
･bf2

8
   

 

 

コンクリートのせん断応力度τc(N/mm2) 

τ𝑐 =
ＰＬ

1

2Σℓ
 

 

 

 

 

 

 

図 3.8.1－7 戸当りの構造図及び応力算定式  

ここに， 

Ｐ ：水平荷重（kN/m2） 

(水圧荷重＋風荷重) 

Ｌ1 ：水密幅（mm） 

ｂf ：底面フランジの幅（mm） 

ｔf ：底面フランジの厚さ（mm） 

ℓ1  ：戸当り深さ（mm） 

ℓ2  ：底面フランジのコンクリートま

での距離（mm） 

Ｍf ：底面フランジに作用する曲げモ

ーメント（N･mm） 

Σℓ ：せん断抵抗長さ 

（＝ℓ1＋2ℓ2）（mm） 
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g. 防波扉戸当り（ＲＣ支柱） 

防波扉戸当り（ＲＣ支柱）の陸側について，防波壁側を固定として水平荷重（水

圧荷重＋風荷重）を受ける片持梁にモデル化して計算し，その応力が許容限界以

下であることを確認する。 

防波扉戸当り（ＲＣ支柱）の位置図を図 3.8.1－8 に示す。 

 

 

 

 

図 3.8.1－8 防波扉戸当り（ＲＣ支柱）の位置図 

 

  

防波扉戸当り（ＲＣ支柱）

（陸側）

扉体

平面図

73
5m

m

700mm

（防波壁）
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(2) 防波扉基礎スラブ 

     鉄筋コンクリートの曲げ軸力照査及びせん断力照査に対して，２次元静的有限要

素法により算定される応力が許容限界以下であることを確認する。 

 

  (3) 防波扉（鋼管杭） 

     鋼管杭の評価は，杭体の曲げモーメント及び軸力より算定される応力及びせん断

力より算定されるせん断応力が許容限界以下であることを確認する。 

 

a. 曲げ軸力照査 

発生曲げモーメントが，次式により算定される降伏曲げモーメント以下である

ことを確認する。 

My＝(fy −
|N|

A
)Ze    

ここに， 

Ｍy ：鋼管杭の降伏曲げモーメント（kN・m） 

ｆy ：鋼管杭の降伏基準点（N/mm2） 

Ｚe ：鋼管杭の断面係数（mm3）＊ 

Ｎ ：鋼管杭に発生する軸力（kN） 

Ａ ：鋼管杭の断面積（mm2）＊ 

注記＊：鋼管杭の外側１mm を腐食代として考慮する。 

 

b. せん断力照査 

せん断力を用いて次式により算定されるせん断応力が，せん断強度に基づく許

容限界以下であることを確認する。 

τ＝
S

A
 

ここに， 

τ：鋼管杭のせん断力より算定されるせん断応力度（N/mm2） 

Ｓ：鋼管杭に発生するせん断力（kN） 

Ａ：鋼管杭の断面積（mm2）＊ 

注記＊：鋼管杭の外側１mm を腐食代として考慮する。 
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(4) 改良地盤 

改良地盤の評価は，改良地盤を通るすべり面のすべり安全率が 1.2 以上である

ことを確認する。すべり安全率は，想定したすべり面上の応力状態をもとに，す

べり面上のせん断抵抗力の和をせん断力の和で除した値を時々刻々求め，最小す

べり安全率を算定する。 

また，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に示すとおり，改良地盤の

解析用物性値のうちせん断強度は，室内配合試験結果よりも保守的な強度を設定

していることから，強度特性のばらつきを考慮した評価（平均値－１σ）は実施

しない。 

すべり安全率の算定には，解析コード「ＣＰＯＳＴＳＫ」を使用する。なお，

解析コードの検証，妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム

（解析コード）の概要」に示す。 

 

(5) 基礎地盤 

基礎地盤の支持性能評価においては，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造

編）・同解説（日本道路協会，2002 年）」に従い，杭先端部の軸力を用いて次式

により算定される軸応力が基礎地盤の極限支持力度以下であることを確認する。 

  Rd＝
Nmax

A
 

ここに， 

Ｒｄ ：鋼管杭先端の軸力より算定される軸応力度（N/mm2） 

Ｎmax ：鋼管杭に発生する軸力（kN） 

Ａ ：鋼管杭先端の断面積（mm2）＊ 

注記＊：鋼管杭の外側１mm を腐食代として考慮する。 
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3.8.2 漂流物対策工 

(1) 漂流物対策工（鋼製扉体） 

漂流物対策工（鋼製扉体）は，扉体（主横桁，張出桁，補助縦桁，端縦桁及び

支圧板），支承部，ロック装置及び戸当りの部位から構成されている。津波荷重

に対しては，主横桁，張出桁，補助縦桁，端縦桁及び戸当り（支圧板含む）の強

度評価を行う。 

なお，扉体は，図 3.8.2－1 に示すように，主横桁，補助縦桁，端縦桁及び張出

桁の 4 種類の桁を溶接により接合した格子状の部材である。戸当り（ＲＣ支柱）

に対しては支承部でアンカーにより固定され，鋼製扉体と戸当り（ＲＣ支柱）間

には支圧板を設けている。 

 

 

図 3.8.2－1 (1) 漂流物対策工（鋼製扉体）の構造図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：荷揚場南と３号機東側で鋼製扉体の構成は同様で
あるため，部材数が多い３号機東側を代表で示す。

主横桁

補助縦桁

端縦桁

支圧板

張出桁
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図 3.8.2－1 (2) 漂流物対策工（鋼製扉体）の構造図（拡大図） 

 

 

図 3.8.2－1 (3) 漂流物対策工（鋼製扉体）の構造図（分解図） 

 

  

上

下

西側

東側

注：荷揚場南と３号機東側で鋼製扉体の構成は同様で
あるため，部材数が多い３号機東側を代表で示す。

主横桁

補助縦桁

端縦桁

支圧板

張出桁

上

東側

主横桁

補助縦桁

端縦桁

張出桁
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a. 主横桁 

主横桁は，扉体と側部戸当りとの接触位置を支点とする両端ピン支持の単純梁

にモデル化し，水平荷重（水圧荷重＋風荷重＋衝突荷重）から算定される応力が

許容限界以下であることを確認する。なお，主横桁の分担荷重は，保守的に津波

波圧及び風荷重が桁の空隙を考慮せずに作用するものとする。また，主横桁に作

用する衝突荷重としては，「3.4.1 荷重」で示すように，船首衝突についても考

慮する。 

主横桁のモデル図及び応力算定式を図 3.8.2－2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面力の計算 

・曲げモーメント 

M1 =
1

2
(W + W′ + P)L1

2(
𝑎

L1
−

1

4
) 

・せん断力 

S1 =
1

2
(W + W′ + P)L1 

 

応力度の計算 

・曲げ応力度σ(N/mm2) 

σ =
M1

Z
 

・せん断応力度τ(N/mm2) 

τ =
S1

𝐴𝑤
 

 

 

図 3.8.2－2(1) 主横桁のモデル図及び応力算定式 

  

ここに， 

Ｍ1 ：曲げモーメント（kN･m） 

Ｓ1 ：せん断力（kN） 

Ｐ ：衝突荷重（kN/m） 

Ｗ ：水圧荷重（kN/m） 

Ｗ’：風荷重（kN/m） 

Ｌ ：支間（m） 

ａ ：張り出し部（m） 

Ｌ1 ：扉体幅（m） 

Ｚ ：断面係数（mm3） 

Ａw  ：腹板断面積（mm2） 

 

水圧荷重Ｗ＋風荷重Ｗ’＋衝突荷重Ｐ

Ｌa a

Ｌ1

（扉体平面図） 
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断面力の計算 

・曲げモーメント 

M1 =
1

2
(W + W′) L1

2 (
𝑎

L1
−

1

4
) +

1

8
P′{L2 − (L − b)2} 

・せん断力 

S1 =
1

2
(W + W′) L1 +

1

2
P′b 

 

応力度の計算 

・曲げ応力度σ(N/mm2) 

σ =
M1

Z
 

・せん断応力度τ(N/mm2) 

τ =
S1

𝐴𝑤
 

 

 

 

図 3.8.2－2(2) 主横桁のモデル図及び応力算定式 

（船首衝突を考慮した場合） 

  

ここに， 

Ｍ1 ：曲げモーメント（kN･m） 

Ｓ1 ：せん断力（kN） 

Ｐ’：船首衝突による衝突荷重（kN/m） 

Ｗ ：水圧荷重（kN/m） 

Ｗ’：風荷重（kN/m） 

Ｌ ：支間（m） 

ａ ：張り出し部（m） 

Ｌ1 ：扉体幅（m） 

ｂ ：船首衝突作用幅（m） 

Ｚ ：断面係数（mm3） 

Ａw  ：腹板断面積（mm2） 

 

（扉体平面図） 

Ｌ

Ｌ1

水圧荷重Ｗ＋風荷重Ｗ´

衝突荷重Ｐ´

b

ａ ａ
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b. 張出桁 

張出桁は，扉体部を固定とする片持梁にモデル化し，水平荷重（水圧荷重＋風

荷重＋衝突荷重）から算定される応力が許容限界以下であることを確認する。な

お，衝突荷重は「局所的な漂流物衝突荷重」として 1200kN を考慮する。 

張出桁のモデル図及び応力算定式を図 3.8.2－3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面力の計算 

・曲げモーメント 

M2 =
1

2
(W + W′) L2

2 + P・L 

・せん断力 

S2 = (W + W′) L2 + P 

 

応力度の計算 

・曲げ応力度σ(N/mm2) 

σ =
M2

Z
 

・せん断応力度τ(N/mm2) 

τ =
S2

𝐴𝑤
 

図 3.8.2－3 張出桁のモデル図及び応力算定式 

ここに， 

Ｍ2 ：曲げモーメント（kN･m） 

Ｓ2 ：せん断力（kN） 

Ｐ ：衝突荷重（kN） 

Ｗ ：水圧荷重（kN/m） 

Ｗ’：風荷重（kN/m） 

Ｌ2 ：張出長さ（m） 

Ｚ ：断面係数（mm3） 

Ａw ：腹板断面積（mm2） 

 

水圧荷重Ｗ 

＋風荷重Ｗ’ 

張出桁 

Ｌ2 

Ｌ2 

（張出桁平面図） 

衝突荷重 P 

（張出桁断面形状） 

（単位：mm）

上

海側

陸側

下

PL t=38

2
5
0

注記＊：接合する端縦桁のフランジ幅の半分を含む。
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c. 補助縦桁 

補助縦桁は，主横桁に支持された単純梁としてモデル化し，水平荷重（水圧荷

重＋風荷重＋衝突荷重）から算定される応力が許容限界以下であることを確認す

る。なお，衝突荷重は「局所的な漂流物衝突荷重」として 1200kN を考慮する。 

補助縦桁のモデル図及び応力算定式を図 3.8.2－4 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面力の計算 

・曲げモーメント（桁中央） 

M3 =
1

8
(W + W′) ℓ2 +

1

4
P ∙ ℓ 

・せん断力（桁端部） 

S3 =
1

2
(W + W′)ℓ + P 

 

応力度の計算 

・曲げ応力度σ(N/mm2) 

σ =
M3

Z
 

・せん断応力度τ(N/mm2) 

τ =
S3

𝐴𝑤
 

図 3.8.2－4 補助縦桁のモデル図及び応力算定式  

水圧荷重Ｗ＋風荷重Ｗ’ 

ここに， 

Ｍ3 ：曲げモーメント（kN･m） 

Ｓ3 ：せん断力（kN） 

Ｐ ：衝突荷重（kN） 

Ｗ ：水圧荷重（kN/m） 

Ｗ’：風荷重（kN/m） 

ℓ ：主横桁の間隔（m） 

Ｚ ：断面係数（mm3） 

Ａw ：腹板断面積（mm2） 

 

ℓ 

 

（扉体正面図） 

衝突荷重Ｐ 

 

（補助縦桁断面形状） 

（単位：mm）

上

海側

陸側

下

PL t=16

7
5
0
＊
（
＝

l）

5
0
0

注記＊：接合する主横桁のフランジ幅の半分を含む。
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ｄ. 端縦桁 

端縦桁は，主横桁反力を支圧板，戸当りを介してコンクリート躯体に伝達する。

そのため，垂直補剛材を有するプレートガーダの荷重集中点として腹板強度の計

算を行い，算定される応力が許容限界以下であることを確認する。 

端縦桁の構造図及び応力算定式を図 3.8.2－5 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

端縦桁の圧縮応力度σc(N/mm2) 

𝜎𝑐 =
Ｒ・103

Ａ
q

 

 

 

 

 

 

 

図 3.8.2－5 端縦桁の構造図及び応力算定式 

  

ここに， 

Ｒ ：主横桁の支点反力（kN) 

Ａq ：補剛材の有効総断面積（mm２） 

Ａq＝Ａw+Ａs1＋Ａs2 

Ａw＝bｗ・tｗ （端縦桁腹板） 

Ａs1＝bｓ1・tｓ1 （主横桁腹板） 

Ａs2＝bｓ2・tｓ2 （リブ） 

但し, Ａq≦1.7（Ａs1＋Ａs2） 

 

主横桁

補助縦桁

端縦桁

支圧板

Ｌ

Ｌ1

海側

陸側

(扉体平面図) 

tw

主横桁腹板

ts1

端縦桁腹板

B
w=
2
4t

w

スチフナ

ts2

bs=12tsbs

(扉体正面図) 

(扉体正面詳細図) 
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e. 戸当り 

戸当りは，作用水圧の最も大きい扉体最下部に作用する水平荷重（水圧荷重＋

風荷重＋衝突荷重）により評価を行い，その応力が許容限界以下であることを確

認する。 

戸当りの構造図及び応力算定式を図 3.8.2－6 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支圧板の支圧応力度σp(N/mm2) 

σ
p

=
ＷＬ

1

2ＣＬ
2

+
ＰＬ

1

2ＣＬ
4

 

腹板の支圧応力度σb(N/mm2) 

σ
𝑏

=
ＷＬ

1

2twＬ
2

+
ＰＬ

1

2twＬ
4

 

 

底面フランジの曲げ応力度σf(N/mm2) 

σ
f

=
6Ｍ

f

tf 2
 

Mf =
𝜎𝑐・bf 2

8
 

 

 

図 3.8.2－6(1) 戸当りの構造図及び応力算定式  

ここに， 

Ｗ ：水平荷重（kN/m） 

  （水圧荷重＋風荷重） 

Ｐ ：衝突荷重（kN/m） 

Ｃ ：支圧板の有効幅（mm） 

Ｌ1 ：扉体幅（mm） 

Ｌ2 ：主横桁の荷重分担長さ（mm） 

Ｌ4 ：衝突荷重分担長さ（mm） 

（鉛直方向に 45°分散） 

ｔw ：腹板の厚さ（mm） 

ｂf ：底面フランジの幅（mm） 

ｔf ：底面フランジの厚さ（mm） 

ℓ1 ：戸当り深さ（mm） 

ℓ2 ：底面フランジのコンクリートまでの距離

（mm） 

Ｍf ：底面フランジに作用する曲げモーメント

（N･mm） 

Σℓ ：せん断抵抗長さ（＝ℓ1＋2ℓ2）（mm） 

 

ℓ1 tw

tf

支圧板

bf

ℓ2

c

Ｌ

海側

陸側

Ｌ1

主横桁

補助縦桁

端縦桁

支圧板

ℓ1 tw

tf

支圧板

bf

ℓ2

c

L3

衝突荷重P･L１/2

(扉体平面図) 
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コンクリートの支圧応力度σcb(N/mm2) 

σ
𝑐

=
ＷＬ

1

2bfＬ
2

+
ＰＬ

1

2bfＬ
4

 

コンクリートのせん断応力度τc(N/mm2) 

τ𝑐 =
ＷＬ

1

2ΣℓＬ
2

+
ＰＬ

1

2ΣℓＬ
4

 

 

図 3.8.2－6(2) 戸当りの応力算定式 
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(2) 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブ 

鉄筋コンクリートの曲げ軸力照査及びせん断力照査に対して，２次元静的有限要

素法により算定される応力が許容限界以下であることを確認する。 

漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）については，図 3.8.2－7 に示すように保守的

な評価となるように矩形断面を照査用断面として設定し，応力の算定を実施する。 

 

 

図 3.8.2－7 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）の照査用断面の設定方法 

  

戸当り部
上部支承
アンカー部

主部戸当り部

5600

5
6
0
0

3250

3600

3250

5
6
0
0

鉄筋量を合わせる

【平面図】 【平面図（照査用断面）】

鉄筋量を合わせる

注：2次元解析モデルの奥行き（4.7m）に合わせるように換算する。
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平面ひずみ要素でモデル化している漂流物対策工基礎スラブについては，図

3.8.2－8 に示すように，鉛直方向の全要素の応力から断面力を算定することで照

査を実施する。断面力は，要素応力を断面の図心軸回りに積分することにより求め

る。 

照査範囲は，漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）及び基礎スラブの曲げ及びせん断

の「3.5.1 解析モデル（3）構造物のモデル化」において照査範囲を考慮したモデ

ル化を行うことから，図 3.8.2－8 に示す部材端までとする。 

 

 

図 3.8.2－8 漂流物対策工基礎スラブの断面力算定方法 

 

 

(3) 基礎地盤 

基礎地盤の支持性能評価においては，漂流物対策工直下のＭＭＲ及び改良地盤並

びにＭＭＲ及び改良地盤の直下の岩盤に生じる最大接地圧が許容限界以下である

ことを確認する。 

 

  

基礎中心軸

Ｌi：i番目の要素の基礎中心軸からの距離
（基礎中心軸より上側をプラス，
下側をマイナスとする。）

σix：i番目の要素の直応力
τixy：i番目の要素のせん断応力

Ａi：i番目の要素の分担面積

軸力 ：Ｎ＝∑（σix・Ａi ）
曲げモーメント ：Ｍ＝∑（σix・Ａi・Ｌi）
せん断力 ：Ｓ＝∑（τixy・Ａi ）

i=1

i=8

の範囲における断面力

1180



 

2.2.4－85 

 

4. 評価条件 

  「3. 強度評価」に用いる評価条件を表 4－1 及び表 4－2 に示す。 

 

表 4－1(1) 防波扉の強度評価に用いる条件（1/2） 

部材 記号 定義 数値 単位 

主横桁 

Ｍ1 曲げモーメント 385.260 kN・m 

Ｓ1 せん断力 237.985 kN 

Ｎ 圧縮力 85.821 kN 

Ｗ 水圧荷重 71.331 kN/m 

Ｗ’ 風荷重 1.895 kN/m 

Ｌ 支間 6.500 m 

a 張り出し部 0.200 m 

Ｌ1 正面水密幅 6.900 m 

Ｂ1 側面水密幅 1.172 m 

Ｚ 断面係数 3904000 mm3 

Ａw 腹板断面積 11350 mm2 

Ａs 全断面積 15912 mm2 

スキン 

プレート 

Ｌ 縦桁の間隔（区画の短辺 a） 754.5 mm 

ι 主桁の間隔（区画の長辺 b） 1700 mm 

ｔf 桁フランジの厚さ 12 mm 

ｔs スキンプレートの厚さ 12 mm 

Ｌ/ι 辺長比 0.444 - 

ｔ 有効板厚 12 mm 

ｋ1 辺長比（長辺ｂ/短辺 a）による係数 50 - 

β1 応力の補正係数 0.8 - 

Ｐ 水平荷重（水圧荷重＋風荷重） 0.04877 N/mm2 

補助 

縦桁 

ℓ 主横桁間隔 1.7 m 

ｍ 補助縦桁間隔 0.7545 m 

Ｐ 水平荷重（水圧荷重＋風荷重） 40.185 kN/m2 

Ｍ 曲げモーメント 10.234 kN・m 

Ｓ せん断力 20.053 kN 

Ｚ 断面係数 424000 mm3 

Ａw 腹板断面積 2470 mm2 

端縦桁 
Ｒ 主横桁の支点反力 237.985 kN 

Ａｑ 補剛材の有効総断面積 2938 mm2 
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表 4－1(2) 防波扉の強度評価に用いる条件（2/2） 

部材 記号 定義 数値 単位 

支圧板 

Ｐ 水平荷重（水圧荷重＋風荷重） 63.92 kN/m2 

Ｃ 支圧板の有効幅 85 mm 

Ｌ1 水密幅 6900 mm 

戸当り 

Ｐ 水平荷重（水圧荷重＋風荷重） 63.92 kN/m2 

Ｌ1 水密幅 6900 mm 

ｂf 底面フランジの幅 150 mm 

ｔf 底面フランジの厚さ 21.2 mm 

ℓ1 戸当り深さ 200 mm 

ℓ2 底面フランジのコンクリートまでの距離 325 mm 

Ｍf 底面フランジに作用する曲げモーメント 4219 N・mm 

Σℓ せん断抵抗長さ（＝ℓ1＋2ℓ2） 850 mm 
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表 4－2(1) 漂流物対策工の強度評価に用いる条件（1/2） 

部材 記号 定義 数値 単位 

主横桁 

Ｍ1 曲げモーメント 3359.5 kN・m 

Ｓ1 せん断力 1894.2 kN 

Ｐ 衝突荷重 483 kN/m 

Ｐ´ 船首衝突による衝突荷重 520 kN/m 

Ｗ 水圧荷重 49.214 kN/m 

Ｗ’ 風荷重 1.354 kN/m 

Ｌ 支間 7.1 m 

a 張り出し部 0.1 m 

Ｌ1 扉体幅 7.3 m 

b 船首衝突作用幅 6.0 m 

Ｚ 断面係数 18674000 mm3 

Ａw 腹板断面積 21500 mm2 

張出桁 

Ｍ2 曲げモーメント 1147.2 kN・m 

Ｓ2 せん断力 1215.2 kN 

Ｐ 衝突荷重 1200 kN 

Ｗ 水圧荷重 15.529 kN/m 

Ｗ’ 風荷重 0.451 kN/m 

Ｌ2 張出長さ 0.950 m 

Ｚ 断面係数 6527000 mm3 

Ａw 腹板断面積 16870 mm2 

補助 

縦桁 

Ｍ3 曲げモーメント 228.6 kN・m 

Ｓ3 せん断力 1202.4 kN 

Ｐ 衝突荷重 1200 kN 

Ｗ 水圧荷重 6.212 kN/m 

Ｗ’ 風荷重 0.181 kN/m 

ℓ 主横桁の間隔 0.750 m 

Ｚ 断面係数 7567000 mm3 

Ａw 腹板断面積 21500 mm2 

端縦桁 
Ｒ 主横桁の支点反力 1894.2 kN 

Ａｑ 補鋼材の有効総断面積 10747 mm2 
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表 4－2(2) 漂流物対策工の強度評価に用いる条件（2/2） 

部材 記号 定義 数値 単位 

戸当り 

Ｗ 水平荷重（水圧荷重＋風荷重） 50.568 kN/m 

Ｐ 衝突荷重 483 kN/m 

Ｃ 支圧板の有効幅 80 mm 

Ｌ1 扉体幅 7300 mm 

Ｌ2 主横桁の荷重分担長さ 750 mm 

Ｌ4 衝突荷重分担長さ（鉛直方向に 45°分散） 1875 mm 

ｔw 腹板の厚さ 14 mm 

ｂf 底面フランジの幅 800 mm 

ｔf 底面フランジの厚さ 50 mm 

ℓ1 戸当り深さ 1650 mm 

ℓ2 底面フランジのコンクリートまでの距離 950 mm 

Ｍf 底面フランジに作用する曲げモーメント 120000 N・mm 

Σℓ せん断抵抗長さ（＝ℓ1＋2ℓ2） 3550 mm 
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5. 評価結果 

5.1 防波扉 

(1) 防波扉（鋼製扉体）及び戸当り（ＲＣ支柱） 

防波扉（鋼製扉体）及び戸当り（ＲＣ支柱）の主部材及び戸当りの照査結果を表

5.1－1 に示す。この結果から，防波扉（鋼製扉体）及び戸当り（ＲＣ支柱）の主部

材の発生応力が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 5.1－1 防波扉（鋼製扉体）及び戸当り（ＲＣ支柱）の主部材の照査結果 

部材 材質 種別 
応力度 

(a) 

許容限界 

(b) 

照査値 

(a/b) 

防波扉 

（鋼製

扉体） 

主横桁 SM490 

曲げ応力度 

(N/mm2) 
104 240 0.434 

せん断応力度 

(N/mm2) 
21 135 0.156 

スキンプ

レート 
SM490 

曲げ応力度 

(N/mm2) 
77 240 0.321 

補助縦桁 SS400 

曲げ応力度 

(N/mm2) 
24 180 0.134 

せん断応力度 

(N/mm2) 
8 105 0.077 

端縦桁 SM490 
圧縮応力度 

(N/mm2) 
81 240 0.338 

支圧板 SUS304 
支圧応力度 

(N/mm2) 
3 225 0.014 

戸当り 

（底面フ

ランジ） 

SS400 
曲げ応力度 

(N/mm2) 
56 180 0.312 

戸当り 

（コンク

リート） 

Fc24 

支圧応力度 

(N/mm2) 
1.5 8.8 0.171 

せん断応力度 

(N/mm2) 
0.26 0.6 0.434 

防波扉戸当り 

(ＲＣ支柱) 

Fc24, 

SD345 

曲げ引張応力度 

(N/mm2) 
75 294 0.256 

曲げ圧縮応力度 

(N/mm2) 
2.1 13.5 0.156 

せん断応力度 

(N/mm2) 
0.43 0.67 0.648 
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(2) 防波扉基礎スラブ 

防波扉基礎スラブの曲げ・軸力系の破壊及びせん断破壊に対する照査における断

面力図を図 5.1－1 に，曲げ・軸力系の破壊及びせん断破壊に対する照査値を表 5.1

－2 に示す。 

この結果から，防波扉基礎スラブの発生応力が許容限界以下であることを確認し

た。 

 

 

図 5.1－1 防波扉基礎スラブの曲げ軸力照査及びせん断力照査における断面力 
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表 5.1－2(1)  防波扉基礎スラブの曲げ圧縮照査における照査値 

 

発生断面力 
曲げ圧縮 
応力度 

σc（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

σca（N/mm2） 

照査値 
σc／σca 曲げモーメント 

（kN・m） 
軸力 

（kN） 

津波時 58 -60 0.2 13.5 0.013 

 

 

表 5.1－2(2)  防波扉基礎スラブの曲げ引張照査における照査値 

 

発生断面力 曲げ引張 
応力度 

σs（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

σsa（N/mm2） 

照査値 
σs／σsa 曲げモーメント 

（kN・m） 
軸力 

（kN） 

津波時 58 -60 6 294 0.021 

 

 

表 5.1－2(3) 防波扉基礎スラブのせん断力照査における照査値 

 

発生断面力 
せん断応力度 
τs（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

τsa（N/mm2） 

照査値 
τs／τsa せん断力 

（kN） 

津波時 42 0.01 0.67 0.019 
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(3) 防波扉（鋼管杭） 

防波扉（鋼管杭）の曲げ軸力照査及びせん断力照査における断面力図を図 5.1－

2 に，曲げ軸力照査及びせん断力照査に対する照査値を表 5.1－3 に示す。 

この結果から，防波扉（鋼管杭）の発生応力が許容限界以下であることを確認し

た。 

 

 

図 5.1－2(1) 防波扉（鋼管杭）の曲げ軸力照査における断面力 

 

 

図 5.1－2(2) 防波扉（鋼管杭）のせん断力照査における断面力 
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表 5.1－3(1)  防波扉（鋼管杭）の曲げ軸力照査における照査値 

 

発生断面力 
降伏モーメント 
Ｍｙ（kN・m） 

照査値 
Ｍmax／Ｍｙ 曲げモーメント 

Ｍmax（kN・m） 
軸力 

（kN） 

津波時 -44 -158 7978 0.006 

 

 

表 5.1－3(2) 防波扉（鋼管杭）のせん断力照査における照査値 

 

発生断面力 
せん断応力度 
τs（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

τsa（N/mm2） 

照査値 
τs／τsa せん断力 

（kN） 

津波時 61 1 157 0.009 
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(4) 改良地盤 

改良地盤におけるすべり安全率による評価結果を表 5.1－4 に，局所安全係数分

布図を図 5.1－3 に示す。 

これらの結果から，改良地盤のすべり安全率が 1.2 以上あることを確認した。 

 

 

表 5.1－4 改良地盤のすべり安全率評価結果 

 最小すべり安全率 

津波時 14.52 

 

 

図 5.1－3 改良地盤の局所安全係数分布 
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(5) 基礎地盤 

基礎地盤の支持性能照査結果を表 5.1－5 に示す。 

防波扉（鋼管杭）の杭先端部に生じる軸応力度が極限支持力度以下であることを

確認した。 

 

表 5.1－5 基礎地盤の支持性能照査結果（鋼管杭直下の岩盤） 

 
発生断面力 

軸応力度 
Ｒｄ（N/mm2） 

極限支持力度 
Ｒu（N/mm2） 

照査値 
Ｒｄ／Ｒu 

軸力 
Ｎmax（kN） 

津波時 170 0.151 9.8 0.016 
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5.2 漂流物対策工 

(1) 流物対策工（鋼製扉体） 

漂流物対策工（鋼製扉体）の主部材の照査結果を表 5.2－1 に示す。この結果か

ら，漂流物対策工（鋼製扉体）の主部材の発生応力が許容限界以下であることを確

認した。 

 

表 5.2－1 漂流物対策工（鋼製扉体，戸当り）の主部材の照査結果 

部材 材質 種別 
応力度 

(a) 

許容限界 

(b) 

照査値 

(a/b) 

漂流物 

対策工 

(鋼製

扉体) 

主横桁 

SBHS700 
曲げ応力度 

(N/mm2) 
180 525 0.343 

SM570 
せん断応力度 

(N/mm2) 
88 193 0.456 

主横桁 

(船首衝突) 

SBHS700 
曲げ応力度 

(N/mm2) 
188 525 0.359 

SM570 
せん断応力度 

(N/mm2) 
81 193 0.420 

張出桁 SBHS700 

曲げ応力度 

(N/mm2) 
176 525 0.336 

せん断応力度 

(N/mm2) 
72 303 0.238 

補助縦桁 SM570 

曲げ応力度 

(N/mm2) 
30 310 0.097 

せん断応力度 

(N/mm2) 
56 193 0.291 

端縦桁 SM490 
圧縮応力度 

(N/mm2) 
176 337 0.523 

支圧板 SUS304 
支圧応力度 

(N/mm2) 
15 225 0.067 

戸当り 

（腹板） 
SM400 

支圧応力度 

(N/mm2) 
85 270 0.315 

戸当り 

（底面フラン

ジ） 

SBHS700 
曲げ応力度 

(N/mm2) 
288 525 0.549 

戸当り 

（コンクリー

ト） 

Fc40 

支圧応力度 

(N/mm2) 
1.5 8.8 0.171 

せん断応力度 

(N/mm2) 
0.33 0.60 0.550 
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(2) 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱） 

漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）の曲げ・軸力系の破壊及びせん断破壊に対する

照査における断面力図を図 5.2－1 に，曲げ・軸力系の破壊及びせん断破壊に対す

る照査値を表 5.2－2 に示す。 

この結果から，漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）の発生応力が許容限界以下であ

ることを確認した。 

 

           

図 5.2－1 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）の曲げ軸力照査 

及びせん断力照査における断面力 

  

1193



 

2.2.4－98 

 

表 5.2－2(1)  漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）の曲げ圧縮照査における照査値 

 

発生断面力 
曲げ圧縮 
応力度 

σc（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

σca（N/mm2） 

照査値 
σc／σca 曲げモーメント 

（kN・m） 
軸力 

（kN） 

津波時 -17360 -3349 1.7 21.0 0.082 

 

 

表 5.2－2(2)  漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）の曲げ引張照査における照査値 

 

発生断面力 曲げ引張 
応力度 

σs（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

σsa（N/mm2） 

照査値 
σs／σsa 曲げモーメント 

（kN・m） 
軸力 

（kN） 

津波時 -17360 -3349 49 294 0.167 

 

 

表 5.2－2(3) 漂流物対策工戸当り（ＲＣ支柱）のせん断力照査における照査値 

 

発生断面力 
せん断応力度 
τs（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

τsa（N/mm2） 

照査値 
τs／τsa せん断力 

（kN） 

津波時 4721 0.38 0.82 0.463 
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(3) 漂流物対策工基礎スラブ 

漂流物対策工基礎スラブの曲げ・軸力系の破壊及びせん断破壊に対する照査にお

ける断面力図を図 5.2－2 に，曲げ・軸力系の破壊及びせん断破壊に対する照査値

を表 5.2－3 に示す。 

この結果から，漂流物対策工基礎スラブの発生応力が許容限界以下であることを

確認した。 

 

          

図 5.2－2(1)  漂流物対策工基礎スラブの曲げ軸力照査における断面力 
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図 5.2－2(2)  漂流物対策工基礎スラブのせん断力照査における断面力 
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表 5.2－3(1)  漂流物対策工基礎スラブの曲げ圧縮照査における照査値 

 

発生断面力 
曲げ圧縮 
応力度 

σc（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

σca（N/mm2） 

照査値 
σc／σca 曲げモーメント 

（kN・m） 
軸力 

（kN） 

津波時 -3044 64 1.2 21.0 0.059 

 

 

表 5.2－3(2)  漂流物対策工基礎スラブの曲げ引張照査における照査値 

 

発生断面力 曲げ引張 
応力度 

σs（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

σsa（N/mm2） 

照査値 
σs／σsa 曲げモーメント 

（kN・m） 
軸力 

（kN） 

津波時 -3044 64 49 294 0.166 

 

 

表 5.2－3(3) 漂流物対策工基礎スラブのせん断力照査における照査値 

 

発生断面力 
せん断応力度 
τs（N/mm2） 

短期許容 
応力度 

τsa（N/mm2） 

照査値 
τs／τsa せん断力 

（kN） 

津波時 709 0.22 0.82 0.273 
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(4) 基礎地盤 

基礎地盤の支持性能照査結果を表 5.2－4 に，最大接地圧分布を図 5.2－3 に示

す。 

漂流物対策工の基礎地盤に生じる最大接地圧が極限支持力度を下回ることを確

認した。 

 

表 5.2－4(1) 基礎地盤の支持性能照査結果（ＭＭＲ） 

 
最大接地圧 
Ｐ（N/mm2） 

極限支持力度 
Ｐu（N/mm2） 

照査値 
Ｐ／Ｐu 

津波時 0.5 18.0 0.030 

 

 

表 5.2－4(2) 基礎地盤の支持性能照査結果（改良地盤） 

 
最大接地圧 
Ｐ（N/mm2） 

極限支持力度 
Ｐu（N/mm2） 

照査値 
Ｐ／Ｐu 

津波時 0.2 1.4 0.164 

 

 

表 5.2－4(3) 基礎地盤の支持性能照査結果（岩盤） 

 
最大接地圧 
Ｐ（N/mm2） 

極限支持力度 
Ｐu（N/mm2） 

照査値 
Ｐ／Ｐu 

津波時 0.7 9.8 0.069 
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図 5.2－3(1) 基礎地盤の最大接地圧分布図（ＭＭＲ） 

 

 

 

図 5.2－3(2) 基礎地盤の最大接地圧分布図（改良地盤） 
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図 5.2－3(3) 基礎地盤の最大接地圧分布図（岩盤） 
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